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本 調査は,日 本 自転車振興 会の機械工業振興資金 にょ る 「昭和45年 度情

報処理 に関す る調査研 究補助 事業 」の一環 として実施 した もので す。
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当財 団で は情報 化社 会の進展す る中 で産業 の変化 を解明す るために
,昨 年 にひ

きつづ き・ 「産 業の情報化専門委 員会 」を設 け調査 を実施 いた しました
。

本報告書 は,そ の結果 を とりま とめた ものです。

ここに・本報告書 と りまとめにご尽力下 さった委員 およびご支援賜 わ
った関係

各位 に感謝 の意 を表 しますと ともに,本 報告書 が広 く各方面 に利用 されわが国の

情報処理の発展 に寄与で きますよ う念願す る次第 であ ります。

昭和46年5月

財団法人 日本情報処 理開発 セ ンター

会長 難 波 捷 吾
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総論(総 合商社の 内外環境の変化)

経済の成長は産業界にいちじるしい変化を与えてきているが,総 合商社においてもその機能は

大 きく移 り変わりつっある。

生産者と消費者の間を結びつける流通機構け,従 来のわが国では流通チャネルあ整備を困難に

するいくつかの日本的特色があった。すなわち,消 費者が貧しいためにその諸人は常に必要最小

限に制限される。 したがって零細な企業しか存在しない。排他性の強い伝統的な商習慣に左右さ

れる。金融力が弱いために業者は リスクを極端に回避 しようとい う消極的姿勢をとる。メーカー

に従属的な意識を持つ。さらに流通業者の数が多く,流 通段階が複雑に入り組んでいて,流 通コ

ス ト高を招いていた。

こうした流通業界が,大 量生産時代に入 り,ま た消費者の講買力も向上 して ぐると,そ れに応

ずるための近代化が要請 され,総 合商社の役割は流通企業システム化の中心として大きな位置を

占めるようになる。

生産中心の時代にあっては,流 通機能の役割は ・もの'・の移動が中心であったが,経 済成長が

すすみ,生 産されたものを市場におしこむという生産者中心の時代から消費者の選好による消費'

者中心の時代に変わ って くる と ・もの ・のや りとりの際に起る ・情報 ・のや りとりのウエイ ト

が高ま ってきている。総 合商社 の機能 もそれに ともなって質的 な変化 を とげて きた
。 、

生産者中心か ら消費者 中心への移 り変わ りの背景をなす ものは,科 学技術の急激 な進展に裏付

け られ た技術革新やそれ に よって もた らされた豊かさなどであろ う。 技術革新はまず
,大 量の商

品の生産を可能 とし,市 場を豊 かに した。 消費者の レベルが向上す るにつれ市場は次第に生産 オ

リエン トか ら消費 オ リエ ン トに移 って行 き,物 の生産は消費者の要求に応 じなが ら行なわれる よ

うになる。 そ うした中では,消 費者の好み をつかみ,ま た生産者 の商品をいち早 く消費者 に知 ら

せ るとい う情報活動の占める役 割が重要 なものとなり,・ 情報 ・が ・もの ・に優先す るようにな

る。

総合商社は こうした ・情報 ・のや りとりの中心的存在として,生 産 と消費 との調整後の位置 を

占め ようになる。 したが って,そ の機能は各関連企業 を結 び付けるオル ガナイザ ーとしての役割

が大 きな ものとな り,鉄 鋼 繊維 食品,化 学 紙 パル'ブな ど
,あ らゆる業種 との企業間システ

ムの設立 などが中心的課題 とな ってきた
。

こうした システム型産業 としての企業 の社会的責任は大 きく ・もの ・を流通 させる機能 よりも

・インフォメーシ
ョン ・センター ・としての機能が重要視 されなげればな らないのであ る。 しか

も,こ うした機能 を遂行 するため には,国 内のみな らず ワール ドワイ ドの情報が必要であるのは

い うまで もなく,総 合商社の海外進出,海 外企業 との業務提携は飛躍的に増大 している。

こうした実情に合わせて,総 合商社の企業内の組織も大幅に変化 してきており,海 外支店の拡
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充ぽ 信部門 の充実,技 術部 開発部騨 品の取鋤 部門で鱒 門的に取 組めない ような問駆

対処するための機 能鮪 すべ き部 門 の 創設な どが促進 されてい るが・特にい ちじる しいのは・

コンヒ'ユータ部門である。

これ まで述 べて きた ように,総 合商社の機能が ・もの ・を扱 うこ とか ら・情報 ・を取 り扱 うこ

とに変化してきているとすれば,氾 濫する情報を収集 しぽ 択 し・それに棚 ・醜 を与え・さら

に 各企業にす ぐれた情報 を提供す ること力撮 大の存在条件 であることはい うまで もなカ'ろう・

この,大 量の情報 処理のために,コ ンピ ュー タリゼー ヨンの促進が急務であ った。

繍 処理機械 としての ・ ンピ_タ は,た くさんの繍 をい・き ・に処理す る大量高 速処理

織,必 要 な情報 を競 円 き,何 時 で もそれをとり出 して働 ・とが で きる大量情報 蓄積・検

索髄 遠隔繍 処理機能,購 処理髄 旨・多くのEeg'1・一台の繊 を㊥ ことが可8旨な期 利

用機能,シ ステム ・オ・レガナイザーの役害Uをにな うシステ・構齢 よび連結機能な どのす ぐれた

機能 を持 っている。

こうした 。ンピ_タ の導入に よ。て,・ ンピー テ ・ング ・セ・ターを設置 し・あ らゆる情

報処理業務 を行な うとともに,デ ータ ・バンクを持 ち,企 業 間 システ ムの中心 と しての役割 をに

な う方向にすすんで きた。,

さ らに情報化 を推進す るためには,デ ータ通信網の活用に よるオ ンラインの情報 ネ 。トワーク

拡大 をめざ してお り,グ ローバル な情報 システムが確立 される時 こそ,総 合商社の情報化が完成

す るときであるといえ よ う。

こうした 目的実現のために,商 社内におい てもその体質改善のためにあ らゆる努力を してお り

生涯教育時代 に対応 した社員教育の実施,職 務に応 じた新賃金体系の登場,労 働時間の調整な ど

の企業努力を行 な ってお り,業 績の評価基準 も変化 して きている。いずれに して も,流 通企業 の

中心 として,産 業情報化 の一翼 をにない,社 会の進歩に貢献す るこ とを主眼 に情報化 を推進 して

行 く姿勢 をみせているのが,現 在 の総合商社 の姿であるといえ よう。

'

⑳
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1各 論

1-1市 場 構造,動 向の変化,販 売方式の変化

大量生産,大 量 消費は産業構造 の変化 を招 くと同時に,市 場構造 に も変化 をもたら した。

す なわち,従 来の市場は メーカーの作 った物 を売 る場であ ったが,大 量生産,商 品の多様化

に よって市場が豊かになるにっれ,従 来 とは反対に市場 自らが商品 を選択す るように なるい

わゆるマーケ ットオ リエン トの思想 とな ってきた。 したが らて,以 前の ように メーカーに何

が あるか を察知 し,市 場に流す ことが商社 の役割 りであ った ことか ら,市 場の動向を察知 し

それを満 す メーカーを選択 するとい う役割 りに変化 して きた。商社の情報機能は これ ら市場

動向をキ ャ 。チする意味で商域の広さ,資 本力,'人 材 の豊富さがあ っては じめて可能 といえ

よ う。市場構造,動 向の変化は販売方式に変化 を余儀な くされ,流 通機構 に変化を及ぼす結

果 となる。

●

1-2流 通 機構の変化

日本的流通機構の特色は,メ ー カーと市場間に卸商の多段化がみられ,細 く長い流通経路

が一般的で ある。各段階の卸商がそれぞれの問屋機能 で互いに リスクヘ ッジを して きたため

流通経費の増大に よる消費者物価 の高騰を招き,大 量生産,大 量販売を妨げ るとい う欠陥が

露呈 された。

マーケット・・オ リエン トの思想と交通事情 高密度社会等の影響から東 海道 メガロポリス の出

現 など地域社 会か らの脱皮は必然的にな り,従 来 の流通チ ャネルの整備が必要 となって きた。

商的流通面 での改善は情報化の進展に より,企 業 の協業 化を進 め,卸 商業 団地,ボ ランタリー

・チ ェーン
,ス ーパーなどの発展を促進 し,物 流面で もチ ャネル整備 の意味か ら物流センタ

ーの建設
,輸 送用 具の大型化,高 速化,自 動化倉庫 コンテナ リゼーシ ョン,パ レ。トの普

及などその発 達は 目ざましい。

又,食 品 コンビナー トのよ うな生産販売一貫体制 をひ くもの も出現 してい る。 このような

流通機構 の変化は,商 社 を単に商的流通面での問屋機能だけでな く,流 通総合 システムの中

核体 と しての機能へ と変化させてい った。商内 の形 態も企業間 の売買情報のや りとりも,即,

物流 センター に流 され,需 要 と供給のバ ランスを考え ると共に,指 定配送へ最 も効率の 良い

物流 セ ンターを選択す るな どの一 貫 したシステムへ と進ん でい る。更に大量仕 入を目的 とし

ているボランタ リー ・チ ェーンやスーパー とのタイア ップは商域の拡大に も大 きな効果 を及

ぼ してい る。

この ような南流物流の合体化は従来商社 内に存在 してい た運輸機能を超 える ものであり,

既に流通 対策室や,流 通関係 プロジェク トが設置され,流 通機構の変化に対処 している。
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表 一1

業 種 物 流 セ ン タ ー

鉄 鋼 コイルセンター

鋼材セ ンター,線 材 センター

専 属運送会社(輸 送形態 の統 一化)

食 品1食 品 コン ビナー ト

社内には新 たに リース事業部を昭和41年4月 に設 置 し,ス ーパーのチ ェーン網拡 大に対

し,店 内設備 の リースを進め,流 通末端への喰 い込みを図 り,そ の結果国内スーパーの大半

で ある全国25県 にわたり,延 べ1,000.店 の各 チ ェー ン網に設備 リースを行な うと共 に産

業 技術部門で も輸送合理化な どに も力を注 ぎ,更 に広 く海外各 国の優秀な機器の輸入を行な

い,ス ーパーの陳列方法,商 品の選択,加 工発送セ ンターか らの配送方法などの ソフ トウ ェ

アまで扱 っている。

)'

●
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2商 社機能の変化

一般的に総合商社の役割 は
,産 業社会 において発生す る非常に広範囲なニーズを効率良 く,

最 適な形で解決する中心的な解決 者である。 つま り既に顕在 してい る需要 を換起 し,そ れのニ

ーズを解決す る両面の働 きを持
ってい る。 その意味で総合商社 とい う形態に脱皮 して以来持ち

続けた機能 を現 在 も持 ち,更 にそれ は将来において も変 らないであろ う。但 しそれ らの機能の

中には,時 代時代 に順応 した形で特別に浮び
=ヒって 目立 つ機能 とな るものがあ るように,そ の

ウエ イ トにおいては非常に変わ って くるであろう。 つまり総合商社は産業
,経 済 の各活動にい

ろいろな面か ら関係,参 画 してい るわけであ るが,総 合商社に如何なる ものがあるか以下に列

挙 してみる。

1・ 貿 易 機 能

2・ 流 通 機 能

a売 買 機 能

b保 管 機 能

c加 工 機 能

d配 送 機 能

eチ ャネラー(管 理、

f需 給 調 整 機能

5・ 金 融 機 能

a資 金 調 達 機 能

b信 用 機 能(延 払
,

c投 融 資 機 能

d価 格 操 作 機 能

開発,組 織 化,維 持)

り一 ス,保 証)

4.信 用 リスクに対するバ ッファー機 能

(危 険負担,リ スク ・ヘ リジ(為 替,商 品))

5・ 市場開拓機能

a需 要創出機能(マ ー ケ ット ・ク リエー タ)

イ 国際的新市場 開拓

ロ 国民生活充実に基づ く新市場開拓

ハ 公共投資の推進

二 地域
,社 会の開発

b新 商品,新 技術
,サ ー ビスの開発機能

イ 新素材,製 品の開発
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ロ.イ ン ビ ジ ブ ル ・グ ッズ の 開 発

ハ.エ ン ジ ニ ア リ ン グ'サ ー ビス の 開 発

ニ セ ッ ト ・サ ー ビ ス の 開 発

Cオ ー ガ ナ イ ズ 機 能

イ.シ ス テ ム型 商 内

ロ 海 外 資 源 開 発,供 給 源 の 開 発

ハ.複 合 プ ロ ジ ェク ト

&情 報 機 能

イ.コ ン サ ル テ ィ ン グ(教 育,指 導 等)

ロ.海 外 ・国 内 情 報 収 集'

ざ ロ
き

ハ 市場情報収集(マ ーケテ ・ング)

二.技 術情報(技 術の輸出入)

ホ.総 合情報(各 種情報 の加工と総合化)

ス 経営 ・管理機能.

&総 合,企 画,調 整機能

等がある。

2-1伝 統 的 な機能

賜,樋 金融 リスク ・へ 。ジなどは商社の伝統 的縦 で あ り・過去⇔ い種 要 左

役割 を果た して きた.今 後 も・れ ら諸髄 巨細 社離 の基礎 的な部分の一角磁 してゆ くで

あろ う。

しか し,特 に最近 クローズ ・ア 。プされ吉 ものに,チ ャネラー としての機能があるが,こ

れは価格安定のために大いにその力 を発揮 している。

例えば,食 品 ・ンビナー ト(穣 県船橋 名醒 知多・神戸第 四区)の 設立 一次ぱ か

ら二 次産業煙 る工場を話 し,そ ・に加工工場を も包含 した配送セ・・一(馴 ・鰍

厚木)な どの建設 も企画 されて鋤 流動 ・ス ト ・ダウ・をはか り 流動 合理化をはか

ってい るo

'

●

2-2新 時代に適応 した機能

産業の情報化 の進 展につれて,市 場開拓機能 情報機能 はますますそ の重要性 を増 して き

た.つ ま嚇 しいニーズを内外経済 圏略 分野 にわた・て創造 し渇 極猷 既存の各種エ レ

.ン ト産業群をオルガナ・ズしなが ら未来産業 として成立 さttt育 成 し成長産靴 させてL'

る。

例えば,海 洋開発,情 報 産業,住 宅,レ ジャー,公 害防止 原子力等各種 の分野にわた っ
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ている。又各種資源の供給源確保のために・海外資源の開発輸入を図るとともに,海 外諸地

域の開発のために政府と一体とたって海外経済協力を推進 しており,こ のように経済活動全

域にわたって円滑な経済 ・社会活動の解決者 として,総 合商社機能は外界の変化に対応して

不断に変容 しつつ永続 してゆくことになるであろうが,今 後特に情報に対 して如何なる付加

価値を与えるか,つ まりその情報を利用 して如何に変容する環境に挑戦し,新 しいものを創

り出すかに大きなウエイトが置かれるようになって きて鉛り,そ のためにも結果に対する業

績評価の方法も次第に変化してきており,更 に社内の人間の教育にも影響を及ぼしつつあり,

このように創造的な思考を中心とした情報,市 場開拓機能に重点が移 ってゆくであろう。

●

●
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5経 営 組 織 の 変 化

一般的 に組織は規範的,固 定的な ものでkく 効率的 に業務 を遂行 した り－C業 行動を円滑に

するための ものであるが,総 合 笥社 が持 ってい る種 々の機能 自体が変1ヒするにつれて・組織 も

いろいろと変化 して きた。t:'えぱ 部数の変化をみ ると,昭 和55鉦 か ら比較 する と・蕗和45

年 では約2.4倍 の増加を示 してい る。 こフ)ように環境条件の変化 に即応 した組織の新設 改廃

が あったが,特 に顕著な ものとして商品大 分類別の営業総括部の設置があげ ら力 る。

表 一2M社 における本店の部数推移

これ は過去の単純 な商 品売買梯能下にあ っては,営 業 部は商品別に独立 した事業部で充分で

あ',た が,シ ステム産業 の出現や調査,企 画開発,情 報諸機能に重点が置 かれるにつれて関連

商品部門 を総合的に把握 し,関 連情報 を統合 し付加価 値を与え ることに より新 しい商売の創造,

調査,研 究が積極的になされるよ うにな 〔てきた。 つ まり必ず しも直 ちに商売につなが らない

ような ことも取 り扱 うように なった。

例:(化 学 品総括部,鉄 鋼総括部,機 械総括部,食 料品総括部等),更 に環境変化の スピー ド

に合わせ て従来の固定的な組織に代 わ って水平的 なコ ミュニケーシ 宣ンを積極的に取 り入れ る

ために,課 制 を廃止 し,チ ーム組織の導入が顕著 になった。(例:化 学機械部,機 械総括部,

財務部,調 査部等 におけるチーム編成 元

又,各 部門の枠 を越えたプロジエク ミ・チー ムが増加 して きてお り.現 在は十数チ ームが編

成 され活 動中 である。 これは システム産業の出現に より産業間にお ける垣根が取 り除かれ異 な

った商品 を取 り扱 〔ている人間 をいろいろ と組み込ん で大 きな プロジェク トを開発す るケース

が多 くなって きた。 つま り従来の鉄鋼,機 械,食 品,金 属,繊 維等 といったエレメン ト産業 に

対する縦割組織 を基礎に,こ れ らの商品単位で構成 された各部 とこれをまとめる総括 部 さ ら

には部門間に またが る種 々の問題点 を解決す るために新 しい組織 く、例:シ ステム開発 室 流通

対策室等)が 企業 内に定着すえようにな って きた。

'・

●
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鯵

4技 術革新,海 外 企業 との業務提携 の増大

技術革新に対する商社のとらえ方は,10年 前と現在とでは大きな差異がある。

商品の売買を主機能 とした商社では,技 術レベルの問題 よりも,む しろ商品知識に対する欲

望が強 く,そ の意味では技術情報に対する興味は薄かった。ところが他企業 と異なり情報網の

充実さ度合は比較にならないことか ら,そ の需要に応えて情報の収集を始めたのが今日の技術

部の発端である。世界最先端の技術情報をわが国に紹介 し,又 日本からは国内の技術情報を伝

えるという情報活動を行ない,社 内的には各営業部門のコーディネー トを図 り,商 社としての

総合力発揮のための潤滑油的役割を果 たしてきた。

昭和55年 頃は海外技術の導入という目的から次第に各国(特 に先進諸国)と の業務提携も

増加してきた。 しか し,こ の時代は業務提携とい う意味よりも技術輸入の観が強 く感 じられた。

その後日本においても急速 な技術進歩を遂げ,先 進諸国の仲間入りをするに及んで,昭 和

40年 頃から,先 進国企業間との業務提携、後進国企業への技術指導 合弁事業政策が積極的に

開始され,技 術革新の急テンポ且つ多面性のために社内における技術部の役割 も単なる技術情

報の収集から,社 内各営業部が単独でフォローできない企画調整に努めるようになってきた。

現在検討分野 としては,海 洋開発(開 発部,機 械各部,化 学品各部 石油部),原 子力平和

利用(開 発部,電 機部,化 学機械部 非鉄部)な どがあり,か かる複数営業部にまたがる産業

部門へのアプローチが今後の課題といえよう。

表一5技 術部人員の推移

摘 要 日本 米国 欧州 英国 計

昭和35年 2 2

"56年 6 2 1 9

〃37年 11 4 2 1 18

〃45年 50 13 6 5 52

一方
,技 術提携 に対する考え方は,技 術的 レベルの一致をみれば,ノ ウハ ウの輸出入だけで

充分 ことたりる状態 も出現 してきてお り,そ のこ とか らいえば情報の収 集,分 配に も意味が あ

るo

又,技 術革新 の影響 だけでな く,日 本の国状を考えてみ ると,原 材料の確保が重要 な問題 と

な っている。そ こで,こ の問題 に関 しては,東 南アジア,南 米 オース トラリア等に資源開発

プロジェク トを起 し,現 地企業 と合弁で開発会社を設立 し,そ こで発掘 した資源 を日本に輸入

するとい う機能 も有 してきている。

海外企業 との ジョイン ト ・ベンチ ュアの件数実績は次表 の ようであるが 今後 も飛躍的に伸長
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す るであろ う。

表一4

年度(暗部 30 51 52 55 54

1

35 56 57

J/Vの 数 1 2 5 5 8 11 16 20

年度(昭和) 58 59 40 41 42 45 44 45

L三∠との数
51 58 45 50 61 73 91 107

'}
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5関 連企業の変化

従来・関連企業 とい うと・商品毎の関連 が主で あり,商 社内部は商品別企業体のコングロマ

リットであ って・ ともする と関連企業 との結 びつ きは各商品営業部限 りの ものであ った
。

ところが・大量生産・ 大量消費か ら始まる経済全体の豊かさへの道 と,加 えて技術革新 が も

た らす影響は新産業(都 市開発 公害防止,医 療 ,海 洋開発 エネルギー産業 など)の 登場 を必

然的に し,産 業 のシステム化が起 り従来 と性格 を異 に した関連企業 の増加,及 び系統 化が深 ま

って きた。表 に見 られる ように,国 内関係企業 では10年 間 に2倍 弱,海 外関係企業 におい て

は4倍 弱の伸びを示 している し,商 社 内部に もこれ ら新産業 に対処すべ く,横 機能 ともい うべ

き,異 商品間の結びつけ を強化するべ く,開 発部,技 術部等に多数のプロジェク トチームを発

生 させている。

これ らのチームか ら直接,間 接に発生 した企業 と して,情 報開発会社,総 合開発,海 洋開発,

都 市開発があ り,個 別商品の売買 とい うよりはむ しろ,シ ステムを売 るとい う新 しい機能 をも
.

った会社が増加 して きてい る。

表 一5プ ロジェク トチーム編成

摘 要 S36年 S46年

都 市 開 発
、
、

大 型 工 業 基 地

情 報 産 業

開 発 部 部 と して存 在せ ず エ ネ ル ギ ー

地 域 開 発

流 通

各 部 関 係 会 社
1

業 務 部 な し シ ス テ ム開 発
,流 通 対 策.

情 報
技術 室 と して存 在

公 害
技 術 部 し,主 と し て 技 術

住 宅 、

情報の収集
海 洋

鉄鋼開発室 な し 陸 上 パ イ プ ラ イ ン ・ チ ー ム
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表 一6

摘 要 s56年 S46年

機 械 総 括 部 な し 機 械 情 報 セ ン ター

化 学 機 械 部 化 学 機 械 高内 公害 防 止 設備

産 業 機 械 部 産 業機 械 歯 内 商 品 開 発

輸 送 機 械 部 な し 交 通 シ ス テ ム

航 空 磯 部 な し 宇 宙 開 発

繊 維 部 な し 産 業 資 材 開 発

この ように,異 業種企業間共 同の 目的を もった新産業が発生 することは,単 なる流行だけで

な く,各 企業 の もつ技術力 の有機的結合化等に よる人類社会への貢献 とい うことであろ う。

表一7関 係会社の伸び率

令

、

摘 要 S54 S44

関 係 会 社
国 内28社 国 内51社(175社)

海 外6社 海外22社(107社)

合弁

靭
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6企 業 の 社 会 的責 任 の 変 化

わが国の産業,経 済社会の今日までの発展は国の政策 と歩調を合わせての重化学工業化の方

向であった といえ よう.そ の結果が高度工業化社会と呼ばれる今日の姿を見ることができるわ

けであるが,そ の過程の中に総合商社の位置付けを求めた場合第一 にあげ られるのが貿易機能

であろう。

それは下図の実 績に示され る通 りで もある。

表一8

摘 要 靴依願寵織 輸入依願議

論
55 9旦% 10旦%

弐6 7■ 10旦

57 8エ 9∠

58 7Z. 9旦

39 8■ 9ユ

40 9旦 9旦

41 9旦 .9旦

42 8旦 9±

45 8.旦 82

4

さ らに今 日その重要性が叫ばれてい る海外 資源確保 の問題は,融 資買鉱 とい って海外の現地

会社 に融資す る ことによってそれの見返 りとして鉱物資源 を輸入する とい った方式が今までは

とられ てきたが,こ れだけ では増大す る資源需要 に対 して十分で な く,更 に安定供給 とい う面

でも問題 があ った。 これの解決 として原地に鉱山会社を設立 し,発 展途上国におけ る政府海外

援助の一環 として政府 と一体 となり,現 住民 の教育 と工業化 をはか り,安 定供給源の確保に努

めている。 次図は 日本 におけ る資源需要 と海外依 存度 を表 わ している。

このために も,M社 の海外資源開発 プロジェク ト(鉄 鉱石,銅,錫,ニ ッケル,石 油,石 炭,

木 材等)は 各種 に亘 り件 数 も合計65件(S44年)を 数 え,し か もそれに必要 とする資金の

予想額は42,246万$(1,52り 億 円)と なってい る。

更に昭和50年 の 予想GNPはt65兆(日 経 センター予測)の 規模が想定されているが

これ の裏付け として莫大な資源 の輸入は必要で あり,こ れに対する総 合商社の役割は年 々増大

してい るわけで ある。

しか し,以 上 の ような海外 市場 の拡大 と同時に忘れては癒らない ものが国内消費市場の育成
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である。 これ はある意味で海外市場への進出を一方 では支えてきたもの といえ よう。それがま

た国民経済を豊かに してきた とい う点 において海外市場 の拡大 と国内消費 市場の育成 とは相互影

響作用が認 められ るわけであるが,そ の中で総合商社は莫大 な金融 力を背景に して流通の促進に

対 し積極的 な働 きかけを行 なってきた といえ よう。

このように今 日までの総 合商社の姿は,高 度工業化社会へ向って,端 的にいえぱGNPの 伸 び

に貢献 する方向での 自らの利潤追求 とい う形態の中 に求 めることが可能であ った。

しか し,こ れか らの総合商社の発展の方向は,こ のよ うな過去の延長線上にのみでな く,社 会

全体 のバ ランスの とれ た発展へ向か って,例 えば公害防止や環境 保全など時 としては負 の方向 と

もいえ る面 に対 して も積極的に取 り組む姿勢 を示 しつつあるように思える。 またそれが企業が今

日求められている社会的責任で もあろ う。

●
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表 一一9

ー

一
〇
1

区 分

項 目

45年 度 50年 度 43～50年 度

需要年平均

増 加 率需 要 国内供給分 海外依存度 需 要 国内供給分 海外依存度

'
－

a銅 740 197 754% 1,400 240 8Z9㈹ 96%

b鉛 186 81 565 567 165 556 102

c亜
.鉛

628 290
7

558 1,290 494 61.7 10.8

dア ル ミ ニ ウ ム 657 0 10α0 1,780 0 10α0 15.3

eニ ッ ケ ル 60 0 10α0 151 0 1000 1t8

f鉄 鉱 石 7ス437 11,856 84.7 164,288 14429 9α0 1t5

9原 料 炭 45650 12,260 71.9 84640 12,260 85.9 103

h石 油 ↑4a229 799

'"
4

9言95 29α000 800 997 1α1

i天 然 ガ ス .2,510 2,510 0 9500 2,510 756 20.9

jウ ラ ン 一 0 10α0 4,200 0 10α0 －

k木 材
.

91,806 4ag65 467
'

12a400
53.900～

65ろ00

58.0～

491
49

注(イ)出 所:経 済審議会 資源研究委員会報告 書 「国際化時代 の資源問題」

(・ロ)単 位:a～9・ ・… 千 トンh・ … ・千K4k・ ・… 千 ㎡ 1… ■■百 万 ㎡j・ … ・シ ョ ー ト トン



7コ ン ピ ュー タ リゼー シ ョンの 促進

昭和55年 頃 より事務の機械化 が日本の社会 において話題 にのぼ り,産 業 界に も徐 々にその

気運が芽生え てきた。

総合商社 も他業種に もれず,事 務処理 の合理化 を目指 し,PCSの 導 入 をはか り始め 為 事

務処理 は従来人手作業 として行 なわれて きてお り,そ のこ と事態 内容的 には何の変化 むみ られ

なか ったが.新 たにデータとい う概念が出現 した とい うことは大 きな進 歩であ った。 データの

収集が 情報 を生み,更 に事務機械 もPCSか らコンピ ュータへ と発展 し,IPt.る 事 務の機械化

合理化 か ら,経 営管理情報 システムへ と移行 しつつ,商 社本来の機能を大 きく拡大 し,か つ情

報産業へ の道 を歩む一助 とな した ことは衆知の ことで ある。 ところが更に企業内のコンピュー

タ部門は内部か らス ピンア ウトし,商 社を取 りま く企業群 との情報 を結びつける役割 りを果す

べ く独立企業体 と して出現 した(昭 和41年10月)。

一企業体か ら複数企業体を情報 を媒体 として結 びつける機能は
,単 に情報交換 の意味 だけで

なく,取 扱い情報の有機 的結合が更 に第三の情報を生み出す とい う情報生産機能 も発生的に出

現する。 ・コンピュータの果 たす役割 も単純 な計算か ら,複 雑多岐に亘 る判断業務を一定のルール

に従 って数秒単 位で処理 するとい う。又 は情報量 の増加に伴 う記憶能力の限界を拡大するとい

う人間 の能力を増殖する分野へ の適用拡 大がはか られて きている。

ここに10年 前 の機器構成と現在 のそれを比較す るべ く表 を載け ると同時に,ア プ リケーシ

ョンの変遷につい て も併載する。機器の変化はい うに及ばず アプリケーションの変化 を眺めて

みて も10年 間で事務処理か ら拡大事務処理 及び,経 営面への応用等 に変化 してい る状況がわ

か る。

社会,経 済等企業を とりま く環境の変化が急速 に起 りつつある今日,的 確 な判断 を下すため

の補助 として利用 され る状態 に入 ってきたと思われ る。

b
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表 一10

摘 要 機 器 構 成 ア プ リ ケ ー シ ョ ン

昭 和56年

、

IBMPCS

2セ ッ ト

RRPCS

2セ ッ ト

UNlVAC120

(販 売管理業務)

得意先別売約諾統計

商品別売約諾統計

通関実績諸統計

(人 事関係業務)

給与計算

入事統計.

(経 理関係業務)

固定資産会計.

有価証券

本支店貸借

、

(審 査業務)

得意先信用程度ポジション

昭和46年 UNIVACllO8(↑96KW)

2セ ッ ト

ラ イ プ リン タ ×6

磁 気 テ ー プ ×17

カ ー ド リー ダ ×4

カ ー ドパ ン チ ×1

高 速 ドラ ム ×7

大 容 量 ドラ ム ×2

通 信 制 御 装 置

已 支∴ 末:

i
}
|
|
|
1

上 記業 務及 び

ζ購売在庫管理業務)

買 掛金,入 出庫実 績統計等

(経 理関係業務)

経理財務関係 トータル ・システム

(人 事関係業務)

キャリア・インベントリ,ワーク'サ ンプリング

〈運輸管理業務)

輸 出入実績,船 腹取扱い業務

ク レーム処理,保 険取扱い業務

(経 営科学計算業務)

生 糸相場 と需要予測

レジオーラン ド入場者予測

食 品コンビナー トに関する需要予測

化学品需要調整

投資シ ミュレー タ

輸送手段決定プ ログラム
…

}(通 信 関係業務)

メ ・セー ジ交換 く世 界ネ ットワーク)
、

営業情報収集,デ ー タ・バ ンク

(そ の 他)

企業間 システ ム
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7-1情 報 ネ ッFワ ーク

情報化時代 の突入に際 し,莫 大な量 の情報 をいかに有効に結びつけ,且 つ正確,迅 速 にセ

レク トするかが重要 なポイン トとなって きている.特 に総合商社の主機能を充分に活用する

ためには海外店 を中心 とした情報 ネ ットワーク の完備が必要 とされる。.

ち なみに情報量の増加を,海 外支店の増加,出 駕数の増加 として とらえてみ ると次の よう

になっている。

表 －t1

摘 要 35年 58 45年

海 外 店(ケ 所) 53 58 66

現地法人(") 12 15 51

計 65 75 117

海外支店網 も約2倍 近い増加を示 してtsり,

ようにな ってい るo

表 一12

ま た これに伴 なって出電通数 の伸びは,次 の

摘 要 51年 34年 58年 42年 44年

通 数(通) 24,270 56769 12a464 459519 621,305

指 示 表 示(%)
51年 を100と しだ場合

100 ↑51 529 1,719 2,560

人 員(人) 25 59 42 40 44

昭和3↑ 年 を100と して考察 してみ ると昭和44年 に おいては約25.6倍 の増加 を示 し

ている。一方技術職に対す る人員不足(人 員の方は横這い状態 を示 している。)が 目立つ よ

うにな った ものの,急 速 に有用 な人員を増加する ことは難 しく,こ のため に事務の合理化,

機 械化が推進 され,現 在は大型 コンピュータを利用 してのメ ッセージ,ス イ ッチング ・シス

テムがほぼ完了 している。 この システムは大型 コンピュータを本店に設置 し,こ れ と本店各

部,支 店,海 外店 とを結ぶ ことに よク,各 地 で発生するデータをダイレク トに インプ ットす

る ことに し,処 理を行 な った ものは必要 な場所に,必 要 な時に提供 することを目的 と してい

る。 この仕組の持つ意 義は現在,営 業各部が必要 としている営業情 報の基礎 となるデータ ・

バンク設立のための前段階であ り,こ れの確立が望 まれ てい る。 この意味で も大 きな情報網

を持つ総合商社はデータ ・バンク としての最先端 にあり,更 に今後非常に多 く発生の 見込ま

れ る ピック ・プロジ ェク トに も対応で きるよ うに縦型情報だけで な く,横 型 情報 を も包含 し

た営業情報 システムの確立 のために努力中である。一方企業 自体の体質 強化のために関係会

`
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社 との業務提携 などが積極的に推進 されているが,こ れ ら関係会社か ら得 られ るオペレー シ

ョナル情報や,プ ランニング情報 を自社の.ネ ットワーク の内部に組み入れ,デ ータ ・バ ン

クの形成に着 々と努めている。 このように して情報化時代に即応 した。 しか もネ ットワ_ク

ク を中心 とした経営管理体制の確立が急務 とされ てい る。

、
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8価 値 基準 の変 化 ・業績 評 価 の方 法 変 化,社 員 教 育 の 変化

一 新 賃 金体 系 の登 場'

情報化の進展に伴 って,社 会環境,企 業機能の変化などに対処するためには
,企 業内部にお

ける価値基準に合った業績評価が行なわれなければならない
。昭和55年 頃はとにか く商売を'

すること。すなわち売上げを伸ばすことに価値があり,業 績評価の判断についても売上高,或

は純利益というもののウエイトが大 きかった。営業担当者はとにかく商売を伸ばすことを考え

ていて,将 来に対する見透しは もっぱら本部管理部門での問題であり
,企 業内部においては営

業部と本部髄 部門とが離 した状態であ・た.つ まり,本 部管理部門でのプランニングと営

業部門での リアライズに関 して,互 に調整がと力ていなかった。

ところが・情報化の進展⇔ れてほ 先の矛唖益を重視するという鮪 から,多 靴 大型化

しつつ急速に変化している社会に対応 して,企 業を存続させるためには,常 に社会の変化に対

処できる体制を考えておかねばならず,将 来をみつめた上での商社でなければならない
。この

意味から・知的醐 に関するウエイトが高まり,入 事考課の上でも変化を起こしている
。

表一15人 事考課の変化

事 務 力

規 律 性

協 調 性

売上げに対する寄 与

開発創造能力

売止に対する寄与率

順 良

この よ うた変化は企業 における期待される人間像に も表われ
,そ の よ うな人材を養 成す る意

味か ら社内教 育体制 も10年 間の うちには相当の変化が生 じてい る
。

表をみればわか るよ うに.10年 前 の内容 は実務中心の教育であ ったものが
,経 営科学的知

識を育成する ようなものへ と重点が移 って きている し,実 務にむける中核体 である年令層の中

心線が移動 するにつれ,教 育 のあ り方 も変化 して きてい るわけである
。す なわ ち,以 前は,蓄

積情報に価値のあ った時代 では年功序列 とい う観念 も充 分理解 されていたが
,創 造能 力が重要

とな って きてい る今 日では,そ の影 もうすれ,必 然的に賃金体系に も変化 を生 じて くる
。

中高年令層は,自 分が今まで歩んで きた道 につ いては経験的にかな り自信を持
っているが,

特 に情報化の進展 した今 日,単 品商品の知識か ら,商 品間 の結びつ きを必要 とす るよ うな横情

報 の取扱いには不慣 れであり,勢 い,企 業 内での関連情報か ら取残されて しま う状態 となる
。

こCよ うな状態 を鑑み て,職 務給,職 能給等の新 しい項 目が給与内部に取 り入れ られ,生 活

給 二:二別 な形 での能 力評価を表わ している。

b
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表 一14社 内教 育の変化

昭和55年 昭 和45年

輸 出 実 務 SA研 修(シ ス テ ム ・ア ナ リス ト)

運 輸 実 務 管理者研修(シ ステム ・マネジメン ト)

商 品 知 識 研 修 計数管理 コース(通 信教育)

海 外 修 業 生 経営管理機能教育'

海 外 修 業 生

語 学 教 育

・貿 易 大 学 研 修

特殊 業 務 研修

表一15職 務 手当 ・職能手当の新設

昭和35年 昭和45年

な し 専 門 職 手 当

技 術 手 当

技 能 手 当
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2.広 告 産 業 に お け る 情 報 化
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は じめに

広告代理業は,ス ペース ・ブロー カーといわれた時代か ら広告を出稿する広告主 と
,ス ペース

やタイムなどを提供販 売す る媒体社 との間にあ って,両 者の動向に敏感に対応する と同時に,両

者に影響 を与えなが ら,発 展 して きたのである。・

したが って,広 告代理業 の変化 を理 解す るにあたっては,ま ず,環 境条件 と しての広告主お よ

び媒体 の変化の様 相をとらえなが ら・代理 業がそれにらかに対応 したかをあとづけ ることにす る。

●

4

o

4
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1環 境 の 変 化

1-1広 告主 の変化

企業の広告活動は,・ 技術革新 に伴 う大量生産機構か ら生産され る大 量の商品を・最 も安

いコス トで消費させ るには,広 告が最 も適切な手段であ る ・とい う認識が 浸透することに よ

って活発にな った。

消費が,昨 和50年 代 前半は家庭用電 気器具を中心とする耐久消費材,50年 代 後半は レ

ジャー関係,40年 代 に入 ってか らは家具,住 宅建設を中心 とす る住関係,S・ よび自動車,

クーラー.カ ラーテ レビとい った大型 消費財,な どを柱 として拡大す るに したが って,あ ら

ゆる広告主の広告活動が活発に なり.同 時に新 しい広告主が 出現 し,広 告主 の層が拡がった。

また.広 告PRの 重 要性 が各界に認識 されるにとdiな って官庁,公 共企業体等 のPRに,ま

た,最 近では,選 挙戦 の一つ の武器 として,広 告がひろ く活用 され るようになった。広告主

が この ように変化 して きたことは業種 別広告費の推移か ら思うかがえ る。第1表 にみ られる

ように,寄 与率が35年 に比べて,44年 に増大 してい るのは,金 融保険,交 通運齢.そ の

他である。金融保 険の 中には不動産が含 まれてお り.最 近の不動産広 告の増大 を物語 ってい

る。交通運輸については,鉄 道会社の観光広告の増加に よるもの と判断される。その他 とし

ては,小 売業,案 内,公 告等が挙げ られる。案内広告の増加は、人手不足に よってあらゆる

企業が求人に苦慮 してい る結果 を示す ものである。

一方,消 費の多様化 と,技 術の急激 な進歩に ょり,商 品のライフ・サ イクルが短 か くなったた

めに企業間の新製品開発競争がます ます激 しくなって きた。

そのため,新 製 品の市場 をい ち早 く確保す る必要 から,短 期間に集 中 して大量 の広告 を投

入するようにな った。

昭和51年,日 本生産性本部 の視察団が,ア メ リカか らマ ーケテ ィング理 論を導入 し.そ

れが企業の中に定着す るに したが って,広 告の役割 もマーケテ ィング活動 の一環 としてます

ます重要視され るように なった。すなわち.企 業は課せ られたマーケテ ィング目標を,効 率

よく達成す るために,広 告政策 を他 のマー ケテ ィング政策 と密接に関連 させなが ら検討 し立

案するよ うにな った。企業は マーケテ ィング計画立案に必要 な.非 常に多方面にわたる情報

を自ら取集 し分析す る と同時 に,広 告代理業者に もそれ らの作業 を依頼する ようになった。

さ らに広告政策 を他のPR政 策,人 的販売政策.販 売促進政策 などと統合 させ て展開す る

プロモー ション ・ミックスの考え方が浸透 するにお よんで.従 来 マスコ ミ4媒 体 が主体であ

った広告活動は,ダ イレク トメー ル,販 売時点での広告物(POPな ど)そ の他あ らゆる広

告物 を組み合わせて使用 するとい うように広が りを持たせ,プ ロモー ション活動全体で相乗

効果 を高める方向になった。
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広告主は.広 告費の飛躍的な増大 にともな って,そ の合理的な運用 を指向 し,50年 代 半

ば頃か ら.広 告代理 業に対 して広告計画の提 出を求め,そ の優劣 によって広告の取扱代理店

を決定す る傾向 が強 くな った。

広告費を効率的に利用するためには.狙 った消費者に媒体 を適合させる媒体戦略.狙 った

消費者に メッセージを合致させ る表現戦略の効率化をはか ることが重要であるとい うことか

ら.表 現技術 についての関心 も高ま ったe

特 に,生 産技術の進歩に よって商品のブラン ド間の差が無 くなってきたために,自 社ブラ

ン ドの差別化が必要 となり,ま た,ス ペースの拡大 印刷技術の向上.あ るいは .消 費者の

生活意識や価値 感の変化 とい ったさまざまの要因に対応 してい くために.科 学的データに も

とついた表現戦略.広 告作品の制作を要望するようにな った。

i、

1-2媒 体 の変化

広告予算が年 々増 加の一途 をたどり,媒 体 のスペース タイムに対する需要が増大するに と

もな って.各 媒体は量的に も質的に も飛躍的 な発展 を続 けている。屋外.そ の他の広告手段

も.そ の利用が拡大 するにつ払 質的に高度化 してい った。

(イ)新 聞

広告媒体 と して常に主役 を務めてきた新聞は,電 波媒 体の出現,特 に50年 代vateけ る

テレビの爆発的 な発展によ り,そ の座 をおびやかされ るに至 った。 しか し.自 らも量的に

も質的 にも発展 し主要媒体の一つ として,多 くの需要に こたえてきた。 まず.総 発行部数

の著 しい伸びが挙げ られ よう。

媒体価値の評価基準の一つ として,そ のカバ レッジが あるが.昭 和55年 の時点での総

発行部数2,443万 部が,44年 で は5507万 部 とこの間に約1,000万 部 の伸びを示

している。 一世帯当 りの部数 も1.18部 か ら1.24部 となり,併 読率が高 ま って きている。

つ ぎに,広 告収入 のウエイ トが増大 した。新 聞社 の収入は販売収入 と広告収入か ら成 り立

っているが 昭和57年 に販売収入 と広告収入の割合が逆転 し,以 後広告収入が増大 し続

け。44年 上 期 には広告収入58%に 対 し販売収入42%と 広 告収入への依 存度が急速 に

高ま って きてい る。(第2表 参照)

これを広告量 か らみたのが第5表 である。全新聞紙面に 占める広告掲載率が昭和35年

に29・8%で あ った ものが44年 に は,4a6%と 大 巾に伸びている。

また,新 聞のページ数の増大 とともに,広 告の大型化 も促進 され,昭 和57年 におけ る

1ペ ージ広告の件数は2 ,492件 であ ったのに くらべ,44年 にはt6512件 の6.6倍

と急増 した。 カラー化 の傾向については.昭 和42年 頃 に多色刷広告の開発が進 められ.

グ ラ ビヤ,オ フセ ット等 多色刷の印刷技術 を備えた新聞社 も60社 を数 えるほどになった。
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そ して,全 広告量に占めるカラー広告の比率が44年 で5.2%と な リカラー化への対応が

進ん でいる。

(ロ)雑 誌

電波媒体が出現するまでは,新 聞 とな らんで広告媒体 と しての利用は多か ったが,そ の

性格上.量 的な面での飛躍的な発展はみ られ なかった。広告 の掲載率か らみて も,昭 和

35年 に15.3%で あ ったものが,42年 に1Z5%に 伸 びた後,45年.44年 と同率で

続 き頭打 ちの状態 である。(第4表 参照)し か し.雑 誌その もの としてみ た場合.か な り

変化 しているといえ よう。M和31年2月 出版社系 としては初めての週刊誌 「週刊新潮」

が発刊 されたのに続 き.ぞ くぞ くと週刊誌が発刊 され,ま さに週刊誌時代 を形成 してい っ

た。 さらに.セ グメン トされ た対象 ごとの週刊誌.月 刊誌が出現 してその発行部数は急増

した。(週 刊誌:昭 和35年 約6億6千 万部が44年 約.10億 部 へ,月 刊誌:昭 和38

年 約4億8千 万部が44年 約7億9千 万部へ増加)

昭 和58年 ご ろか ら,女 性週刊誌お よび婦人月刊誌の ワイ ド化が 目立 ち,印 刷技術の進

歩 と相侯 って,読 む雑誌か ら見 る雑誌へ と変わ って きてい る。

臼 ラ ジ オ

ラジオに とってこの10年 間は苦難の期間であ った。 昭和26年 に民放 ラジオがスター

トしたが,広 告媒体 と して十分定着 していない昭和28年 には民放テレビが開局 した ため

30年 代 に入 るや完全 にテ レビに主導権 を握 られて しま った。 しか し.昭 和54年 に開始

されたニ ッポン放送の深夜放送 に続 き,各 局が オールナ イ ト放送に乗 り出 した り.速 報性

を必要 とす る交通情報 を流す など番組面での強化をはか り,ラ ジオの巻 き返 しをこころみ

た。その結果,40年 代 に入 って、 ラジオ復活のきざしがみ られ るようになった。第5表

に示されている通 り.40年 ま で停滞 していた契約率 も,41年 か らは順調に伸 び.44

年 に は81・1%の 契 約率 とな った。 また新 しい媒体 として,有 線放送に よる広告訴求手段

が開発された。 セグ メン トされた行動集 団を狙 う媒体 として利用され るようになった。

実験段階にあ ったFM放 送 が昭和44年 に本放送 に入b.こ こにまた7つ 新媒 体が登場

したのである。

⇔ テ レ ビ

「テ レビ時代」 「テ レビ文化」 などとい う言葉が流行 した ように,テ レ ビは この10年

間 に驚異的な発展 をとげ た。テ レビの営業収入は昭和35年 に 比べ44年 が 約4・5倍 とな

ってteり,ラ ジオの約1.9倍 と対 照 しても驚 くべ き伸長である。(第6表 参照)昭 和26

年 か ら53年 あ た りまではラジオが新 しい広告媒体 と して,広 告産業を刺激 したが,54

年以 降はテ レビが今 日の広告産業隆 盛の牽引車的な役割 を果ftし て きた。(第7表 参照)

この ことは,テ レビ受像機が この10年 間 でほ とん どの世帯に普及 し,(第8表 参照)
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4・

消費者 の生活 に不可欠の ものとな った こと.ま た,テ レ ビは視聴覚に訴 える とい う特性 か

ら広告訴求にとって最 も強力 な媒体 として評価 されたことに起因 している。

カラー化の問題は,昭 和35年 にNHK,日 本 テ レビ,東 京放送 などが本放送 を開始 し

たが しば らくは低迷を続けた。 しか し.東 京オ リンピ 。クを契機に受像機の普及が進み

一方
,全 国を結ぶ カラーのマイク ロ回線の完成に より,各 放送会社が カラー放送 をスター

トさせた り,キ ー局 のカラー放送時間が 増大す るなど.カ ラー化は急速 に進展 した。昭和

42年 に はカラーCMも 実 用段 階に入 り,昭 和44年 の ゴールデンタイムにおけ る東京6

局 の カラー化率 は75%と な り.全 面 カラー放送へ あと一歩 とせまるにいた った。

昭和40年 の 不況期には,各 媒体 と も広告 費が前年 を下廻 ったが,テ レビは対前年比2

%増 を保つことがで きた。

これは・ スポ ・トの増 収に よる もので.40年 以 降 各局 と も集中スポ ットが効果的で

あることを売 り込み,ス ポ 。ト収入の増加をはか った。

番組面 では,パ ーテ ィシペーシ ョン番組(番 組 の中に複数の広告主のスボ 。ト ・コマー

シ ャルを挿入する方式)が 昭和40年 頃 か ら急速 な発展をみせ,共 同提供番組 とともに,

広 告主のテレビ利用を容易にさせた。(第9表 参照)

新規媒体 としては,昭 和43年8月 に岐阜放送 をかわ きbにUHF局 がぞ くぞ く開局 し

U・V混 在時代 に入 った。(第10表 参 照)

以上 が4媒 体の表面的な変化 であ るが,こ の間.各 媒体社 とも,広 告主の媒体計画立案

に必要 な情報提供,そ のたの調査活動 を活発に行 な うようになってきた。 また.媒 体間競

争 の激化に ともない.自 らの媒体価値 を高め る努力を続 けてきた ことも見逃 がせ ない。

困 屋外,そ の他

屋外広告は,掲 載媒体 広告物 の設置場所 の量的な拡大,店 頭広告物は素材の開発 ・制

作技術の進 歩,ポ スター,パ ンフレ ットな どは印刷技術の進歩 によるカラー化.ダ イレク

トメールは リス トの管理 発送 の機械化 などに よりダ それぞ れ飛躍的な発展 をみ た。.

今後の媒体 の変化を予測することは非常 に困難 であるが,企 業の広告 目標が 明確に設定

され るにつれて.広 告の訴求対 象が地域別 階層別 あるいは関心領土SUilJva細か くセグメン

トされ る傾向にあるといえ る。 したが って,対 象が明確にセグメン トされている雑 誌が再

認識 され ると同時 に,CATV,ビ デ オパ ッケージなど新 規媒体の開発が進む ことが予想

されるであろ う。

1-5広 告費 の増大

わが国におけ る広 告費は この10年 間 に驚異的な伸びをみせた。 これは,さ きにのべ たよ

うに,広 告主 が大量消費の促進に広告が 不可欠で あるとい う認識の もとに活発 な広告活動 を
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展 開 した・ と.購 に,・ れに ・献 て各媒働 ・題 ともに飛 酬 に発展したこと・特に電波

媒体の出現が広告産業麟 の起爆 剤として作用 した・とに ・るのである・総広韻 噛 日

表,第12表 にみ られ る ようtz・.昭和55年 は1・74・ 億 円であ ・たが・40年 の 不況に よ

る停滞(対 前輪 ・8.・5%)に もかかわらず,45靴 は7・5・ ・億円で・55年 の4・3倍

と急伸 した。

これ を媒体別にみると.与 し噺 聞が首位の座 を占めている・昭和54年vaテ レ ビが ラ

ジオを抜い て2位 とな り,以 後鰍 に伸びて塒 は首位の座 にある新聞 踏 びやか したが・

、。年頃か らは,テ ・ ・の馴 化 に よb,両 者 の ・・アが綱 ・5%・ テ ・ビ52%で 安 定

するにいた った。(第15表 参照)

濠

1-4競 争の激化

広告費の増加にともな。て広告代蝶 の数も増大した・昭和30年 代にハウス'エ ージェ

ンシーその他 現存する代理店の半数以上力1誕生し代理店間の鯖 が激しくな・た・(第1

、表参照)そ れに加えて,・ ・年代以敵 なると外国ρ広告代曝 者が・つぎつぎにわ綱

での業務 を開始 した.昭 和 峰 に ・ ・恥 ・プ・・躰 支社が開設さ減 のを・は じめ・

合併会社 では ・5靴 ・ 。キ。綱 報堂・ついでグ・供 広・991=rン プ トンなどが設立 さ

れた.業 擁 携の形では,…IEt・CDDBと 離 社に始 ・て…B・D・0・ と第一広告・

キ 。ンベルイ。ル ドと明極 信社 など・社力・これに続い ている・今後 資本の曲 化が進 むに

つ れて 外国代理店 の動 きがますます活発になるであろ う・ これ ら外 国代理店 の凝 は・現

在 までの段階では必ず し棚 請 とはい触 いが・今後は予断を許さない・広告サービスは・

高批 はま 。た く顯 の ものであ り.風 酬 慣の違 い・鮪 離 の麟 さ・人材確保の困難

さな どが,観 の醐 にプ ・一キをかけるとい う前提 疏 てば溺 小代理店の買収 とい 弾

態があ 。た として も.勧 の凝 自体はさea・1i'大きな影響 は4kな い で あろ う・む しろ国際

化 の進 展に よる広告主の変化の方が広告代理業 にとって多大の影響をこ うむるのでは なかろ

うか。

1-5そ の 他

広告費の著 しい増大に より,広 告に対す る風当 りが強 くなって きた。革新 系代議士による

広告課税論が国会で鰯 され たり.昭 和 ・ ・勒 医薬品適正広告基轍 正をかわ きりに・最

近ではオープン懸賞規制の動 きにいたるまで,つ ぎつ ぎに広告に対す る規制が強ま って きて

い るむ

また、 消費者運動の台頭に よって広告費を消費者に負担 させている。虚偽・誇大 広告が多

い。屋外広 告物は都市の美観を損 な う,と い った広告 批判が高ま って きた。
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一方
,企 業の側 におい ても,公 害問題,欠 陥商品の摘発,あ るいは再販制度 に対す る批判

'
な どコンシ ューマ リズムの波を大 き くかぶ り,消 費者対策に乗 り出さざるを得 な くなってい

るのが実情で ある。

`
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2変 化への対応

広告代理業は戦後一貫 して近代化の努力を続けて きたが,こ の10年 間 は驚 くべ き飛躍を,

とげた時代であ った。 この発展を支 える主要 な要因は,広 告主の広告活動が,マ ーケテ ィング

理 論の導入 によって変化 し拡大 したこと,媒 体面 では,電 波媒体の登場 に よって量的.質 的発展

をした ことである。そ の間.広 告代理業の機能 も大 きく変化 した。スペース ・ブローカー的機

能 か ら,次 のような能 力を持…った新 しい機 能が要請 されるようにな った。

ω 適切な広告計画 を立案す る能 力

(ロ)計 画立案 に必要なデー タを収集 する能 力

⇔ 媒体のスペースや タイムを確保 する能力

←)す ぐれた広告を創造す る能力

㈱ 計画を全国的規模で遂行 する能力

内 上記各項目のために必要な組織 を統制 し,計 画遂行の完全管理 を行 な う能力

{、1

2-1広 告代理業 の主な対応策

(6)AE制 度 の実施

代理業に要 請され る機能が多様化 して くる と,効 率的に作業 を進めるためには,組 織的

に活動 しなければ な らな くなった。昭和50年 前半 に米国か らAE制 度(ア カウン ト・エ

グゼクテ ィブ制度の略)が 導入され,AE制 を しく代理店が出現 した。AEは 広 告代理業

側 の代表者 として,自 社の ク リエイティブ ・ス タ。フ、媒体部門スタ 。フ.マ ー ケティン

グ関係 ス タ.フ などの連絡 を密に し,広 告主の要求 にそ ったサー ビスを行 な うものである。

AEを 中心 としたチーム活動 に よっては じめて.広 告計画の立案,そ の完全 な実施,そ の

他広告主の マーケテ ィング活動に対応 するサー ビスが全 うせられる ように左ったのであ る。

←)プ ランニング機能の充実

広告計画立案が広告代理業 に とって重要 な業務になるに したがって、各代理 業はAEに

協 力す る計画立案部門の強化拡充 を計 って きた。調査部 門,デ ータ収集,分 析部 門,ク リ

エイティブ部門,媒 体計画部門をつ ぎつぎと強化 してい った。 その後① トー タルマーケテ

ィングの一般化が進み.マ ー ケテ ィン グの全体系のなかの一環 として広告を考え るように

なって きた。②媒体の増加や質 的 な発展 広告技術 の進歩 など広告を とりま く環境が非常

に複雑 になって きた ことか ら,計 画技術 の混乱を防 ぎ,作 業の能率化 をはか る必要を生 じ

た。③ 計画段階で必要 になるデー タが膨大,か つ,多 様化 して きたため.必 要 なデータを

効率的に供給する体制が望 まれ るよ うにな った。 これ らの ことか ら.大 手代理店 では広告

計画作成のための技術,シ ステムの開発を進めてきた。電通が昭和45年 に開発 したMA
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`

Pシ ス テム(MarketingAdvertisingPlanningSystem)は
,そ の一つ

で ある。

広 告費の効率的運用面でクリエイティブ戦略 と並んで重要 な役割 を果たすのが,媒 体戦略であ

る。従来 は,媒 体 選択は単一の媒体個 々の効果 を評価す ることに よって行 なわれていたが

マーケティング理論の実 際への活用 が進むにつれて
,設 定 された広告目標を効率的に達成

す るような媒体 ミックスが期待され るようにな った。主要代理 店は長年,こ の媒体 ミック

ス の研究に取 組んで きた。昭和45年 に電通は媒体 ミ。クス を作成するための広告効果予

測モデル.DMPモ デル(DentsuMediaPlanningMode1)を 完成 し
,広

告主 の媒体計画に役立 てている。 これは調査技術の進 歩によって得 られたデータとコン ピ

ューターの活用によ って 可能 とな ったので ある。

内 調査機能お よびデー タ提供 機能 の充実

大手広告代理店は,20年 代 か らす でに調査部門を設け,市 場調査,媒 体調査 を実施 し

広告主 の広告政策決定に必要 なデータを提供 してきた。50年 代 の半ば頃か ら
,購 買動機

調査 など調査技術 の研究を進め,(電 通 は この頃,モ チベーシ ョン ・リサ ーチ研究室 を設

置)消 費者の心理的 な行動の側 面を把握 し,広 告計画立案のためのデータと して役立てて

きた。また,こ のような技術は,つ ぎつ ぎに開発 され る新製品の商品計画の段階か ら
,テ

ス トマーケ ットの評価,広 告効果 の測定な ど
,マ ー ケテ ィング ・リサーチの面 で広告に協

力す ることを可能に した。そ のための人材の育成,体 制の整備が行なわれ た。媒体計画に

必要 なデータも.中 立的な立場 で代理業が調査を実施 して収集 し,自 らも利用する と同時

に広告主へ も提供 して きた。電通 はDMPモ デル運用 に必要 な多様 なデ ータを毎年継続 し

て調査 し用 意 してい る。

テ レビ番組の評価指標 として利用 されてい るテ レビ視聴率の調査は
,ニ ールセンとビデ

オ リサーチが実 施 してい るが,ビ デオ リサーチの測定機械は 昭和56年 電 通で開発された

ものである。

広告原稿.テ レビCMの 効果測定技法 も30年 代 半ば以降 に開発が進み,心 理測定機械

に よるコピーテス トも大手代理 店で実用 化されるにいた った。 コピーテス1の デー タや動

機調査 の結果はク リエイテ ィブ ・ス タ ッフに フ ィー ドバ ックされ,他 のマーケテ ィング ・

デー タとともにク リエイティブ活動 を助けている。 一

各種 の調査活動に よって得 られた デー タは体系的 に蓄積 される一方 流通 段階 におけ る

情報,消 費実態や消費者 に もか かわる社会文化情報 など,非 常に多種多様 な情報が常に収

集,加 工処理 され て蓄積され る機能の整備 が進んだ。蓄積された情報は,各 部 門の営業活

動 や広告計画の立案に利用 され るのは勿論であるが,広 告主の要望に応 じて提供 され,広

告主 のマーケテ ィング活動に活用 されてい る1
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⇔ ク リエイテ ィブ機能の充実'

広 告費の効果的利 用をはか るには,媒 体戦略 とと もにク リエイテ ィブ戦略が適切でなけ

ばな らない。消費者の欲求にマ ッチした,い わゆるマー ケテ ィング ・データをベースに し

た表現戦略で鮒 れば妨 ない.こ のことは一 個入のア イデアだけでは効果のある広 告

作 品は創れ ない とい うことである。従来は フリーで活躍 してい た技術者が昭和37年 頃 か

ら広告代理業やデザイ ン会社 のいず れか に所属 し始めた。広告代理 業は.ク リエイティブ

マンを集め.新 こい技術 を吸収させ,マ ーケティングとク リエ イテ ィブの結合を指向 して

努力 してきた。最近の傾向では,印 刷媒体 と電波媒体を統括 して表現戦略を立案 し 企業

イメー ジ,商 品 イメージの統一的訴 求をはか る体制 をとるようになった。

'

■
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「
5ま とめ

このよ うに広告代理業 は,広 告主がマーケテ ィング運動 の広告活動をすすめることに よって

スペづ ・ブ ロー カーか ら脱却 し,マ ーケティング ・サー ビスの提供 を主要 な業 務とす るにいた

った。 しか し,コ ンシ ューマ リズムの進展や,新 媒体の出現 などに よる環境の変化が,広 告代

理業 の機能 を,さ らに大 き く変容させ るであろ う。今後,広 告代理業は,広 告主の提供する商

品に関す る情報 を,広 告情報 に変換 して消費者に提供 し,消 費者が商品に対 して下 す評価を変

換 して,マ ー ケティン グ情報 と して広告主 に提供 する。 この ような機能 をも ったいわゆ るッウ

・ウエイ ・コミュニケーション ・エー ジェンシー を指向するで あろ う。
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4f付 属 図 表

第1表4媒 体藁種別広告費(単 位億円)

昭 和55年 昭 和44年

広 告 費 寄与率(%) 広 告 費 寄与率(φ)

薬 品.医 療 品 16z4、 12.5 40α0 60

化 粧 品 116.7 a6 52在1 2.8

出 版 75.9 5」6 202.1 Z6
'

食料品,嗜 好品 18a1 158 781.6 Z5

金 融,・ 保 険 6Z6 5.0 521.8 15.6

機 械 器 具 2690 2〔10 1.0150 181

衣 料 用 繊 維 品' 655 4.7 104.9 α6

雑 品 '8a2
65 265.0

.

4.8
「

百 貨 店 555 4コ †44.2 24

興 行 4aφ 56 1055
,

09

交 通 運'輸 111 α8 94.4 261

そ の 他
,

19～[2 148 . 1.17α6 5a1

合 計
二

1.55α6 10〔 匡0 4,931.0 10〔10

ふ

(業 種 別分類 基準)

薬 品.医 療 品

化 粧 品

出 版

食 料 ・嗜 好 品

金 融 ・ 保 険

機{威 器 具

衣 料 用 繊 維 品

雑 品

百 貨 店

興 行

交 通 運 輸

そ の 他

医 療 品,公 衆 衛 生 薬.農 薬,動 植 物 製 薬 ,医 療 用 品,肥 料 な ど

皮 膚 用 化 粧 品,毛 髪 用 化 粧 品.石 鹸.洗 剤,歯 磨,口 腔 清 涼 剤 ,香 水,美 爪 液,化 粧 用 具 な ど

新 聞,雑 誌,書 籍,フ ォ ノ ブ ッ ク,そ の 他 印 刷 物

ア ル ‥ ル 飲 料 ・ 非 ア ル ・ 一 ル 飲 料 ・ 乳 製 品 .調 味 料,辞 料,砂 糖,バ ン,菓 子,生 肉,加 工 食 品
,

コ ー ヒ ー,コ コ ア∀ 茶,た ぱ ζ な ど

銀 行,証 券,保 険,不 動 産,そ の 他 の 金 融 、など

電 機 機 器,輸 送 機 器,事 務 機 器,時 計,カ メ ラ ,精 密 機 器,ミ シ ン,編 機,厨 房 用 機 器 な ど

衣 服,身 延 品,繊 維 製 家 庭 用 品 な ど

姫 島ぽ 礎材・家職 備品・娘 用化学製品・肋 ・蛎 具・楽器,厨 棚 機翻 ど

映 画,演 劇,そ の 他 の 興 行,娯 楽

運 始,通 信,交 通 に 付 帯 す る サ ー ビ ス'

卸 売,貿 易,小 売,対 個 人 サ ー ビ ス,対 事 業 所 サ ー ビ ス
,非 営 利 公 務,公 告,案 内 な ど
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　第

コ

、
45

55Z5

4524

り釦離祈日

表エ第

移推厭酷凡蜘頒離新

85

1a4

315る

7

.

α

565

r6948t51

52a49

　すわ表を期は下上の降以年41

移推

、

'

の髄広嚇新

(単位 百分比)

年.次
収入構成

販 売 収 入

広 告 収 入

54

5Z5

42.5

55

55.1

44.9

56

5t8

4a2

57

49・ ・6

5α4

58

4a1

51.9

39

44.1

55L9

40

46.1

55」9

41

上4z3

下4a5

上527

下51.7

42

上45.5
下4蕊4

上546

下566

45

上425
下4〔17

上5ス ア
下595

44

42.0

5ao

(注)

総 べ ー ジ 数 総広告量
、

対前年比 広 告.
掲 載

.調 査

対 象一

,ペー シ 段 (段) (%) 率(φ) 紙 数

年27
141,534 2,122.99299 57ag1265

一 2Z2 105

.

28 184,411 Zア6在16501 761,055.25 151.9 2Z5 10ア

29 191,711 2.87S66501 755,544.75 9～ 三5 2ε5 96

50 19Zフ88 2.96亀67α01 78918t'4 104.5 26.6 96

51 21へ62ア 蕊21・940501 89`q532.34 11Z8 2Zヌ 96

52 2126524
1

蕊59486匹00 95在07α44 10Z
.4
281 96

` 嚇

55 22ス660 蕊414.90α00 97乳85α68 101.8 285 95

、

㎡ ♪
`

54 26S104 蕊97456α00 い5至91z68 11～ ヒ12 292 95

.

55 261,828 4.22Z42000 1.26.qg64.51 1087 298 94

へ ■■ ・ '

56
4

2;a2'ア2 4,4フ4.08叫0'0 1,41瓜771ご5・5

:
11・24 5t7 9』

57 515b874 4.70allaoO 1.554,ア5Z56 1097 55.o 94

58 55在984 5,064,11α65

「

'1
,ア4ao9491 1⑫4 54.5 94

59 59叫867 S86弐005.d1 之06兄56ao5 11a4 555 100

「

r

40 582,958 5,744.57α00 1,996.6615.8 96.5 54.8 100

.

,

41 59乞254 588581α00 臼1a16ア2詞 106」 † 56ト0 100

42 411,254 `16a81α00 a54488487 1、 皿8 5.80
-'

100

45 45a68 .8 輪58α52α00
2,601,901.65 1』1ag 595 100

「

44 465,656 4975・5400ρ 乳85蕊96乞45 1bag 4α .6 100

(注)た だ し,調 査対象の45年1～5月 はtOO紙 電通広告年齢 グ
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第4表 雑 誌総.広告 量の 推移

総 べ ー ジ 数

総 広 告 量

(ベ ー ジ)

対 前 年 比

(%)

広 告掲 載率

(φ)
調査対象誌数

年27
152,250 1α47200

,

一 ス9 48

28 165LO81 15b51428 12～11 a5 50

29 168,471 14,624.57 10a2 8L7 50

50 17〔 い24 14.80989 10t5 aフ 50

51 185■69 1ス82在98 12〔14
.

駐7 55

52 205b211 21.08t72 118」5 1α4 54

55 20蕊760 21.57978 101.4… 1α5 54
・

54 22ス265 26.75580 125」1 11.8 58

55 238b272 51,651.65 11a2 15.5 57

.

56 24ス052 5ZO8917 11z5 150 56

5ア 264,518 59916bO5 10Z6 151 56

5∂

':
・

284,584 4S11蕊52 11蕊0 159 6¶

59 504685 4a58Z15 10π, 15L8 64

40 502179 4s781.26 9へ2 1s2 64

41 50ス418 4駕12《189 10Z5 160 64

・

42
-51蕊842

5SO1豆66 1t2.0 1z4 64

45 55Z717 62」265、44 115L2 1z4 64

44 58a455 6450S55 106L8 1z4 64

0

5

0

5

0

5

0

4

5

5

2

2

1

1

5

0

(注)電 通広告年鑑 より

総 べー ジ数(ペ ー ジ)二 /
/

,'"

z

/

一'一 ・

初

,づ"

初

,一'

≡ ・≡.

/

掲載率(の,
,,"

.一"広

告広告量(⇒ 一ジ)

/
.

'≡.,

z一
2728295051525554555657594041

第2図 雑 誌広告量 の推移(注)

-36一

40

55

50

25

20

、・5

10

5

(%)
0

424544

電 通広告年鑑 より

.

、

ぷ

●
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第5表 ラジオ総 広告量 の 推移

(単 位:,分)
一

'

総 放 …き特 高 総 広 告 量

(番 組契約時間)

対 前 年 些

(%)

契 約 率

(勇)
放 送会 社数

年27
☆4,44aoOO ☆1.50α000 一 5蕊8 18

28 a131,025 2.6.2叫720 174.7 52.0 29

29 12,711,715 4,256,950 1691.フ 500
ザ

57

50 14.25蕊215 427〔 し510 1480 44.0 58

51 1S412,425 a474,970 ゴ552 550 59

52 1a51～ い65 ・9861 .665 116.2 6巳o 41

55 1`819745 9981,561 101.2
.5駐0 44

54

否

'

1zg4α144 1叫91Z476 1-095 6〔L8 44

・55 1a224,81書 11.205」510 1027 6t5 44

56 1a44之589 11.29Z865 10α8

,

61.5 44

57 1a5ア 之566 1〔145ZO99 924 56.8 44

58 1曾94〔1864 11.52ス515 10a5 56.8 48

59 2α19兜840 `2.40ag49 1095 61.4 48

40 2α †62,284 1Z52ス799 995.一 61.1 48
.

41 2〔B6琶595 1蕊124501 1065 644 48
・

42 2q654416 14.4ga`25 1.1α5 7(15 48

45 2α80t582 1S566b954 10Z4 748
'
48

.

44 2qg8Z575 1ZO14588 †095 8t1 48

ZsOO

2.OOO

1,500

t.000

500

　

月
分
)0

(注)☆ 確定8Bを 除 く 電通広告年鑑より

総放送時間教(分)

・泉郷

272829505152555455565758594041424544

第5図 ラジオ総 広告 量推移
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第6表 国 民 総 生 産,広 告 費 と ラ ジオ ・・テ レ ビ営 業 収 益(民 放 全 社)の 比 較

1

ω
o。
ー

べ

ω国民総生産 q広 告 費 (《》 ジ ジ オ 営 業 収 益 ⑬ テ レ ビ営 業 収 益

年
L. .、

`

'

金 額
1金 額 ω に'対 す る

割 合

金 額
㈹ に対 す る

割 合

⑧ に対す る

割 合
金 額

ω に対す る

割 合

働 に対す る

割 合
F

(億苗
■

(億 円) (の (百方円) (の (の (百 万円) (φ) (の

昭 和55(60) 154,992' 1,740 1.12 1ス267 α11 992 .4qg40 α26 25.55

'

,

56(61) 1.9W255 2,110 1.10 1ス251 oo9 a18 5ス575
.

0.50 2元19

,

57(62)・. 211,992も 2,455 1.15 1輪092 α08 461 7α497 α55 2ag5

、

今

58(65) 2ぴ40 2,982 1.22 1Cざ76' α07

,L

549 gq450 057 5〔155

「

s.

59(64)・
「'

28a5ア? 5491 1.21 16407 o」06' 4.70 105324 α57 5α17

'

「

,
・

40(65) '5
.1ス869

・'蕊440

1

1.08 15,160 qO5
←

4.41 109048 α54 51.70

.

41(66) 365445 義831 1.05' 1ス4■1
'"'α05

4.54 124561 ●55 35.04

、

42(6フ) 45qg65 4,594 1.07 21,215 α05一 4.62 155115 α56 55.55

.・

45'(68、

'
51α774・ 5,521 1.04 25228 α05

A

4.74 17蕊65日 054 5265

44(69ブ 599022 4528 to6 5zbg4 α05
'

5」07 21駕755 057 54.75

(注)国 民総生産は経済企画庁調べ(歴 年計算),広 告費は電通調べ(歴 年計算)

ラジオ,テ レビ営業収益は各社別決算年度による44年 度は推計 ・

∀
¶ ●



第7表 テ レ ビ 総 広 告 量 の 推 移

(単 位:分)

「

噂

・

`

'

総放 送時 間
総 広 告 量 ・

(番 組契約時間)『

対 前 年 比

(φ)

契 約 率

(%)
放送会社数

27年

ρ

28 強r64.000 4SOOO 一 7ユ5 1

29 ☆11`000 551000 ,1λ8 45」7 1

.

50 ☆24aoOO ttzOOO
.

211.5 452 2

51 ☆594000 501,000 26a8 76LO 4

52 ☆865000 54ZOOO 18a4 62.8 5

55 ☆1,44ム00 .0 984515 18t6 6a2 17

54 ☆4.559000 5661,581 571.2 8α5 56

55 ☆7165α000 4155㎞629 16a1 8α6 45

56 ☆g58qoOO .Z77S505 126.4 8t2 45

57 1259ス000 915`969 11Z5 75.6 46

58 14.575㎏000 `qg5之765 1t窒7 76.1 47

59 15、1† ス000 11.70a575 10Z1 フZ4 48

60 15.55ZOOO $t672」846 9?7 75Lo 48

41 1407aoOO ⑳2.91α520 11〔16 8a5 47

.

42 1ZO69000 14.55ミ690 1126 85、 48

45 1ス681,0σ0 1S561,565 勺05」 86ト9 48

44 1ao55bOOO 1sg4t822 105ト8 8a5 48

◆

(注)☆ ・… … 確定,8Bを 除 く

電通 広告年鑑 より

.
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第4図 テ レ ビ総 広 告量 の 推 移
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総放送時間数(分 )

/
総広告量(分
/

/(総ヨ燃

)

)
z

〃//

/
/'
/ /彩〃%

z

/〃
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2829505132333455565758394041424344

第8表 テ レ ビ受 像機 の普 及 状 況

100

80

60

40

20

(%)

0

,

＼ 昭 和5ら 年 昭 和45年
　 　

白 黒 テ レ ビ 35% 94%

カ ラ ー テ レ ビ 一 53

(注)BBRよ り

第9表 パーテ ィシペーション番組の特色

時間 どりに弾力性が ある。

ステーシ■ン ・プレーク スポ ットよりも内

容 を盛 りこめる。

数多 くの番組 を利用す ることによって危険分

散がで き,到 達視聴率を拡 大 しうる。

第10表 民 放 局 の 数

1

2

5

放送会社77社 912局

VHF局 446

UHF局 466

昭和45年4月 現在

一40一
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第11表 総 広 告 費 の移 り変 わ り

(単 位:億 円)

年 総 広 告 費(億 円) 対 前 年 比(%)

22(1947) 14.6 一

23(48) 55 226.0

24(49) 105 51a2

25(50) 16Z5 15～15

26(51) 245 145.'1

27(52) 585 158.4

28(55) 491 12Z5

29(54) 550 り12.0

50(55) 609 110.7

31(56) 745 122.5

52(57) 940 126.2

35(58) 1,065 113.5

34(59) 1,456 156.7

35(60) 1,740 1195

56(61) 2,140 121.3

57(62) 2,455 115.4

38(63) 2,982 122.5

59(64)' 3,491 11ス1

40(65) 3,440 985

41(66) 3,851 111.4

42(67) 4,591 1199

43(68) 5,521 115.8

44(69) 6,328 '118
.9

(注)電 通 推計に よる。
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第5図 総 広 告費 の 推移
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第12表 日本経 済 の成 長 と 「日本 の広 告 費 」

1

命

Qo
ー

国 民 総 生 産 日 本 の 広 告 費 国民総生産
に対する広

国 民 総 生産 対 前 年 比 40年 を100 日本Z広告費 対 前 年 比 40年 を100 告費の割合

(億 円) (%) と した指 数 (億 円) (%) と した 指数
(%')

昭和55年 154,992 1199 49 1,740 1195 51 1.12

36年 191,255 1254 60 2,110 121.5 61 1.10

57年 211,992 11α8 67 2,455 1154 71 1パ5

58年 244,640 115.4 77 2,982 122.5 87 1.22

59年 288,379 11z9 91 5491 11z1 101 1.21

40年 51Z929 1102 100 5440 ga5 100 1.08

41年 565674 115.0 115 5851 111.4 111 1.05

42年 450,589 11Z7 155 4,594 1199 154 1.07

45年 510920 11a7 161 5,521 1158 155 1.04

44年 606975 11a8 191 6528 11&9 184 tO4

1

2

5

55年 ～4S年 の国民総生産は経済企画庁編国民所得年報から。

44年 の国民総生産は日本経済研究センターの当該年度の伸び率の予測値(44.12.1発 表)か ら推定したものである。

日本の広告費は電通推計値
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篇15表
'媒 体 別 広 告 費 の 移 り 変 わ り

(単 位:億 円)

媒体 新 聞 雑 誌 ラ ジ オ テ レ ビ 1)M 屋外 ・その他 翰 出 広 告

年 広 告 費 対前年比% 広 告 費 対前年比% 広 告 費 対前年比% 広 告 費 対前年比φ 広 告 費 対前年比φ 広 告 費 対前年比% 広 告 費 対前年比φ

2 一 ト

22'(1。47)年 11 一 1.6 一

.s

25(48) 28 254.5 2 125.0 5 15《LO

24(49)' 80 285.7 5 2500 .,.

. 20 666L7

25(50) 120 15α6 7 14α0 4α5 202.5

26(51) 180 15α0 10 142.9 5 一 50 1255

27r52) 2ブ0 15〔10 18 18α0 22 755」5 75 1500

28(55) 520 1185 25 15ag 45 204.5 1 一 100 153L5,

29↓54) 522 10α6 50 12〔LO 74 164.4 4 40α0 120 12α0

50イ55) 557 104.7 55 1167 98 152.4 9 225.0 150 10a5

51r56) 405 12α2 40 114.5 150 152.7 20 222.2 150 115.4

52(57) 510 125.9 50 ↑25」0 150 、154 60 50{10 ¶70 1155

55(58) 525 102.9 55 11α0 157 104.7 105 1フ5.0 210 1255 15 一

54(59) 618 `1ア7 80 145.5 162 105.2 258 226.7 554 1590 24 184.6

55(.60) 684 、1〔L7 100 125.0 178 1097 588
一

165.0 572 111.4 18 75.0

56(61) 824 12〔15 125 125.0 178 100.0 559 15ag 90 一 521 一 55 185.5

57(62) 922 111.9 144 115.2 175 9Z2 600 1280 102 115」5 555 11α'0 51 154.5

58(65) 1,120 ¶21.5 169 11z4 1フ1 ga8 899 15〔15 117 114.7 441 124.9 65 12Z5

59(64) ↑,297 ⑱15.8 195 1↑5.4 170 994 1,081 12t12 115 ga2 546 125.8 87 155.8

40(65) 1,255 95パ 192 ga5 16' 94.7 1,110 102.7 116 10〔19 559 ga7 89 1025

41(66) t557 10a4 211 1099 169 1050 1,247 112.5卜
168

.

144.8 602 111.7. 97
㊨

1090

42(67) 1,611 12α5 255 12ag 195 115.4 1,509 121.0 204 12t4 700 11a5 120 1257

45イ68) 1,884 116.9 298 1169 235 1195 1コ45 115.6 215 104.5 799 114」 149 ¶24.2

44(69) 2,250 1194 548 116.8 291 124.9 2,042 11ZO 229 10Z5 988 125.7 180 12a8

(注)55年 以前のrDM」 広告費は 「屋外,そ の他」広告費に含まれ る。
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第14表
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媒 体 別 広 告 費 の 推 移

広 告 代 理 業 の 設 立 年 別 社 数,比 率

(対 象代理業:445社)
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明 治21～44年 4社 09%

大 正1～14 5 1.1

昭 禾01～ ・5 11 2.5

6～10 5 1.1

11～15 5 t1

16～20
11' 2.5

21～25 62 159

26～50' 96 21.6

51～55 102 22.9
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41～42 40 2.2
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第7図 広 告代 理 業 の機 能の 変 化
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は じめに

明治の初期,政 府の助成 に よって既に工 業化 を開始 した繊維産業は,我 国産業 の中に あ って最

も歴史の古い一つであるが,昭 和初期か らの化繊工業 の拾頭,さ らに戦後 これを基盤 としての合

繊開 発に よって近代化工業 として飛躍 して来た。 しか もその反面,産 業全体 としてみ る場合なお

近代化され てい ない多 くの面を残 していた。 昭和50年 前 后に行 なわれたナ イロン,ビ ニ ロンの

本格的工業化,及 び引続 き行われた拡大 に際 し,需 要創造,商 品企画,技 術指導系列化等,そ れ

以前の天然繊維及 び化繊時代には見 られなかった新 しい考え方,戦 略が実行 古れ,ポ リエステル

アク リルを始め各 種 合 繊の拡 大の過程で これ らの考え方が「般化,定 着 化 し,現 在の姿を形成

して来 たと云える。

しか しこの考え 方も昭和40年 を中心 とす る不況 を境π一 つの転機を迎え たと云われる。即,

量 産化,そ れにと もな うコス トダ ウン,個 別の生産技術,販 売系列拡大等,云 わゆる生 産指向的

且個 々的,単 発的考え方か ら,よ り市場指向的,総 合的,ソ フ トウエアー的考え方に重 点が うつ

りつつ ある と考え られ る。

昭和55年 以 降繊維産業全体の状況変化は別表1の 如 く全繊維需要の過半数 を化合繊が 占め る

に至 ってい る。

表 一1化 合繊生産量の増大

千 ト ン

昭和55年 昭和40年
1

昭和44年

レ ー ヨ ン ・ア セ テ ー ト 454(100) 498(114) 563(129)

合 成 繊 維 118(100) 580(320) 806(680)

計 552(100) 878(158) 1,369(240)

`

表 一2化 合繊維物のウエイト増大状況

百万平 方メー トル

昭和55年 昭和40年

令

昭和44年

化 合 繊 維 物 2,252(57) 2,895(44) 義947(52)

天 然 繊 維 織 物
'

ゑ920(65) 5712(56) 5605(48)

計 臼72(100) 6,607(100) Z550(100)

一47_



/ 1.需 要 面 の変化

最近の社会 の変化,特 に所得の増大,各 人 の考え方の個性化 レジャーの増大等は,大 衆消

費財である繊維,衣 料需要に顕著な変化 をもた らした。衣料 品は絹,毛 の一部 高級品を除き,

誰で もが手軽 な気持 でお しゃれの満足を得 られる時代 とな り,半 耐久消費財 と しての感覚か ら,

完全な韻 財,一 部に峻 峰 ての時代に入 ・ている・又晒 中・被服支出の占める書始 は逐

次低下の傾向があるが,他 の面では高所得階層程その割合が大 きい傾向をもっている。

表一5所 得階層と被服支出の割合(総 理府家計調査 より)

平 均 低 所 得 中 所 得 高 所 得

昭和35年 125% 10.7 12.2 1.63

58年 12.6 10.6 12.6 153

40年 11.4 102 1t2 12.0

41年 11.0 ?6 11.0 11.4

42年 1t7 10.5 11.7 12.5

こ
45年 11.6. 102 11.5 12.5

44年 109 97 1〔L6 11.9

これ らの要因が以下に述べる多様化,高 級化,高 加工度化等の需要変化をもたらしたと考え

られ る 。

戸

1-1多 様 化

ω 嗜好品の ウエイ ト増大 の現 象

衣料品を嗜好品,お しゃれ的商品 と規格品;実 用 品の二つに大別 してみると前者 の比率

が増大 し,そ の伸び率が大 きい ことが看取 され る。

即ち,商 品動 向 として,伸 び率の大 きい代表に婦人服,乳 児服,男 子セーターが挙げ ら

れ,小 さい もの と して,学 生服,ワ イシャツ,ブ ラウス等が挙げ られ る。 但 し,ワ イシ ャ

ツを例の ように,最 近 カラー化、規格 の細分化年令,T.P.qに よる商 品ilESIj化の戦術

を展開 し,需 要の拡 大を図 ってお り,旧 来 の規格 品 としての性格 を転換することを 目論む

等商品 としての性格は決 して固定 的な ものとは云 えない ことは注意せねば なるまい。

又,ナ イ・ンで あるか ら丈夫である と云 う選択 の比重が変化 している現象 も嗜好的な性

格をあ らわす ものであ り,セ ンスを売物 とす る店 のオ リジナル商品政策が その対 応策 とし

てとられ ている。

●

一48一
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表 一一4商 品動向の例(家 計調査年 報 より)

グ ル ー プ 商 品 別 昭和38年 42 45

乳 児 服
1.数 量,金

額 ともに伸

婦 人 服
100

量150～200 170～260

長率大
ス カ ー ト 額170～190 200～270

男子 セーター

2・ 数量 の伸

長率大
婦人 長靴 下 100 量170 240

婦 人 着 物

5金 額の伸 冬 背 広

長率大 子 供 服
100 額125～160 140～190

下 着 類

夏 背 広
4数 量,金

額 ともに伸

夏 ズ ボ ン

100

量100～140 120～150

男 子 靴 下 額120～140 110～120

長率小
婦人 ソ ックス

レ イ ン コ ー ト

男 子 オ ー バ
5数 量減少

ブ ラ ウ ス 100 70～110 80～100

傾向
学 生 服

ワ イ シ ャ ツ

←)品 種,規 格の増大(細 分化,差 別化の要求)需 要の要求が細分化されている現象をその

まま数量,統 計としてとらえることは困難であるが,生 産の側にとって繊維原料(糸,綿)

中間原料(紡 績糸,加 工糸)織 編物,縫 製品の各段階でやむを得ない現象として著 しく増

大,複 雑化 している。合繊を例にとる場合,生 産量2倍,糸 綿品種2倍 ,織 物品種5倍,程

度の増大が一般的であると推定される。 この各段階毎の品種の組合せを考えると必要情報

量は歎 な増加と剖 流 行サイク・レの短縮 全国的伝播の速さと咽 連 し南殿 画等の

面で困難が増大する。

1-2高 級化,高 加工度化.

ω'高 加工度化

繊維産業全体として高加工度化が進み,高 級化に対処しているが特に後段階,加 工産業に

その現象が著 しい。

一49一



縫 製等の昭和35年:昭 和42年 の 出荷額伸 び率は5.5倍 で繊維産業 の他工程 より大 きく

(化 合繊2.27倍,紡 織業1.85倍)全 製造業平均2.64倍 に 比 して又,米 国縫製等 の1.6

5倍 に 比 して も大 きい(別 表4)そ の 他,衣 服品工業,繊 維工業 の比 は家具:木 材,材 料工

業:第1次 金 属 より大 きいこと等加工 高度化のあらわれ と云え よう。

(ロ)合 繊加工の発展

生産技術面か らは,合 繊が 性質上,天 然繊維,化 繊 に較べ,は るかに後加工に よってその

性質形状等に変化を持たせやすい。

一方
,需 要 面か らは旧来か らの フィラメン ト,又 は スパン織物.そ の代表 としてタフタ,

シ ャー,ク レープ,又 はブロー ド,サ ージ,ト ロピカル等に満 足せ ず,変 り織物,さ らに

遡 って,加 工糸,紡 績糸に変化 を要 求す るようにな った。そ の典型的現象をラーリー加工

の拡大に見 ることが 出来 る。

○ ウー リー加工 の拡大

広 くウー リー加工 と云われるものには,普 通,改 良,仮 撚法の他 に擦 過 押込,賦 型方

式 等 や数 十 種 類 の方式が開発 され,用 途,要 求に応 じ使 い分け られ,そ の生産 量の拡大

は昭和40年 約5万 トンに対 し,昭 和44年8万 トン近い(別 表5)。

この加工糸を原 料 とする織編物 に数多 くの変化を もた らす こととな り特 に第5の 織物 と

云 われ る。加工糸織物 の伸長 は国内外に顕著である。

(ポ リエステル加工 糸織物の6.6%は 婦人外衣用途である。)

○ その他 加工段階の高度 化開発 として,パ ーマネン トプ レス,帯 電防止,等 天然糸では

不可能 な特性,又 は合 繊の欠点 をカバーすることが行なわれ,さ らに原糸,原 綿 に遡 って

異形断面,中 空糸,抗 ピリング等の用途 への対応が行 なわれ てい る。

ぐ.

1-5家 庭 用需要 の増大

生 活様式の変化 につ れ,家 庭用,イ ンラリア用の需要が著 し く,繊 維総需要量の約23%

を占め る。それで もなお,ア メ リカに比 し,対 需要量比で5～5%は 低 い と推定され,今 後

敷物,椅 子張 り,ウ イ ッグ(か つ ら)等 各種用途の拡 大が予測 される(別 表6)。 これに と

もない一般衣料品 とは異 なった流通,販 売方式 の確立が必要 とされ てい る。

9

1-4産 業用途の増大

産業用途は繊維需要量中27%を 占め,産 業の高度成長 中でも自動車,建 材等の拡大の

結果として確実に増大している。

一50一



表 一5タ イヤ コー ド生産高

千 トン

昭和55年 昭和40年 昭和44年

強 力 レ ー ヨ ン 18 22 10

ナ イ ロ ン 1 22 55

そ の 他 合 繊 1 3
'

計 19 45 69

:,.v",'

用途の性質上,物 理的性能が重要で,化 合繊と天然繊維は夫々の用途が明確に区分される

中で,化 合繊は昭和44年62%を 占めている。

産業用途ではシビヤーな品質管理,安 定供給が特に重要で,こ れにっいての情報蓄積,伝

達はその他用途 とは違 った面・意義をもっている。

1-5'流 通 の変革

流通問題 は繊維が綿,毛 の輸入を出発 と し,零 細企業 で支え られて来た長い歴史を持 つだ

けに,最 も大 きい課題であ り,且 著 しい変 化を遂げ つつ ある面である。 この改善 は業界 自 ら

の必要に よって行なわれる面 と同時 に,都 市化 個性化等需要側の変化に よって もた らされ

てい る面 も大 きい。

表 一6昭 和41年,47年 小 売業界 の比較(通 産省,流 通近代化の展望 と課題)

昭和41年 昭和47年 見通

一 般 小 売 店 561% 51.7%

家9庭 経 営 店 2Z6 259

チ ェ ー ン ス ト ア ー 67 14.6

百 貨 店 96 、98

金 額 1α5兆 円 2α5兆 円
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2.生 産面(企 業活動面)の 変化

2-1企 業総合化の傾向

繊維製品が最終の形 として完成されるまでの段階は石油化学を出発点とし,流 通,縫 製に

至 るまで長い工程を含むが,一 企業が単独な一段階に止ることなく,前 後の工程に伸長しよ

うとする傾向は躰 のみならず世界各国極 じ共通の方向である・,この事象は単に企業規模

拡大 と云 う当然の力の他に,繊 維産業個有の問題 として各段階が細分化されている環境を改

善し,商 品化の流れをスムースに,計 画的に実行 しようとする効果,期 待を含んでいると解

せ られる。従って情報化への対応策と云 う立場か らの問題でもある。
『o

石 油 精 製 段 階
(企 業)

石 油 化 学

繊 維 化

紡 績,ウ ー リー 加 工

織 布 ・ 編 立

染 色 ・ 加 工

縫 製

〔流 通(商 社,

製 品 問 屋,ス ー

パ ー 等)〕

]τ

τ

∀

↓

A

⊥τ

2-2有 機合成品等への展開

繊維産業中,比 較的大資本企業が多い合繊 紡績メーカーにおいては,合 繊の隣に位置す

る各種製品への展開が盛んで,そ の点か らの技術,販 売力の総合活用を図っている。
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プラスチ ッ久 フイルム,合 成 ゴム,各 種 ファインケミカル分野,等 が代表的な もので

ある。その他,合 成皮革,各 種 エンジニア リング
,情 報産業等脱繊維の 観点か ら企業活動

の複雑化が見 られ る。

●

2-3工 場 規模の拡大

合繊工場の規模 は昭和55年 最 大50t/1日(東 レ愛知工場 ナイロン)を 除 きすべて

20～25t/日 の 規模 に過 ぎなか ったが
,ナ イロン,ポ リエステル,ア ク リルの三大合

繊工場 は200t/日 の規 模に達 している。 この合繊の拡大に当然対応する形で ウー リー

加 二〔 織 布,編 立,染 色 加工,'縫 製 の各工場 とも格段の規模 に達 し
,構 造改善の施策 と

も相侯 って,小 規模企業は中企業に,中 企業は大企業化 してい るのが一般傾向であ る。

この事 は工場管理方式の改善変革 を もた らす結果 となる。又企業,工 場 の大型化は使用

粗枕 完成製 品両面について安定 した需要,供 給が必要 とな り,企 業相互間の関連緊密化

の要因と もなっている。

2-4労 働力節減に関連する技術開発

労働力の不足は,繊 維産業にとって,特 に紡績以下織布,縫 製等労働集約的性格の段階

に影響が大きい。 一

表一7段 階別労働生産性の比較(昭 和40年 一100)

昭和55年 40 44

合 繊 業 55 100 200

染 色 82 100 164

化 繊 62 100 158

メ リ ヤ ス 91 100 145

織 布 82 100 155

紡 績 77 100 126

縫 製 82 100 105

合 計 75 100 148.

従 ってこれ らの段階を主体 として無人精紡,ウ オ一夕ジェ ット織機 自動縫製技術,コ

ンピューターに よる染 色色合せ等 の開発が行 なわれ実 用化 されてい る
。 又用途に よって織

物を使用せず,不 織布を活用 する ことが普及 しているが 織物 の労働生産性 を別の角度 か

ら向上 させる技術 と云 う見方 も出来 る。
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2-5海 外 への進出,提 携.

海 外諸 国との関係は単なる輸出入の関係か ら変 化 し,こ こ数年,海 外への進 出,技 術 のて

いけいの形が増加 している。

東南ア ジア,中 南米 を始め とする海外加工基地の建設,投 資は我国内労働力の不足,高 騰

及び民族主義に よる産業化を背景に昭和40年 頃 より急速に増加 している。内容 として も,

原 糸,原 綿の製造,紡 績,織 布,縫 製等総 ゆ る段階に及び,夫 々の技術内容に応 じ,商 社,

各 段階 メーカーの各種の共同,協 力,組 合せに ょって行 なわれてい る。

又,商 品の高級化,多 様化 とも関連 し,海 外 よりの縫製,デ ザイン等 の技術導入 情報 て

いけいが活発 になっている。

■

,

_ご.
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'5
・ 変 化 へ の 対 応

5-1調 査,企 画の強化

④ 調査,企 画の重要性 の増大

需要 の変化 に応 じマー ケテ ィングについ ての各種の調査,企 画の重要性 は当然増大す る。

従来か ら商品企画に際 しては,需 要者の要望が根底 であるが
,情 報 の不完全,各 段階の

調査企画能力のア ンバ ランス,協 力体制の不備等,諸 々の原因によって素材 メーカーの一

方通行的企画,或 は商社,問 屋 の単発的企画の ウエイ トが高か ったのが実状 であって
,消

費者要望の体系 的把握 解析;そ のためのネ ットワーク の編成,各 業 界団体等に対す る調

査 の充実への働 きかけ・その活用,中 間需要者 と原糸メー カー間笠各段階相互 の連けい
,

企 業内情報の充実(単 なる マクロ情報の域 を超え,或 る意図に活用出来 るための,例 えば

用途別・商品別・地域別・年令構成別,所 得 階層別等の個有情報等)が 必要 である
。

年間を通 じ見 切販売が行 なわれ ている体質 を改善す るための商品企画,販 売戦略の確立

のための人員充実,研 究は●速 度に進 め られ,多 くの企業に マーケ ッテ ィング部が設け ら

れてい る。 この中にあって末端消費 に近 く位置する縫製
,流 通企業等は今後情報蒐集 とし

ての意義を深め ることが考え られ,又 商品の実状を全業界 として把握 し易い立場 にある流

通企業 は,そ の点か らの重要性 を高める ことも予測 される。

一方
,科 学的管理 手法 を加味 した需要予測はその流行性 シーズ ン性(天 候要因)等 のた

め全体 と しては研究の段階 にあるが,そ のための基礎情報の整備は,将 来 の 予測 の準備 と

して,又.手 法によらない判断のために も重要性が認識されつつあり,こ れ らを利用 して

のマクロ的予測が判断の基礎 として活用される段階に入 っている。

(ロ)関連分野への拡大に対応する企画の充実

過去の経験 情報のみでは殆んど役に立たないケースが多く,そ のために他業界か らの

経験者の導入,既 存人員の再教育等が活発に行なわれている。

内 そ の 他

その他,企 業規模拡大 扱品種増大に対応 して全社機能,情 報のr元化,統 轄のための管

理機能,計 画的事業運営のための中期計画の作成活用技術,海 外との接触増加に対応する

ための海外情報整備の活動等が顕著な現象である。

3-2研 究 ・開発 の推進

各企業 と も研究 ・開発への投 資の増大 は著 し く他 の一般管理 費,販 売費の増加 よりはるか

に大 きい。増大が大 きい と云われ る宣伝広告費に比 して もなお大 きいと推定 され る。

(イ)加 工技術開発
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市場指向に対処す るに当 って,工 程上最終製品に近い処 に位 置する後工程,加 工技術 で

要求を満 し,変 化 を持 たせ ることが 可能であればそれが最 も効率化 であ ることは云 うまで

もない。合繊はその点優れて特 色を持 ち,近 年 多 くの画期的関係が行 なわれ,間 多くの可

能性を持 ってい る。

又研究開発は 自企業 に引続 く次の工程企業(例 えば合繊 メーカーに対 し紡 績企業)の 要

求要望疑問に応 え,対 応 して行 く役 目は大 きい。 合繊メーカーが 自らウー リー加工・紡 績・

染色,縫 製等の技術 を自ら研究 し,或 は協同研究す ることに より.最 適 の使用条件の確立

自工程改善への ブイー ドバ ックを行 な うことが重要に なっている。 この中には,製 織 縫

製等 の自働 化を始 とす る工場効率化 の研究,ノ ウハウも含 まれ る。 これ らの技術 レベルが

スムースな相互系列化の基礎 と も云え るであろ う。 この分野への研究投資のウエイトは人

材,費 用 とも上昇 してい る。

(ロ)研 究開発 とマーケ ッティングの結 合

人材編成 を混成で行い,組 織 を ソフ ト化す ること(プ ロジ ェク トチーム等)は 製品開発,

システム開発等で行われているが,新 製品開 発の中後期には この ような組織 編成が一般

化 している。開発が ある段階に達 し,そ の後の方向決定 を下 して行 くためには,経 理,資
'

金,調 査,コ ン ピューター,販 売等 多 くの機能 の協 力 を必要 とする。

格段の新規性 ある商 品の場合 を除 き,通 常,新 製品周辺の市場動向,市 場性が企業化決

定のポイン トとなるので,広 い意味 での販売経験者の協力は不可欠 である。研究 と販売経

験 者が研究 所,販 売部の ように夫 々の部門,立 場 に分れ,限 られた時間,回 数で討議す る

の では不完全 をまぬがれ ない。 この解決策 として委員会 などが設け られる例 も多いカ～ む

しろ新 しい組織 を編成 し,製 品企業化の 目的のために活鋤 」断ず るケースが多 く見られ る。

4

9

5-5生 産 の効率化

生産効率化の従来 の担手 は工場規模 の拡 大 機器 の大型 化,専 用化等が 中心で,最 近 プロ

セスコ ントロール,各 種無人化機械,自 働 化が実績 をあげ始めているカ～ 今後の方向 として

ソ フ ト面での効率化が重要視され よう。繊維産業 は.合 成,重 合,紡 糸の段階 を除 き,延 伸

以下縫製に至 る工程は人力に よる作業に支え られ ている面が多い。

一方工場規模の拡大
,品 種の多様化 の環境が あ り,こ の細 分化 され且入間中心の各工程 の

スケデ ュー リング,人 員,機 材管理 を行い,工 程間の連けいをスムースに運営 することに大

きな困難iを生 じてい る。

このためのシステ ム化が合繊工場 を始め各段階で研究,実 用化 されつつある。 このシス テ

ム化 は一企業内,一 工 場内で先づ手掛け られているが,将 来糸綿 一 織布,織 布 一 染加工

染加工 一 縫製等各段階 を通 じ,異 企業 体を連結 してシステム化 され,物 の流れの合理化,

㌃
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●

整流化が行 われ ることも期待 される。 この方向は従来 の個 々の機器の改善 とは異 っ売ヤi砿,

い わゆる,ソ フ ト面での改善 による生産の効率化 と云 うことが 出来 る
。

5-4情 報 処理 の高度化

情報処理 の高度化は,昭 和55年 ～40年 の間は準備期 に相当 し,昭 和40年 以 降本格実

用化 に入 った と云え る。

合繊企業の コン ピューター使用 の概要は次の通 りである。

表 一8(イ)機 械 の推移

機 種 人 員
概 数 事 務 内 容

昭56 PCSよ リ コ ン ピュ ー 100 生産,販 売 在庫 損益等の計算

ターへ転換

38 各工場 への小型 コンビ プラン ト建設上の活用(PFRT)

ユ ー タ ー 導 入 生産計画への管理技術活用(LP等)

59 大型化

・

販売計画,予 実管理の充実

(IBM7040) コンピューター教 育開始

40 中 型 コ ン ピ ュ ー タ ー

1

固定資産,原 価計算等の統轄処理

(NEAC-2200)

42 大型化 150 プ ロ セ ス 解 析 プ ロ セ ス シ ミユ レ

7040→IBM360/50 一 シ ョ ン の 活 用

44 中型 コ ン ピュ ー タ ー 増 工場生産運転管理への活用

設(NEAC-2200)

46 大 型 コ ン ピュ ー タ ー増 200 営業物流 システムへの活用

設

(HITAC-a400)

現状の業務別 活用分野は営業 関係 約50%,技 術 計算約50%,そ の他20%と 推 定され

る。

←)今 後 の方向

コンピュー ターの一般化.経 験 の蓄積 教育の普及 及び システ ム思考の「般化に ともな

い今後各分野 との情報処理高度化は急速 に進むであろ う。その方向 として

調 査企画研究分野 として,社 内外の情報伝 達手段の変革,統 計手法の活用,需 要,効 果

等の予測,代 替案の作成等,生 産面におけ る品質管理,プ ロセスコン トロール,管 理 シス

テ ムの開発,販 売面 における物流 システ ムの定着化,系 列間の情報交換,シ ステム化 管

理面におけ る情 報一 元化ジ計画の充実化等が図 られ よう。

以 上の大企業 を中心 とした コンピュー ター活用による処理 の外,繊 維産業中の各段階企
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業におい ても,内 部管理資料作成は勿論,相 互系 列間の情報 システム化,及 び カラーマ ッ

ケング,販 売状況の 日常的把握等夫 々の立場に従 って情報処理が行われ,中 規 模企業 の多

くが ゴンピぞ一夕ー導入を行 うに至 ると推定される。現 在多 くの企業 が研究,検 討を行 っ

ているのが実状であ る。

以 上

`

♪
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別表 一1 主 要 繊 維 糸 生 産 高

千 ト ン

昭和55年 40 44

レ ー ヨ ン 糸,ス

パ ン レ ー ヨ ン 糸 557 401 405

合 成 繊 維 糸 154 588 754

化 合 繊 維 計 512 795 1,156

綿 糸 564 56Z 527

毛 糸 154 155 115

絹 糸 20 21 24

麻 糸 67 104 124

そ の 他 27 19 9

天 然 繊 維 糸 計 812 866 859

糸 総 計 1,524 1,661 2,015

別表 一2 主 要 織 物 生 産 高

百 万平方 メー トル

昭和55年 40 44
一'一 一一 ～ ■

レ ー ヨ ン ス ノこ,

ン レ ー ヨ ン 織 物
1,825 t499 1,573

ア セ テ ー ト 織 物 (レーヨンを含む) 155 177

合 繊 織 物 424 1,241 2,597

化 合 綾 織 物 計 2,252 2,895 5947

綿 織 物 5222 5015 2,779

毛 織 物 516 341 454

絹 織 物 220 176 1'87

そ の 他 162 182 205

天 然 繊 維 織 物 計 5920 5712 5605

織 物 計 5172 ぴ725 ス550
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別表 一5 化 合 繊 生 産 高

千 トン

昭和55年 40 44

レ ー ヨ ン 糸 綿 416
'

458 515

ア セ テ ー ト" 18 40 50

計 454 498 565

ビ ニ ロ ン 25 49 75

ナ イ ロ ン 40 118 252

ア .ク リ ル 22 84 189

ポ リ エ ス テ ル 22 97 225

そ の 他 11 52 69

計 118 580 806

合 計 552 818 1,569

6

別表一4

縫 製業 出荷額 の増大(工 業統計F.T.cよ り)

(単 位:10億 円)

日 本 米 国

昭 和 昭 和

55年
40 42 9

55年

40 42

全製造 業 15,578 29489 41,162 124,448 171,192 201,154

伸び率 100 181 264 100 142 161

化合繊 業 226 418 514

伸び率 100
.エ

185 227

紡 織 業 1,742 2,602 5217 4,858
6580

輪815 .

〉A

伸び率 100 149 185 100
156

141

縫 製 業 181 441 599 4,019
5,956

6,632

伸び率 100 245 550 り00 148
165
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別表 一5 加工 糸 生 産量 の推 移(繊 維新聞調査)

単 位:ト ン

昭和40年 41 42 45 44

ナ イ ロ ン 20,500 24,000 2aoOO 51,000 5男000

ポ リ エ ス テ ル 6,700 10,000 15,000 2義000 31,200

ア セ テ ー ト 285 560 1,200 2,000

そ の 他 360 480 840 1」00 1,000

計 2ス845・ 55,040 45,040 51,100 7ス200

◎

別表 一6

用 途 別 繊 維 消 費比 率(昭 和44年)

化繊協会資料 より

■

天然繊維 化 合 繊 そ の 他 計

衣 料 用 ,41・9 563 1.8 100.0

家 庭 用 595 52.5 ao 10α0

'寝 具 用 54パ 450 α5 10α0

内

・ イ ン テ リ ア 用 1Z8 658 1a4 1000

訳

、雑 品 用 5Z4 42.6 一 100.0

産 業 資 材 用 5ス6 622 α2 10〔LO

計 4α2 5ZO 28 10α0
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別表一 フ 用 途 別 数 量

数 量 比 率

衣 料 用 913千 ト ン 499%

家 庭 用 420 22.9

'寝 具 用 151

内
・ イ ン テ リ ア 用 180

訳

、雑 品 用 89

産 業 資 材 用 499 2Z2

計 1,835 10α0 .

■

(前 年 比中,敷 物用2&フ%,椅 子張 り,壁 紙,そ の他 で29.5%増 が顕著

である。)
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4.消 費 財 産 業 に お け る 情 報 化

◎

1.外 部環境 の変化 と対応のための企業活動

1-1

1-2技 術革 新 による産業構造 の 変革

1-3価 値 観の違 いとその急激な変化

市場の質的量的拡大による実状把握の困難性の増大

2.内 部条件の変化のための企業活動
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1外 部環境の変化と対応 のため の企業活動

60年 代に高度の成長発展を成 し遂げた,日 本の産業は,高 度工業化の成果と,よb高 次元の

全般目的である人間社会に起った多くのひず みによる問題 とをかかえて70年 代を迎えた。それ

は激動の70年 代と言われた通b,そ の第1年(70年)を 振b返 ってみるとき,ま さに70年

代を示唆するものがすべての面にあらわれている6国 民総生産自由世界第2位 外貨増防止にあ

らゆる対策を行うことの必要な状況 輸出奨励策から輸入奨励策への転拠 先進国後進国を含む世

界経済を考慮 した政策を必要とする日本の経済力の強大化 と影響力の強さと,波 及範囲の拡大,㌧

財務 ・金融面に於 いても国際的考慮が重要となり,円 は世界の重要通貨になりつつある。

一方 国内に於いては
,コ ンスタン トな物価上昇,労 働力の不足 とそれから起る生産性と関係

ない賃金上昇,と 労働観の変化等,明 治以来の物質中心,工 業重視から戦後の25年 間へ,ひ た

すら物質的豊かさを目指 し,た ×、先進国の真似に終始 した結果が今日の姿で あり,常 に先進国に

おけるそれ らの手段の目的に連なる特殊事情等はあまり問題にせず,手 段 としての物質中心のテ

クニックの模倣の結果は,も はやいずれの面において も,い ままで通 りのや り方で宣いいった青

天井は無 くなった状態におかれているのが現在の日本であると考えるべ きである。

人間が生存するための最低条件 として必要な物質の価値は大 きく,今 日まで貧 しさのゆえの不

幸が多過ぎたために,そ れなりの意義は理解出来るカ～ それのみが最大の価値であるように考え

られて産業活動が行なわれ た戦中戦後の時代と異り,日 本人の多くがこの行き方の中に生 き甲斐

を見出し難いところに到達 しつ)SLある。さらeg全 く異なった生育環境に育 った、価値観の異る

戦後生れの青少年が我が国人口の半数を占めるに至った今日では』もはや経営の 目的・方針・計画の根

本的転換を必要とするところに来ていると考えるべ きである。 しか も為替管理や貿易上の諸障壁

によって,国 内だけのことを考え ていればよかった時代と異り,原 材料 エネルギー源,販 路,

先進国後進国の実状等すべてに世界の事情 を念頭において経営することが必要条件となっている。

このように根本的に激動する環境に処 して経営活動を続ける企業にとって大切なζとは 事実

の本質の正しい把握と,・それに対応する経営 目標および方針 ・計画の明確化と的確な経営管理を

行うことであろう。このような社会で坑 人々の価値観は真の入間性発揮を求めて,ま すます個.

性化L製 品,サ ービスに求められ るものは 当絶重点が異り益 々多様化する。 しか も広大な市

場には・ 年令,貧 富をは じめ個人差を大きくする条件が多 く,質,量 価格等に対する要求を分

布の型で とらえることと,傾 向値 として,そ の変化をとらえることが経営活動の第一課題であり,

さらに必然的に拡大する規模を分業化,細 分化 専門化される企業内の各機能を合 目的に調整す

ることの重要性はますます大 きく,か つ難 しくなってくる。

このような目的のために今 日のコンピューターおよびこれを囲む諸機器の機能 ・性能は素晴 し

い効果を発揮する可能性を持つ。 しか しながら,大 量 ・遠隔の情報を迅速に収集処理して事実を
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把握 し,分 析処理 して本質の理解に役 立つコンピュー ターは,目 的達成に必 要 の手段の なかでの

有用 な道具 と して使い こなしたときに,は じめて役立つ もので あって,コ ンピ ュータ ーそ の もの時

それ自身,何 か特別 な目的効果を生み出す ものではない。

動力機械が産業革命 を もた らし,高 度工 業化 を導 いた よ うec,情 報 の伝達処 理の速さが・産業 ・

経済,政 治,教 育 まで もその あり方 を一変させる性格を もってい ることは 明らかであるが,コ ン

ピュ_タ_は たん なる道具にす ぎないの℃ これを役立たせるの も,無 益 な道具 に して しま うの

も それ を使 う人間 の能 力に よる もので あり,こ の面で,ハ ー ドのテクニ ック優先 の感が強かっ

たコン ピュ_タ ー の分野 も,70年 代は大 きな転換 を迫 られる ときで あろ う。そ して・ それに対

応 は 怒 力が為され てこ毛 コン ピューターは真に人間社会に貢 献で きる もの となり・第二次産

業革命の担い手 とな り得 るのであ る。

新 しい事 柄を学 習するに当 り基礎的なテクニ ソクの学 習は絶体に欠かせぬ も¢)であ り,ま た道

具 は常に 身をもって使 いこな して,は じめ て真の効果的活用がで きるもので あるが・一貫 して重

要なことは,第 一 に 目的 一 個 のためにその道蒙は使われるのか,第 二 に,そ の 目的を達成す る

うえに果す 機能 一 どん なことに使 うのか,第 三`≒ どん なふ うに活用を進 めるか(実 施),さ

らに現在 の姿は どん な位置 にあり,将 来 どん な方向に発展すべ きか など,最 終 目的に連なる問題

を究めつつ進むことである。 この ような考え方の下tg企 業 と して考慮 し対処 すぺ き重要事項は

下記の如 き事項が考え られ る。

レ

プラ:、

1-1市 場 の質的 ・量的 拡大 による実状把握の困難性の増大

ω 多 様 化

肉体的生存 のための要 求充 足に より,精 神的要求が主力 とな り,人 間 の本質的な もの,即

ち社 会性慾求か ら導かれ るものピ 他の人 々か ら喜ばれほめられたい,認 め られ たい,す ぐれ

たい等,労 働慾求か ら導 かれ るもの,創 造慾求か ら導かれる もの等か ら,肉 体生存 上 の最低

の共通特{生よりも,上 記慾求 から発生す る個性的要求の満足が決定的 ウエイ トとなる。当然

感覚的 品質要因が 中心 とな り,生 活様式 もその方向に変化 し,求 め られ る品質要 因 もそれに

よって変化す る。

回 大 衆 化

大衆全般の生活 レベルの向上 に より,上 記の如 き,過 去に おいては一 部の富裕層のみの価

値感であったものが,大 衆化L圧 倒的多数の 人々を中心に年令階層 ・所得階層 ・職業階層

分布の型.で形成 された市場が大 きく拡大 され て行 く。

←〕 高 級 化

精神的満足の 要求の ウエイ トが益 々高 くなり,社 会的慾求の必然 と して・ 均黄化の要求と

高級化 の要 求 とが二極 分化 していずれ も強 くなる。

、
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1-2技 術革新 に よる産業構造 の変革

㈹ 生産管理

管理技術の進歩 と情 報手段 の発達に より,的 確 な品質実現 とコス ト要 因の ミニマム化,自

動化 省 力化 納期短縮等 及 び工 場立地 構造 物 工程 作業等の根本 的変革。

←)生 産 方式

機械そ のものの進歩 運営方式(コ ン トロール),作 業 等の変化 品質管理方式の変化,

労働 の質 の変化等 により,旧 来 の生産 方式 コス ト条件等が一変する。

㌣〕 生産素材

高分子化学 の発達 を始め,製 品 の品質要因に対する要求の変化 天然素材 との質的,価 格

的変化に よる原料,材 料の代替等に よ り工程 ・作業,管 理方 式 ・コス ト等に根本的変化が 必

要 となる。

←)流 通 管理

輸送条件 ハン ドリング ・保管 と市場 とそれ らと生 産をつ なぐ情報手段 の進歩発達 コ

ス ト低下に より,実 施条件 ・サー ビスの質の向上,設 備,在 庫,運 送等の コス ト低下等革 命

変革が急速に実現 する。

困 運 搬

手段,道 具の変化に より,シ ステ ム,労 働力,荷 造 り方式 スペース,コ ス ト等 の変革。

内 保 管

生産管理,流 通管理 の方式 の進 歩に より,倉 庫等 の本来 の機能の目的か ら変 るため隅 保

管の方式,管 理運営 も全 く異質の ものとなる。

(ト)運 送

運送手段,道 路,情 報手段,交 通事情,労 働力 の相対的不足 とコス トアップ等に より,従

来の常識 的判断が通用 しな くなる。

(例 配送 コス トの要因 として距離 の長短 は ウエイ トが低 くなり,ハ ン ドリング,分 類等の

頻度の方が ウエ イ トが高 くなる。)

団 配 達

交通事情,店 舗事情 ・人手不足等への対 応 と・ 情 報手段 の発達に より,頻 度,効 率,取 引

事務 の改革等一変 する必要に迫 られ る。

(T))新 規 産業の発生お よび消滅

上 記の如 き各種 の要因によつて,新 しく求め られ る諸機能のための産業の発生,発 展 と共

t9旧 来 の機能 で不要 となる ものの消滅が起 る。

1-3価 値観 の違 いとその急 激な変化

(イ}品 質要因お よびその特性値
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私 素材の質 ・不良要因 効果 機能 性能等に対する要求の根本的重点の変化,新たに要

求される要因の発生等 価値観の変化に対応 した要因のみが製品価値を生み・高度の対応の

みが付加価値を大 きくL旧 来の主観的 ・自己満足的 ・自己技術中心的な品質設計は不足品

質要因と共に過剰品質のためコス トを大 きくして,付 加価値 を少くする。

回 価格条件

個性的要求のウエイ トが高く,自 己の価値観 による品質価値に対 して価格の適否は判断さ

れ るので,製 造要因に対するコス ト的判断からの価格条件は意味が無 くなる方向に進む。

内 購買動機

自己の可処分所得からの,主 観的価値判断による効果的購買を行なうので,顧客の価値観中

心の品質,サ ービス,販 売政策等のすべてに総合的判断による販売実施が重ff.eこなる。s

←r)消 費条件

精神的要求の満足が圧到的重点で,生 活必需的機能はウエイトが低く,物 質よりも精神的
　

満足を大きく与える要因が消費行動のほとんどの目的 となる。

♪

/μ 勺

'
,
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2内 部条件の変化 と対 応のための企業活動

一般に大量生産 ・大量販売に よって経 営活動は効率化 され,生 産性が向上す るカ～ 反面企業規

模が大 きくなるに従 って,正 しく実状を把握 して決定 し管理 するための事務は急増す る必然性を

もっている。 ラインの個々の作業は標準化.機 械化に よって,ま す ます合 理化されるが,管 理の

面においては,手 作業 に よる事務が急速に増大 し それで もなお旧来の方式 で鴎 必要 左内容 と

タイ ミングが必要性を満 し得ず」 そのために生産9販 売の正 しい運営管理が行ない得ず経営内諸

活動の合理的 な総合性 と均衡性 の保持が 困難 となりgこ の面か ら欠陥 を生 じ,方 針 ・計画の決定

と管理の面か ら目的が遂行 されず,ま た,こ の ことが企業規模拡大の限界 ともなってくる。

これ等の問題解決のために底 合 目的に 明確化された,目 的情報資料 と,こ れを実現 するため

の データを経 営 管 理 の システ ムに合 わせて,有 機的結合が なし得 るよ うに,情 報処理の システ

ムを設計 し,適 合の機械化 手段 に よって情報 の処理伝達を行 在 うζとが必要である。

今 日の企業において,そ の 目的効果 を左右す る決定的条件はマネ ジメン トの質である。 そ して

多くの機能 を総合 して,バ ランスの とれ た合 目的の決定 と管理を行 ない得 る最大の条件は総合判

断 を可能 にする情報のタイム リー な取得 である。 そ してますます大規模化す る企業の各機能か ら

の情報お よび市場の情報を収集 し処理 して,タ イ ム リーに経営管理の目的に役立て得 る手段 は,

今 日コンピューターお・よびそれ に付随 して発達 した情報伝達 の諸手段以外 に無い。

しか しなが ら,現 在行 なわれ ている事務 を分析す るこ とに よっち どん な資料 が要求され,誰

力～ いつ,ど こで,ど ん な 目的 で必要 と しているかは解 るカ～ 現 状は手作業事務に依存 している

ためにその よ うになってい るのであって,こ れをそ のままのシステ ムで機械に置 き換えたのでは,

多少労働の節約には なり得 ても今 日の経 営管理のた めの情報資料 としての要請には添いがたい場

合が 多 く,ま してEDPSに よる場合,旧 来 の単一事務 の比較 では準備 作業が 多いので経済性 も
`

低 く,コ ンピュー ター の本質的特長 はほ とん ど活 かされ ない場合が多い。

企業内の事務は一つの業務につい てのデー タをそれぞれの分担職務の機能毎 の目的 ごとに処理

様式を変えた事務 に よつて資料作bが 行 なわれ てk・b,EDPSに よる場合 喧 これ等の全部が一

つの処理 シス テムの中で総合処理 し得 る ものが 多 く,し か も処理過程に多 くの科学的経営技法 を

活用 して判断決定 の効 率化 を補 え ることがで き,し か もこのような方法 を採 った場合作業面の効

率 と経済性 とタイ ミングの点で,手 作業 とは雲泥の差が ある。 この ような点 を考 慮においた上 で

目的資料 の性格内容を 明確に し その要 求を満すため6磁 ・要な原始 デー タの様式 ・タイ ミング,

入 手手段 などを決めれば 機械面の処理 システ ムは外 部のテクニカルサー ビス に よっても出来 る。

要 は企業の特性に よって,緊 要 の目的資料 は異 るの℃ この点 についてその企業の経 営上の特

性 管理の重点をよ く解 明 した上 でのマク ロ的判断 が重要で,こ の面に欠け た機械化は,い かに

機械 を長時間 動か して も,無 駄 が多 く,全 く無 意味 な場合さえもあり得 るので ある。
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分業化 された経営 内各機能 の活動は,本 来全般経営 目的 に対 して最適で 左げれば ならないもので

あるが,個 々の機能 に対 しての最 適は必ず しも全般目的 についての最適 では ない場合が多 く・ そ

こに組織的 なコー ディネー トの機能が必 要 となり,そ のために多 くの管理者が置かれ,ト ップマ

ネジメン トにお・い て,最 終全般 目的に最適に なるようコーディネー トされるのが理想で ある。.そ

のために,こ れ ら管理活動の ための情報 は経営活動の実状 を全般的,総 合的に把握 し 多面的に

処理 し得るこ とが必要 で,そ のため に基本事務 か らのデータが情報処理の タイ ミングに合 うよ う

に,'全機 能のデータが収集で きる ようなシステ ムが必要である。

電 子計算機 とそれ をか こむ多 くの手段の進歩発達は,旧 来の動力機械 の産業革命以来の発達に比

して,そ の50年 ～100年 に相当す る位の進歩 を,目 的効果 と経済 性にお いて,5年410年

で実現すると言われ,今 日で鴎 中堅企業あるいは大企業の各事業所等 ℃ それぞ れの管理事務

の現代化 を十分な経済性の下 に実 施 レ得るほ どの機能,性 能 と価格の ものに まで発達L同 時に

中央管理統制部門の大型情報処理 機能の インプッ ト内容 の質及び タイ ミングの点で良質のデータ

収集を可能にt",マ ネ ジメン トシステムを一新L経 営の効果 と効 率を画期的に向上せ しめる可

能性 を発生させたいのである。

電子計算組織 の驚 異的 な,演 算,大 量 記憶 、分類,集 計の能 力 組 合 わせは,従 来理 論的には可

能であって も,戦 争 目的等以外の経済性を重 視する常務には採用 されに くい多 くの統計的手法等

経営科学の技法が一般 の経営管理上活 用し得 る条件 を提供 し 方針,計 画の決定 と管理 の質 を大

きく向上 し得 るように なった。

最適 標準値の算 出 とそのメンテナ ンスの容 易さ,必 要データ入手 の容 易 さ,標 準値の記憶 内容

によるチェ ック・アクシ冒ンの質 とタ イ ミング,特 に大量,広 範囲の 対象に対 する個々の管理にお

いて,そ の効果 を大きく してい る。 また事務モデルの確定に当って,最 適判断のため のシ ミュレ

ーシyン の可能性は
,確 率 を高 くし タイ ミングの問題 を解決L同 時 に技術の進歩 を大 きく助

成 している。

この ように電子 計算機は科学的経営技法の進歩を助け,科 学的経 営技法は電 子計算機の活用を

促 し 双方か ら経営 システ ムの革命的 進歩を促 している。

技術の進 歩に よる経済構造の変革 ・年 代層による価値観の違い等の急速 な変化 と,更 に国際的

自由 化 による社会環境適応 の重 要性 と困難性の増大に より,経 営の方針 ・計算の決定と実施の管

理は益々合理的で シビア なものが必要 となり,そ のため の手段 と して,電 子 計算機に よる新 しい

経営管理情報 システ ムの 緊要性は絶体的 なもの となり,こ れ に対す る経営者層の認識 も急速に高

まっている。 この面 か らもこの問題に背 を向けて経営者の位置 に留まる ことは考えられ ず また

それは企業 の社会適合 を不 可能 にするであろ う。

最近の電子 計算機 と科学 的経営管 理に よりθ 社会の要求 は適合 した価値を コス トミニマムに 実

現するこ との向上が大 きく,そ れは,資 本の効果 と効率 を高ぬ 付加価値 を大 きくし 人間の経
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済生活の向上に大 きく寄与 し得るので,経 営の社会適合性は向上 し,企 業は長期にわたって社会

と共に繁栄 し得るととも`ら 社会の進歩発達に寄与することができ,す べての人々の生活向上に

大 きく貢献できる。

資本の蓄積も少左く・後進性の強い時代の日本では,外 国か ら設備 ,技術を輸入することによ

って・あるいは政治的対策略 企業は維持 し発展 し得る場合が多く
,経 営の重要条件として,資 本

および 伝統的権力関係のウエイトが強かった。 しかしながら今日国際的自由経済の下で戊 技術

力及び経営力のウエイトが圧倒的に高 く,高 度の経営力とそれによる技術力の育成が経営の全力

課題となbp70年 代の先進企業の優劣の最大要因はその企業の経営力を助成する,情 報管理能

力の優劣にあると言った方向に急速に進みつつある。

ε

`
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5.自 動 車 産 業 に お け る 情 報 化

自動車産業における情報化総括表

1.

1-1需 要 面にお ける変化

1-2生 産 面におけ る変化

1-3外 部要因の変化

環境の変化一30年 代と現在を比較して

1-4国 際化の進 展

2.環 境対応のための主たる企業活動

2-1

2-2

2-3

2-4

2-5

市場の変化への対応

量の増大への対応

労働力不足への対応

外部要因への対応

国際化への対応

3.環 境対応のための経営管理

一 組織的 機能的 知的活動

1

2

3

4

5

6

一

一

一

一

一

一

3

3

3

3

3

3

計画化,科 学化

組織のソフト化

事務の機械化,合 理化

多角化,新 分野への進出

他企業との協力,提 携

そ の 他

4自 動車産業の今後の変化,発 展の方向

4-1

4-2

4-3

4-4

4-5

4-6

国際化の一層の進展

多 角 化

省力化,自 動化

・自主技術の開発

販売秩 序の改善 とカウンターセールスの増大

企業群の情報 システム
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自 動 車 .産 業 に お け る 情 報 化 総 括 表

注)○ 印コン ピューター関連 事項

ケ

分
類 項 目 1.環 境 の変化 一50年 代 と現在 を比較 して一

2.壌 境対応のための主たる対応策

.

5環 境対応のための経営管理
(組 織的,機 能的知的活動)

。量 の 急 増 O登 録台数の増加(95倍) ① 頻 繁なモデルチ土ンジ ① プロジェク ト制(新 車開 発R&D工 場建設 システム

需 。乗用車 の比率 の増加(56%→55%)大 衆車(2.4%→ 一市場に適合し九車種の開発一 (開発等)

557%)
② モデル チェンジの柚率化 ②8DP部

要 o多 様 化 。軽四輪車の増加 (N/0マ シンにょる試作,型 製作,設 計へ のコン ピユ
'

③ 研究開発部門の強化拡充

。尊来 車種の増加 一タ活用) ④ 経営科学手法の活用

面 。需 要 パ タ ー ン の ・需要層の拡大(低 所得層.低 年令層への拡大) 5多 車種 フルライン体制 (需 要予測,販 売戦略,コ ス ト低 減等)

変 化 o新 規請人→ 代替講入(高 級移行 … ・・需 要の頭打 ち) 4部 品の標準化(共 通化 う ⑤ 部品メーカー 販売店の指導体制の強化

⑤ 受注一生産方式の改革(見 込生産→受注生産) (管 理お よび技術指導,EDP共 同セ ンター)

。競 争 の 激 化 。寡占化(2社 で全車種71%,乗 用車80%) 6販 売網の整備,拡 充(一 地域一販売店制の指向) ⑥ 市場に マ 。チ し丸生産効率化の丸めの コンピューター

市

場
。新 規 参 入 〇二輪車 メーカーの四輪車生 産診 トラ フク.メ ー カーの乗用 ⑦ 流通方式の改善 活用

条

件

車生産
・(車 両デポの分散化,部 品共販会社の設立) (ス ケ ジュ ー リン グ,経 済 ロ ッ ト.ラ イ ンバ ラン ス,人 員

。多 角 化 ・宇宙麟,住 宅塗薬.繊 維機械 モータ+ト 等への進出
8工 場の専門化

人員配電 進歩管罵 在庫管理等々)

(車 糸別組立工 場L『rニ ット別工場)
7量 産κおける労務管理

O工場数の増加に伴 う分散化,遠 隔化
8省 力設計(PRE'DE81GN8TUDY)

⑨8DP系 の拡充
生 。生産 規模の拡 大 。関連企業規模の拡大

9朋 対策本部の鑓

。生産形態の変化(小 車極少量一・少車種大量→多車種大量)
(オ ンラ インシステ ム,生 産工程への コンピュー タの適

用等) ⑳ 特許部門の強化
・コ ス ト 低 減 ・ロット生産→ 流れ生産→ 同期生産(汎 用→専用→T/Fロ

産
ポ7ト) ⑩ 量臨 非量産の個別管理 11法 規部門の強化

。労 働 力 不 足 oVAIE手 法の浸透 ◎ 運搬の 自動化(倉 庫の 自動化,ロ ボ7ト 化) ⑫ オ ー ダ ー'エ ン ト リー ・シ ス テ ム 、

O省 力化(機 械化一→オ ー トメ化一→無人化) . ⑫ 関連企業の育成指導(人 材.資 金の投入) 15宣 伝,広 報活 動の強化 、

面 。新 技 術 。賃金の上昇 ¶5系 列化(統 合 生産分担 専用 メーカー化) ⑭ 輸出部門の強化

。冷間鍛造,焼 結,圧 着,プ ラスチ プク化 等 々 14季 節労務者の採用と待遇の改善 ⇔ 企業群としての活動
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分
類 項 目 1.環 境 の変 化一50年 代 と現代 を比較 して一一

/

2、 環境対応のための主た る対応策 4自 動車産業の今後の変化発展の方向

。安 全 ・ 公 害 。リコール車問題 鉛公害,光 化学スモ ッグ等 ① 安▲ 公害対策の研究 開発 今後の方向

外 ・交通事故の増加

部 。規 制 の 強 化 。排気ガス規制膓 保安基準等 2自 動車新税反対運動 1国 際化の一層の進展

工

要
。消 費 者 運 動 ・価 格 問 題 2多 角化

因

。税 金 o各 種関連税金の増加(自 動車新税) 5省 力化,自 動化

4自 主技術の開発(安 全 公害等)

o輸 出台 数の増大(4万 →86万)輸 出比率(8φ →18%) 1海 外拠点.派 遣員の増加 5販 売秩序の改善

。輸 出 量 の 増 加 o先 進国へゐ輸出 の増大(北 米 カナダの急増) 6関 連企業群を含めた情報 システム

国 2海 外投資の増大

。低開発国輪出方ぺの変化
.

・輸 出 先 の 拡 大 完成車輸出一夕現地組立→部品の現地国遠化長 全な現 5海 外との技術提けい

地生産

際
。輸入関 税の減少(小 型乗用車で40%→20%)

4輸 出専用船の増加

。資 本 自 由 化 6ピ ック5の 対日進 出計画
.

5安 定株主工作

・国 際 的 競 争 。国内外における外車 との競 合激 化

化
・国 際 協 力 o安 全,公 害に関 する国際技 術協力(エ アーパ プク安全実験

車等)

'
∨

`て 」



●

ぐ

1.環 境 の 変 化 一30年 代 と 現 在 を 比 較 し て 一

1-1需 要 面におけ る変化'

④ 国内登録台数 の増加

昭和55年 の国内登録台数は41万 台 であ ったが,昭 和44年 はその9.5倍 の585万
、

台 に達 した。

←)車 種構成の変化 乗用車特に大衆乗用車の増加

上記の うち乗用 車は15万 台 か ら205万 台 と15.5倍 に増加 し,こ の結果国内登録 に

占め る乗用車の割合55年 当時の56%か ら55%に な り,先 進国パターンに大 き く近づ

い ている。

表一1(付)45.1～45.12の 登録台数

乗 用 車 トラ ック そ の 他 軽 四輪
乗 用

軽 四 輪
トラック 計

t6'55,884

4α4%

1,151,048

2&0.%

54,437

08%

71Z170

1Z5%

55a822

ぽ1%

4.09ス561

100%

一方,日 本 の乗用車は,ハ イヤー,タ ク シーなどの営業車か ら普及がは じま り,順 次 フ

ァミリー カー時代へ と進んで きた わけだが,そ の推移が乗用車のクラス別 シエアーに も示

され ている。(第1図)

1970年 代 は大 ・中型 車中心であ ったが
,1960年 代 前半 には小型車全盛時代が到

来 し,更 に1966年(S41)に サ ニー,カ ロー ラなどの本 格 的 大 衆車が登場するに

お よんで,大 衆車 のシエアーは年 々増大 して きた。 また1967年(S42)の ホ ンダN

560の 成功は軽四輪車のシエアーを急速 に高めた。'

『臼 乗
用車購入層 の変 化

販売先 を業種別にみ る と,30年 代 中頃は所得水準の低さか ら中型車 を中心 と した営業

用,法 人用が半分近 くを 占めていたが,最 近では所得 水準の上昇,モ デルチェンジによる

品質,性 能 の向上,価 格 の低下等に より大衆車 を中心に個人需要 向けが半分近 くを占める

に至 った。

一方,最 近の購入層は,自 動車 とレジャ ーのつなが りの強 さを示す ごとく,低 所得層お

よび低年令層へ の広が りをみせ,車 種の多様 化への要望 も漸 く高まりつつ ある。

更に需要 パターン もかつての新規購入層は漸減 し代替購入へ と安定 しつつある反面,新

車需要 の伸び率 の低下を きた し,需 要 の屈折点に近づいている といえ よう。

⇔ 乗用車需要 の質的変化 多様化,高 級化
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上 記需要層 の変化はモータ リゼーシ ョンの高ま りとな り,そ れに枝 ってユーザーの要望

もいわゆる 「個性 の追求」 といつ形で表われ,乗 用 車の多様化,高 級化が進展 した。また

車 も機能の点 か ら選択する よりも,第 二 次機能 といわれ るデザ イン,居 住性,色 等フ ィー

リングとい った感覚情報が選択の重点 に移 って きつつある。 したが ってユーザーの飽 きも

早 くなり,こ の ことは メーカーに対 してモデルチェンジサ イクルの短縮を強要す る結果 と

な ったo(a～5年 →5～4年)

軽 四輪車 大衆車2.4小 型 車 大 ・中型車

1、900

61

62

年63

64

次

↓

65

66

67

68

69

70

.⑨

図一1乗 用車クラス別登録推移

困 トラ ック需要 の変化

トラ 。ク需要は,零 細企業 が多い とい うわが国独特の産業構造 を反映 して,小 型 クラス

以下 の比率が高 く,と くに30年 代 後半か ら40年 代 初めにかけては,ラ イ トバ ンお よび

軽四輪車が著 しい伸 びを示 し,普 通 トラ 。クの相対 的地位の低下がみ られた。 しか し最近

倣 。て軽 四齢 ラ 。クの雌 が低下 し,そ の分だけ小型四輪 トラ ・クの ウエイ トカく一層

増大 した。(表 －i)

小型 四輪 トラックの中で も中型 ク ラスの ウエイ トは低下 し,大 衆車ク ラス,そ の中で も

コマーシャルカーの ウエイ トの著 し く増大 している(第2表)普 通 トラ 。クについては,

従 来主流を占め ていた5～6tク ラスが減少傾向 をみ せ,代 りva6.5t積 み以上 の超大型

トラック.と2.5～4t積 み トラ 。クが顕著な増加傾向を示 している。
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表 一2 トラック車種別登録構成比推移

葦∨ 普 通 車 小型四輪車 軽 四 輪 車 総登録台数(伸 率)

55 2α5% 6ε9% 12.8% 255,549台(621)

56 14.9 52.5 52.8 46～(889(859)

37 10.7 495 59[8 65q496(54.2)

38 90 52.1 5&9 792.965(25.8)

ろ9 ao 55.6 564 962.812(21.4)

40 6.7 56.0 5ス5 tO5～ …757(1a.1)

41 z4 5τ0 55.6 1,28ス879(21.5)
●

42 a2 590 32.8 1,554.010(20.7)

45 a5 5a1 53.6 1,710,685(1〔L1)

44 a8 5～ ヒ5 31.6 1,76義045(51)

45 99 5a5 5t8 1、689870(△4.0)

'

これは輸送合理化の要請か らより大型の ものが好まれ,反 面大型車都心乗入れ規制等 の

理 由か ら25～4t積 み トラ ックに需要が移bつ つある もの と思 われ る。

最近は輸送効率の向上 と労働 力不足対策 として超大型 トラック(8～12t)お よび ト

レー ラーの需要が着実に伸 びてい るが,わ が国の道路 事情は,そ の進展 を充分に受け入れ

る体制にはカ っていない。

○ 表 一1で 注 目すべ きことが,ト ラックの伸び率が45年 か ら急激に低下 し,45年 は 逆

に対前年 比で4%の 減 少を示 した ことである。 この事 は不況 の影響 もあるが,第2表 に示

す小型四輪 トラ ックを除い て既に需要 の屈折点に達 している ことを証明す るものであろ う。

φ
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表 一5.小 型 四 輪 トラ ッ ク 車 種 別 構 成 比

中 型 小 型 大 衆 車
　

そ 小型 四 輪
1

ボ ン ネ

ッ ト

キ ヤ プ

オージく一

コ マ ー

シ ャ ル
計

ボ ン

ネ ッ ト

1

キ ヤ ブ

オ→ も一

コ ーマ ー

シ ヤ ル
計.

ボ ン

ネ ッ ト

1

キ ヤ フ'

オ ー》こ一

コ マ ー

シャ ル
計

の

他

トラ ッ ク

・総登録台数

55 171 15.5 15.0 45.6 1t8 50.5 12.0 54」 0.1 一 一 0.1 0.2 170,868

56 14.8 18.6
馳12
.6 46.1 15.7 25.0 12.8 55.5 0.4 一 一 0.4 Oj 245,729

57 13.4 195 1t4 44.5 180 20.5 12.2 50.7 0.1 一 4.8 4.9 0.1 31t898

58 り0.0 198 10.4 40.2 1Z7 174 1t4 46.5 1.9 一 11.5 132 0コ 415518
'

59 6.6 195 8.2 34.5 15.2
、

1ス2 11.4 43.8 4.2 一 1ス6 21.8 0.1 555,616

..

、

40 4.7 16.6 5.6 26.9 14.6 16.4 t6.0 4ス0, ス1 一 190 26.1 0 593,909

、

41 5.5 16.0 4.1 23.4 15.0 15.7 15.9 44.6 5.6 1.5 24.7 51.8 0.2 753,927

42 2.1 15.2 5.0 20.5 12.0 14.5 16.4 42.7 6.7 1.3 290 570 0 91ス398

45 t5 14.5 2.5 18.5 12」 15.0 15.8 42.9 6.7 4.2 2ス6 58.5 0.1 995β95

44 1.0 15.5 2.1 186 11.9 15.3 1z1 44.5 5.6 5.5 25.8 56.9 0.2 1,050,079

,

.

45 1,525,515
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1-2生 産 面における変化

(イ)生 産台 数の増 加

わが国の 自動車工業の歴史が浅い こと,商 業車重点の生産構造か らス ター トしたことな

どか ら・昭和35年 の生 産規模は48万 台 であった。 しか し,そ の後 の日本経済の高度成

長,本 格的なモータ リゼーションの浸透,品 質 の向上 に伴 う輸 出の急増等で米国に次 ぐ世

界第2位 の 自動車生産国 とな り,昭 和44年 では467万 台(55年 比9.7倍)に 達 した

(表 一5)

表 一4四 輪車生産台数の推移

＼ 乗 用 車 ト ラ ッ ク ノぐ ス 四輪車合計

55年

40年

44年

165,094

694176

2,611,499

50ao20

1」6qo90

2,021,591

a4ろ7

1皇348

41,8'咋2

481,551

1,875,614

4674,932

表 一5に みる如 く,生 産量の急増に伴 ない,自 動車 メーカー各社の工場 の新増設 もさか

んに行 なわれ,工 場が分散化する と共にそれに応 じたオ ンライン ・システムを含む情報処

理 の高度化 も進展 した。

←)生 産車種 構成の変化

商業車生産 か らス ター トした生産構造 を反映 し,45年 に乗用車生産比率が52%に 達

す るまで商業 車重点 の生産構造であ った。44年 に は乗用車生産比率が57%に 高 ま り,

今 後 もこの比率は ますます高ま るもの と思 われる。 またわが国独特 の軽四輪車の生産 比率

も高 く,44年 で24%を 占めている。

表 一5

軽 四 輪

乗 用 車

軽 四 輪

ト ラ ッ ク
計

四輪車に占

める率

55年

44年

56,1fO

559653

41,522

55Z175

7ス652

1コ16,8"08

161%

240%

内 寡 占化 傾向

わが国 自動車 メーカーの生産集 中度をみてみると,上 位2社(日 産,ト ヨタ両 グルニ プ

で5F年 に は69%で あ った ものが44年 に は67%と 若 干低 下 している。 しか しその間

後発各 社の新規参入 もあ って57年 には45%ま で低下 したが,そ の後一貫 して寡占化傾

向は強ま ってい る。特 に上位2社 の大衆車部 門への本格的進 出で下位 メー カーは劣勢 にあ

る し,41～45年 に かけて行われた提携,合 併h{効 果 を現わ し,再 編 されていない下位
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)ニ カー との生産規模格差が顕著にな っている。(図 一2)

なお,寡 占化の傾向は国内登録台数の面 では一層顕著 で最新 のデータ(45/4～46

/2の 間 の累積登録 台数)で みる と日産,ト ヨタ2社 の占有率は全車種 で71・9%・ 乗用

車では78・5%に な ってい る。

参考までに1969年 時 点にk・け る欧米先進 国の寡 占化状況を示すと,米 国が79%,

英 国77%.仏62%,伊89%,西 独75%で あ る。

わが国におけ る寡 占度が今後 どうなるかについては外 資の対 日進出等 の撹乱要 因 もある

ので,現 時点での見通 しは困難 である。
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図一2上 位2位 グループへの生産集 中

注1.子 会社お よび提携 会社 は合 せて1社 とし,ま た合併,提 携 時の生産台数は

合併,提 携月に拘 らず,そ の年の両社 を合算 した。

2.注1.の 合算は次のとk"り

(日 産)50年 よ り日産デ ィーゼル59年 よ 腰 知機械41年 よ り

プリンス45年 よ り富士重工

(ト ヨタ)41年 よ り日野42年 よ りダィハ ッ

ー78

,
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←)質 的変 化

生産面の質的変化を単的にいえぱ,需 要の量の増大,多 様化に応ずる体制作 りに終始 し

てきたということであろう。

生産形態の変化の面でみれば,生 産方式 としては

ロッ ト生産 流れ生産 . 同期化生産

へ と変化 し,生 産形態 と しては, 少車種少量生産 少車種大量生産

外車 種大量生産'へ と歩んで きた。 それに伴 って トランス ファーマシンの広汎な進 展

マチル化 ,組 立工程のコン ピュータ管理等 によるオー ト化 が進め られ た。

さ らに車の設計はユ ニ 。ト部品の共用化に より,生 産面では少車種大量生産 のスケール

メ リットを追求 しなが ら,し か もユーザーにはフル ラインポ リシーに よる豊富な車種が提

供 され,ワ イ ドセ レクシ ョンが可能 にな った。

工場 の建設 もこれに対応 して,乗 用車 トラ。ク別専 門工場 から銘柄男1博門工場 へ と漸

次変化 しつつある。

困 労働力不足 に対応 した労務対策 の変化

生産台数の増加 に伴 って雇用量は大巾に増加 し,勤 務体制 も2直 で1～2時 間の残業は

40年 不 況の時を除いて一貫 して続 け .5れ てい る。 しか し労働力不足時代 に対応 して現場

作業員の雇用 制には大 きな変化がみ られ ると共 に,省 力化のための機械化 も著 しく進展 し

た。

一 方現場作業員 の意識の変化に対応 した労務対 策 も種々試み られつつある
。 最近 の特色

として会社に対す る忠誠心の減少,単 純労働化 に対する嫌悪感の増大,教 育程 度の向上等

が挙げ られるが,こ れ等の意識の変化 をふまえた ・生 きがいのある職場作 り ・に関す る諸

活動が活発化 してい る。

←)新 技術の導入

量産化 多様 化,省 力化 さ らにコス トの低減等の命題 を解決するため,生 産技術面で も

大 き く変化 して きてい る。 マスプロに よるコス トダウン対策 と してVA,,IE手 法 が生産

面 に浸透 したばか りでな く,冷 間鍛造,焼 結,ブ ラスチ 。ク化等の新工法 も遂次開発 され

広い意味の生産 の合理化は他産業に較べて最 も進展 した産業 とい うことができよう。 この 句

ことは 自動車 の性能向上 と価格 の実績をみ れば明 らかな ことである。

(ト)部 品 メー カー の変化

自動車産業は総合産業 であ り,そ の大部分 をになう下請関連企業は専業 メーカー,一 次

下請,二 次下請 メーカー と分類で きるが,か って これ らの企業は 日本経済の二重構造 の底
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辺 としての色彩が 濃 く,小 規模少量生産企業が多数存在 していた。 しか しシャシー メーカ

ーの量 産化 に伴い,量 産体制の確立が要請され,特 にメー カーの指導.資 金 的援助さ らに

必要な場合は人材 の投 入 も行 なわれ て,特 に一 次下請の量 産体制確立 に よる専業化が進め

られて きた。 しか し二 次下請は依然 として残 ってお り,底 辺は解消 され てい ない。

部品 メーカーの量産体制 の進展に伴 い,そ の企業規模は親企業の成長 と平行 して大型化

し,各 種の管理 技術の導入 の必要性にせ まられ,コ ンピュータ利用を含めて きめの細かい

親企 業に よる指導 も積極化 して きた。

一方技術力のある部品 メーカーは専 門 メーカー として成 長す るに伴ない,数 社 のシャシ

ー ・メーカーへ部品 を納入 する体制 もで きてはい るが,そ こには未だ 自つ と限界が存在 し

ているo

1-5外 部 要因の変化

ω 安全,公 害問題

自動車 の もつ社会的商 品 としての特性故 に,安 全無害 な車の生産 に従来か ら努力 してき

たが,リ コール車問題,急 増す る交通 事故件数 柳町 の鉛公害 問題,光 化学スモ 。グ等自

動車 に よる交通事故 と公害 の問題は最近大 きな社会 問題 となりつっ ある。

(ロ)規 制の強化

安全,公 害問題 は'70年 代 の最大の課題で あり,そ の対策 として政府 も保安基準 排気

ガス規制値 を設定 して環境改善にの りだ したが,自 動車 メー カー として も安全無公害車 を

作るべ く努力 し,積 極的に社会 との調和をはか ってきている。

各種規制 の強化は,新 たな技術開発 を必要 とするばか りで な く,価 格 の上 昇の原因にも

なり,国 内外の販売競争への影響 も大 きいので,従 来の研究開発以上の強力 な体制の もと

に解決 をはかることを自動車 メーカーに強いている。

⇔ その他の要因

その他 自動車 を取 りま く環境は最近 とみに悪化 し,従 来の好調 な伸びにかげ りがでつつ ・

ある。価格の面 でみ てみ ると,販 売競争の激化が異常 な値引競争 を招き,店 頭価格はあ っ

てなきが如 くにな りつつあ り,そ の姿勢 を直すべ く努力が払われ 出 して きている。

さ らに政府か らは 自動車新 税の方針 も打 ち出され,メ ーカー,ユ ーザー一体 となった新

税 反対運 動 ももり上 って きている。

いずれに しろ現代 から自動車 を否定することは社 会その ものを否定することになる と思

われるので,こ れ ら各種の社会環境的諸問題解決は 自動車産業に とって避け ることので き

ない課題 となっているの も事実である。

■
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1-4国 際 化の進展

(イ)輸 出量の増 大

日本経済の国際化 と自動 車性能の向上 の結果 自動車輸 出は急速 に増 大 した
。

台数 でみ ると55年5万9千 台であった ものが
,44年 にはその22倍 の86万 台 に達 し

た。金額 でみ ると55年450億 円が44年 では5,480億 円に なっている
。

輸 出比率 も55年 の8%が44年 では18%に な り,メ ー カーのなかには50%近 くの

輸出比率を示 している ところ もでて きた。

参考までva当雌 移を示すと先進甲の1969年 の輸出台数,輸 出比率は次表の通りであ

る 。

し

輸

出

台

数

万台

40

50

20

10

55H565フ58594041 42454445

輸
出
比
率

50%

20

10

図一5日 産自動車の輸出推移
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表一6

西 独 フ ラ ン ス 英 国 イ タ リア 日 本 米 国

台数(万 台) 205 117 95 65 86 44
A

輸出比率(%) 569 4Z5 457 595 1a4 45

(注)米 国 については,海 外 で生産 している台数 を除 いてあるので低 くな って いる。

(ロ)輸 出先 と車 種の変化

車種 別輸出並びに仕向先輸 出をみる と.55年 には東南 アジア等 の後進 国向け トラ。ク

パス輸出が圧倒的 であ った(乗 用車比率34%)が,a4年 に は大洋州,ア フ リカさらに

北米,欧 州 とい った先進国 市場向 け輸出が増大 し,車 種 も乗用車 のウエイ トが増 大 した。

(乗 用車比率56%,北 米向 け輸 出比率59%)

⇔ 低 開発国への輸 出形態の変化

低開発国た対 す る輸 出は,国 際収 支難あるいは工業化 のための国産化要請か ら完成車輸

出が次第 に規制 され る傾向 にあるため後述 のステ 。ブを経 て最終的 には完全 な現地生産 に

移行す る方向に ある。

第1ス テ ップ:完 成車輸 出

第2":現 地 組立(一 部部品 一 タイヤ,ガ ラス等

第5":部 品 の国産化 比率 の拡大(技 術援助)

第4":資 金、技術援 助の拡大に伴い現地 資本 との合併

第5":現 地 資本 との合併に よる完成車生産

←)輸 入政策の変化

昭和27年 にIMF、

の国産化)

50年 にGATTに そ れぞれ加盟 し,50年 代 には貿易 自由化

'

は急 ピッチで進め られた。36年4月 に トラ 。クteよ び バスの完成車,自 動車部品(エ

ンジン部品を除 く)の 自由化が,40年10月 に は完成乗用車の 自由化が実施 さA今

日に至 っている。

関税 も下記の如 く大巾に引下げ られ た。

表一 フ

"

昭和55年 昭和46年1月

乗 用 車
大 型 55% 1Z5%

小 型 40 20

商 業 車 50 18

大 型 ト ラ ッ ク 27 16.2
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マ

資本 自由化については,59年4月OECDに 正式に加盟 し対内直接投 資の 自由化が要

され ることにな り,こ れまで第1次(42.7),第2次(44.5),第5次(45.9)の

自由化を実施 してきた。

自動車は464よb自 由化 されるこ とに決 ってい る。

4月 の自由化移行に先立 ち,ビ 。ク5の 対 日進 出がほぼ確定 してtsり 「GM－ いすず,

フォー ドー東洋工業.ク ライス ラ一一三菱)競 争の激化が一段 と激 しくなる ことが予想さ

れるo

㈱ 国 際協力 の進展

最近の安全,公 害問題 の高 ま りの中で.世 界 の自動車 メーカーが協力 し合 ってこの問題

に対処 しようとしている。

安全,公 害対策 には研究開発 と して非常に巨額の資金 を必要 とし,ま た特許網 も微に入

h細 に入 りは りめ ぐらされ ているために1社 のみの努力で開発 を進 めることは非常に困難

で,今 後 もこうした国際 協力体制はますます進展す るであろ う。

b

曾
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2.環 境対応 のための主たる企業活動

2-1市 場 の変化へ の対 応

需要 の多様化,大 衆化 に対応すべ く,生 産指向型 か ら市場 指向型に漸 次移行 し.製 品企画

生産方式,流 通 システム等 マー ケ。トオ リエン トの もとに進め られ ているが,総 括的には頻

繁 なモデルチェンジの実施 と多種 フルライン体制の整備 で対応 してきた といえ る。その円滑

化 のため.次 の如 き具体 的企業活動 が行 左われて きたし.今 後 ともこれ等の活動は続け られ

るであろ う。

(イ)モ デルチ ェンジの効率化

① 標準化,共 通化の促進 による設計工数の肖ljtWGMvatsけ る ・BOP方 式 ・の方向va行

くことになろ う。 ＼

(注)BOP方 式 ・… ・GMの 生 産車 のBuickOldsmobilePontiac5車 種

についての共通化の方式。外観は全 く別 の珪輕 であるが,目 に見えない所は極力

共通化を図 ってい る。

② コンピュー タに よる自動設計

研究開発分野 への コンピュ ータの活用は広 く普及 しているが,設 計面への コンピュー

タの活用 も活発 に行 なわれ,設 計工数の削減 に貢献 している。

③N/cマ シ ンvaよ る試作,型 製作

工数は1/5に 削 り,試 作期間 も1/20に 短縮 された。

←)コ ンピュー ターに よる管理の合理化 の進展

① 市場 の要望 に合 った製品を タイA'リ ーva生 産 す るため の各種業務のEDP化 が行 なわ

れた。

② 物 の管理(車 お よびサービス部品)に は オンライン,リ アル タイムシステムを導入 し

ユーザーに対す るサー ビスの向上を推進 した。

③ 市場 にマ 。チ した生産効率化のためのコン ピュータ活用

(例)ス ケジュー リング,経 済 ロ ット,ラ インバランス,人 員配置,在 庫管理,オ ンラ

インに ょる進渉管理 等

8販 売一生産 一設計 のシステム化

① オーダー ・エン トリー ・システム

一部の車種 について既に導入 した企業 もあるが,各 社 ともユーザーの選択の 自由度の

拡大 と納期保証 を指向したシステムに積極的に取組んでい る。

② 部品の標準化 と効果的 パ リエーシ。ンの設定,機 能部品 の標準化 モ ジュール化の思想

の導入等 によ り,組 合せに よる多様化 を容易に してきている。
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③ 販売戦略と広告宣伝活動の一体化の推進

た 。

←)販 売 ・流通の強化

① 一地域一販売店制への指向

,/

車の広告宣伝ば劾 でぷ 安全.公害に対する企業の姿勢を示梵 紘 告が活発化 し
/
/

ノ〆

/
'

/
/

/
ノ

/

車種の増加 に対応 して,デ ーラーを取扱い車種毎 化独立 させ,テ リトリー も明確に し

てぽ 本的には_繊_販 売店制 。をひ蹴/

/
(例)サ ニ品 カローラ底 チエリナ 等の新設

② 販売店の指導育成の強化

販売店は急膨脹 したものの過当競争のためにデーラーの体質は脆弱で,人 材不足 もあ

って思うように充実せず・メーカーか らの人材派遣,資 金援助などの措置がとられた。

③ 車両テンポ,部 品共販会社の設立

車両置場を全国的に分散 し,地 域毎の流通体制を整備する一方,地 方毎に販売店のサ

ー ビス部品部門の統合による部品専門会社を設立L地 域内のサービス部品の流通の合

理化 とユーザーへのサービスの向上に努めると同時に在庫の削減を推進 している。

2-2量 の増大への応対

生産量の急増は,メ ーカーに量産に見合った生産方式 管理方式を強い,各 種の対応策が

とられてきた。

(イ)量 と質に見合 った工法の開発(主 な具体例)

① 鋳鍛造関係

・Back-upmetalmould

SheHm・uldを 大型mouldに 適 用 し,精 鹿 砂消費量を向上

・誘導炉 の採用

成分 コン トロール の容易化,公 害問題 の解 消,熱 経済 性の向上

・多段高速 鍛造機

1シ ョット8～10秒 か らO・8～1秒 に短縮

・冷間鍛造機 ・… ・使用分野 の拡 大

・高密度焼結

鉄の場合,低 密度は6.7以 下,高 密度 は6.7以 上,真 密度Z8が 出来 るようにな って

強度部材 にも使用 しうるよ うになった。

② 機械加工関係

・オー トロー4'一一の採用 … ・・省力化'
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・超高速研削 … ・・周速2.000m/rnin

→4,000m/min

・NC工 作機械

・自動熔接機

③ 組立関係

・小物 における 自動組立機の採 用… ・点火ぴ メー ターの構成部品

・コンピューターコン トロールの採 用

(ロ)部 品 メーカーに対 し一貫納入方法 を採 用

従来は個々の部品 を夫 々の部品 メーカーに担当 させ ていたが,SubAss'yの 形 で技

術力 のある部品 メー カーに集約納入させ る方式に切換 えた。

そ の推進 のため、重点的に技術指導 を積極的に行な うとともに,企 業 の合同合併等 に

ついて も指導 した。

内 量 産に見合 った作業者の レベルア ップ

① 熟練技能→単能工→技術力 ある技能者

トランスファー ・マシンの如 く高度 の加工機械 を担当する作業者は,従 来 の熟練技

能だけでは操作で きな くなってきたため,機 械 のPMマ ン としての素養 をつけさせ る

ための電子,電 気技術に関する再教育が 必要にな った。

② 段取工,工 具交換工等 の専門職 を設定 し,機 械 の効率向上 を図 った。

③ サークル活動を活発に行 ない,作 業者か らの作業標準化の推進 を行 なった。

⇔ 専 門工場 制の確立

生産体制 の集約整理 を行 ない,規 模の適正化 と管理の容易化を図 った結果 次 の過程

を経て専門工場制が進展 した。

乗用車,ト ラック別

組 立 工 場 制

ト別

専門工場 制

(例)高 岡工場(カ ロー ラ) 追 浜工場(ブ ルーバー ド)
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以上,生 産面におけ る量の増大へ の対 応策を挙げ たが,販 売,流 通面へ の対応策 も数

多 く行 なわれた。 その主 なものを列挙する と。'

① 販売網の拡充

量 に見合 った販売店の増設,セ ールスマ ンの採用,さ らには メーカーか らの人材 ・

資金の積極的 な投入 も行なわれた。

② サー ビス部 門の強化

サー ビスの良否が販売を左右す るばか りでな く.リ コール車問題 で安全性 も問題に な

り,各 社 ともサー ビス部門の強化が行なわれたp

③ 宣伝の強化

自動車 の大衆化に伴い,TV等 のマス コミに よる宣伝合戦 も激 しいが,一 方では,ス

ポーツ相談室,○ ○ク ラブ等の設置 も行 力っている。

④ 拡販対策 と しての戦略的情報処理 の活 発化

メーカーと販 売店間の情報交流は勿論,運 輸省に よる登録のEOPに 伴 い,ユ ーザー

の個 々の情報 を使用 した情報処理の高度化 も進展 した。す なわち販売対応 の情報処理 は

巾が広 く且深 くな った といえ よう。'・

◎

2-3労 働力不足への対応

(イ)雇用制度の改革

① 中途採用者の増加 と制度の定着化

従来は,景 気変動のショ。クアブソーバー的機能の強い臨時工制度であったが,毎 年

4月 の正規採用現業員の不足を補 う必要性から正規社員登用を前提とした。いわば試用

工的色彩を強めた雇用制度に変更した。 しかし,41年 頃から労働力のひっ迫は増々顕

著 となり,中 途採用者も中高年層が多 くなってきたので,試 用期間の短縮(2年 間→1

年間)が 行なわれた。

② 高卒現業員の採用

40年 頃 より正規採用の高卒者を現業に投入す るようになった。

③ 季節従業計 渡 の採用と定着化

農閉期を利用 した季節従業員制度が42年 頃から定着 し,最 近では従業員であること

を主 としながら農繁期に農業に従事するとい った通年雇用制度が展開されている。労働

力不足の折から季節工的色彩をできるだけ正社員にして人手確保しようとするものであ

るo

(ロ)生 きがいを追求 した労務管理 一 定着化

各種 の雇用条件の改善 にもかか わ らず,現 業 員の定着率は必ず しも良 くなく,む しろ悪
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化の傾向 にある。そのため.QCサ ー クル,ブ ラザー制度 フレ ッシュマン リーダ ー制度1

各種資格取得制度,提 案制度等の人事管理面の工夫 や給与面 の改善等がなされているが,

要 は現場 作業員 のモ ラルア 。プと人間関係が一番大切で あり,マ スプロの流れ作業の中で

働 き甲斐 を見 出させ る嫌 な諸施策がなされて きている。

内 省力設備 の投 入 と工数低減活動

① 省 力設備投資額の相場上昇

'従 来1人 の省力 に対 し5
,000万 円 の設 備投資が許容 されていたが,最 近は800～

1,000万 円 までに上 っている。.

② ・ボ 。トの採 用

上記の省 力投資額 の上昇に伴い ロボッ ト採用 も積極的に進め られ,当 社吉原工場 の機

械加工 ラインでは 自社開発の500台 以 上 のロボ 。 トを使 用し省力効果 を挙げてい る。

③ 作業標準の徹底 と作業改善の推進

機器 による省力化 と併行 して地道 な作業改善 も続け られ てい る。過去 の工数低減の7

0%は 作 業標準 の徹底の如 き地道な改善で達成された。 とい って も過言ではないであろ

う。

(⇒ 省力設 計の推進PreDes輌9nStudy

① 他 車分解 に よる省力 アイデアの吸収

主 と して米国の小型車(マ ベリ。ク,ベ ガ等)を 分解調査する ことに より,省 力設計

のアイデアを学 び取 っている。

② 設計 に当 っては.事 前に省力化要素を組込む。

③ 設計 情報管理D・t・B・nkの 活用

憶

2-4外 部要因への対応

ω 公害対策

自動車 メーカーは,一 般に 「公害」原因 とな る.ば い煙.汚 水,振 動,騒 音,悪 臭等の発

生度合は,重 化学工業,電 力会社等に比 して,概 して低 く,そ の意 味では 「公害」に縁の薄

い業種 であ った。

しか し,モ ー タリゼーシ ョンのめざま しい進展につれ,都 市 において自動車排気 ガスによ

る大気汚染は無視で きない状況 となった。 その対策 として次の如 き改善 を自動車企業の最重

要命題 として資金,人 材を積極的に投入 している。

① エ ンジンの燃焼室内でので きるだけ ・完全燃焼 ・で きるよな設計開発

② 燃焼室を出てから後の排気管 内で ⇔再燃焼"さ せ る方法の採用

(例)吸 気系 の改良,燃 料供給の制 御,燃 料系 の改良.燃 料の改善(無 鉛 ガソ リンの開発)
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③ 電気 自動車の開発

④ スチームエ ンジンの実用化

⇔ 安全対策

回 ・交通事故 による人身事故 の急増底 自動車の安全{生に対す る社会的要 請を強め,世 界

各国において安全性に関する各種規制の形で表 われ る一方,メ ー カー も人為的原因によ

.る ことの出来 る安全対策を行 なって きてい る。

主た る安全対策を挙げ ると

① 最高速度制限

米 国におい ては全 車種 について最高速度 を95マ イル(約152Km)に 制 限 しよ

うとい う案が政府内 で出ているが,日 本でも軽 自動車 について80Kmを こえると警

報ブザーが鳴る仕組みを46/9新 型車,46/12新 車 か ら実施する方針 に固 って

いる。他 の自動車についてもス ピー ドメーターの改善等に より運転者に注意 を喚起す

る方法が とられている。

② ブ レーキ

主 ブレーキ故障時,副 ブ レーキが 作動 する機構が既に採用 されてい る。

この他,一 部の車種にっいては.電 子 的に制御する 「アンチスキ ッド」方式も採用

され るよ うにな った。

③ 車体構造 の改善

衝突時車体 が ショ ック を吸収す る構造 にな ってい る。

④ 内装関係

内面の突起物 をで きるだけ減 らす と共 に,周 囲 をソフ トパ ッ トで カバー し,衝 突時

の衝撃 を減少 させ るように している。^

ハ ン ドルについて も,衝 撃吸収ハン ドルが殆ん どの車 に取 つけ可能 になってお り,

安 全性 の確保 に気を配 っている。

⑤ エアーパ ックの研究 ・開発

衝突時にエアーパックが人体 を包む方式の開発

以上.安 全,公 害問題 は今後の 自動車産業の生死を左右す るばか りでな く,自 動車 の

現代社会生活で の果 す役割 の重要性の観点か らも是非解決 しなけ ればな らない 命題で あ

り,必 死の努力 を続け ている。

2-5国 際 化への対応

国内 の販売状況は,前 述 の安全.公 害問題に加えて 自動車新税 の計画等,税 金 の増加は

益々顕著にな り,い わゆる反 自動車的 ムー ドが出て きて,需 要 は今 まで と違 って伸び悩み

になるとい う状態 にな り,工 場 の生産体制の維持の面 か らも輸 出の重要性が一段 と増 して
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になるという状態にな り。工場の生産体制の維持の面からも輸出の重要性が一段 と増 してきた・

一方 ,資 本 自由化 も間近に迫 り,好 む と好まざるに拘 らず,国 際化へ の対 応策が必要 にな

ってきてい る。

幸いに してわが国の 自動車の性 能の向上 と企業力の増大は輸 出量 の増 加 と輸出先 の拡大 を

可能 に してい るが,そ れに対応 した企業活動 も活発になって きた。

(イ)海 外拠点,海 外派遣員の増 加

輸 出台数 の増加お よび拡大 に対応 して,先 進国,後 進国 を問わず販売拠点,派 遣員は急

増 してお り,海 外におけ る市場 情報 の収集分析体 制 も強化 されて きてい る。

最近は販路 の拡 大を欧州に求あ,各 社共意欲的 な計 画を推進 してい る。

(例)米 国 における販売店 数(46.1現 在)

日産657店 ト ヨタ792店

(ロ)輸 出専用船 の増加

輸 出量 の増 大は,そ の流通 面に問題を生 じているが,そ の対策 として,日 産,ト ヨタで

は主 として北米向けに1、200台 ～2.000台 積 みの輸 出専用船の建造が積極 的に行なわ

れ,既 に当社では8隻 の船団 をもつに到 ってい る。

を寸 海外に1おけ る現地生産合併 会社の増加

後進 国向けは.完 成車輸 出か ら徐 々に直接投資の ウエ イ トが増大 している。 合弁の形態

を例示す ると次の如 くであるが,主 として東南ア ジア,中 南米諸国で増加 してい くであろ

う。

(例)

.PrinceMotorsThailand.Ltd.

(41年 操 業 開 始)

一{i㌔
,。rsiii

・ToyotaMotorsThailandCo,Ltd

(41年 操 業 開 始)

出資比率に:;::1

⇔ 国際的協力関係の推進.

最 近の安全・公害問題の高まりは世界の 自動車 メー カーが協 力 し合 って・ この問題 に対処 し

ようとする雰囲気を作 り上げ た。

技術提携の具体例 を示す と.
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①1.1.E.C(1・t・ ・1・d・ ・t・yEmissi・liC。nt・ 。IP,。9,am)

1967年 よ り発 足L日 産,東 洋 工 業 ,三 菱,フ ォ ー ド,VW,モ ー ビ ル オ イ ル な

ど12社 が 参 加 し て,レ シ プ ロ エ ン ジ ン の排 気 ガ ス対 策 を 行 な う こ とを 目標 に して い る 。

②ESV(E・p・riment・IS・ft'yV,hi・1。)

日,米,欧 の 自 動 車 メ ー カ ー各 社 が 共 同 し て 安 全 実 験 車 を 開 発 し よ う とい う もの 。

③ 東 洋 工 ・NSU,日 産 ・NSU,GM・NSUな ど ¢)・ 一 夕 リ ・エ ン 〃 に 関 す る技

術 提 携

④ 日 産 ・キ ネ テ イ 。ク ス 研 究 所(米)と の ス チ ー ム ・エ ン ジ ン 開 発 に関 す る技 術 提 携

㈱ 安 定 株 主 工 作

資 本 の 自 由 化 に よ る 外 資 の 攻 勢 に 備 え て,民 族 資 本 を 守 る た め,各 社,国 内 の 系 列 関 係

を 強 化 し,株 主 の 安 定 化 に ょ る経 営 権 の 確 保 を 図 っ て い る。

亀
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d.環 境 対 応 の た め の経 営 管理 一 組織 的 ・機 能 的 ・知 的 活 動

5-1計 画 ・科学化

'高度成長経済下では
,作 れば売れ,そ の意味では生産サイ ド重点の組織であった。 しかし,

社会の離 化.多 様化噛 叫 市 場 需 要動向閲 しては・繍 処理と縫 科学手法との

組合せによって深 く洞察,分 析 し,そ れに沿 った生産設備 の投資をする必要が一 層高ま り,

MarketOrientedで 生 産 と販売が一体 とな った組織,と した総合企画 調査部門の

設置 ・充実が ぎ0年 代後半 か らすすんだ。

5-2組 織 のソフ ト化

横断 的活動 を行な うプロジ ェク ト制は,研 究開発,新 車開発 等については,部 門内組織 活

動 の一環 として早 くか ら進 め られ てきたが,プ ロ ジェク トの高度化,拡 大化 に伴 いチーム活

動嘘 囲絋 げ られてきた.特 に工場簸 に鞭 ては.そ のプ・ジ・ハ チニ・を準備室の

形で組織的位置づけを明確にしそ人材あ一時的集合を行なって広い部門より人材を集め・『い

る。'』'.「

システ ム開発について も大型 システ ムにつ いては関連 部門のスタ 。フの専従化 を行な って

フル タイムでのチーム活動 を行な っている。

5-5事 務 の機械化 ・合理化

下記 の如 きEDP部 門 の組織 的推移 をみれば明かな如 くコ ンピュータの活用 も量 の消化 ・

省力 目的 の利用か ら経営科学手法を含 めた広い意味の経営管理への活用へ と歩 を進 め てい る。

EDPの 部 門の推移を数量的 に示す と昭和 ろ5年 に比 し,賃 借料 で70倍.人 員で60倍 に

な ってい るが,技 術 関係 のコンピュータ,工 程管理用コン ピュータを考慮すれば,コ ンピュ

ータに関係する要員 の増加 は100倍 以 上になってい ると思われ る。

・EDP部 門 の組織推移

(昭 和50年)(昭 和54)

経理部 計算課 総務.一
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(昭 和58年)

総 務 部

一 事務管理課

計算企画課

一 機械計算課

〃

(総 合調整)

(SEORプ ロ グ ラ ム)

(オ ペ レ ー シ ョ ン)

o

(昭 和44年)

●

機械計算部 一

ヨ事務 剰 ・

ヨ 計算企画課

一 第一機械計算課

一 第二機械計算課

(昭 和46年)

医三繊 諸 課1 の増設

ひ

5-4多 角化 ・新分野へ の進 出

自動車需要 の鈍化傾向 と経営 の安定化 に対処 するために,日 産では ボー ト,フ ォーク リフ

ト,繊 維機械,宇 宙航空 な ど,ト ヨタでは.ミ シン,自 動織機(住 宅 産業)な ど,本 田,東

洋工業では産業機械 などの自動車以外 の分野 への進出がみ られた。

しか し,売 上げでみて98%程 度 は 自動車 お よび 自動車 部品であり,基 本的には 自動車 に

対処 してきた。

自動車産業の巨大 資本 と技術の蓄積は多角化への可能性 を秘めてお り,将 来の課題 として

今後共検討を進め られ てい くで あろ う。

5-5他 企 業 との協力 ・提携

・ 自動車産業は総合産業 といわれ,関 連企業 の協力なくしては成 り立 たない。 その意味で産

業の発足時点か ら集団化 システム化を志 向 しなければ ならなカこった。
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・ とくに下請関連企 業は 一次,二 次 など二重構造の底辺をな し 技術面,資 金面で脆弱であ一

つたので親企業の指導.育 成 もあ って専業化 も相 当進んだが,ま だまだ改善の余地がある。

・ 下請関連企業の指導 育成のため の専 門部署 も設置 され,経 営管理指導 に併せて,コ ンピュ

ータの活用 に よる情報処理技術の指導 に も積極的であb
,共 同EDPセ ンターの設立なども

推進 してい る。

・ 他 方,こ うした関連 企業 の協力 ・提携 を強めただけにとどま らず,系 列シャ シーメーカー

の強化 育成をはか り.提 携 メー カーへの 自社製 品の委託生産を行 な うなど.系 列化 ・集団化

を積極的にす すめ,生 産 力強化 を図 っている。

5-6そ の 他

① 特許部門の強化

従来,設 計又は技術部門の一部であった特許業務が,そ の重要性の高まりに応 じ,独 立

部門としての特許室 とか特許部に成長した。更に特許情報検索の機械化 も進められている。

② 法規部門の充実

従来,庶 務又は総務部門の一部で.非 常に専門的なことに関 しては,外 部に委託してい

たカ～ 法規関係業部の高まりに伴 って強化充実されている。

特に最近の安全 ・公害にか らんだ訴訟問題で問題が露呈している。

●

●
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4.自 動 車産 業 の 今後 の変 化 ・発 展 の方 向

、,前述 のごとき環境 の変化へ の対応策 は,そ れぞ れ,そ れだけの効果 を挙げ てきてい るが,こ

れ等方策は更 に改善,拡 大 され続 けることは勿論であ り,そ れに伴 う情報処理 の高度化 も今後

ますます必要にな ってこよう。

しか し,自 動車産業 の今後 の問題点 とい う観 点にた って重点的に指向すべ き分野 を挙げ てみ

る と,
●

■

c

4-1国 際化 の一層の進展

・ 昭和46年4月 の対内直接投 資の 自由化 に より,自 動車産業にもワール ドエンタプライ

ズに よる外資系企業が 出現 し,こ れまでの議論 の段階か ら次第 に生産,販 売面で影響を及

ぼして くるで あろ う。

。 しか し,日 本 の国内需要 も普及水準 の高ま りとともに鈍化 して くるので
,輸 出には一 層

力を入れていかさるをえ ない。そ の場合,完 成車輸 出よりも海外直接投資に よる現地生産

のウ エイ トが高 まるであろ う。

一つ の進出国での生産 を基地 と して
,そ の周 辺 諸 国へ 輸 出する とい うこ とも盛んにな

ろ うn-

。 この様に ワール ドエンタプ ライズの日本進出 と同時に,日 本企業 の世 界諸国へ の進出に

より自国産業 の国際的動 きが現在 より活発 になることは火 を見 るより明か なことで,欧,

米,日 の三者が世界各地 において三つ巴の競争を戦か わす ことになろ う。

。 それの対策 としては,海 外にお ける政治,経 済,市 場,雇 用,技 術力等 の情報 の収集 ・

処理 ・分析 の体 制 を整え ることは勿論,グ ローバルな管理 システムの設計,維 持が必要 に

なって くる。

。'一 方,製 品開 発の面で も,従 来の如 き国内用 としての新車開発 した ものを輸 出するので

はな く,輸 出市場 に適合 した新車開発 の能 力 も兼ね備え なければなるまい。

4-2多 角 化

。 自動車需要の鈍化,更 には安全 ・公害に関する各種規制の強化等による,自 動車生産の

企業的妙味に対する不安か ら,自 動車産業のこれまで培ってきた巨大資本 と技術力を背景

に多角化はますます進むであろう。

。 住宅,レ ジャー 交通運輸関係などの新規産業力喉 補にあげられるが,困 迷する都市交

通問題を打開すべ く,自 動車産業は何らかの形で交通システムの一部を分担することにな

ろう。
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。 いわゆる この程 システム産業分野への進出 のため には,企 業 内外の頭脳集団,シ ンクタ

ンク的組織化が必要 であるが,高 度 の頭脳 を一企業力 で集めることは困難で国家 的プロジ

ェク トの一環 として推進す るrと が望 望まれる。

4-5省 力化 ・自動 化 .

労働 力不足はますます深刻になるであろうか ら,省 力化,自 動化 を一層進め る必要があ る。

少 品種多量生産の機械加工分野 では,か な り工業用 ロボ 。トが実用 され てきてい るが.労 働

集約的色彩の強い組立 ラインへの導入が 今後の課 題であ る。

そのためには,仕 事 を教え てや るとある定 った動作をす るロボ ットか ら更に進 ん で.知 能

ロボ ットといわれるパ ター ン認 識や判断 能力が可能で.動 作ス ピー ド,強 さ,器 用さ等が人

間能力以上 に出来るロボ ットの開発 が必要になる。この種の ロボットは試作的 には出来ている

が実用化は今後の問題 とな ってい る。

4-4自 主 技術 の開発

既述 した通 り,安 全 ・公害問題の高 ま りの中で各社 間の技術提携が非常に活発 に進め られ

てい るが,今 後 もこの方向は持続 し,・ 技術 を制す るものは世界 を制す ・とい う色彩はます

ます強ま るで あろ う。その技術 も自動車関連技術 に甘ん じていれ ば良い とい う ものでな く,

基 礎 周辺技術 を含 めた 自主技術 の開発が一層大切 となって くる。

4-5販 売秩序の改 善とカウ ンター セーノレスの増大

。 現在の過当販売競争は 自動車業界 を自滅に導 くものである。従来の ような高収益の期待

も薄れ,コ ス ト ・ア 。プに苦 しん でいる現在,一 刻 も早 く過当競争 をな くす必要があ る。

。 幸い,中 古車査定機関の設立,公 共競争規約 など,販 売秩序改 善の施策 も展開されつつ

あ り,外 蘇 企業の撹乱行 為 も懸念 されない わけで もないが冷 後 一段 と整備改善が進む

だろ う。

。 一方,販 売形態 もセールスマン不足のため,現 在 の訪問販 売か ら,ア メ リカ型のカウン

ターセールスに徐 々に移行す るであろ う。

。 その場合,セ ールスマンの説得 π よる拡販 力望 め な くな り・現在以 上飾 揚 に適合 した

製品の開発,そ の右めの市場動向調査活動 は,よ り高度 な ものに発展 させ ていか なければ

な らないのは当然である。

。 この面 におけ る情報処理の高度化はます ます要請 される ことになろ う。

`
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4-6企 業群 の情報 システム

。 自動車産業は既述 の如 く,カ ーメーカーである親 企業 とそれを取 りま く数多 くの部品 メ

ー カー販 売店が 一つの企業群 としての企業活動 を行な って初 めて 自動車および部品をユー

ザーに提供 している。

。 従来,親 企業が 自社の企業 活動の効率化を独 自で進め,必 要な場合 に関連企業 の協力 を

求めた り,指 導 して きたが,企 業活動 の効率化 の面で未だに親企業 とその関連企業 との格

差は厳然 と存在 しているのは事実であ る。

。 しか し,情 報 化の進展 に伴い,相 互 にコ ミュニケー トす る情報業 も増加 し,そ のタイ ミ

ングも重要 に なってきた。

そ の対応 のため,従 来 の親企業 中心の情報 シス テムではな く,企 業群全体 の効率 ア 。ブ

を考えた情報 システムの形成が急務 になり,一 部進 め られている。

。 幸い に して,通 信回線 の開放,端 末機の開発に希望が もてる状況になってきたので,こ

の企業群 と しての情報 システ ムの確立が急速 に進展す るものと思 う。
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は じ め に

3

電気機械産業を検討するにあたっては,ま ず電気機械の概念を明確にしてお く必要がある。従来

の定義は何等かの条件 として電気エネルギーを利用,若 しくは利用させる機器の総称であった。近

来技術のシステム化,複 合化がすすみ,単 に電気エネルギーとの関連づけにより定義することは困

難な製品が多数み られ,よ り広義な観察と把握が必要 とされる。

構成する製品は非常に種類が多 く,そ の機能ない し用途,生 産形態及び技術的条件は複雑多岐に

亘る。需要構造,生 産構造いずれにおいても変化の度合の違い及び異質的構造が顕著な面もあり,

産業と して業界共通の統合 した分析 と同時に,或 る程度の区分による解析と把握が必要とされる。

従 って産業 トータルの姿としての検討を基本としながらも,課 題に対応 して,分 野別に大別 した検

討を行 なう。

へ
咋`'

、
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電気機械の分類

気

械

電

機

狭義の

電気機械

資本財

(産業用電

耐久消費財

人民生用電気機械)

力学的 エネルギーを電気 エネルギーに 交換す る機楓

電 気エネルギーを力学的 エネルギーに交換す る機種

電気エネルギーρ規 格を変撫する機橿

電気 エネルギーを制御す る機種

電気 エネル ギーを熱 エネルギーに交換す る機種

電気 エネルギー を熱 エネルギーに交換す る機種

電子機器

の他

資本財

(産業用電子機器)

電気エネルギーを力学的エネルギーに交換する機種

電気信号を情報伝達に利用するもの

電気信号を情報処理に利用するもの

電気信号を力学的運動の制御に利用するもの

電気信号を制御するもの

高周波電力を熱エネルギーに交換するもの

その他諸用途

交流発電機,直 流発電機

交流電動機,直 流電動機

電動機応用機器

変圧器,'整 流器,調 相模

回転変換機

開閉制御装 置,コ ンデンサ

電気計器(指 示計器,記 録計器)

電気炉,電 気熔接機,放 電加工機

電熱用品(ア イロン,ス トー ブ,こ たつ等)

ちゅ う戻馬電 熱用品(電 気 こん ろ,

トースター,電 気釜,・ 一スター,

電気 ポッ ト等)

洗泡機,冷 蔵庫,掃 除機,扇 風機

ミキサー,電 気 カ ミソリ等

橋雑観 鰍 工期
テレビ(ITV),レ ーダー

電子計算機

自動制御電子装置

電気測定器

高周波電力応用装置

医療用電子機器,電 子顕微鏡

放射線機器,そ の他

電気管(受 信管,送 信管,マ イクロ波真空管,ブ ラウン管等)

半導体(ト ランジスタ,ダ イオー ド,そ の他)

電子部品器材 電 子部 品(有 線通信部機 品,抵 抗 器,蓄 電器,変 成器,複 合部品)

音響部 品(ス ピ}カ ー,イ ヤホン,ピ ックアップ等)そ の他

=イ 鷲1∴ ごll:il
(大 衆化には未だ尚早)

配線照明器具,電 球,電 池,そ の他
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や

盲

150年 代 と比較 した環境の主要 変化

1-1需 要面の動向

(イ)電機産業の動 き

日本経済の全般的 な成長の中にあって,電 機産業は絶えず先導的に高い成長を遂げ ,過 去

10年 間にその生産高は約6倍 に成長 した。

成長率(年 平均)を50年 代 と現在を対比すると50年 代前半は約40%,40年 代に入

ってからは約27%,対 鉱工業生産指数弾性値をみれば30年 代前半は2 .5倍,40年 代に

入 ってか らは1.75倍 で伸び率自体はややおちついたものとなっている。 しか しながら経済

成長の背景に技術革新があるかぎり電機産業の成長性の基調は全く変化はない ものといえる
。

成長が続 くなかで産業部門における構成変化は著 しい。重電機のウエイ トが低下 し,家 庭

電器,産 業用電子機器のウエイトが上昇 しつつある。

また,産 業用,民 生用を通 し伝統的な重電関係製品のウエイトが下り,電 子機器の比率(5

4年53%→44年61%)が 上 昇 し,エ レク トロニクス化 が太 きぐ進行 した
。

⇔ 重電機部門

重融 の需要は富 力の設備投資,鉄 鋼,化 学綾 騰 の臨 機融 先産業の設備投資と

技術動向に より主 として決定される。

30年 代当初は,い わゆる産業構造の高度化重化学工業化に主導され拡大 した
。

40年 代において,需 要先産業の設備投資の大型化により,機 器及びシステムの大容量化,

大型化が進み,一 方電力利用技術の向上,電 気的制御技術の進歩により自動化製品 ,シ ステ

ム製品需要の大巾な拡大がみ られる。

内 家庭電器部門

50年 代当初に1人 当 り実質所得の戦前水準への復帰,所 得の平準化,生 活様式の洋風化

など耐久韻 財譲 拡大の伸びぬ 鳩 成長があ・た・特に家蝿 器の灘 的製品のイ申びが

著 しく,高 度成長期 におけ る電機産業に最大の影響を与えた。

50年 代の後半 に主要商品の普及率が高 ま り成 長率は屈折 したが
,40年 代 に入 り再び成

長 に転 じている。この分野 で も製品の交替は著 しく,当 初の基礎的製品は普及率の高ま りに

よ り需要は一巡 し取替需要期に入 り・需要はほぼ横這 いに転 じているのに対 し
,ク_ラ ー

カラーテレピに代表 され る高額耐久消費財及び
,ス テレオ,テ ー プレコーダ等嗜好関連商品,

流行的,装 飾的小物 商品の伸びが著 しく,所 得水準の大巾な上昇に対応 した動 きを示 してい

る。

家庭的分野 で6エ レク トロニクス化が進行 し,34年 には 比率は1:1で あ ったのに対 し,
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110年 後の44鑑 には電機1に 対 し電子は2の 比率↓(上昇している。

⇔ 産業用電子機器

50年 代の需要は高成長を続けた電機業界においては,最 も低い伸び率に留まっている。

40年 代に至 り 重電機,家 庭電器の低迷するなかで通信機部門を中心に大 きな伸びを見

るに至った。

更に,情 報化時代を迎えて電子計算機とその関連製品の需要が本格化し,一 方卓上電子計

算機など汎用性のある電子機器 も市場化され,こ れが産業用電子機器の大巾な拡大をもたら

している。,

困 電子部品

電子部品(製 品)は,最 終製品の需要へ動向 し対応 して行 くかたちが常であるが,電 気産

業においては部品の技術的変化が最終製品の需要の顕在化に影響を与えて行 く特殊的な性格

をもっている。30年 代には半導体が市場化され,急 速な成長を遂げた。40年 代に入り,

カラーテレビなど部品利用度の高い製品の登場により大巾な伸びが続 く一方,集 積回路など

機能部品の新技術に より電機製品の需要の量質面か らの高度化及びコアメモ リ,表 示管,マ

グネ トロン等の商品化により,製 品分野の拡大に寄与 している。

δ

1-2供 給面の動向

(イ)多 角化,多 層化の動 き

需要面の分析でみ られる通 り電機産業の成長は個別製品自体の高い成長性に起因するが,

成長の原動力として製品の巾が大 きな影響を及ぼす ことが特徴的である。即ち電機産業の成

長は垂直方向への高度化と水平方向への多角化により達成されるものである。

垂直方向への高度化は,各 製品分野にみ られる大型化,高 級化,微 少化そ して複合化の技

術であり,水 平方向への多角化は製品の多様化技術 と重電機→民生用電機→民生用電子機器

→産業用電子機器へと技術 と事業分野の横への展開によって示される。

これらの垂直,水 平方向への展開は常に新技術の積極的採用に より実現されうるものであ

った。従 って電機産業は技術革新に常に深 く関係 し,同 時に技術革新の先駆的役割を果 して

きた。今後 とも経済成長が技術進歩に依存する度合が高まるたっれ,電 機産業の役割は高ま

り・一方成長の持続は構造変化の動きを更に激 しくするものといえる。

(ロ)技術導入

この垂直,水 平両方向の展開は常に技術革新と新技術の採用により果されてきたが,こ れ

まではそれが主 として海外の技術の導入により支えられてきた。電機業界は単一業種 として

最高の技術導入件数を示 している。技術導入が多いことは技術水準の後進性だけで説明され

るものではなく,電 機産業の技術体系が複雑多岐に分化 していること,業 界の発展が急速で

しγ

夕
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あったことに起因する。

導入技術により潜在需要が顕在化され,或 いは新製品の開発による新市場の開拓が行なわ

れ,或 いは国際競争力が強化され,輸 出市場の拡大が可能 となるなど業界の発展に大 きく寄

与 した点は見逃せない。特に,40年 代に入り,そ の波及効果が大きくなっている。

しか し,こ のことは反面独自技術の開発を遅 らせることにもなり,国 際競争上の問題が表

面化 しつつあることも見逃せない。

内 労働問題

電機産業はアセンブリー産業(組 立産業)で あり労働集約産業であり,労 働力が生産要素

として重要な機能を有す。この労働集約的生産構造は製品構成が水平的に横へ展開した場合

にも基本日勺に変イヒはなレ、。

50年 代は民生用電子機器の登場により,女 子労働力のウエイトが高まったのに対 し,4

0年 代に入 り電子計算機など産業用電子機器の ウエイトが高まり,一 方重電機の高度化,シ

ステム化により設計,開 発 ソフトウエア要員の大巾な増大を招き,高 学歴男子従業員の増加

をみている。

労働集約型産業にとって賃金の大きな上昇は企業基盤に致命的な影響を与える。

50年 代後半の賃金上昇の加速化により,立 地面か らの対策を進めているが,こ れは基本

的解決策にはなりがたい。対策 として,層設備の大型化,自 動化など資本装備率を高めて省力

化を推進する一方,技 術力の駆使により,例えば集積度の高いLSIの 開発と量産化など工程

そのものを短縮化すること,及 び高加工度化など付加価値の高い製品分野の開発などにより

対応 して行 く必要がある。

(→ 流通条件について

30年 以前の重電機主体の業界vateい ては,流 通問題は二次的性格にとどまったが50年

代に入 り家庭電器のウエイト増大により,流 通対策の成否が企業の盛衰に直結するに至 り企

業戦略 としての地位を占めた。

40年 代に入 り電子計算機の登場は,単kる 流通チャンネルの問題から販売に直結す る資

金,要 員,ソ フトウエア提供の5点 が販売面の問題 として登場 した。

家庭電器における競争の勝敗の鍵は進出の時期 と流通組織対策にあった。 しかしある程度

の進出の遅れは,家 電製品が技術上の優劣の差がほとん ど現われない製品であり,資 本力に

おいてほぼ解決された。

しか し,流 通対策の優劣は企業格差に直結 した。50年 代当初家電産業の発展期には多数

の企業が参加 し・ほぼ同列に位置 していたが,流 通市場の編成が進んだ現時点には独自のチ

ャンネルを持たない企業は,総 合家電 メーカー として存在 し得ないかたちとなっている。

30年 代においては,家 庭電器が流通問題の主体を占めたのに対 して,40年 代は二方向
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から新たな流通問題が表面化 しつつある。

その一つは,卓 上電算機などの新商品の流通チャンネルの確保の問題であり,今 一つは電

子計算機の販売の問題である。

電機産業は,技 術の優位性が販売条件を決定 していたが,最 近は製品のライフサイクルの

短縮化,メ ーカー間の技術水準の均質化により創業者利潤を確保するためには・単に技術の

優位性を保つのみでは困難となっている。新技術を早期に消化し,多 量に生産販売する体制

を築 くことが不可欠の要件となりっつあり,製 品開発と商品の特性に応じた流通チャンネル

の設定を同時に平行的に進めて行 く必要が迫 られている。

電子計算機については,独 特のレンタル販売制度により大量の資金,サ ー ビスシステム要

員を販売面に動員することを要求されている。

㈱ 競争条件 と新規参加の機会

電機産業の競争面について も需要構造て分析された電機産業の垂直水平展開指向の構造特

性が条件を複雑化 している。

製品が分化するかたちでの成長性が高いことは新規参加の機会が常に豊かなことを示 し,

一方高度化の度合が高いことは,寡 占化の方向を示 している。

電機産業 トータルとしては寡占化を競争激化が同時平行的に進行するかたちは,今 後とも

変 らないとみられ,商 品のライフサイクル技術開発の期間の短縮化は競争激化の色彩を強 く

する。

←)海 外戦略輸出をめぐる動向

一般 に電気機械は,き わめて技術的依存が高く,製 品はどこの国でもそのまま用いられる

汎用性 がある。従 って,開 発の初期段階は国内市場中心であっても・一旦技術が水準に到達

し,製 品としての満足度が明らかになれば,規 模の利益,販 売市場の拡大のために海外進出

が 行なわれる。

電機産業は,30年 代当初は,輸 出比率は10%に 止 っていたのに対 し最近は20%と 大

きく伸びている。輸出は家電製品,電 子部品,重 電機の伸び率ウエイトが高くなっている。
レ

輸出については,当 初は豊富低廉な労働力を武器 とした製品競合力の面から拡大 していっ

たのに対 し最近は家電製品にみられるように膨大な国内需要を背景として量産化によるコス

トダウン,量 産技術を生か した製品,重 電機のように超繁忙の米国企業との国際分業として

の形で伸びつつある。

今後,特 恵関税制度の導入により影響が予想され,す でに一部製品については輸出市場で

のシェアを失いつつある。また米国における反ダンピング法違反の訴えにみ られる通 り,単

なる経済性 と製品競争力主体とした輸出戦略の展開のみで海外戦略を規定することは困難 と

なりつつある。その対策として輸出商品の技術の転換が不可欠である。同時に輸出秩序の面
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か らの配慮 も不可欠である。

●

」

1-5そ の他の外部要因の変化

(づ 公害問題のクローズア ップと影響

部品及び加工段階吐 ける麺 ・ス トの上昇汲 び都市内工場 特に居住地区離 工場)

の操業制限,拡 張制限,騒 音対策 など公害問題と関連 して対策と転換が要請される
。

公害問題については防止技術,防 止用製品の提供を通 じ技術面から貢献す ることが可能で

ある。

(⇒ 消費者運動の影響

家庭電器の二重価格問題に端を発 した消費者運動の影響により再販価格の維持を前提とし

た家電製品の販売指導の見直 しが見られている。
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2組 織的機能的活動の高ま りの現状

2-1企 業組識

(イ)電機産業の特質は,そ の成長性にあることはすでに分析された通 りである。成長は急速

で あ る と同時に,技 術的に極めて多面的な可能性を追求することを軸 として,事 業分野に

巾広く関連性を求めるとの,産 業の基本的な構造特性により導かれて実現されてきたもので

ある。従って電機産業において効果的かつ永続性のある企業運営を可能とする組織を求める

とすれば成長と多様化への対処を同時平行的に満足させる組織構造が必要とされる。

こうした要請に応える組織形態として事業部制が生れでた。50年 代以前,即 ち多角化進

展以前の業界においては,事 業部制の採用は一部の先進企業にのみとどまったが,50年 中

期に至 り家庭電器の登場により多角化の有利性が実証された時点で基本的事業組織 として事

業部制が定着 した。

(⇒ 事業部制の運用と情報組織

事業部制下において各事業部は,独 立企業の如き形態で運用される。費用配分,利 益,金

利諸税の負担方式において も疑似的な会社組織をとること。生産計画,設 備投資,部 品購入

にらいても独立採算性下に一 切が事業部の責任において遂行される。

事業部制の採用とその運用の程度は採用企業の歴史的過程,市 場地位に より差異はあるが,

事業部段階において製品の売れ行 きを掌握すること。即ち市場動向に直結 した事業運営にそ

の運用の力点をおいていることは共通である。従って事業部門におけるマネージメン トのた

めのマーケット情報の把握を軸として完結した情報組織が必要 とされる

'φ

2-2業 務面か らみた企業活動

(イ)マ ーケティング情報のシステム化

事業部段階に於け る標準的 な業務構成は

① 販売前活動 ② 受注 処理,③ 製作手配 と設計,④ 購売,材 料 手配 と部品調達

⑤ 製造生産管理,⑥ 発送 配送,⑦ 経理,原 価管理,利 益管理,⑧ 人事労務管理がある。

これ らが共通の デー タベー スに よって各種業務のオペレー ションが自動化される とともに

経 営シス テム化 され つつ ある。

特 に流通過程 を有する事業部門に あっては,シ ステム化の段階は流通過程におけるマーケ

ッティング情報 と生産 管理の同期化がはか られ,そ れの実現を 目指す一例 として需要予測に

よる見込み生産 シス テムの流通 段階におけ る製品の 自動補給シス テム結合の ケースが考え ら

れる。

受註→生産→出荷指示→ 納品→入金 の一 貫 した自動化 オペ レー ティングシステムが完備 した

8

♪
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マネー ジメン トシステムに よって支え られつつ
,広 域 ネ ットワークに よって実現 され つつあ

る。

(⇒ 設計 の シス テム化

電機産業の業務活動においては設計部門が創造 的活動の具体的展開を担 う部門 として大 き

な役割を もつ。製品の大型化,高 度化,シ ス テム化は設計条件 を苛酷化 し
,技 術要素を複雑

化 し設計及設計 関連業務従事人員 を急増 させてお り,そ の合理化 を迫 られている
。そ のため

技術計算 シス テム,技 術情報管理 シス テム及び最適設計技術,設 計の 自動化のための デザ イ

ンオー トメーシ ョンなどが コンピュータ ・エイデ ッ ト,デ ザ インシス テムとして活用 されつ

つある。

(づ 業務面におけ るその他の活動 シス テム化の方向 と して業務面でのEDP化 が進 め られる

一方
,各 業務段階におけ る合理化 の徹底,科 学的管理技術の適用が進め られてい る

。 目指す

ところは業務の流れ と発生す る情報の流れ を同期 化 してコン ト・一ル して行 く方向である
。

6

2-3戦 略的企業活動

ω 開発の組織

電機産業は需要面の分析でみられる通 り産業自体が革新的な性格を有する。製品の多様化

の一層の進展,商 品のライフサイクルの短縮に対する市場指向的戦略を企業活動の内部に本

格化することを要請される。その具体的対処等として開発を中心 とした体制づくりが必要と

される。

そのため

① 技術開発活動を市場に接近 した部門に移 し,市 場のニーズに直結 した開発活動 を行な

う。.

② 個別製品別開発からシス テム製品,複 合技術製品など境界領域にある製品の開発をプ

ロジsク トグループ活動にょb推 進するo

③ 技術的関連多用化,及 び市場的関連多用化による計画的な成長産業分野への進出。

④ 新需要の創造,技 術突破を目指 した大規模プロジェク トの推進。

⑤ 製品開発・研究開発への長期計画の導入。などニーズの発見,接 近と対応のシステム

づ くりを行なっている。

企業の行動は直接的にはその企業に対する市場のニーズによつて規定される。従って,企

業は 自社が応えるべき市場ニーズや社会ニーズの追求 とその対応を企業活動の戦略の軸 とし

て行 くことになる。

これらのニーズは需要構造の変化,企 業環境の変化として現われる。電機産業の企業戦略

はこうして変化の予知と対応の計画的な推進に発するものである。
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←)開 発のサポー トシステムの一イ列

こ うした開発戦略を支え るには多数 のサ ブシス テムに よりサポー トされ る必要がある。そ

の一例 と して開発 の成果 である特許情報 シス テムをみる。

最近の新技術製品は,そ の開発 競合の極め て膨 大であ り,な おかつ技術の陳腐化が著 しく

製品の ライ フサイクルが短縮化 したため,新 技術 を開発 し特許を取得 したメーカーは ・それ

を既存技術の ごと く簡単に他 メー カーへ供与せず経営参加,ク ロスライセンス,市 場制限等

の要求を強 め,開 発競合の早期回収を計ろ うとす る。 このため今後 とも電機産業の成長を図

ろ うとす れば,独 自の新 技術の開発 とその確保が最大の要求 となろ う。特に開発 した新技術

を有利 な競合条件 とする為には,強 力な特許管理体 制を確立 し,国 際市場におけ る特許網,

情 報網 との結合が必要 である。

2--4経 営管理面の活動

環境変化に対する適切な対応施策,多 角化,多 様化 した事業分野 と事業組織のもたらす膨大

な情報の発生に対する処理問題,内 部に於ける制度組織 のみならず管理方式の多様化,複 雑化

がみ られ,最 も困難なOIS→MISの 道を歩んでいる。

すなわち,長 期計画を各事業単位段階にまで確立させ,全 社的な綜合計画と事業部門計画と

の整合性をとること。

事業蔀制のもう一つの特長である組織流動化を製品廃止プロジェク ト,技術転換 プロジェク

トとの関連において効果的に進めること。

管理調整部門の強化を特に戦略的部門を重点に推進すること,即 ち,技 術管理・特許管理 ・

研究管理,系 列会社管理,海 外関係管理など,教 育の徹底的推進により能力開発,創 造性の開

発をはかること等が経営管理の各層,各 面で推進 されてお り,こ れらの重点的強化策は従来の

伝統的管理機能 とやや異質であり,高 度かっ戦略的左情報,即 ち社内実績データ,計 画データ,

経済情報,業 界情報,市 場性新技術情報など共通な情報 として利用することにより効果的な活

動が可能 となるものである。

♪

2-5他 企業 との協力提携

④ 下請等との関係

電機産業は製品の種類,製 品を構成する部品の種類の多いこと,並 びに部品の加工工程。

製品の組立工程が多数の段階からなることより,生 産工程が複雑多岐な延長 となるため。

生産管理が難 しくなること生産工程をなす諸段階の独立可分性が強いことなどで下請利用

度が高い。

最近は部品の加工度が上 り,零 細企業的下請か ら,大 手の部品,素 材半製品メーカーとの

一108一



提携関係に変化がみられるが,加 工度の比率が太きぐ変化 し左いかぎり下請の利用関係に大

きな変化は左い。管理システムは一企業のみの独立的なものから,こ うした提携関係の全て

を含めたシステム化が計 られつっある。

←)専 門家及び知識,情 報産業の利用

製品の多様化,技 術探究範囲の種類,量 的,地 域的拡大により,こ れ ら専門職能の利用が

高ま りつっある。企業内努力の開発など戦略的分野に集中されるにつれて更に利用度は高ま

ることとなろ う。作業は外部依存,評 価は内部で行なうとい う形 となる。
●

●

●
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5電 機産業 の将来像

5-1全 般的

技術革新の一層の進展,経 済の高度化,大 型化,広 域化と共に,行 政,産 業経済技術の各

分野とも関連分野の競合補完の益々複雑化し,所 謂システム化の方向をもつ電機産業は関連分野

の製品を多角的に開発 しているので,今 後重点的領域として予想される交通,輸 送,通 信の高

度化,災 害防止,住 宅環境向上,教 育効率化,医 療などの各面でのシステム科学産業の最短距

離にある。

電機産業の製品の目指す所はこれ らの需要面での要請に直接的に応えるものとして,従 来の

製品分野を更に高度化 し,従 来の電気産業の垂直水平方向展開から技術の複合化の方向へ も進

むことになる。技術の複合化の核となるものは電子計算機,通 信機器,コ ンピュータコントロ

ール機器,NC機 器などであblこ れ らは産業の情報化の進展に最 も深い関係をもつ。電機産

業が技術革新の多様化,多 角化の源泉となる特徴的性格は今後ともかわ らない。

5--2重 電 機

重電機の需要は基本的 には設備投資の動向に より決定 される。設備投資の誘因は

① 需要増大に伴な う設備の拡張

② 生産方式の変革(大 型化,オ ー トメ化,新 プロセス等)

③ 新産 業の発展に件 な う設備投資などがあげ られ る。

これらの誘因は,各 々個別に独立 して あるのではな く,互 いに複雑にか らみあ ってい る。重

電機の需要はこれの誘因の ウエ イ トの相違 によ り大 きく影響 を うけることに なる。

今後の重電機の需要 要因 と しては特に上記の第2,第3面 が強い影響を及ぼす ことになる。

即 ち,機 器の超大容量化及び原子力など新技術の本格化 とオー トメ化の進展である。特にオ

ー トメ化は単なる労働力不足,賃 金水準の上昇に対応 した無 人格に とどま らず コス トの制約を

こえ だ要請 となって現われ る。すなわち,や がて到来が予想され る高度工業化社会では加工の

高度化,組 み立ての複雑化の要 求が きわめて強 くな り,こ れ まで人手 を頼 っている部門におい

ても機械によるオー トメ化 が進 展 しよう。オー トメ化と関連 して工業用 ロボッ トが注 目され る。

新産業への需要については,現 在視野に入 っている諸産業への直接的な設備器材の供給 と同

時に,こ れ ら新産業向需要機器の製造技術装置の供給が期待 され る。 こう した意味でエンジニ

アリング分野の大巾な伸びが予想 され,重 電機は大型機器,新 技術製品の生産,オ ートメーション

技術 と器材の供 給 エンジニヤリング 技 術の提 供とい うかたちで,従 来の機械単位の供給者が,

生 産 システムの供給者へ と変貌す る といえ るだろう。こうした意味 で重電機 と機械部門の結合,

機電一体化の方向が更に強ま ることに なろ う。
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3-5家 庭電器

家庭電器の需要構造はすでに徐 々にではあるが変化 しはじめている。今後はこの変化が加速

化されると同時に変化の方向が明瞭化しよう。変化させている要因は機械需要のユニッ ト化,

システム化の動きである。

これまでの単一製品を単位とする需要か ら,こ れを機能的に組み合わせてセット化される傾

向がみ られる。即ち,モ ジュール製品である従来製品(冷 蔵庫,ク ーラー,テ ープレコーダー

テレビ)か ら,集 中冷暖房システム,キ ッチン,パ スユニッ ト等へ需要が動 きつつある。今後

の経済社会の発展は消費形態についてみると,大 型化,大 規模化の方向に進むと考えられるが,

そ うなれば家庭電器の需要形態についてもユニット化,シ ステム化が一層広範囲に進展するこ

とが予想される。

ユニット化は更に高次のシステム化に進展することが予想されるが,こ のように して家庭電

器製品の最終需要が本格的に機能別に再編成化されて行けば,単 一製品を供給する従来の家電

部門は新 しい機能型システム産業にモジュールを提供する部品産業化することになる。

家電製品の普及一巡後は成長率が鈍化することはすでに家電業界が経験 したことであり,現

在製品の成長鈍化は目前であり,こ れか ら発売される新商品は更にライフサイクルが短かいと

みられること,一 方モジュール製品の部品産業化が予想されることからして産業がこのままの

姿にとどまれば成長性は直ちに失なわれてい く。家電業界におけるリーデ ィング企業はこの需

要の機能別再編成に対応 して新 しい機能型産業へ発展 して行 くことが予想される。

、

5-4産 業用電子機器

今後,電 機産業の成長を主導するのはこの分野である。情報化時代を迎え,情 報処理量,情

報交換量の飛躍的増大が予想されるが,そ れを機能的に,技 術的に消化対応 して行 くことを分

担する分野である。,'

そ してその核 となるのが電子計算機 と通信技術である。電子計算機の将来の姿を展望すると,

次のとお りとなる。

これが実現 して行 く要因としては次のような背景が考えられる。

④ 機能の拡張に伴なうコス トパーフオマンスの向上(実 質的な大巾なコストダウン)が 需

要層を拡大深化する。

㊤ 超大型,大 型システムと小型システムの伸長が顕著になる。即ち,今 後のオンラインネ

ットワークの形成拡大 とともに中央計算センターに設置される超大型機,大 容量記憶装置等

の増大,同 時に一方においてデータ端末におけるメッセージ処理用小型機及び端末機が多様

化 した用途に適合 したかたちが出現する。この傾向は回線使用の自由化の進展に伴い「層強

まるものと考え られる。
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・◎ アプ リケー ションなどソフ トウエア技術の開発 ,蓄 積が進む。

◎ 労働力の不足が深刻化 し,一 方 コンビューターユーテイリイティの進展 など電子計算機が経

済社会の各面各層で採用 される。

5-5変 化と機会に対応するシステム

前述のごとく電機産業の将来は技術革新 と製品の巾の拡がりがますます進展する。変化と流

動化が電機産業の特徴となる。従 って環境変化,構 造変化,技 術変化とこれらの諸変化がつく

りだす機会にいかに的確に対応するかが電機産業の課題となる。

変化と流動化の過程における企業戦略は

① 新 しい技術,新 しい需要のもたらす機会の的確なる把握

② 変化に対応す る能力の評価と対応策

③ 機会に対応 して能力を発揮 しっっなお均衡のとれた組織 と体質を保つ方策などを視点に

おき,戦 略の樹立をはかる必要がある。即ち情報の的確なるシスデム化と斉合牲ある経営計

画の策定が不可欠 となる。

、

{

レ

一112 一



●

●

〉

7.鉄 鋼 産 業 に お け る 情 報 化

は

1.

じ め に,

鉄鋼業における企業環境の変化

1

9
●

nδ

4

一

ー

一

一

1

1

1

1
⊥

需要面における変化

供給面における変化

生産面における変化

販売流通面における変化

2.鉄 鋼業における経営の科学化

1

2

3

4

5

、

一

「

一

一

一

り
・

9
匂

9
・

9
Ω

う
・

研究開発の推進

スタッフ部門の拡充

経営管理技術の発達

企業集団化

経営多角化'

3.鉄 鋼業における情報処理の高度化

ー
ム

9
一

3

4

5

(
0

7
～

一

一

一

一

一

一

一

3

3

3

3

3

3

3

鉄鋼需要予測

最適生産計画

工場生産工程管理システム

生産販売管理 システム

技術情報の開発,収 集,管 理

外部情報の活用

電子計算機の利用業務

4.鉄 鋼業における知識集約化活動

4-1

4-2

4-3

シ ス テム化

生産技術の転換

MISか らNISへ の 道

113

115

115

117

121

122

126

126

126

127

127

129

130

130

130

130

131

131

131

134

136

136

136

137



ん

●

■

イ

,

、

、



■

●

は じ め に

わが国鉄鋼業は,日 本経済の高度成長 とあい まって
,量 的に も質的に も戦後一貫 して大 きな飛

躍 を遂げ,世 界鉄鋼業 の中で重要な地位 を占め るに至 り,今 や米国 ソ連に比肩す る世界第3位 の

鉄鋼生 産国 となった。特に この10年 余 は,相 次 ぐ合理化計画により設備の近代化 を進 めて最新

製鉄所 を建設するとともに,外 国技術の導 入 と自己技術の開発に力をつ くして
,昭 和34年 度 は

1・820万 トンであった粗鋼生 産を,同44年 度 には4.8倍 の8,700万 トンまで 引上げ,こ の

間の年平均伸長率は,16.9%に 達 し,世 界の驚異の的 となってい る
。(表 一1粗 鋼生産の飛

躍的増大)

この結 果 として,日 本の鉄鋼業は原料,設 備,生 産,労 働販売,流 通などの面において著 るし

く大型化 され・近代化 されて,現 在では製鉄所のユニッ トは粗鋼1,000万 トンを超 えようとし

てい るが,こ れは同時に鉄鋼業の寡占体制 を推進す ることとな り
,粗 鋼生 産の約80%は,大 手

5社 が生 産す るようになった。 また,こ の近代化,大 型化を支 えてきた生産技術,管 理技術の進

歩 も目ざましい ものが あ り・ その一例 としてEDPSの 分 野に使用 され る電子計算機の台数をみ

て も・ この10年 間 にわずか1台 で あった ものが200台 になろうとしてい る状況である
。

以下・ 最近における日本鉄鋼業 の急伸につ き,ど のような変化が上記の諸分野においてあ らわ

れたか・ それが またどのような意味を持 ち,ど のよ うな問題 を惹起 してきてい るか,な どに関 し

て具体的な事象を中心に述べ るとともに それ らの具体的事象の中で
,い わゆ る情報化がど う展開

し・ また今 後ど う進んで行 くか とい うことを考察 し,さ らに情報処理の高度化を例示 して将来の

ビジ ョンについて考えてみたい と思 う
。

た ㍉ 鉄鋼業 とい う産業は,非 常に範 囲が広 く,大 型 高炉 を持つ一貫メーカー,平 電炉 メーカ

ー・ 単圧 メーカーな どから・市中の伸鉄業者,シ ャリング工場な どに至 るまでその事態や規模は

さまざまで ある。 ただ二次製品 ,シ ャリング,レ ベ ラーなどの中小企業群は数こそ多いが大部分'

は 大手 メーカーまたは商社の系列下に入 るか金融面の支配を受けてい る状 態であ るので
,こ こで

は鉄鋼業において主柱 とな ってい るいわゆる一貫メーカーを中心 として述べ るこ ととす る
。

表一一1粗 鋼 生 産 の 飛 躍 際 な 増 大

年 次 粗 鋼 生 産 高 対 前 年 伸 率

昭和34年 度 1&247千 ト ン 43%

35 23,161 27

36 29,399 27

37 27250 一7

38 34,080 25

39 40,532 19

40 41,296 2
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年 次 粗 鋼 生 産 高 対 前 年 伸 率

41 51,898 26

42 63,777 25

43

一

68,987 13

44 87026 26

44/34 16.9

年平均伸率
44/40 2α5

■

表一2鉄 鋼市場の変化

34年 度 44年 度 伸び率

需要量 ④ 構成比 需要量⑬ 構成比 ⑱/◎

千 トン % 千 トン % 倍

土 木 建 設 用 2,268 35.8 9,741 18.1 4.3

産 業 機 械 用 605 5.7 1,590 3.0 2.6

普 電 気 機 械 用 561 5.3 1,439 2.7 2.6

通 家庭用 ・事務機械用 155 1.5 607 1.1 3.9

鋼 .船 舶 用 967 9.1 4,010 7.5 4.1

々 自 動 車 用 612 5.8 3,994 7.5 6.5

材 鉄 道 車 両 用 130 1.2 125 0.2 1.0

用 そ の 他 輸送用機械 54 0.5 62 0.1 1.1

途 容 器 用 415 ag' 1,109 2.1 2.7

部 その 他 諾成 品 用 24 0.2 213 0.4 8.9

門 計 5,790 69.0 22,889 42.8 4.0

別 次 工 程 用 1,181 11.2 4,135 7.7 3.5

受 再 加 工 用 20 0.2 23 一 一 工 1.2

注 販 売 業 者 向 1,801 17.0 9,400 17.6 5.2

シ ャ ー 業 者 向 274 2.6 3,348 6.3 12.2

内 需 計 9,065 85.6 39,796 74.4 4.4

輸 出 計 1,523 14.4 13,726 25.6 9.0

合 計 10,587 100.0 53,522 100.0 5.1

⊃

`

'
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1.鉄 鋼業 における企業環境 の変化

鉄鋼業の最近における変化は,一 言でい うと飛躍的 な伸長 その ものであ り,あ らゆる分野での

近代化,大 型化が進 め られ るとともに量的な拡大 と質的な向上が達成 された。以下企業活動の内

外両面におけ る主要な変化につき,各 分野毎 に観察 して行 くこととす る。

舟

1-1需 要 面にお ける変化

わが国鉄鋼業発展の基盤は,急 速に成長 したわが国経済であ り,鉄 鋼需要の急速な拡大であ

った。 この旺盛 な需要に対応するため,各 企業は販売 シェアの維持お よび向上 のため激 しい設

備投資競争を行い生産量の増大に力を注いだ結果,鉄 鋼業は最 も生産指向型の産業 とな り
,今

日に至ってい る。

また鉄鋼の市場につい てみ ると,国 内においては,建 設 ・造船 ・自動車 ・機材各 部門におい

て著 るし く伸びてお り(表 一2鉄 鋼市場の変化) ,一 方輸出では,昭 和30年 代 の末期 から

急増 して・ この10年 間 に年間200万 トンにす ぎなかったものが,1,700万 トン以上に達

している状態であ る。特 に,最 近では,欧 州 を中心 として鉄鋼の需要がふえ,欧 米鉄鋼業の設

備投資の遅れに便乗 して,輸 出量は わが国鋼材生産量 の約25%に 達 し,世 界の主要輸出国 と

なった。輸出先は・東南 アジア,中 南米 などの後進地域中心か ら需要量 のまとま
った欧米の先

進地域向け中心に移行 したが,こ れは現在 までの趨勢であ り,今 後は 当然 後進地域の需要 を開

拓し,マ ーケッ トを拡大す る方向に進 まねばならない。(表 一3輸 出の増大 および輸 出市場の

変化,表 一4音 通鋼鋼材 品種別生産の構成変化)

この ような輸出市場へ の急激な進出は,欧 米鉄鋼業にとって一大脅威 とな り
,ダ ンヒ。ング問

題,輸 出規制問題な どを始め として,わ が国に対す る圧迫は次第に強 まり,米 国においては数

年前よりわが国に対 して輸入量 の自主規制を求めて きている。 これは,わ が国鉄鋼業の輸出量

が今 や限界に到達 してい るこ とを示 す もので あ り,保 護 され る側か ら排斥 される側に回ったわ

が国鉄鋼業は,今 後先進国 としての自覚 と責任を持 つべ きことを要請 されてい るので ある
。 し

か も昨年来の不況に遭遇 して,鉄 鋼需要 の伸びは著 るしく低下 し,過 去10年 間年平均16.9

%の 割 合で伸びて きた粗鋼生 産 も昭和45年 度 は約6%の 増 加に とどまり,単 な る一時的な需

要減退のみで な く・ 構造的な鉄鋼需要の屈折点が近づいてい るのではないか と思 われ る
。 この

需要構造 の変化は恒久的な ものか一時的な もの か諸説があるが ,さ きの輸出問題 と併せ考え る

とき,今 後の鉄鋼需要予測は極 めてむ っか しい もの となって くる
。
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表一3輸 出の増大および輸出市場の変化

仕 向 先
34年 度 44年 度 伸 び 率

⑱/6数量⑭ 構成 比 数量 ⑮ 構成 比

東 南 ア ジ ア

中 国

フィリピン

台 湾

韓 国

一

千 ト ン

728

1

132

99

13

%

39.8

α1

7.2

5.4

0.7

千 ト ン

5,178

1,455

697'.

631

519

%

30.8

&6

4.1

3.8

3.1

倍

7.1

1,455.0

5.3

6.4

39.9

中 近 東 16 α9 616 .3.7 3&5

欧 州

EC

27

4

1.5

0.2

2,527

1,079

15.0

6.4

93.6

269.8

北 米

米 国

754

687

41.3

37.6

5,929

5,486

35.2

32.6

7.9

8.0

中 南 米 218 11.9 1,544 9.2 7.1

ア フ リ カ 51 2.8 607 3.6 11.9

大 洋 州 33 1.8 256 2.5 7.8

計 1,827 100.0 1¢824い ・00 9.2

D

表一4普 通鋼鋼材品種別生産の構成変化

品 種
34年 度 44年 度 伸 び 率

⑱/④生産高⑭ 構成 比 生産高 ⑮ 構成 比

条 鋼 類

鋼 板 頚

綱 管

外 、 輪

万 ト ン

578

631

97

6

%
44.1

4&1

7.4

0.4

万 ト ン

2,176

3,395

i634

}
13

%
35.0

54.6

10.2

0.2

倍

3.8

5.4

6.5

2.2

計 1,312 100.0 6,218 100.0 4.7

占
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1-2供 給 面における変化

(イ)原 料

鉄鋼業 が必要 とす る主 原料は鉄鋼石および原料炭であ り,生 産の増大に伴な ってこれ ら原

料の購入量 も飛躍 的に増大 した。 しか もわが国で は鉄鋼石がほ とんど皆無で,原 料炭 も良質

な ものは極 めて少 ないため,す べ て輸入に依存 しなければならない(表 一5主 原料輸入の

増大 と輸入依存度)。 これだけの大量 な原料 を海外に求めてい ると,供 給源は次第に遠方に

分散ず ることとな り,鉄 鉱石は濠州,南 米,ア フリカなど南半球か らの供給を仰 ぐよ うにな

った。原料炭は米 国東部に産出す る極 めて良質の もの を輸入 していたが,絶 対量 の急増につ

れて,濠 州の比率が高 まって きてい る。(表 一6主 原料輸入先の地域別変化)

■

表一5主 原料輸入の増大 と輸入依存度

＼ 年 度 消 費 量 合 計 輸 入 消 費 量 輸 入 依 存 度

鉄 鉱 石
34

44

11,441千 ト ン

87,159(7.6倍)

10,389千 ト ン

83,346(8.0倍)

91%

96

原 料 炭
34

44

9,192

48,933(5.3倍)

4,112

39,566(9.6倍)

45 、

81

表一6主 原料輸入先の地域別変化

34年 度 44年 度

輸 入 先 輸入量
■

構成比 輸 入 先 輸入量
*構 成 比

千湿 トン % ** 千湿 トン %

鉄
東 南 ア ジ ア 5,045 47 オ ー ス トラ リ ア 27,268 31

イ ン ド,ゴ ア 3,281 32
*楠 ア メ リ カ

20,437 23

北 ア メ リ カ 1,216 12 イ ン ド,ゴ ア 14,197 16

鉱 **

南 ア メ リ カ 329 4 ア フ リ カ 10,358 12

東 南 ア ジ ア 8,852 10

石
北 ア メ リ カ 5,205 6

計98

原 米 国
千 トン

3471

%
78 米 国

千 トン
ロ9,432

%
49

**

料 オ ー ス ト ラ リ ア 470 11 オ ー ス ト ラ リ ア ・ 15,189 38

炭 ソ 連 293 6 ソ 連 2,990 8

計95 計95

*構 成 比は輸入量を100%と して算出 した
。

綜 輸入量増大が著 しかった地域
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原料 を購入す るには,長 期安定確保をは かるため長期契約を締結 してい るが,鉄 鋼業の存

立が原料 の入手いかんにかかってい るため,共 同輸入,原 産地へ の融資や設備の建設,大 型

専用船 によ る輸送 合理化さ らには原産地におけ る予備処 理など,さ まざまの対策が講 じられ

てい る。(表 一7鉄 鉱石の輸送距離 と輸 入価格,表 一8鉄 鋼関係専用船保有量)

表一7鉄 鋼石の輸送距離と輸入価格

平均海上輸送距離 価 格(CIF)・

34年 度

39

44

竃500マ イル/ト ン

5,440

6,240

14.0ド ル/メ トリックトン

13.5

11.6

また,鉄 鋼業は運 輸業であるとい われ るとお り,主 原料の輸入のみで も1年 間1億 トン以

'上 がわが国の各製鉄所 に輸送 されて くる
。大規模 の製鉄所では1日4万 トン以上の鉄鉱石や

原 料炭 を使用 してい るが,そ の品質 や形状はまちまちであ り,大 量に荷揚 し,大 量に消費す

るこれ ら原料 を高炉,焼 結,コ ークスの各工場 に最 も効率的に,低 コス トで配分す ることは

極めて困難で ある。 そこで最近では,最 適の配船,荷 揚,予 備処理な らびに配分 を行 うため,

電子 計算機を用いて計画す るシステムが開発 されるよ うにな り,一 部では実施 の段階に入 っ

てい る。

(ロ)設 備,工 場立地

わが国鉄鋼業が驚 くべ き成長 を遂げ,国 際競争に も勝 って今 日の地歩を築 くに至 った最大

の要因は大型の臨海製鉄所を建設 したととであ る。欧米の製鉄所は多 く原料立地であ るのに

対 し,原 料資源 に恵 まれない わが国では原料の荷揚に も便利な臨海製鉄所を建設せ ざるを得

なかったが,欧 米の原料が個渇して,新 しい原料 ソースか らの海上輸送が増加す るにつれコ

ス ト低減の方策 を講 じて専用船 を多 く駆使 してい るわが国は忽 ち優位に立ったのであ る。

そ して,激 しい設備競争 と技術の進歩 とに より,製 鉄所 はいずれ も大型化,高 速化 し,今

では製鉄所 の適正規模は粗鋼年 産1,200万 トン程度であ るといわれ,内 容積3,000m3

以 上 の巨大 高炉 数基がそれ ぞれ1日8,000ト ン以上 の銑鉄 を生産し,30分 程 度で製鋼 作

業 を行 う転炉が1チ ャー ジ250ト ンの能力 を有す るようになってい る。 また,圧 延設備で

'は
,ホ ッ トス トリ ップ工場が1日1万 トン,厚 板工場が5,000ト ンとい うよ うに製鉄所 は

マンモス化 してきた。 この程度の製鉄所 になれば建設費は5,000億 円 を こえるとい われ,

償却 も莫大 な金額を必要 とす るので,ど うして も高能率,高 稼働率の下での操業が必要 とな

り,そ して この ことが鉄鋼業の激 しい販売競争 の原因 となってい るのである。(表 一9設

備の大型化)

ジ

6
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鉄鋼関係専用船保有量表 一8

DWT構 成比%)

 

・

●CDWT

 

0001・・B隻数

 

亀

■A(

船
型
規
模

次

1
万
屯
級

2
万
屯
級

3
万
屯
級

4
万屯

級

5
万屯

級

6
万屯

級

7
万
屯
級

8
万
屯
紀

9
万
屯
級

'

10
万

屯
級

11

万
屯

級

13

万
屯

級

昭 A 11 6 2 19

35

以 B 186 134 73
A

393

前 C 47.3 84ユ 18.6 100

A 11 12 2 25

36 B 186 262 73
、

521

C 35.7 50.3 14.0 100

A 11 17 2 3 2 35

37
B 186 387 73 146 104 896

C 20.8 43.2 8ユ 16.3 11.6 100

A 11 18 2 4 4 39

38
B 186 413 73 174 216 1,082

C 172 38.2 6.7 17.9 20.0 100

A 11 19 4 4 7 45

39
B 186 434 145 194 379 1,338

C 13.9 32.5 10.8 14.5 28.3 100

A 11 19 5 5 13 53

40
B 186 434 181 235 712 1,748

C 10.6 248 10.4 13.5 40.7 100

A 11 21 11 5 26 6 2 82

41
B 186 490 394 235 148.2 399 150 3,336

C 5.6 14.7 11.8 7.0 44.4 12.0 4.5 100

A 11 21 13 11 29 7 6 3 3 104

42 B 186 490 546 487 1,709 463 445 260 282 4,868

C 3.8 10.1 11.2 10.0 35.1 9.5 9.1 5.4 5.8 100

A 11 21 13 12 32 8 7 4 12 1 121

43
B 186 490 546 532 1,879 532 522 346 1,139 101 6,273

C 3.0 7.8 8.7 8.5 30.0 8.5 8.3 5.5 18ユ 1.6 100

A 11 21 13 14 36 10 13 4 14 5 141

44
B 186 490 546 619 2,109 456 983 346 1,332 524 7791

C 2.4 6.3 7.0 7.9 27.1 8.4 12.6 4.5 17.1 6.7 100

A 11 21 13 14 38 10 13 5 14 6 2 1 148

45
B 186 490 546 619 2,223 656 683 427 1,332

人631
230 136 8,459

C 2.2 5.8 6.5 7.3 26.3 7.8 11.6 5.0 15.7 7.5 2.7 1.6 100

日現在

 

15年 のみ8月但 し4各年とも年末現在
・

・

 

注
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表 一9設 備 の 大 型 化

32年 末 45年 末

高 炉

転 炉

薄板(熱 延)

厚 板

1,3301㎡/基(広 畑%1)

60ト ン/チ ャージ(戸 畑)

96万 トン/年 .(戸 畑)

54万 トン/年(八 幡)

3,360㎡//基(水 島%3)

250ト ン/チ ャージ(福 山等)

450万 トン/年(水 島)

210万 トン/年(君 津)

また,過 去においては企業毎に独特の製品を生 産し,特 長があ ったのであ るが,最 近で は,

巨大 な高炉 とホ ッ トス トリップ工場 に始 まって,厚 板,型 鋼,鋼 管など,各 企業の製造品種

に差がな くなって きてい る。 しか も,原 料,生 産設備,賃 金 な どはほ とん ど差がない ため,

コス トの上で も差がな くな り,い わゆる等質化が顕著な傾向 として認め られるようになって

お り,こ れ も販売競争 の因 となってい る。

ぐ寸 労 働

わが 国経済の急速 な伸長のかげには農村からの成熟労働者 が戦後大挙 して第2次 産業に移

ったとい う事実があ るが,鉄 鋼業 もこの恩恵に浴す ることができた。 しか し,原 料 をほ とん

ど輸入に依存 し,ぼ う大 な設備を建設 し,内 外市場に進 出す るためには,徹 底 した合理化が

要求 され,逐 年上昇す る労務費を増加 させない よう,省 力化がは かられねばならない。たま

たま比較的低廉に得 られ た労働力が最近は農村に もソースがな くな ったため供給不足 の傾 向

とな って きてい るの とあい まって,鉄 鋼業の労働者は生産の増大に比 してそれほど増加 して

いない。

以下鉄鋼業におけ る省力化のための諸活動にっいて述べ てみたい。第1に 設備の大型化,

高 速化に よる自動化,省 力化の推進であ る。 鉄鋼業におけ る自動化は昭和20年 代 の 後半か

ら盛 んであったが,最 初はエネルギー源節約 によるコス ト低減が主目的であ り,30年 代 に

入ってか らは製品 品質の安 定,ぼ う大な投下資本の有効活用 ならびに生産性向上が主目的 と

なってきた。そして,高 度 の制御装 置や管理 システムの活用に より工場内の操業要員削減に

成功 してい る。

第2は,生 産工程管理業務,原 価計算業務,財 務会計業務その他の機械化で ある。特に生

産工鶴 理業鋤 醐 化は,販 売活動からみれば流通販売の強化策 として有効で励,離

家のニーズに適応 した アク ションが とれ一石二鳥の効果を生んでい る。

第3は ・ 系列化,下 請化に よる省力化で あ る。最近では,特 定製品の生産,高 度加工,補

助設備の運営,構 内輸送作業,保 全作業 などを系列企業 または下請,外 注化す ることが著 る

しくふえ,す でに常識化 してい る。

一方
・労務管理 とい う面か らみると,戦 後のわが国の各産業 と同 じように近代的労務管理

制度が導入 され,次 第に成 長 してすでに安定期に入 ってい る。すなわち,職 工員の区分 を廃
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した新身分制度,フ ォアマン制度に よる工場の操業 管理,能 力 に応じた職能給の導入 ,作 業 、

標準の確立,作 業時間 の短縮な どが それで ある。

⇔ そ の 他

さきに述べ たよ うに,鉄 鋼業界は昭和20年 代 の後半 よ り激しい 設備競争 を行い ,特 に高

炉 メーカー5社 は,シ ェア争い と設備拡充に寧 日ないあ りさまであった。 その結果 ,現 在で

は大手5Mの 生 産 シェアは拡大し,わ が国粗鋼生産量 の800/oを 占 めるに至 ってい るが(表

一10鉄 鋼大手5社 の生産シ
ェアの変化)当 然の帰結 として資金調達 に苦 しむこととなっ

た。 そして企業における他人資本の増大が著 るし く,国 内のみな らず,外 資の導入を余儀 な

くされ・財務比率が極度 に低下 した。(表 一11財 務 構成 の変化)こ れは,企 業の伸長は

本来 自己資本 を主 として行 うべ きで あるとい う原則 か らみればす こぶ る不健全な現象で あ り,

今 後の原料 高騰,労 務費の上昇,海 外資源開発費の増加な どを考えるとき,鉄 鋼業に とって

は由々 しい問題であって,す みやかに対策が必要で ある。

表一10鉄 鋼 大手5社 の生 産 シェアーの変化

34年 度 44年 度

新 日 鉄

鋼 管

川 鉄

住 金

神 戸

4α3%

9.2

8.6

5.9

4.3

35.7%

13.8

12.2

12.1

5.0

計 68.3 78.7

表 一11財 務 構成 の変化

i

34年 下 期 44年 下 期

資本構成
他 人 資 本

自 己 資 本

68%

32

82%

18

計 100 100

注)三 菱経済研究所:「 企業経営の分析」の鉄鋼業による。

1-3生 産 面における変化

(イ)生 産の効率化

ぼ う大な原料 を大型化,連 続化 された近代化設備に投入 して高能率 作業を行えば
,生 産量

もぼ う大な ものとな り,っ い に世界第三位の製鉄 国となったわけであるが,こ の成 果をあげ

るためには卓越 した操業技術が必要であ り,わ が国鉄鋼業界はその必要性をい ち早 く認識 し,
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製造技術の導入,自 動制御の採用,プ ロセス用電子計算機の活用な どを完全に適応 させ て十

分期待 に応えた。

製造技術に ついてい えば,す で に先進諸国か らとるべ き ものはすべ て吸収 しつ くしてお り,

今 や逆に技術輸出ない し技術提携 を積極的に行 えるよ うにな ってい る。 また昭和20年 代 に

始 まった自動制御 は,次 第 に精度 を高め るとともに利用分野をひろげ,30年 代 後半には プ

ロセス用 電子計算機が導入 され,端 末入出力装 置の発展 と結びついて,生 産管理 システムを

開発し,工 場 内の全工程を有機時にっなぐための諸管理 システムに及ぼ うとしてい る。現在

の新鋭大型製鉄所においては,少 な くと も数台 の大型電子計算機が配置 され,こ れ と工場群

とをつ なぐ多 数の情報機械,端 末装 置などが一貫管理 され,さ らに工場のプロセス用電子計

算機 と結びつい て巨大 なマン ・マシンシステム として活動 してい る。

回 国 際 化

わが 国鉄鋼業の国際化を考え ると,す で に述べ たよ うに,原 料 ソースの拡大 と産出国へ の

進出,設 備資金を賄 うための外資導入,技 術交流の増大,さ らには輸出量 の増大 と転換期の

到来な どが あげ られる。

このほか,先 進 鉄鋼国 となったわが国が,今 後世界鉄鋼業界において果す役割の増加が あ

る。 日本鉄鋼業の地位の向上 と相互接触の機会増加は,わ が国に世界のリーダーシップを と

らせるようになって きてお り,世 界鉄鋼協会(IISI)で も多 くの人が活 躍 してい る。近

く決定 される同協会々長はわが国か ら選ばれ ることになってお り,わ が 国鉄鋼業界は,今 後

先進 国として協力 と支援 を与える立場におかれてい る。

このよ うな国 際的活動 を行 うためには,企 業単位 の活動 のみで な く,日 本鉄鋼連盟,日 本

鉄鋼協会な どの役割が重視 され,業 界 としての システマテ ィックな動 きが活発になって行 なう。

内 公害問題

近年産業公害の問題が急速に クローズ アップされ,鉄 鋼業においては亜硫 酸ガス,大 気汚

染,水 質汚濁,騒 音な どが とりあげ られ,こ れらの対策のための各企業の公害対策費は製品

コス トの上昇を招来 してい る。 また,環 境管理のために専門スタッフが 配置 され,す でに ラ

インとして組織化 され てい るところ もあ る。

一方公害問題は
,今 後の工場立地上重大な制約要件 となる'ので,工 場の新設や増設には過

去の ような企業中心 とい う考 え方では無理 となって きた。粗鋼年産1,000万 トン以上の大

製鉄所 は,わ が国においては もう建設で きないので はないか とい う議論 も主 として公害問題

か ら発 してい ると言 って も過言では ない。

、

■

亭

1-4販 売 流通面にお ける変化

ω 販売競争

わが国の鉄鋼業界が熾烈 なシェア争い を演 じ,製 品の量産に努 める・一・方,過 重 ともなった

設備資金償却のため大量販売を行 う必要が あ り,こ の結果,当 然販売競争は価格面において
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緋 価格面賄 いて緋 常に激 しかった・さらに製品の種類および・ストが ,既 述の ごとく極めて接

近 し,等 質化が進行 したことは,一 段 と拍車勧 滑ることとなった。価格面についてみると
,ほ とん ど

の製品価格が,わ が国内外の景 気の変動により短期的には 昇降の巾 を激 しく変えたにもかかわ

らず・長期的vaは 低位に定着 し・通知o年 以上,全 く上昇 していない.こ れは,鋼 の需

要予測が非常に困難であ る上に激 しい設備競争による生産能力の上 昇が常に市場を圧迫 して

い たか らにほかな らない。

しかしなが ら,鉄 鋼業界 も昨年 来の需要不振を契 機 として
,従 来の よ うな伸長率は とて も

望めず・む しろ冷 後は適正需 要予測 と生産 を行 うことにより業界の安定化 をはかるべ き

であるとい う方向に進む姿勢 を示す ようになって きてい る。(表 一12鋼 材製品価格の推

移)
も

表 一一12鋼 材製 品価格 の推移

(単 位1000円;国 内市中価格)

年 月 棒鋤9%
山 形 鋼

9×75×75%
厚板12% 冷延薄板0・29%

昭和

369 38.0 42.0 49.5 58.0

337

9

32.5

28.0

33.0

30.0

40.0

36.0

56.0

56.0

338

9

30.0

28.0

31.0

31.0

35.0

34.0

54.0

60.0

339

9

30.5

34.5

30.0

36.0

36.0

36.5

52.5

50.0

340

9

31.5

32.5

30.5

32.5

36.0

37.0

48.0

51.5

341

9

31.0

36.9

31.0

39.0

37.5

45.0

51.0

57.0

342

9

45.0

35.5

43.0

33.5

46.0

340

53.5

43.0
343

9

28.5

29.5

28.5

34.0

30.0

36.5

39.5

46.0

344

9

29.5

55.0

32.0

54.0

32.0

46.0

48.0

53.0
345

9

56.0

46.0

52.5

39.0

46.0

39.0

53.0

44.0
346 32.5 32.0 33.0 410

一 方
,純 粋の価格競争 ではないが,需 要家の要望に応 じ製品の高度加工

,ジ ャス トインタ

イム納入などのサー ビスが盛 ん とな り
,今 後の販売競争は このサービス競争に相 当程度移行

すると考 えられ る。 また,別 の意味で のサー ビス として;受 注より生産
,販 売,代 金 回収 ま
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での一貫 システムを電子計算機を用い て開発 し,本 社 と工場の電子計算機を直結することに

よ り,い わゆる 「み どりの窓口」方式のサー ビスを行 うこともで きるようにな り,す でに一

部の企業では実用化 してい る。

㎏)サ ービス エ ンジニ アリング

以上のような販売競争 の激化 と,需 要側の要求 の変化 とに より,鉄 鋼業においては,最 近

10年 間 に多数の技術者 が販売部門に配置され るようにな り,い わゆ るサー ビス エ ンジニ

アーまたは,セ ールスエ ンジニァー として活動 してい る。

すなわ ち,需 要家 の要求の変化は,端 的にい うと高度化,多 様 化な らびに即時化で あると

いえ,こ れ らに対 し鉄鋼業 としては鋼材の加工分野への進出,流 通基地の整備,輸 送 の合理

化,計 画化などを行 って対応 してい る。 また,サ ー ビスエ ンジニァーを第一線 に配置 して,

技 術 サー ビスの向上に努 めてい るが,彼 等は新製品や新用途 の開発に努力す るとともに,需

要家に直接 タッチして製 品知識 使用法などを数 えてい る。時にはみずか ら開発 した工法 を

持って,い わゆ るソフ トウエア込みの サー ビスを行 ってお り,特 に,ボ イラー用鋼材のよ う

な高級分野 や各種建材 を使用す る建設業の分野な どで活躍 してい る。

これ らの技術者は,企 業内において工場の操業管理 をフォアマンシステムに変 えた結果,

工場 か ら出 ることので きた者や官庁,学 界,需 要家側業界 などか ら招へいした有能なスペ シ

ャリス トに よって構成 されてい る。

ぐ寸 流通の近代化

大量の製品を低コス トで,需 要家の指定す る加工度,納 期,工 場,な どの要件をみた しつ

つ納 入す るため,需 要家の多い消費地には,工 場の精整ヤー ド出荷 ヤー ドを延長 した形での

大規模な流通加工基地 を建設 し,細 部仕上げ,仕 分 け,梱 包 を行 うこ とが最近の傾 向 として

顕著 になってい る。 これ らの基地は工場の一部 として,倉 庫 と工場の双方を兼ね,需 要家の

要求に応 えてい るが,こ の運用については,工 場,販 売部門など と結 びついた情報連絡 シス

テムが不可欠 であって,電 子計算機を用い た生産販売 一貫管理 システムの開発が急がれる所

以 もここにあ る。

また,大 量 の製品輸送には,原 料の輸入 と同様,大 型化 した船舶 を使用す ることが必要で

あ る。わが国の内航船は,従 来500～1000ト ン程度 の鋼材を積載す るのが通例であっ

たが,こ の数年閤 に,2,000ト ン以上の大型船が使用 され るようにな り,著 るしく大型化

す るとともに,自 動 機器の活用 による船員の削減,復 路の活用,計 画配船な どを推進す るこ

とによ りコス ト低減 に努力 してい る。

←)商 社機能の変化

鉄鋼業におい ては,原 料獲得のためのメーカー海外進出,流 通分野へ の進出などが活発化

してい るが,商 社 として も,こ の活動に対 して無関心でい られず,ま た,単 なる口銭 収入の

みの活動か ら脱皮すべ きだ とい う意欲 も随伴 して,最 近では原料の共同開発・流通加工基地

へ の共同投 資な どを行うだ けで な く,み ずから投 資を行い,流 通部門での地歩を高めるとと
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もに,市 場を開拓 して行 くとい う方向に進みっっあ り,こ のための資金 もぼ う大な ものとな

ってい る。

`

●

も
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2.鉄 鋼業 における経 営の科学化

前項におい ては,鉄 鋼 業の企業活動の中で,ど の ような内的外的変化が生 じたかを述べ たが,

本項 においては企業経 営の科学化 とい うことを中心に考 えてみたい。 ただ科学化 とい って も,

工場 の大規模化,自 動化,省 力化など,操 業 に関す るハー ド的な面 と,ソ フ ト的な面 とがあるが,

前者 については,す でにほとんど述べ てい るので,こ こでは主 として,ソ フ ト的な面か らとらえ

て行 くこ ととする。

、

2-1研 究開発の推進

わが国鉄鋼業の飛躍の要素 として,先 進諸国の技術導入が あったこ とはすでに述べたが,や

は り,こ れを消化 し,自 己の もの としただけでな く,さ らには 自己の技術 を開発 レ,今 日まで

技術水準 を高めてきた研 究開発スタッフの功績 を高 く評価 しなければな らない。

すなわち,大 型高炉の建 設な らびに操業技術,純 酸素転炉 の操業技術 と排ガ ス回収技術 など

は世界で も最 も進 んでお り,海 外に技 術輸出す るよ うにな ってい るほか,圧 延技術において も

独 自の製品 を開発 し,世 界的に もす ぐれた抗高張力鋼,硅 素鋼板,テ イン,フ リースチールな

どを生 産 してい るn(表 一13鉄 鋼 業技術輸出の実例)

一 方
,製 鉄 プラン ト輸出 も相次 ぎ,全 般 としては長年赤字で あった技術提携の外貨バ ランス

が最近黒字 とな るまでに至 ってい る。

また,こ れ らの研究開発のための スタッフは,サ ー ビスエンジニァー と同様,工 場内の操業

スタッフを引揚げて拡充 したほか外部よ りも招へい してお り,各 企業の研究員 の増大,研 究設

備の増強は 目をみは らせ るものがあ り,多 くの成 果を生 み出 した。

鉄鋼業においては,上 記の ような企 業固有の研究活動のほか,共 同研 究 共同開発などが進

んでお り,特 に製銑,製 鋼,両 部門におい ては,日 本鉄鋼協会および学会 を軸 として共同研究

が盛んであ り,技 術情報の相互利用 も行われてい る。共同研究の一例 としては,公 害防止上の

設備 として の廃煙脱硫装置があ る。 これは鉄鋼大手各社が それぞれ1億 円以上 の研究費を拠出

して,通 産当局の支援の下に完成 を急いでい るもので ある。 ただ,圧 延部内以降については,

他 産業 と同じように,そ れ ほどオー プン化 されてな く,む しろ自己の所有す る技術情報の保持,

外 部情報の獲得 などに努力 してお り,企 業 によっては,特 許部 を設置 してい るもの もあ る。

■

;

'

2-2ス タ ッフ部門の拡充

企業の近代化が進むにっれ,ラ ィ.ンの業務遂行を助 ける機能が必要 とな り,い わゆ る,ラ イ

ンアンドス タッフ体制が確立 した。

鉄鋼業において も,企 画 調査部門のよ うに長期経 営計画策定のためのい わゆ るゼネラルスタ

ッフか ら,設 備,操 業,販 売,購 買,財 務 などの スペシャルスタソフまで多 くのスタッフが次

第 に拡充 され た。特 に本社の各管理部門 と工場の生 産工程管理部門の拡充が 目ざまし く,大 量
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5

の人員が投入 された。 この うち生産工程管理ス タッフは前述 の機械化進展に ともない,よ り高

度 のスタッフ業務 を行 うようになってい る。

また,部 門毎の スタッフの拡充は,や がて事業部制 に発展し,組 織 の再編が 行われて責 任権

.限 が明確化 してきてい る。

一方
,組 織活動を補い,業 務執行の円滑化をはか るため,各 種の会議委員会 など,さ らには

プロジェク トチームの編成が機動的に行われ るようにな り
,い わゆる組織の ソフ ト化が高 まっ

てい るが,こ れらの分野にお けるスタッフの活動は高 く評価 されてい る。

2-3経 営 管理技術の発達

企業活動 におけ る生産技術の発達にっいては,す でに述べた とお りであ るが,最 新鋭の工場

を操業 し,良 質の ものを低コス トで,納 期に間にあうよう生産するには,こ れ ら工場 を管理す

る側にす ぐれた管理技術がなければr;cら ない。鉄鋼業においては,昭 和30年 代 の初期 より,

インダス トリアル,エ ンジニ アリング,QC・OR・PERTな どの管理技法が発達 し,工 場

の自動化,省 力化,科 学化などに貢献 した。IEス タ ッフによる要員査定の実施,高 炉捲善時

におけ るRERTの 適用,シ ミュレーシ ョンによる最適原料 配分,QCサ ー クルの活用による

製 品欠陥の除去な どはその例であ る。

また・本社の スタッフ部門は,ラ インの意思決定お よび活動を援助す るため,自 己の能力開

発 に努め,生 産計画お よび販売 計画の作成,採 算性の検討,設 備投資の支出などのために,さ

まざまのデータを提供 して経営管理に資するよ う努力 してい る。

これ らの経営管理 スタ ッフは,他 のス タッフと同様最近著 るしく拡充 され,質 的に も向上 し

つつあ るが,研 究開発スタッフ も,そ の他の スタッフも,こ れ を有効に活用す る トップまたは,

上 級管理者の理解 と熱意が必要であ るとともに,ラ インが快 くスタッフの助 言を受入れ ること

も緊要であ る。同時に また,ス タッフは常に自己啓 発に努 めっっ,ラ インを援助す るとい う気

持が大切で,決 して命令してはな らない。 この ような心掛 けは,鉄 鋼業 を も含めて,わ が国産

業 界では未 だ成 長が足 りないよ うに思われ,一今後の一層の努 力が要請 され る。

2-4企 業 集団化

鉄鋼業 の拡大に伴ない,完 全 な一元的管理に限界が感 じられ るようにな り,単 純製品,特 殊

高級製品,高 度加工製品な どの製造 を分離 して系列企業の自主的経営に任せ,そ の結采 系列

集団全体の効率をあげ るとい う方法が とられてきてい る。 これは,企 業規模 に適応 した生産販

売活動 を行 うとい う点か らもメ リッ トを認め られ,企 業の体質 改善に役立ってい る。

そして,こ のほかに原料購買部門,工 場 内補助 部門,販 売流通部門な どの系列企 業が加わ り,

一 つの鉄鋼系列集団をなしてい るのが
,現 在の大手 メーカーの姿であり,そ の傾向は今 後 も進

む もの と考 えられ る。 ただ,原 料,販 売流通な どの分野では,さ きに触れ たご とく,商 社が対

等の形で参加することが多 く,最 近では,工 場 内の補助部門にす ら商社が主体 的に参加 する例
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表一13鉄 鋼業技術輸出の実例(昭 和41年 ～42年)

(通 産省作成)

契約時期 A社 名 相 手 方 国 籍 内 容
奔 月 日

ユく

41 1 1 八 幡 製,鉄 ソ シ エ タ ・フ ィ ナ ン ツ リ ア ・ シ デ ル シ カ
●

イ タ リ ア 高炉および転炉の操業に関する技術指導

r,ユ ・-
・白フ ィ ナ ン シ デ ル ・ペ ル ・ア ッ ォ ォ ー

.二

41 2 11 富 士 製-鉄 ナ シ ョ ナ ル ・ ス チ ー ル ・コ ー ポ レ ー シ ョ ン ア メ リ カ
.ム
キ ャ、ン ・ス ーパ ー の特 許,製 造 法 ノ ウ ・ハ ウの譲 渡

41 2 25 八.幡 製 鉄 ス チ ー ル'カ ン パ ニ ー ・オ ブ ・ ウ ェ ー ル ズ

'

イ ギ リ"ス LD転 炉 工場(OG装 置 を 含む)の エ ン ジニ ア リ ングお よび操

業に関する技術

41 2 28

、

日 本.1鋼 管 ナ シ ョナ ル ・ス チ ー ル ・コ ー ポ レ ー シ ョ ン ア メ リ カ 高炉操業に関する現在および将来における一切の技術公開

41 4 18 八 幡 製 鉄 ミナ ス ・ジェ ラ イ ス製 鉄 所 ブ ラ ジ ル 厚板,ス トリップの製造,お よびこれに関連する標準的操業管

理に関する技術提供 、

41 5 23 八,幡 製 鉄 ア ソ シ ュ モ ア ・ベ ン ソ ン社 イ ギ リ ス 上吹転炉赤燃焼廃ガス回収処理装置の製作 ・操業に関する技術

41 6 13 東 洋 鋼 板 ス チ ー ル ・ カ ン パ ニ ー ・オ ブ ・カ ナ ダ カ ナ ダ 「鋼の表面にクロム酸化物を生成 させる方法」の独占実施権の

許 諾i

41 8 19 川 崎 製 鉄 日 新 産 業 韓 国 冷延鋼板製造設備の操業上の技術援助

41 10 1 東 洋 鋼 板 ザ ・ ス チ ー ル ・ カ ン パ ニ ー ・オ ブ ・ウ エ ー イ ギ リ ス 「鋼の表面にクロム酸からクロム酸化物を生成させる方法」の
ル ズ

独占実施権の許諾

41 11 19 富 士 製 鉄 ヤ ン ク ス タ ウ ン ・シ ー ト ・アン ドチ ューブ 社 ア メ リ カ キ ャ ン ・ス ーパ ーの 特 許,製 造 法,ノ ウ ・ハ ウの譲渡

41 12 1 富 士 製 鉄 ベ ス レ ヘ ム ・ ス チ ー ル ・コ ー ポ レ ー シ ョ ン ア メ リ カ 〃

42 2 15 八 幡 製 鉄 ソ シ エ テ ・ロ レ ー ヌ ・デ ー・ラ ミ ラ ー ジ ュ ・ フ ラ ン ス 同時2層 被覆クロム処理鋼板製造技術の譲渡

コ ン テ ニ ュ 、_・

42 2 23 八 幡 製 鉄
「1

ソシエテ ・イタリアーナ・インピァンティお よび ソシ イ タ リ ア 高炉本体,鋳 床および熱風炉ならびにこれらに付属する設備の

エ テ ・フィナンツァリァ ・シデルルジカ ・フィ ランラリレ 技術上の知識情報およびノウ・ハウの提供
邑

・ベル ・アツイオ一二

42 3 15 富 士 製 鉄 ホー ゴ ベ ンス オ ラ ン ダ キ ャ ン ・スー パ ー の特 許,製 造 法,ノ ウ ・ハ ウの譲 渡

42 3 15 富 士 製 鉄 ヘ ッ シ ュ ・ ア ク テ ー ンゲ セ ル シ ャ フ ト 西 ド イ ツ .〃

42 4 11 石川島播磨重工 クし テホヌ ンゲ ス ・ヒュッテ ・シュテル クラーゲ 社 西 ド イ ツ 高炉炉頂装置およびその部品の製作販売権の譲渡

42 4 15 石川島播磨重工 A・Eア ンタニ ソン ・コ ン ス トラ ク シ ョ ン社 ア メ リ カ 〃

42 6 1 富 士 製 鉄 フ ェ ニ ッ ク ス ・ ラ イ ン ロ ー ル 社 ベ ル ギ ー キ ャ ン ・ス ー パ ー特 許,製 造 法,ノ ウ ・ハ ウの譲 渡

42 10 1 東 洋 鋼 板 ソ シ エ テ ・ ロ レ 又 ス ・デ ・ ラ ミ ラ ー ジ ュ ・
コ ン テ ィ ニ ュ

フ ラ ン ス ビニ トッ プお よび プ リ ン ト ・ビニ トッ プ ライ ンの建 設,運 転 と

製 造 上 の ノ ウ ・ハ ウ の供 与

42 12 8 八 幡 製 鉄 エ リサルデ ・アイアン ・アノ ド・スチール ・コーポレ フ ィリ ピ ン 同時2層 被覆クロム処理鋼板の製造技術の譲渡
レーション

42 12 9 八 幡 製 鉄 エ リ サ ル デ ・ア イ ア ン ・ア ン ド ・ス チ ー ル フィ リ ピ ン 冷間圧延工場の建設および操業に関するエンジニアリングおよ
コ ー ポ レ ー シ ョ ン び ノ.ウ・ハ ウの供 与

P
挙
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も あ る。

φ

■

2-5経 営 多角化

一鉄鋼需要産業の近代化に より,鉄 鋼製品に対す る需要が変化 し,い わゆ る高度化,多 様化,

即時化の方向にあ ることはすで に述べ たが,各 社 もこの要求に応えて,次 第に付加価値 を高め

需要 を確保 す るようになった。すなわち,造 船用 ロンジ材加工のよ うな鋼材の加工分野への進

出,鋼 材を使用す る鉄鋼需要分野へ の直接進出,さ らにはシステム産業へ の参 加などで ある。

また鉄鋼 の競合物資で あるアル ミニ ウム ・プラスチ ック ・セメン トなどとの競争に敗れないた

め,ア ル ミニウムに対抗す る極薄鋼板やブリキをO.1mm程 度 の厚 さで製造 した り,錫 を使用 し'

ない鋼板,テ インフリースチールを開発 した り,建 財製品を開発 し,工 法込みのサー ビスを行

って競合物 資の進 出を阻止 した りす るなどの対策を講じてい る。

一方では逆に これ らの物資 との共存 をはか るため
,ア ル ミ鍍金鋼板,プ ラスチ ック被覆鋼管

などを製造す ることも心がけてお り,次 第に加工の領域を拡大 しっっあ る。

海外におい ては,米 国の製鉄 業が,わ が国の よ うな激 しい設備競争を行わず,む しろ投 資意

欲の減退 をみせていて,USス チ ールのごときは鉄鋼部門の売上比率が逐年 低下 し,現 在では

80%以 下 に落込んでい る状態で,そ の分は,化 学工場や不動産業に進出 してカバーしよ うと

してい る状態であ る。 この傾向は早晩 わが国に も入6て くると予想され るが,ぼ う大な設備 資

金 の負担に悩 まされてい る鉄鋼 メー カー としては,差 当っては鉄鋼 を中心 とす る活動に追われ

るため,関 連の少 ない新規産業への進出は遅れると思われる。

冷
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3.鉄 鋼業 における情報処理 の高度化

鉄鋼における情 報処 理の高度化は,す でに述べた各項 目の中で随時触れてい るが,本 項におい

ては,企 業活動の中で実際に行オれ,ま た行われ よ うとしている事項 を列挙 し簡単に説 明す ること

とする。

3-1鉄 鋼.需要予測

鉄鋼の需要予測は非常に困難であ り,予 測 と実際 とが毎年大 巾の相違をみせてい る。 これは

市況や需要家動向に よる生産量 の急変が著 るしい ためであって,未 だ早急に合理的 な需要予測

ができるよ うには ならない と思われ る。 しか しなが ら,鉄 鋼各企業では電子 計算機 を活用 して

各種の需要予測法 を開発 し,経 営計画資料 として提供す るよ う努力してい る。

先づ,マ クロ相関法で あるが,こ れはGNP,総 固 定資本形成などとの相 関によ り鉄鋼需要を

予測す るもので あ り,そ の指標は,経 済企画庁 ・民間研 究所な どの推計による ものを使用 して

い る。 また,積 上法は,需 要業界の活動 水準 を予測 し
,鉄 鋼原単位を乗 じて,品 種別,地 域別

の予測を行 うもので,さ らに これを拡張 した ものが 産業連関法による予測であ る。 これは,産

業部門間の連関,マ クロ経済 との整 合性 をチェックしようとする もので あ り,す でに各社が開

発 してい るが,取 扱 う情報量,情 報源が ぼ う大 で,イ ンプソ トデ一 夕が不備の場合が多 く,精

度の向上が 困難であ るとい うのが実情で,今 後NISの 発 展など,情 報化の発展が期待 されて

い る。

、

■

3-2最 適 生産計画

これは・大型化,高 速化,複 雑化 した工場 設備を効率的に操業 し,最 も利益 をあげ るよ う短

期生産計画 を樹立す ることであ り,線 型計画法(LP)を 用 いて実用に供 してい る企 業が あら

われ始めたが,未 だ市況 や需要家要求 の変化 などで実際の生産活動が制約 され ることが多いた

め・全面的には意思決定の具 となっていない。ただ,品 種別,寸 法別のロール編成 や限界利益

順位の決定などにはよ く使用 されてい る。

膓

●

3-3工 場生産工程管理 システム

鉄鋼業においては,工 場の工程管理業務に電子計算機を早期 から導入 してお り,推 定によれ

ば電子計算機の利用割合は 工程管理が全体 の約2分 の1を 占めてい る。 このため昭和30年 代

初期 よ り工程管理業務,す なわ ち,週 間圧延計画作成,進 捗 管理,実 績把握,製 品管理などが

機械化 され,各 工場には大型電子計算機が設置されて活動 してい る。

最近になって,工 場 の操業技術 の進 歩,特 に自動制御,管 理図法をは じめ とす る統計的品質

管理 の普及・ プロセ ス用電子計算機の発達,な らびにOR ,PERTな どの管理技術の進展は,

ついに工程管理用の電子計算機 とプロセス用電子計算機 とを結合 させ,一 貫 管理が可能 とな っ

一130一



てきてい る。

(図 一1新 鋭製鉄所の生産工程 管理 システム)

(表 一14生 産,工 程管理 システム内の計算機群の階層別活用)

φ

■

3-4生 産販売管理 システム

販売活動においては,従 来 より,工 場の生 産工程管理用電子計算機に投入す るための事務機

械化 を進め,最 近では磁気テー プを注文書 として インプッ トす る場合 も出てきてい るが,引 合

活動 か ら受注,進 捗 管理,在 庫管理,販 売会 計までを一貫 して シズテム化することは各社 とも

競 って努力 してい るところであ る。(図 一2生 産販売管理システム構想図)

これが完成 され ることによ り,販 売活動は,外 部情報の収集か ら始ま り,引 合,受 注,進 捗

管理,在 庫管理,出 荷管理を通 じ,販 売会計に至 るまで一貫管理 され るだけでな く,オ ンライ

ンリアルタイム式 も可能 とな り,い わゆる トータルシステムが確立 され る。 この場合は,前 項

の生産工程管理 システムも当然その一環 として加 わ り,企 業内の高度の知識集約化が ここに達成 さ

れることになる。

3-5技 術情報の開発 ・収集 ・管理

この面については,特 に述べ るまで もな く,自 己の開発 した技術情報を有利 に活用 した り,

外 部情報の収集に努 めたり,こ れ らを分類整 理して管理 し,い つで も活用 で きるよ うに した り

す るなど,電 子計算機の果す役割は大 き く,こ れ らの分野のスタッフも最近特 に拡充 されてい

る。一 部の企業では,情 報検索のための種々のシステムを開発 してお り,ぼ う大 な情報 を整理

していっで もアウ トプ ットで きるようにパ ター ンをい くつかきめてい るところ もある。
v

3-6外 部 情報の活用

日本鉄鋼連 盟,日 本鉄鋼協会,鋼 材倶楽部な どにおいて情報 を保存 し,収 集交換の場 となろ

うとして活動 してい るし,各 社において もこれ を利用 しよ うとい う気運が 高まってい る。 ここ

では,日 本鉄鋼連盟の鉄鋼情報 システム(SIS)を 紹介す る。 これは,同 連盟会員各社お よ

び連盟内部におい て,調 査企画業務に使われてい る内外の統計資料を磁気 テープを用い て蓄積

し,迅 速 な情報検索 サー ビスおよび磁気テープの貸 出しを行お うとす る もので,現 在準 備中で

あ る。 このシステムが,さ らに拡大 され世界市場動 向,原 料関係情報な どを収集 し,公 開で き

るようになることは極めて望 ましい こ とであ り,情 報化時代はその時 こそ開花す るので あるが,

現 状では未だ道遠 しの感が強い。"

ま た,外 部情 報のソース として商社の存 在 も大 きく特に原料購入,開 発および輸出について

は,商 社 に負 うところが大であ る。

一13f_
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表 一14生 産 ・工程管理システム内の計算機群の階層別活用

1

　
o。

㏄
ー

管理 レベル コ ン ピ ュ ー タ の 構成 実績把握の手順 とタイミング 計画立案の手順 とタイミング

Aレ ベ ル

'

オ フ ラ イ ン 的

旬別 ・日別計画立案に先立ってその直前

までの実績をBレ ベル計算機の記憶から

とり出しAレ ベル計算機へ移す。

(数 回/旬)

△φ

左記直前の実績 と受注情報に もとづき,旬

別 ・日別の計画を立案記憶する。(実 績把

握と同じ時,(数回/旬)コ ン ピ ュ ー タ

Bレ ベ ル

〆N

セ ミ

オ フ ラ イ ン 的

一

日別 ・蕃別計画立案に先立 って,そ の直
♂

前 までの実績 をCレ ベル計算機の記憶 か

らとり出しBレ ベルへ移す。

△

φL記 計画の当該1日 分 と左記直前の実績に

もとづき日別蕃別計画を立案記憶する。、

(数 回/日)コ ン ピ ュ ー タ コ ン ピ ュ ー タ

人/

Cレ ベ ル

た /▽/
◎

オンライ ン的

一

の押 ボタンな どに より刻々Cレ ベル計算

機に報告記憶 させ る。(刻 々)

作業終了とともにその工程の操業者からO上 記計画に従い左記報告により作業が済む

毎に操業指示として計画がテレビ,そ の他

に表示 される。(刻 々)
コ ン ピ

ュ ー タ

コ ン ピ

ュ ー タ

コ ン ピ

ュ ー タ

〃

工 場

・

1
/

|

」

原板工場 熱延工場 冷延工場



3-7電 子 計算機の利用 業務

日本鉄鋼連盟が とりまとめた調査結果によ ると,電 子計算機 の利用業務 とその使用割合(時

間)は,次 表の とお りとなる。

項目 電子計算機の利用業務 使用割合(%)

1 需 要 予 測 一

2 経 営 計 画 0.2

3 生 産 計 画 6.6

4 工 程 管 理 53.4

5 受 注 販 売 14.3

6 原 料 管 理 1.2

7 資 材 管 理 2.6

8 財 務 会 計 2.0

9 原 価 管 理 2.7

10 労 務 人 事 3.5

11 設 計 計 算 1.6

12 管 理 技 法 計 算 0.8

13 その 他 技 術 計算 4.2

14 情 報 検 索 α5

15 そ の 他 6.4

●

(注)受 注,販 売,生 産,工 程 とい う販売活動 に伴 な う業務が75%を 占めてお り,し

か もこの うちかな りの部分がオンラインリアル タイム化されてい ると予測 される。

一方
,い わゆ る技術計算の分野は依然低い ことがわか る。

●
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論

4.鉄 鋼業 における知識集約化活動

4-1シ ステム化

すで に述べ てきた ように鉄鋼業の設備は大型化,連 続 化,自 動化 され,し か も大量の製品 を

高能率操業によって生 産してい る。 その結果 として省力化が行われ現在では近代製鉄所では,

自動制御室 まナ、は運 転台に作業員が散見され る醸 で,次 第願 人化 しつつあると・'えよう・

これは,プ ロセス用電子計算機の発達に よるもので あるが,さ らに,中 央の電子計算機 と直接

結びつ き,通 信 回線を活用 することによって遠 く本社の電子計算機 まで同じ情報 システム圏内

に入 ることを考 えると,い わゆ る トー タルシステムが完成す るので あって,そ の時期 には,鉄

鋼業その ものが無人化 して行 くことにな り,い わゆる脱電子計算時代 ともいえ る世代に入るわ

けである。

鉄鋼業 におけ るシステ・化は,他 産業 と同 じように全体 当 ての最適化 とい うことで ある・

これを企 業 内 か らみた ものは,前 述 のよ うな生 産 販 売 システムと呼ばれ るものであ り・す

でに実用化 されてい る。 このほか,企 業系列内の システム化,商 社あ るいは大口需要家 との関

係の シ。テム化,企 業外部 との関係におけ る非常に巾広・… テム化などが考 えられ るが・外

部 との関係を除いては,い ずれ も説明 してい る。

外敵 の関係について考えてみ ると,企 業が長雛 営緬 を樹立するための前提 となる醐

需要予測は単一の企業の力では困難iであって,鉄 鋼業,鉄 鋼需 要産業,鉄 鋼団体 な らびに関係

官庁の間に情報網が形成 され,そ の情報 を活用す ることが必要である。 すで に述べ た日本鉄鋼

連盟のSISは そのための貴重XSス テ ップであ り,順 調な成長が望まれ る。

また,商 社 との 関係についてい えば,流 通の合理化 をは かるため・業界の団体で ある鋼材倶

楽部が中心 とな り,メ ーカー,商 社,双 方が協力 して帳票 コー ド統一委員会 を設け,長 期にわた

り検討 した結果,成 案がで きたので,昭 和48年4月 より実施す ることとなってい る。 これは・

今 後の システム化のため有力な武器 となろ う。

身

4-2生 産技術の転換

わが国鉄鋼業が過去において著 るしい成 長を遂げ 世界第3位 の鉄鋼国 とな ったことは詳細に

説 明しナ、とお りで,世 界の鋼 需要が今 後 も間違・1な く伸びて行 くことも汁 分 予測で きるに

もかかわらず,200年 の歴史を持 つコークス製鉄 法が今 やエネルギー源の問題か ら,他 の方

向に転換せ ざるを得 ないだろ うとい う予測 もほ とん ど間違いのないこ とであ る。 そこで・ わが

国鉄鋼業 として も,将 来の製鉄法にっいて常時研究し,原 子力の利用,還 元鉄の輸入な どにっ

いてお くれを とらぬよ うにす る必要が ある。

また,直 接製鉄法が開発 され,従 来の巨大 な高炉が ピラ ミッ ド化 してしまう時期 もい つの 日

か到来す るこ とを考 え,対 処す ることが必要で あろ つ。

圧延工場については,今 後は高度化,自 動化,連 続化は進むであろうが・すでに開発された

●
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技術が急激に大 き く転換す ることは当分ない と考 えられ る。

●

●

4-3MISか らNISへ の 道

今 まで述べ てきたところか ら,鉄 鋼業においては,高 度 の情報処理技術の開発に より,比 較

的近い将来 にMISの 形成が 行われ ると期待で きる。 これは本社工場 を一貫 した トー タルシス

テムの完成 に よって,達 成 されるので あり,そ れには 「企業は人な り」 と言われるとお り企業

内の全員が(い わゆ るシステム ・マインドを持 ち,積 極的に取組む ことが必要であ る。

また,鉄 鋼業は,他 産業 と異な り,原 料の開発,購 入から工場 の操業 まで,企 業内の情報 を

比較 的オープンに交換 したり,相 互利用 した りす る特色を有 してい る。 さきのSISや 帳票 コ

ー ド統一などはそのあ らわれで
,今 後 も業界の団体や官庁 との情報交流は さかん とな り,NI

S形 成 へ 近づいてい くと期待 され るのであ る。

●
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1企 業 環 境 の 複 雑 化

1-1技 術 革 新

6)大 型 化

アンモニア ・メタ ノールなど一系列あた りの製造設備の能 力は10年 前 はせいぜい日産

100屯 で あ った もの が,現 在 は1,000屯 が通例 とな ってい るほ ど大型化されている
。昭

和40年5月26日,通 産省の省議決定の第一次 アンモニや大型化,日 産500屯 以 上 とレ・

う行政 指導 を受けた業 界は,昭 和40年 か ら42年 に かけて,従 来,日 産100屯 の規模 を

一挙に 日産500屯 の設備に リブレース して
,国 際競争力の強化 を意 図 し,そ れ らの新鋭設

備が全体の30%を 占 めるまでにな った(表 一1参 照)。 ところが英ICI社 が開発 したス

チーム ・リフオーミング技術の開発及び廃熱回収 と結合 した ロー タ リー ・コンプレッサーの

採 用 とを組み合せた 日産1,000屯 規 模の新鋭設備 が欧米で着 々建設 され,わ が国に競争 を

いどん で きたので,昭 和43年1月22日 の通産省省議で日産1
,000屯 以上 の第2次 アン

モ=ア 大型化基準 を決定,1 ,000屯 以上の工場が5工 場,石 油化学 オフガスなどで低廉 な

原料使用可能 な場合は 日産750屯 以 上 とい う但 書適用で認可された もの5工 場 とな ってい

る。昭和46年 には,大 型新鋭設備に よるアンモニア生産量が全生産量の80%を 占 めるこ

とにな り・残 る設備 もソーダ工業 などと有機的に結びついている ものに限 られ ているのであ

り,国 際競争 力の点 か らも十分外国企業に対抗 できる ところまで革新化されている。(表 一

2参 照)。

メタノールについて も日産800屯 以上の設備に業界全社に よる共同投資ルールを定めて
,

通産省の行政 指導 を仰いだ結果,昭 和42年7月 にメタノール ・メー カー全社 の共同出資に'

よるメタノール ・セン ターを設立す ることが決定 された
。45年9月 に東 日本 メタノールが

日産800屯 で千葉県袖 ケ浦に着工,次 いで44年4月 に西 日本 メタノールが第二 メタノー

ル ・センター と して,日 産,1 ,000屯 規模で大阪府堺の泉北地域に 目下建設中である。 さ

らに第三 次メタノール ・センター と して48年 度 に鹿島地区にメタノール大型設備 を建設す

る計画が44年12月 に発表 され ている。

エチレン製造装置 も10年 前 の単位設備能 力は年産25
,000屯 で あうた ものが,現 在は

年産500.000屯 以上 でない と,石 油化学協調懇談会 の申 し合せで建設で きない ことにな

ってお り,昭 和44年5月 で認 可50万 屯 エチレン工場は8セ ンターに遷 し
,さ らに山陽 エ

チレン(旭 化成 ・三菱グルー プ)の50万 屯設備 が認可 されて現在9セ ンタTと な
っている

(表 一5参 照)。

その他,製 造設備 の大型化には,フ ェ ノール(合 成石炭酸)の 硫酸化法に よる小規模生産

か らキュメン法 による大型設備化やBTX(ベ ンゼン ・トルエン ・キシレン)な どの大型化
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表 一1 第 一 次 大 型 化 計 画 の 概 要(単 位 日 産 ト ン)

通 産 省 調

会 社 工 場 名 新 設 能 力 完 成 時 期 技 術 ・原 料
リブレース

設 備 能 力
提 携 会 社 名

尿素設備の

新 増設 等

化 成 水 島 水 島 250 4α9 自社技術 ・オ フガス
一 東北肥料 ・日本水素 220

三 井 東 圧 大 阪 500 41.5 ICI・ ブ タ ン 145 東洋瓦斯 ・室蘭製鉄 720

石原産業

住 友 化 学 新居浜 750 42.5 ICI・ ナ フ サ 460 協 和 ケミカルズ ・

製鉄化学

宇 部 興 業 堺 600 425 ICI・ ナ フ サ 45 東 亜 合 成 ・チ ッ ソ ・ 530

(チ ッ ソ) 旭化成 ・東洋曹達

昭 和 電 工 川 崎 500 42.2 ICI・ ナ フ サ 520 日東化学 200

日 差 化 学 富 山 450 42.8 ICI・ ナ フ サ 513 540

計 3,030 一 一 1,285

旭 硝 子 牧 山 150 4211 日揮式 ブタン
一

ア ラ ス カ ア ラス カ 265 4510 CCC・ 天 然 ガ ス 142 三菱油化 500ST

(日瓦斯)

ガ ス ケ ミ カ ル 71

(菱 油化)
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表z2 第 二 次 ア ン モ ニ ア 大 型 化 計 画 の 実 施'状 況

通 産 省 調

会 社 名 建 設 地

'

殴 償 規 模 廃 棄 能 力 鯛 年月日 完劇時期 原料 偉 者
,

① 三 井 東 圧 大阪工業所 田ooロoト〃 年 三井東圧 4512.24 449末 LPO 資本金219.5億 円

大阪府 (1POOトン/B) 1り和ooトン/年 '

高石市 尿素4箔000ト ン/年 東亜合成 (45†.50)

(1500トン/日) 栂00ト ンン年 仮 承 認

小針161500ト ン/年

② 三 菱 化 成 黒 崎 工 場
・

5釦000ト ンン年 三菱化成 4蕊99 45.5末 ナフサ 資本金284億 円
北九州市 尿素264000ト ン/年 ¶64ハ00トンン年

八幡区黒崎 (800レ/日)

③ 日 本 化 成 いわ き工場 550000ト ンン年 東北肥料 4599 455、 末 ナフサ

.

資本金10億 円

福島県 (1000ト ンン 日) 96800ト ン/年 4蕊5ほ 股立
㎞わき市 尿素29η 〕00ト〃 年 日本水素 株主 東肥 ・日水各

(9α〕トン/日) η100トン/年 50痴 菱化20%・

小計.1759α 〕トン/年 三菱金属碗 事各1〔鴻

④ 旭 化 成 水 島 工 場 2伺000トン/年 旭化成 45、 ～目2 45 ム末 石搬 学 資本金

岡山県 (800⇔ ン日) 鞠00ト ン/年 オフガス 旭化成202億 円

1倉 勧
尿素 一 チ ッ ソ チ ヲソ78"

2乃00ト 〃 牢

小計6～700ト ン/年

.

③ 鹿 島 ア ン. 鹿 島 工 場 515500ト 〃 年 三菱油化 4ユ1C22 45 6末 梢 群 資本金10億 円
モ ニ ア 茨城県 (950トン/日) 51500杉 年 オフガス 451.17設 立

鹿島郡
.

尿素46⑳ooト ンン年 日東化学 株主 日東 ・三菱油化
(1400ト 〃 日) i21400ト 吟 各50φ

小計172900ト ン/年
.

1

⑥ 日 本 ア ン 千葉県君津郡
.

511釦0ト 〃 年

'

'

日産化学 44,221 4510末 姻 臣F 資本金40億 円
モ ニ ア 袖ケ浦町地先 (1500トン/日) 23〕0トンン年 オフガス 4蕊11.29設 立

尿素49印ooト ン/年, 昭和電工 LPG 株主 住化28φ
(1卸0トン/日) 2〔η00トン/年

製鉄 ・昭電 ・目窪

製鉄化学 各24価
75800ト ンン年

プ 小計 り1箪ぬトン/年
乙

⑦ 宇 部 ア ン 宇 部 工 場 41250Dト ン/年 字音壌 産 44,スf8 4邸2末 ナ7サ 資本金10億 円
モ 昌 ア 山ロ県 (12印 ト汐日) 113700ト ン/年 44△14設 立

宇部市 尿素 一 協和 ケ ミカルズ 株主 宇部41.7φ

9蕊500ト ン/年 協和555%
小計z〕 フ200トン/年 セン ト〉ル2鼠0φ

イヒ 学 工 業 年 鑑1970版 よ り
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表 一5 わ が 国 に か け る エ チ レ ン50万 ト ン 計 画 の 親 授

会 社 名
現 有設備

(万トン/年)

実 施

形 態
内 容

'

建 設場 所
主 な ナ フ

サ 供 給 者

完 成時期

(見込み)
採 用 技 術

丸 善 石 漉 千葉44.4 単 独 既存誘導品会社の増設が中心 千 葉 県 丸 善石 油 44年4月 ルーマス法

化 学 五 井地 区

浮 島 石 油 岩国18 共 同 三井石油化学 と日本石油化学との 川 崎 市 日本 石油 45年4月

1

ス トー ン&ウ エ

化 学 千葉12 投 資 折半共同出資により設立。製品の 浮 島地 区 プスター法

川崎20 エチレンは原 則と して折半引取 り。
■

住 友 千 葉 ,新 居浜1t2 輪 番 最初は住友化学が建設 し,製品の 千 葉 県 東亜燃料 45年4月 ス トー ン&ウ エ

化 学 千葉12 投 資 相当量を東燃石油化学に融通する。 姉ケ崎地区 出光 興 業 ブス タ一法

次期増設は東燃石油化学が行い, そ の 他

相当量を住友化学に融通する。
一

大 阪 石 油 な し 共 同 三井東圧化学と宇部興産等の関西 大 阪 府 関西石 油 45年7月 ルーマス法

化 学 投 資 石油化学グループとの折半共同投 泉 北地 区 琳 ラル石油

資 。

水島 エチ レン 水島16 共 同 山陽石油化学(旭 化成 ・日本鉱業 岡 山 県 日.本鉱 業 45年7月 ルーマス法

(化成水島) 投 資 の共同投資会社)と 三菱化成の折 水 島地 区 三菱 石油

半共同出資 によ り設立。製品のエ アジア石油

.

チレ1は 原則 と して折半引取 り。

三 菱 油 化 四日市3a2 単 独 茨 城 県 鹿島石 油 46年1月 ルーマス法
、

鹿 島地 区

新 大 協 和 四 日市4.1 輪 番
'

最初は三菱油化(四 日市 戊が20 三 重 県 大協石 油 47年1月 ルー マス法

石 油 化 学 投 資 万 トン/年設備を建設(45年4 四 日,市

月)。 相当量を大協和石油化学に 地 区

融通 。第2期 として,新 大協和石

油化学が建設する。
'

、

東 燃 石 油 川崎2〔L5 輪 番 住友千葉化学の50万 トノ建設に 川 崎 市 東亜燃 料 47年1月 エッソ法

化 学 投 資 続い て,川 崎 に建設す るもの。住 浮 島地区

友より融通されていた量を返却す

る。

山陽エチ レン 水島16 共 同 水島エチレンと同様に,山 陽石 油 岡 山 県 日本鉱 桑 47年4月 シ ー ラ ス ・プ ロ

(化成水島) 投 資 化学(旭 化成 ・日本鉱業の共同資 水 島地 区 三菱石 油 一 ン法

全社)と 三菱化成の折半共同出資。 アジア石油

製品のエチ レンは原則 として折半

引取 り。

e

●

■

通産省化学工業局監修 化学工業 現状分析 と展望より
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もエチレン製造設備の大型化に伴い副生する分解ガソリンという原料源を得て
,従 来のター

ル系の小規模生産を完全に駆逐 しつつある
。

基礎原料については,設 備革新 に よって コス トを下げ る以外には
,情 報 価値の創造 に ょっ

て付加価値を上昇せ しめ る方法がないので ,今 後 とも設備 の革新や新技 術の探索は熾烈に続

け られ るもの と思われ る。

(ロ)原 料 転 換

アンモニアやメタノールの原料は,か っては石炭や コークスな どの固体原料か ら生産 され

ていた ものが,現 在 では,ナ フサ ・石 油化学 オフガス ・液化石油 ガス ・天然 ガスな どの流体

原料に完全 に転換 している。

しか も同 じ流体原料 といって も,そ の間に重油 や原油 とい う重 質炭化水素か らナフサや液

化ガスなどの軽 質炭化水素 とい うガス源の転換 を再度行 って今 日に至
ってい る。 この ことは

原料代 がコス トの60%を 占めるアンモニア工業の宿命的な,絶 えざる設備革新競争 の激 し:

さを物語 る以外 のなに もので もないのである。

アセ トン ・ブタノール及び,ア ク リロニ トリルの5製 品にっらて
,10年 前 は第4表 にあ

るよ うに,ア セ トンだけが例外 と して,石 油化学方式が従来法 に比 し
,生 産量比 率で14%

(57%対43%)と 多 くな っているが,そ の他 は何れ も従来方式が圧倒的な生産量比率 を

誇 っていた。 ところが10年 後 の現在 では100%石 油化学原料 に よる生産方式に
,発 酵法

(ア セ トン ヴ タノール)や アセチ レン法(ア ク リ・ニ トリル)か らそれぞれ転換 。ている
。

エタノールは,従 来精密 や甘 しよなどの農産物 を原料 とする発酵法に よる製造方式のみ で

あ・たps・昭和o年 にエチレンを原料とする合成法による製造方式がわが国に樽 入され
,

日本合成 アルコール社 の生産量は昭和45年3月 現在で ,エ タノール全生産量の45%に 達

している。すなわち,発 酵法では精密原料の もの50%,甘 しよ2%
,バ ル ブ廃液3%で,

合 計55%に 対 し・合成エチレン法は45%と な っているのである(表 一5表 一6及 び

表7)

日 直 接 化

塩化 ビニールや メラミツ の製造方式は カーバ イ ト,ア セチレンか ら間接的に製造す る方式

が従来採用されていたのであるが,こ れ を塩素 とエチ レン或 いは塩素 とナフサか ら直接合成

しようとする方法 に転換,カ ーバ イ トを製造す る場合の電力コス トの削減化を大 巾に意図 し

た ものであ り,ま た,メ ラミンに ついて も同様 に
,カ ーバイ ド法の電力費を大巾に改善 しう

る尿 素法の採用に より,製 造工程のバ ッチ式か ら連続式へと簡略化(所 謂粗メラ工程 が不要

となる)も で き・ここ・1年 以内に メラミン製 造設備の全部が尿素法に転換 され る見込 みで

あ る 。
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表 一4石 油 化 学 転 換 比 率

生 産 方 式
昭 和35年 昭 和39年

生産量 比率 生産量 比率

ア セ ト ン

石 油 化 学 方 式 11.17557 33.81798

従 来 方 式 8.41545 8532

計 ぽ588100 54,6501℃0

ブ タ ノ ー ル

石 油 化 ・学 方 式 8.84627 51.87691

従 来 方 式 24.40873 4.8789

計 35.220100 56.754100

オ ク タ ノ ー ル

石 油 化 学 方 式 5.91817 53.87570

従 来 方 式 18.77383 14.51830

計 22.691100 48.593100

ア ク リ ロ ニ ト リ ル

石 油 化 学 方 式 一 一 5ス21975

従 来 方 式 22.267100
層
20.83727

計 22.267100 7ao56100

芳 香 族

石 油 化 学 方 式 75.55455 284.02952

従 来 方 式 150.96967 264.35448

計 226505100 548.565100

ア ン モ ニ ア

石 油 化 学 方 式 594.74731 1.05994661

従 来 方 式 895.36669 672.50859

計 1,288.113100 1.712254100

塩 化 ビ ニ ル

石 油 化 学 方 式・ 一.『 42.1809

従 来 方 式 25ao81100 45↑.65591

計 25ao81100 473.855100

●

●

(注)① ア ンモニアにっいては,ナ フサ分解お よび石油精製ガス よりの もの

② 塩化 ビニルの42年 以 降は塩 ビモノマーの実績比率をポ リマー実績
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(単 位 生 産 量 ト ン ・ 比 率%)

通 産 省 調

●

吟

昭 和 4 0年 昭 和4 1年 昭 和4 2年 昭 和 4 5年
生産量 比率 生産量 比率 生産 量 比率 生産量 比率

58,555 99 83,304 100 96,412 100 11ス444 100

462 1 0 0 0 0 0 0

59015 100 58,304 100 96,412 100 11ス444 100

74,035 98 88,929 100 95,887 100 104,191 100

1,348 2 0 0 0 0 0 0

56,754 100 88,929 100 95887 100 104,191 100

41,086 71 45554 72 96768 78 76,678 91

16,971 29 1ス210 28 15078 22 ス259 9

58,957 100 60,564 100 59846 100 83,957 100

132,518 86 160,964 96 190,276 100 231,467 100

20,750 14 6704 4 0 0 0 0

153,268 100 16ス668 100 190276 100 231,467 100

372,884 56 616,975 66 80a512 72 1,220,544 72

295,742 44 514245 34 520,840 28 591,575 28

66a626 100 951,220 100 129552 100 1,412,119 100

1,216,344 56 1,841,485 59 1.896275 67 2,102,532 69

94Z199 44 988,597 41 944,748 33 92a184 51
1

2,162,545 100 2,430,082 100 2,841,025 100 3,030,716 100

79692 17 94245 19 165,069 24 571,179 58

403,281 85 591,145 81 532,898 76 610,270 62

482,975 100 485,386 100 69ス967 100 981,449 100
A

を石油化学方式 .とした。

に按分,41年 以前は塩 ビへの原単位0 .6と して換算。

(化 学工業年鑑1970版 より)
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表 5 ア ル コー ル 工 場 所 属 別 製 造 能 力(45年3月 現在)

所 属 工 場 数 所 在 地 現有能力 備 考

国 営 7工 場 千葉 ・茨城 ・静岡 ・愛媛 ・

熊本 ・鹿 児島の各県

癖

48,000

三 楽 オ ー シャン 2工 場 神奈川県 ・熊本県 1,000 特 許

宝 酒 造 2工 場 三 重 県 ・長 崎 県i㌔ … 委 託

協 和 醗 酵工業
、

1工 場 山 口 県 1,000 委 託

山 陽 バ ル ブ ・ 1工 場 山 口 県 3,000 委 託

日本 合成 アルコール 1工 場 神 奈 川 県 50,000 委 託

計 104,000

●

(注)特 許は,ア ル コール専売法施行以前1年 間引続 きアル コールの製造 を行な っていた

者に対する製造権の付与であ り,委 託は,政 府か らの製造委託 をい う。

前掲 「化学工業 現状分析 と展望」 より
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表 一6 原 料 別 生 産 数 量 の 推 移

(単 位 千 泌)

製造法
発 酵 法

合成法
原料
糖 み つ

甘 し よ
パ ル プ

計
そ の他 小 計 エ チレン

生 甘
年度

1a8 67 α7 &9 35.1 一 551

35

(554) (1～10) (2コ) (254) (α1) (100) (100%)

5Z6 α9 一 z5 一 45.8 165 62.5
40

(6α4) (1.4) (杜7) (755) (265) (100%)

3a5. 1.0 一 57 一 452 259 691
42

(557) (1.4) (&5) (65.4) (346) (100%)

44U 1.6 一 28 50 5t4 2Z9 7%

45

(55.4) (2.1) (5.5) (3.8) (64B) (352) (100%)

44 4&6 0夕 一 2B 一 52.5 5a5 9α8

(見込) (5《㌦5) (1.0) (5D (576) (424) (100%)

45 51.0 2.0 A一 50 一 560 460 102刀

(見 込)1(50の

1

(2.0) (50) (55B) (450) (100%)

(注)43年 度 におけ るその他 は,粗 留 アルコールなどである。

合成 アルコールの生産規模 は,44年12月 現在,年 産能力5万ke(当 初 は2万5,000

翅/年 で発 足)に 達 してい る。

前掲 「化学工業 現状分析 と展望」 より
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表 一7 石 油 化 学 製 品 の 製 造 系 統 図

(原 料)

^ポ リエ チ レ ン

(用 途)

原油

ナフサ

分解

丁
、

チ

ン

エ
.
レ エチ レンオ キサ イド

Lエ チ レング リコール

ス チ レン モ ノマ ー

E　 チ"
スチ レン系共重合樹脂(人B8な ど)

合成 ゴム(SB鳥)

アセ トアルデ ヒド ー 酢酸

酸 エチル

ルニピ酸

ポ

ル

齢
し

グ七 二写影㌻
リ

タ

ー オ クタノール

ブタノール

二壊【イヒエヲらレン一 塩イヒピニール

バ ー ク ロ ル エ チ レ ン

ト リク ロ ル エ チ レ ン

エ タ ノ ー ル

高級 アルコール

プロピレン ポ リプロピレン

(フ イル ム.成 型品 ・電 線被覆)

(界 面活性剤)

(ポ リエス テル繊維 ・不凍液)

(ポ リエス テノレ繊 月旨)

(電 気 ・工業部品 ・雑 貨)

(車 両部品 ・雑貨)

(タ イヤ ・ベル ト・ホース ・は きもの)

(ア セ テー ト・食酢)

(塗 料.接 着剤 ・共重合樹脂)

(ビ ニ ロン)

(化 学鯛味料)

(溶 剤)

(可 塑 剤)

(可 塑剤 ・溶剤)

('バイブ ・フイルム ・成 型品)

(溶 剤 ・ドラづク リー ニング用)

(金 属の脱 グ リース)

(溶 剤 ・消毒剤)

(合 成洗剤 ・可塑剤)

プロピレンオキサ イ ド

ヒ ・・ピレ馴 一 ルポ リブ ロ ビ レ ン グ リ コー ル

アク リロニ トリノレ
Lア ク リル酸エス テル

オ クタ ノール

ブタノール

イ ソプ ロバ ノー ル 、

Lア セ トン

アルキルベンゼン(ハ ー ド型)

アセ トン

(成 型品 ・7イ ルム ・合成繊維 ♪

(安 定 剤)

(ポ リエス テル樹脂 ・化粧 品)

(ポ リウレタン)

(ア ク リル繊維 ・合成 ゴム ・ABS樹 脂)

(塗 料 ・接着剤)

(可 塑 剤)

(可 塑剤 ・溶剤)

(医 薬 ・溶剤)

(メ タアク リル樹fi旨'ア セテー ト)

(合 成 洗剤)

・・〃{
フェ ノール

四塩 化炭素

C4留 分

(メ タア クリル樹脂 ・アセ テー ト)

[二

パークロルエチレン

ボ リブ テン

ブチレンー 〔 鍔 ㌢=㌫
.

イソブチレン

C5留 分

Lイ ソブチレン

ガス

已 ラ三:
解油

合成 ゴム(8BB,BRな ど)

合成 ゴム(ブ チルゴム)

合成 ゴム(ポ リイソプレン)

(ナ イロン ・フェ ノール樹脂)

(溶 剤)

(縞1・ ドライクリーニング用)

(酒 漬油添加剤 ・含浸剤)

(溶 剤)

(溶 剤 ・石油脱蝋剤)

(タ イヤなど)

(自 動車 チユープな ど)

(タ イヤな ど)

ベンゼ ン

亡
ス チ レ ン モ ノ マ ー

フェ ノー ル

(肥 料)

(接着剤など)

改質

解
化
分
酸

シクロヘキサン ー カブロラクタム

トルエン

Lト リレンジ イソンシアネー ト

}ヒ
ヒ

キ

エチルペンゼ ソー スチレンモ ノマー

オル ソヰシ レン一 献 フタル酸

メタキ シレン ー イソフタル酸

パ ラキ シレンー テレフタル酸 一シメチルテレフダレ仁一ト(DMT)一 一(ポ リエス テル繊維)

塩化 ビニール .(バ イブ ・フイルム ・成型品 ・レザー)酢

酸

(染 料 ・殺 虫剤 など)

(ポ リエチ レン ・合成 ゴム)

(ナ イ ロン)

(フ ェノール樹8旨)

(溶 剤)

(ポ リウレタン)

(溶 剤)

(ポ リスチ レン ・合成 ゴム)

(ポ リエステル樹脂 ・可塑剤 ・塗料)

(ポ リエス テル樹脂 ・ポ リエステル捗維)

(灯 油)一蹴 〔 ル　 フイン膚 蕊 ニ
… ・〃 … 一 躍 ㌫

,

(ア セテー ト・食 酢)

(合 成洗剤 ・可mal)

化 学 工 業 年 鑑1970年 版 よ り
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←)シ ス テ ム 化

例えば,ア ンモ ニア製造 プラン トにおいて,在 来の方法は各製造工程がそれぞれ独立 して

いて,工 程間の主原料受払に一種 のバッファー機能を果たす瓦斯溜(GasH・1der)を

必 要 としたのであるが,こ れ が最新の設備では全工程 が統合 され,全 体 として機能する よう

にな っていて,バ ッファーは全 部不用にな り瓦斯溜や圧送設備 などの建設費の削減は もとよ

り,中 間 の熱 ロスや動力費な どの運転費 の削減 ともな り,さ らに高圧廃熱蒸気の回収に よっ

て,遠 心式 ターボ ・コンプレッサーを駆動 し,シ ステム外か らのエネルギー(電 力)の 供給

を極 く少量に絞 り得 るなどの効 果的なプロセスに移行 してい る。

シス テム化は全工程 を統一 した全体 とみて,そ の中間工程におけ る熱 ロス ・圧力 ロス ・輸

送費などの 削減を 目的 と した もので,例 えば,素 製造設備において,尿 素は元来アンモニ

アと炭酸 ガスか ら合成す るので あるが,そ れ をアンモニア製造工程の中間体 である炭酸 アン

モニア'から一 きょに合成す る技術の確 立によって,ア ンモニア と炭酸 ガス とを別個に製造 して

合成す る場 合に比 し,工 程 中の圧力 ロスを大巾に削減 しうる左どの工夫 もその一例である。

困 自 動 化 の 推 進

化学工業 におけ る運転制御の 自動化は,人 間 の眼に相 当す る計測器 とい うセンサー

(Sens・r)が 予 め設置 されているので,割 合に実施 しやす く,大 型プラン トが技術的に

可能 になるにつれて,そ の経済性 も増大 し,大 型 アンモニア ・プラン ト・エチレン ・プラン

ト・ポ リプロピレン ・塩化 ビニール ・メタノールなどの各設備の運転 自動 化ゴンピュー タの

情報処理 の能力 とが利用 されつつある。化学 プ ラン トの運転制御の 目的は コンピュータによ

る運転効率の向上,計 測器 やプラン トにおける動作状態のモニター労働ふ ら人間を解放す る

こと,人 間 頭 脳 による例 外 管 理 の 推 進,デ ータ収 集 とデ ータ削減によるプロセス ・メ

カニズム(ブ ラック'ボ ックス 的 諸 要 素)の 学 習 可 能 性,補 修 費 の 削 減などである。

そ して,現 在のところ,運 転 員 の 削 減 は そ れ 程 問 題 とな っていないが,や がては大rlr

に 削 減 可 能であ る。 とい うのは,人 間 の能力がコンピューターを部下 と して利用する こと

に よって大巾に向上す ることが 見込め るか らである。そ して,人 間の肉体労働力の価値やセ

ンサー と しての役割 か らの配員に代 って,燗 に要求 される知識の内容がスパン ・オブ ・コ

ン トロール(管 理限界)を 超えるか ど うかを基準(人 間 頭 脳 の 管 理 限 界)と して組織へ

の配員が行なわれ る ようになると予想され,具 体的 には各制御室 の統合化 とい う組織的な手

段を通 じて大巾に人間の削限が 見込 めるのである:従 業員と会社 とい う組織体 との関係にお

いて,先 ず組織 の方 が従業員にスキルの先取 りをさせて,知 識で割切 らせる よりは,人 間の

経験 を通 じて安心感 を歴 史的 に体得せ しめるよう,先 手 を打つこ とが最 も経済的合理化への

近道である ようであ る。

コン ピュー タのプロセス制御技術における1つ の効用,デ ータ収 集 とデータ処理の能力の延
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長線 上にあるもの と して,分 析化学 におけ るラボ トリー ・オー トメーシ ョンと称 せ られる コ

ンピュー タの適用業務がある。 これは,分 析業務の自動化であるが,こ れがさ らに発展 して,

従 来,不 可能 であ ったことをコン ピュー タの出現で可能に した2つ の事例 を紹介す る。

その1つ は,核 磁気共鳴装置 の ように出力が微弱な もの しか得 られ ない分析装置 について,

コ ンピュータの高速スキャン能力の活用 で信号対雑音比を著 しく改善 で きるようにな ったこと

であ り,そ の2は 有機製品の構造解析において,質 量分析計 や赤外線 スペ ク トロメ一夕ー な

どの結果 を コンピュータで集積 ・比較 を行 って,総 合判定 を行い うる ようにな り,著 しく判

定精度 を向上 させ うる ようなシス テムが出現 しつつあることである。

コンビ=一 夕で信号対雑音比(S/N比,Signal対Noise比)が どう して改善

され るか とい うと,コ ンピュー タは きわめて短時間内に高速 なスキャンを繰 り返 して行 うこ

とがで きるので,そ れか ら得 られたスペ クトルを重ね合わせ ることに よ り,信 号の方 は フエ

ィズ綱_で あるか ら,信 号の・キ・ンを・回実蹴 れば,随 になるけれども躍 音の発

生の仕方は 。エイがランダムに出現す るので,岨 ・aetン した場合は逆 にルー トN倍 にな

って値が小さ くなる。その ことを利用 して,SN比 の改善が可能 になるわけである。

■

1-2公 害.

ガ ス公害,次 いで2月 に杉並区の立正高校におけ る光化学 スモ ック,田 子浦 におけ るヘ ド.

ロ問題,金 属鉱山各地及び カ ドミウム,メ ッキ工場か らの廃液に よるカ ドミウム汚染な ど,

70年 代 における初年度,1970年 は 日本列島を公害問題が吹 き荒れた感 がある。

水俣及び阿賀野川の水俣病については,昭 和45年9月 に,政 府は公害 による被害 と認定

す る見解 を明 らかに し,44年2月5日 に水銀電解法苛性 ン ダ製造業または アセチレン法

塩化 ビニール ・モノマー製造業の工場 または事業場か ら指定水域に排水され る水の水質基準

をガスク ロマ トグ ラフ法及 び薄層 クロマ トグ ラフ分離シチゾン比色法の両方法に よってメチ

ル水銀が検出されない ことを決めた。水俣湾域におけ る水俣病は アセ トアルデ ヒ ド酢 酸製造

設 備内で生成 されたメチル水銀化合物 が工場 廃水 に含 まれて排 出され,水 俣湾内の魚介類を

汚染 し,そ の体内で濃縮 され た メチル水銀化合物 を保有する魚介類を地域 住民が摂取 した こ

とによ り発生 したとされ てい る。第三の水俣病 ・新潟県の阿賀野川におけ る水銀 中毒 事件 に

ついては,そ の原因究明はいまの ところは っき り断定 されていないが,犠 牲者が とにか くで

たのであるか ら,ま こ とに不幸 なことであ った。農薬 に関 しても,45年 以 降,水 銀剤が全

面的に廃止され,農 薬全般につい て急性 と慢性 との両毒性問題が再検討 される ようにな った。

急性毒性対策 と しては毒物劇物取締法 に よりチエックーされ るよ うにな り,慢 性毒物について

は45年5月 に初 めて残留許容量(作 物体 内の)が 設定 され,同 年10月 か ら実施 された。

許容量の定め られた作物は,り ん ご,ぶ どう,ト マ ト,き ゅうりの4作 物 に使用す るDDT

'.
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.BHC・ パ ラチオ ン ・ヒ素 ・鉛 の5薬 剤 で,食 品衛生法に もとついて法的規制力 をもたせ

ることになった。その後,幸 いに も水俣病 や農薬問題についての後続事件はいまの ところ,

化 学工業 では な くな っていて,他 の重金 属やヘ ドロ問題 ・排気 ガス ・排煙SOガ ス などの諸

問題に重点度が移行 した ようであるが,今 まで,余 りに も自然の環境に対 して無関心であ っ

たこ とを化学工業 も大 いに反省 し,待 ち前の化学的知識を生かすべきである。

公害問題は,元 来 自然の循環 と経済 ・技術の理論 との矛盾 ・垂理によるものであ って,自

然の大 きさをいままで無限な もの と して技 術開発 を行 な って きた ことに起因す る。い ままで

の技 術は 自然か ら物質及びエネルギーを入力 し,必 要 な ものだけ製品 と して抽出 し,不 要 な

ものは 自然の内に放出す るオーブン ・シス テムの ものであ った。 これを自然の生態系 に合致

する ように改め る技術開発 ニーズの登場 を意味する。公害問題をコス ト増大 のマイナス要因

と して受取 る ことな く,積 極的に フロン ティアの展開 とみて,技 術開発のチ ャンス と して利

用すべ きである。それには,人 間 の知恵 と新 しく登場 した コンピュータ ・テクノロジーとを'

'結 合 した
マン ・マシン ・シス テムが大 いに生かされ ることになるであろ う。

1--3国 際 化

対 内直接投資の自由化については,昭 和42年7月1日 か ら第一 次の 自由化が進 められ,

ア ンモニア系肥料製造業,力 性 ソーダ製造業,塩 化 ビニール樹脂製造業他3業 種 が50対5
.、

0の 合弁会社設 立の 自動認可制(第1類 自由化業種)に,カ ーバ イト製造業 ・セ メン ト製造

業は外資比率100%ま で の会社を 自動 認可する業種(第2類 自由化業種)に 指定 された。

次いで昭和44年3月1日 か ら第2次 資本 自由化措置 として,第1類 自由化業種を大巾に追

加 し,29業 種 が自由化された。

また昭和45年6月 か ら技術 自由化が実施 され,化 学工業にお いても石油化学を除 き自由

化された結果,化 学製品につ'Aて の 甲種技術導 入が42年 度 の/15件 に対 し,45年 度 に

は210件 に,プ ラスチ ック製品のそれは昭和42年51件 が43年 度 に65件 と2倍 以上

の技術導入件数 とな っている。そ して,技 術導 入契約に伴 う製品の市場制限についてはそれ

以前 と変化は見 られ なか』ったが,ラ ンニング ・ロイヤ リティは明かに上昇傾向が見られた。

これに対 し,技 術輸出件数 は昭和42年 度全体 として76件 で,そ の内化学工業に関する

ものは40件 と過半数 を占め,41年 よ り9件 増加 している。 このことは内外 の技 術水準 が

オペ レーション ・レベルで接近 して きた ためであ り,自 主技術開発熱の台頭 と共 に今後 が期

待 される。

化学製品の輸出額は最近の5年 間 で略 々倍増 して,44年 度 で10億 ドル,同 輸入額 も略

略同様に倍増 して,44年 度 で7億8,500万 ドル とな っている。今後注 目されてよい外国

企業 との製品融通 のケース として,三 菱油化社 のダ ウケミカル社 との海外提携例 があげ られ
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る。それは三菱油化社 がUOP技 術 によりキユ メンを年産11万 屯生産 し,こ れを全量ア メ

リカのダ ウ ・ケ ミカル社に輸出 し,そ の代替 と して,三 菱油化社 が必要 とするアセ トンとフ

ェノールの必要量をダ ウ ・ケミカル社か ら輸入 しようとの試みである。

わが国化学工業 におけ る海外投資は戦後一貫 して低調 であ り,昭 和45年 末 までの累計実

績で件数85件,金 額に して僅かに2,300万 ドル(全 投資額の1.5%)に 過 ぎなか った。

いままでのわ が国化学工業の海外投資態度は発展途上国での関税障壁 や輸入制限を回避す る

ため の消極策 で第2次 製 品であ るプア イン ・ケ ミカル領域 やプ ラステ ィックの成形 加工分野

に対する資本投資に限 られていた。

しか し,既 述の エチレン50屯 の 近代工場が次 ぎ次 ぎと稼動 しわが国の技術水準 も大いに

向上 してい るので,今 後は基礎的 な化学製 品分野で も資本投資が行われ るようになろ う。

'1二4'市 場 面 の 変 化

ω 量 の 急 増

プラン トの大型化が可能 になると共に,10年 前の昭和36年 には エチレン製造量は年産

79,000屯 で あ った ものが,10年 間に41倍 に な って,45年 に は3,170,000屯 に,

プ ラステ ィックは56年 に690,000屯 が10年 間 に5.8倍 とな って,45年 には年産4

百 万屯を上廻 るに至 ってい る。

・三大合成繊維原料 についてみ ると,ナ イロン原料 の カブロラクタムは10年 間 に生産量 が

9倍 伸びて56万 屯に,ポ リエステル繊維 の原 料である テレフタル酸は,10年 間 に15倍

伸 びて54万 屯 に,ア ク リル繊維の原料であるアク リロニ トリル も17倍 に増大 して38万

屯 とな っている。

←)価 格 競 争 の 激 化

化学製品の需要構造 をみるに,政 府及び国民消費支出の占める割合は10%程 度 で,そ の

大 部分はいわゆ る中間需要の充足品 とな ってい る。特に化学工業 自身が自家消費 してい る割

合が全体の3割 近 くを占めてい るのは注 目に値する(表 一8参 照)。 総 じて化学工業の需要

構造は生産 財供給型 の性格 を有す るので,情 報価値 を生む余地 が少な く,い きおい価格競争

は激化せ ざるを得ないのである。

石油化学製品の価格は,こ の10年 間 におお むね50%近 く値下 りし(ポ リエチレン ・ア

ク リロニ トリルの価格は5分 の1に 下落 してい る。)ア メリカの市価に比べてみて も1～2

割 方安価にな ってい る(表 一8参 照)。

《
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表 一8

産 業 連 関 表 に よ る 化 学 工 業 製 品 の 需 要 内 訳

(単 位%)

年
産業分類

55年 40年

第1次 産 業 94 ZO

第

2

次

産

業

製

造

業

化 学 工 業 2a3 2Z6 ,

化学工業以外の製造業 56.4 545

建 築 ・土 木 ・ 公 益 業 1.5 1.4

第5次 産 業 5.8 a5

分 類 不 明 の 産 業 25 α8

政 府 ・国 民 最 終 消 費 10.2 108

輸 出 57 . ス2

在,庫 2.2 2.6

計 100 100

輸 入 ス2 57

前 掲 「化 学 工 業 」 よ り
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2環 境 変 化 へ の 対 応

2-・1伝 統 的 方 法 で の 変 化 へ の 対 応

既述の技 術革新 におけ る大型化,原 料転換及 びシス テム化 ・国際化並びに市場面の変化 な

どに対応 して ・共同投資 ・資本の枠 を越 えた地域的 な コンビナー ト化,合 弁会社を設立 する

ことを条件 とした技術導入,輸 入原料の陸揚げ に便利 な臨海工業立地の選択,輪 番投資 など

の企業間提携,企 業合弁 などの手 段で対応 して きた。

表 一10に お いて,エ チレン ・センター別生産状況表におげるコンビナー ト参加会社名 と

ナフサ購入先欄の記載事項 から,ま た表一11に おいて エチ レン ・センター,ブ タジエ ン ・

メー カー及び合成 ゴム ・メーカー との提携関係に関す る記述事項 か ら,共 同化の現状 を汲み

取 っていただ きたい。

●
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表 9 主 要 石 油 化 学 製 品 の 価 格 推 移 (単 位 円 ・キ ログラム)

通 産 省 調

品 目

51年第1期

く
55年 37年 58年 39年 40年 41年 42年 45年

ア メリカ市場価格

(43年5月 末現在)

エ チ レ ン オ キ サ イ ド 365 コ刀 ζ52) 150(59) 146(60) 151(64) 114(69) 1〔5(71) 97(75) 9〔〕(75) 125

ポ リ エ チ レ ン 440 3〔〕9(50) 214(51) 178(組) 162(63) 155(65) 142(祖) 125(72) 114(74)
高圧150
{中低圧143

ポリスチレン(一般用) 520 256(20) 225(30) 180(44) 175(45) 150(53) 155(58) 155(58) 115(64) 119

ア セ ト ン 140 100(29) 78(44) 75(46) 70(50) 65(54) 55(61) 54(61) 55(紐) 51

ア ク リ ロ ニ ト リル 2%(18) 174(52) 166(54) 178(51) 164(55) 156(2) 119(67) 111(69) 115

ベ ン ゾ ー ル 75 54(28) 57(51) 55(56) 53(56) 35(品) 31(59) 50(60) 28(65) 25

ト ル オ ー ル 74 47(36) 51(58) 30(59) 29(61) 28(α) 27(64) 26(65) 25(66) 50

キ シ ロ ー ル 76 47(38) 33(57) 29(62♪ 28(品) 26(砧) 24(68) 24(68) 23(70) 27

フ ェ ノ ー ル 225 190(16) 150(42) 124(45) 111(51) 100(56) 94(58) 90(60) 87(61) 89

全石油化学製品平均 一 1(24) (42) (46) (49) (53) (57) (61) (63)

全化学工業製品平均 一 (91) (15) (16) (15) (14) (17) (18) (25)

全 製 造 工業 平均 一 (2) (2) (1) (0) (0) ←ろ) ←5)

(注)1.()内 は,51年 を基準 に した価格 の低下率を示す。2わ が国の価格は,化 学 工業統計用月報に よる工場出荷単価。た

だ し,ポ リスチレンについては一般用(GPタ イプ)の 市価 。5.ア メ リカ市場価格はEur・peanChanicaiNews1969

年4月4日 号 に よる。需要地渡価格 化学工業年鑑1970版 よ り
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表 一10 セ ン タ ー 別 生 産 現 況 表

(44年4月 末現在 ・単位千 トン) 通産省調

セ ン タ ー 能 力 ・コ ン ビ ナ ー ト会 社 エ チ レ ン 系 プ ロ ピ レ ン 系 ブタン ・ブチ レン系 分 解 柚 そ の 他 ナ フ サ 購 入 先

住友化学 新 居浜

エチレン112

プロピレン84

日本ア トランチック

日 本 ラ ク タ ム

高圧法 ポ リエチレン100

EDC→ 皇ピモノマー'50

.
ポ リプ ロピレン5.o

アクリロニ トリル60

."A
,

.一・【F♂

プ'ジ エ ン

プチレン

→ 日本合成 ゴム

→ 日本ゼ オン

ベンゾー ル26

トリオール21

キシ ロール9

タ クロへ中サン40

アルキルベンゼン40

カブ ロラクタム

ァンモニア日産750ト ン

出 光 興 産 徳山

日 本 鉱 桑 水島

.

出光石油化学 徳 山

エチレン300

プロピレン

「

周 南 石 油 化 学

東 洋 曹 達

サ ン ア ロ ー

日 本 ボ リ ケ ミ カ ル

'

徳 山 石 油 化 学

1徳 山スチレンモノマー

i

已 本 ・ オ ・

|

1日 本 ポ リ ウ.り ン

武 田 薬 品

東 洋 エ チ ル

帝 人 油 化

BDC200

塩 ビモノマ・-150

塩 ビモノマー60

塩化エチル

高圧法ポリエチレン54

ア セ トアルデヒド60

(ス チ レンモノマー)
.

プ ロピレン

オキサ イド16
、

'

(ポ リプ ロピレン)10

プタジエ ン140

8BR

ボリフ!タジ エン15

(
.ク ・・ル ン)

、

ベ ンゾール125

トリオール65

キシロー ル105

.

酢酸56

ブタ ノール14

酢酸 エチル17

TD1

パ ラキシレン55

オルソキシレン20

エチルベ ンゼン20

シク ロヘキサ ン20

出 光 興 桑 徳山

「

心
●

● .
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セ ン タ ー能 力

「

コン ビナー ト会社 エ チ レ ン 系 プ ロ ピ レ ン 系 ブ タン ・ブチレン系 分 解 油 そ の 他
.

ナ フ サ 購 入 先

三井石油化学 三 井 ポ リケ ミ カ ル 低圧法 ポ リエチレン48 ク メ ン85 ブ タ ジ エ ン'

F

ベ ンゾール60 酢 酸27 興 亜 石 油

岩国 ・大竹
、

麻 里 府
ダ イ セ ル エ チレンオキrナイド24 フェ ノー ル60 ブ'チ レ ン, トル オ ー ル 、42 酢酸ブチル7

エチ レノ180
1'

三 井 東 圧 化 学 エチ レング リコール24 アセ トノ52 → 日本 合成 ゴム キ シロール56
A

プ'ノ ール15

プ ロピ レン112
-

大 竹 ・ 名 古 屋

高圧法ポリエチ汐49
亀
ア ク リロニ ト リル11

」

MIBK7

」

アセ トアルデ ヒド.56 ポ リプ ロピレン60
「
'

. MコBC7

「
プロビレンオキサイ吃44 テレフタル酸72

・

'

.

`'、
.

化成水島 水島 旭 ダ ウ スチレンモノマー150 ア セ トン20 ブ タ ジ エ ン ベ ンゾール85 ポ リスチレン 三 菱 石 油 水島

エチレン160 水 島 合 成 アセ トアルデ ヒド60 ア クリロ昌 トリル29 プ チ レ ン トリオール45 酸 .

ブ回ビレン52 水 島 有 機 回DC-MVC50 → 日本 合成 ゴム キシ ロー ル160 酸 エチル

. 三 菱 石 油 中庄法 ポ リエチレン20 ピモ ノマー50

ニ ツ カ ケ ミ カ ル

'

(高圧法φzリエチレン50) シク ロヘキサ ン

倉 敷 レ,イ ヨ ン (α 一オレフ イン)
、

.

'
L

・

三菱油化 四日市 四 日 市 合 成 高圧法 ポ リエチレン155 ポ リプロ ピレン90 日本合成ゴム ベ ンゾール56 ノニルフエノール 昭和四日市石油

、'

四日前
エチレン540 油 化 パ ー デ イツシユ エチレンオキサイド41 アルキルベ ンゼン47 8BBク ラム194 トルオール47 P翼0

'

プ ロピ レン'121 三菱 モン芦'ソ ト化 成 エチ レングリコ→ レ40 オクタノー ル26 8B島 ヲタ」ツクス18 キシロール26 発 泡ポ リスチレン18

三 菱 化 成 スチ レンモノマー180 180 ボ リプタジエン25 ポ リスチレン56

日 本 ブ タ ノ ー ル BDO59 イソブタノール7 ブ タン ・ブチレン79
9 A8樹 脂6

,
ク ラ レ 油 化 (EPDM) ブタノール50 △B8樹 脂4

…

日 本 イ ー ピー ラバ ー
F

パ ラキ シレン20
F

「
.

東 邦 石 油 樹 脂 石油樹脂
F

層



ー

一

朝
o。
ー

P
-

セ ン タ ー能 力 コンビナー ト会社 エ チ レ ン 系 プ ロ ピ レ7系 ブタ1・ プチレン系 分'解 油 そ.の 他
「

ナ フサ 購 入 先

大協石油化学 四日市 協 和 油 化 アセ トアルデ ヒ ド107 ア セ ト ン50 ブダジエン (針 間 中) ブタ ノール25

.、

大 協 石 油
プ チ レン79
,.へ 四日前

エ チ レ ン'41
メ

「.F

オクタノール12

→ 日本合成 ゴム

プロピレン21 MI8x元
「

新大脇 石油化学の
,

MIBC1

30万 トン認可 、

1

日本石油化学 川締 日 本 合 成 アルコール エ タノール20 アク リロニ トリル72 ポ リプタジエン40 ベンゾール58 ポllス チレン41 日本石油 精製

川崎
エチレン200 旭 ダ ウ スチ レンモノマー60 プロピレンオキサイド27

・

8B鳥 クラ▲12 トリオ ー ル41

・

スチレン琴ミ重合物8 雛

プ ロ ピ レン 日 本 オ レ フ イ ン 低圧法 ポ リエチレン65 プロピレングリコrル11 その他合成ゴム18 キシロー ル22 SBラ テックス12 ㎡

.

東燃油化と共同溝 古 河 化 学 スチレンモ ノマー55 アノリソクロライド9 ポ リプ テ ン5 AB8樹 脂5

入のため重複する

ところがある 日 本 触 媒 中庄法 ポ リエチレン56 アル嘩ルペンゼン50 '4 ,

昭 和 電 工
.「

エチレンオ キサイド52 ブ'ン ンオ剤 好 ド8 ポ リスチレン46
.

.

,

:日 本 石 油 洗 剤 エチレング リコール40 プロピレングリひ「ル5 エ タノールア ミン6
"

日 本 曹 迎 二 本 木 高圧法 ポリエチレン>50
F

ポリプロビレ〃 リコール7

「

旭 電 化 ア ク リロ エ .トリル55
,

馳

旭 化 成 ア セ トン20
.

. 幽

日 本 ゼ オ ン イソプロパ ノール24

日 本 合 成 樹 脂
.

` 、
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セ ン ター 能 力 コンビナー ト会社
」

エ チ レ ン 系
」

'プ ロ ピ レ ン 系

.
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7
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」

キシロール
9

z

日石化学と共同購 日 本 オ レ フ イ ン 低圧法 ポ リエチレン65 プ ロピレンオキサイド51 (ブ チル ゴム) (和歌山で計間中)

入のため重複する ,

ところがある 旭 ダ ゥ 高圧法ポ リエチレン55 アク リロニ トリル55 .

(住友千葉化学と -

輪番投資47年 日 東 化 学

50万 トン建設認 P

可) 昭 和 電 工 今 .

旭 化 成

日 本 ゼ オ ン

..

.層
.

日 本 プ.チ ル

.

,

.

丸善石油化学 千葉 宇 部 興 産 高圧 法ポリエチレン100 ポ リプロ ピレン90
L

.

(ポ リブテン)
∵.

ベ ンゾール55 酸25 丸 碧 石 油 千葉
.

エチ レン400 日 曹 油 化
.

エチレンオキナイド50 アセ トンアルデヒド60 ブ タ ジ エ ン
・

トルオール17 (過 酸)'
7

,

プロピレン255 デ ン カ 石 油 化 学 エチ レングリコー詞レ50 ヘブタノール17
「

ブ チ レ ン キシロール9 (エ ポ キシ樹 脂)
.

チ ッ ソ 石 油 化 学 スチ レンモ ノマー72 デカノール .2
→ 日本 合成 ゴ▲ ポ リスチレノン54

日 産 石 油 化 学 塩 ビモノマー50 トリデ カノール1 (ギ リプタジエ ン)
.

日 産'コ ノ コ アルキルベンゼン50 「

、

- `

.三井石油化学 千葉 三 井 ポ リ ケ ミ カ ル

'--「
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「
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.
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L
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'→ 日 本 合 成 ゴ ム

` 令
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セ ン タ ー 能 力 コンビナー ト会社 エ チ レ ン 系 プ ロ ピ レ ン 系 ブタン ・プチ レン景 分 解 油 そ の 値
,ナ フ サ 廓 入 先

住友予報 学

エチレ ン420

プロピレン

日 本 ア ル デ ヒ ド

旭 ペ ン ケ ミ カ ル

日 本 塩 イヒ ビ エ ル.

高圧法 ポ リエチレン.54

アtト アルデヒ ド60

(塩 化 ビニル)'160

ポ リプ ロピレン 50プ タ ジ エ .ン

プ チ レ ン

→ 日 本合 成 ゴ ム

ベン ゾール49

トリt－ ル25

キシ ロール15.

富 .士 石 油 手頚

大阪石油化学 堺

エチレン500

プロピレン200

三 井 東 圧 化 学

壷 淵 化 学

宇 部 興'産

(関西石油化学)

塩 ビモ ノマーt20

〃
,120

スチ レンiノ マー65

ポ リブ ロ ピ レ ジ .60

'

イソプロパノー ル'S5

ア ク リ ロニ ト リル11

ポ リ プ'ジ'包 ン BTX エチ レンプロ ピレン

コ ー ポ リ マ ー

オレフイン■通以販

ピ モ ノ マ 一

望 ネ,ル 石油 堺

■ 西 石 油'

信 越 化 学 高圧法 ポ リエチレン100 .

泉 北 石 油 化 学 酸化 エチレン50

ー
ピ

大 阪 ス チ レ ン

⑳
O

日本 ア ル キルアル ミ

、

1
泉 北 酸 化 エ チ レ ン

鶴崎 油化 大分 昭 和 電 工 高圧法 ポ リエチレン30 ポ リブロレン50 8BR'10 (ベ ンゼン68) 酢 酸100 九 州 石 油 鶴崎

エ チ レン1
,50

日 本 オ レ フ イ ン 中庄法 ポ リエチ レン15 .
(ト リエ ン50)

'

プ ロ ピ}!ン
・

AAケ ミ カ ル アセ トアルデ ヒド80

'

(キ シ レン25)

八 幡 化 学 (ス チレンモ ノマー)
一`

水 島 エ チ レ ン
高圧法 ポ リエチレン アク リ ロニ トル

ベ ン ゼ ン ポ リス チ レ ン 日 本 鉱 業 水島
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旭 化 成 印 共 同 化 スチ レ ン モ ノマ ー プ ロ ピ レ ン グ リコー ル
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.

.鹿 島 塩 ビモ ノ マ ー

.

鹿 島 電 解

鹿 島 ア ン モ ニ ア

'

日 本 合 成 ゴ ム
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共同化 、

グ ル ー プ
エチ レン500 日本石油化学

化学 工秦年鑑 1970年 版 よ り
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表 一11ブ"エ ン の 生 産'mn系 鯉

〔 エ チ レ ン セ ン タ ー 〕

三 菱 油 化(醐 葡

大 協 石 油 化 学(四 日市)

〔プ タ ジ エ ン メ一 念 ー 〕

日 本 合 成 ゴ ム(四 日市)

ノ

'

'

「

〔 合 成 ゴ ム メ ー カ
,一 〕

日 本 合 成 ゴ ム(即 宙)

二:ll:≡ ニ フ　 一一玉東1二1三二=一 ÷＼=:ll∵ 葉)
嬬 石 油 化 学(千 葉)千 葉 プ 〃 ・ ・ 宇 部 興 産

三 菱 油 イヒ(鹿 島)

日 本 石 油 化 学

東 燃 石 油 化 学

化 成 水 島

水 島 エ チ レ ン

(山 陽 エチレン)

出 光 石 油 化 学

鶴 崎 油 化

(丸善石油化学 ・宇部興産折半出資)

日 本 合 成 ゴ 令(鹿 島)

日本 石 油 化 学

東 燃 石 油 化 学

岡 山 プ!ジ エ ン

(日 本Vt・70・ 旭 化atsoth『)・

(化 成 ・ 水 島) ,

日 本 合 成 ゴ ム(鹿 島)

日 本 ゼ ォ シ(川 崎)

旭{ヒ 成(川1崎)

日 本 ゼ オ ン(徳 山)

日 本 ゼ オ ン

(B-B留 分 の 吉 ま)

三 菱 化 成(四 日市)

日 本 ゼ ォ ン(徳 山)

▲ ▲ ケ ミ カ ル(鶴 崎)
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前掲 「化学工業 現状分析と展望」 より
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2-2知 的 技 術 で の 対 応

④'情 報処理の高度化

コンピューターの利用については,既 に,自 動化の推進 の項 で記述 した ように コンピュー

ターを利用 して,化 学工業 におけるプ ラン ト運転の自動化や分析装置の 自動化が行 なわれ て

いる。そ の他 コンピューターの利 用はいわゆ るEDP的 な利用を始め,生 産 ・在庫 ・輸送計

画 や工場 立地条件の検討に,問 題解決型のOR的 コ ンピュータ的利用 も行なわれている。 コ

ンピューターの情報 システム的利用 も,ま た マネジメン ト・インフォメー シ。ン ・システム

とい うところまでには至 ってはいないが,プ ラン ト情報システムやオーダ ・エ ン トリー ・シ

ステムなどのオ ンライン ・シス テムか ら,人 事情報シス テムや研究文献 の検索 システムなど

のオ フ ・ラインの情報サー ビス ・システムとしての利用が開始 されている。

化学工業は装置工業に属 しているが,装 置工業の メカニズムは一般に人間には理解され て
o

いないブ ラック ・ボ ックスであ る。立派な製品は メカニズムが不明であ っても,生 産で きる

のであるが,そ のプ ロセスの設計 が最適であるとの保証 も,そ の操 作条件 が最適 で あるとの

保証 もプロセスの メカニズムが明 らかでない以上,実 は存在 しないのである。いま コンピュ

ー タとい う試行錯 誤法の きく実験機械の出現 に よって,人 聞のアイデアとア イデ アの テス ト

・マシンとしての コンピュータとの協 力で,未 知への挑戦,化 学 プロセスのメカニズムの解

明が行 い うるようにな って きてい る。

昭和47年 に通信回線 の自由化 が行 なわれれば,よ うや く安 くな りかけた大容量 の補助記

憶装置(ス ピー ドは7倍 ア ップで,価 格は九分の一以下にな って きた)と あいま って,オ ン

ラインの情 報システム的利用の拡大 が行なわれるあろう し,ま た,デ ー タが記 録済み磁気 テ

ープ(マ シン ・リー ダプル ・ラ ンゲエージの媒体)と い う形式 で市販 される ことがそろそろ

始ま ってい るので,外 部 デー タも手軽 に購入できるようにな り,コ ンピューター利用 も次第

にオペレー シ。ン ・レベルか らマネージメン ト・レベルへの接近が可能になろ う。

←)知 的 集 約 化 へ の 努 力

知的 集約化を行 在 うには,従 来の剛構造的 なタテ型 ピラミッ ド構造だけでは不可能である

ので,タ スク ・フオース とか,プ ロジ ェク ト・チーム制 とかの柔構 造的な組織構造 が研究開

発,プ ロセス ・コントロールの実施,マ ーケティング,商 品企画 などに採 用され始めている。

また,子 会社の発展に よる親会社の成長 を意図 して,親 会社組織の一部,つ ま り機能的サブ

・シス テムを分離独立 させ る。いわゆ るスピン ・アウ ト(Spinout)戦 略 や,事 業毎に

別会社 と して独立させ る星型組織 な どの新 しい管理方式 も検討されつつ ある。

70年 代 は企業 の内外にbい て,い ろいろの争 剋が生 じて くると予想 される。経営者は外

に向 っては企業を代表 する能力が,そ して内に向 っては リーダーシ ップの能力が ますます重

要性を増すと考え られ る。併 し,そ れ らの基礎には,必 ず科学性がな くては他人を説得 する
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ことは不可能であり,わ が国企業経営も次第に科学生を基礎に運営されることになろう。
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9.石 油 産 業 に お け る 情 報 化
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は じ め に

■

■

昭和24年 に太平洋岸製油所の修理再開が許可 され,0か ら再出発 した日本の石油産業 も,国

の経済成長,国 民生活 の向上 とあい まって急膨張 を続 け,現 在では一次 エネルギー供給の65%

を 占め,電 力 ・鉄鋼 と並ぶ重要基礎財産業に成長 した。(表 一1)

特 に石油需要の急増ぷ りは,目 覚 ましい ものが あり,昭 和44年 度 の需要量158百 万Keと

い う数字は,戦 前 ピークの昭和12年 の需要量5百 万Keを 僅 か12日 間 で消費 してしまう旺盛

な需要ペ ースを示 してい る。

過去10年 を振返 って見て も,石 油需要の伸びは表一2の 通 り7.6倍 で あり,鉱 工業生産指 数

の伸びの3.9倍 に対 し約倍の伸びを示 してい る。

このような量的拡大は,乗 用 軍用 ガ ソリン,ト ラック用軽油,家 庭用灯油 ・LPガ スの国民生

活へ の普及,重 化学工業化に よるエネルギーの多消費,石 油化学工業 の新規企業化,ま た火力発

電用熱料の50%強 及 び都市 ガス原料へ のエネルギーの液体化がわが国で も見 られた ことに起因

してい る。

石油は,地 味なエネルギー供給 を担 う基礎産業 であ り,消 費財産業のよ うな情報化 の素因 とな

る。 サイクルの短い多彩 な消費面の変化はないに して も,関 連産業ぐるみの息の長い需要構造の

変化は確実に読み とるこ とがで きよ う。

当委員会で問題意識 とした産業の情報化の二つの柱……変化に対処 す るための産業の知的活動

の高まりと情報処理の高度化…… を模索するためには,情 報化活動の誘因 となった石油産業を と

りまく主要 な環境の変化 を分析す る必要が あると思 う。

表 一11次 エ ネルギー供給構成化

●

、

昭和34年 昭和43年

水 力

石 炭

石 油

そ の 他

%18.2

42.8

33.3

5.7

7.8%

23.7

66.5

2.0

計 10α0 100.0
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1.30年 代 と 対 応 し た 主 た る 環 境 の 変 化 層

1-1需 要面 の変化 ・'rt_.・,t・:t

(イ)消 費の大 衆化"'J"「i:,'1.tt;一.;:・

石油の場合は製品油種の多様化は あま り見 られず,む しろ市場の多様化,消 費者層の拡大

と大衆化が 目ざましい勢で浸透 し,国 民生活の態様に大 きな変革を もた らした点に特徴が あ

る。

① 自動車揮発油'・ 三";

自動車揮発油の伸びは;叫昭 和30年 代 の ドブック需要中心か ら,モ ーダ リゼーシ ョンの

波に乗らて,'レ ジ ャー用 ・通勤用な どの 自家用乗用車,軽 自動車に も広が り,'市 民 生活の

足 として欠 ぐことので きない便益を もた らしだが,逆 に1台 当た りの ガゾリン消費量は

70%に 低下 じ消 費量の伸び を上 回る消費者層の増加大衆化を もた らし,き めの細かい サ

ー ビ・が 必要 とな ・てきナ・○:二" ・:＼ ∴
.＼ 三 ・硫

表=3一 揮 発油車9'月 末 保有台数 ど揮発油需要量 …'∵'

1!.
9月 末

昭和34年 昭和44年 ヅ
'

44/34
.・

∵ト ラ ・}ッ.ク 、

,バ ・1∴ 、 歌∵ べ ・ろ..令

乗 用 車

、軽,.,自,.戸 動 バ 車 ・

戸 づ 、一 、 ・ 計 ♪ ・ 一・(A)

.:1,0..2、1千 盲1.

1.,∵ ヂ ビ1・`Ol・ こ ㌦

.・2.7㌘ ∴ ご

上0ヴ64'口 、・

ミ 傷1・9、1丁 台,

.く5∴8ニゾパ.・

ピ.4;76111、

・∵ ・4ほ 二5'1∴ ㌧

.4ユ 倍
、

,5・8∵'.・

・、17.・5(㌧
、,、

き:.4.1・'

,2,.3!617,、 ∵ ∵ ♪
.

.ミ ・・1・,3,3、61≡ 一
,5
.161、 ・「

`ゴ 、

*
揮 発 油 需 要量(B) 4,702千 軒 1&531千 好 3・9、'・

㌦.!1台 当 り1消費 量 .CB/A) 、1,986・ 立 ぷ 川 ご11,.3》8・7立 ○: ,lLン0.7・

*(B)に は 特 殊 車,三 輪 車 等 の 消 費 を 含 む 。 .、.○:∵,・"/一 ・t、tt・'":V

当,三 ・'＼ピ ー㌦ 、∵に,.・t・t・ 一ご・… 、'L{・・'`'・バ …・1'`t∵:':

② 灯 油 ∵ パ ・,:.t-tt.1:・1.ぺ:㌧ 一 二こ・."筑 ・㍉ ・[1't.t・lt.7"・Zi:→"∵予:-t

灯 油 はLPガ ス ど共 に,消 費 の 大 衆 化 が 最 も進 ん だ 油 種 で あ るミ。.昭 和3;σ 年 以 前 は,'農

耕 用 江 ン.ジ シ;'1機 械 洗 浄 用 が 主lt用 途 で あ が た 。'.3ぴ 年 代 に 入 りの 家 庭 の 厨 房 用 石 油 コ ン

ー・・mが 普 及 し,灯 油 需 要 の 中 心'とXS.'61・た もの の 昭 和37',年 をぜ ÷ ク&じ て,'L丑 ガ ス に 代 っ

た 。.ポ ふ 、:..、4:,t,::∵ ぷ1a〆.,・ ご 慧 、'r,,'∴.'ご?・ 噺.:一

しか し 暖 房 用 石 油 ス トー ブ が34年 の70万 台 か ら44年 の2;'1乏sぴ 万 台 と爆 発 的 な 急

増 を 示 し,ほ ぼ 一 家 に 一 台 の 水 準 に 近 づ き,灯 油 需 要 の 用 途 の 代 替 が 見 ら れ た 。

こ の 石 油 ス トー ブ 自体 もポ ー タ ブ ル 式(年 間1台 当 り灯 油 消 費 量2252)か ら,大 型

の ポ ッ ト式(1,260e)に 移 り,更 に 温 水 ボ イ ラ ー(3,500e)等 の セ ン ト ラ ル ヒ ー

テ ィ ン グ の 普 及 も緒 に っ き,単 位 当 り消 費 量 の 伸 び は 急 ヒ。ッ チ で 進 ん で い る。
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表一4の 通 り灯油は暖房需要の急伸で,国 民生活 に不可欠 の消費量 として,民 生 に定 着

した感があ り,し か も,需 要が冬場に集中す るため,年 間 消費量の1/3は 夏 場か ら生産

して タンクに貯蔵 しなければ供給で きな くなって きた。

更に新 しい灯油需要 として,ソ フ ト洗剤用の ノルマル ・パラフィンの製造が42年 以降

始 まり,44年 度 では40万 軒,49年 度 では92万 軒 が 見込まれてい る。

表一4用 途別灯油消費量

昭和34年 昭和44年 44/34

農 林 ・水 産

産 業

民 生 ・その他

計

326千 軒

460
、

757

1,025千 軒

2,663

9,746

3.1倍

5.8

12.9

1,543 13,434 8.7

t驚. 乏 2乏
、

■

③LPガ ス(液 化石油 ガス)

昭 和34年 度 には僅か22万 屯 の消費量 であったLPガ ス(石 油系ガス)は,近 年生活

水準 の向上,工 業用熱源の増加,化 学工業の原料転換等に支えられ て急激に増加 し,昭 和

44年 度 には,26.8倍 の582万 屯 の需 要があ った。

表 一5の 通 り需要の50%は 家 庭 ・業務用で現在LPヂ スの普及世帯数は1,455万 世

帯で普及 率は わずか10年 で60%に 達 し,'歴 史 の長いg..iガ スの950万 世 帯を大 きく

上 回った。

二方,都 市 ガス自体 も1/2.が 石 油を原料 としごい る ところから,家 庭生活 と石油は表

裏一体欠 くことので きない熱源 となって きた。"

家 庭用LPガ スは炊事 中心 か ら風呂,湯 沸 し器,ス トーブ等消費単位の大型化 ・多用途

化の傾向が見 られ,ま た工業用 も高力ロり一,低 硫黄 のL')ガ スの特質か ら,熱 処 理,切

断,加 熱成型等用途 も多様化 してきてい る。

「石油」 とい う重化学工業化 と結びつい たハ ー ドな語感,或 いは戦時中の1血の一滴 とい

う貴重感 も,こ こ10年 の間に一転 し,安 い,使 い易い,豊 富であ るとい うソフ トなブー

ムを各家 庭に よび,今 やほぼ全国民の食卓 と直結す るととろまで幅広い大衆化が進 んだ こ

とは一驚に値す ると思 う。

⑨
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表 一5LPガ スの用途別需要

■

●

昭和34年 昭和44年
44/34

千屯 % 千屯 % 倍

家 庭 ・業務用 169畠 77.9 2,924 502 173

工 業 用 13 6.0 864 14.8 66.5

都 市 ガ ス 用 7 3.2 155 2.7 22.1

自 動 軍 用 一 1,403

'

241 ～

化学肥料原料油 28 12.9 474 8.2 15.9

計 217 100.0 5,820 10α0 26.8

⇔ デーゼル化

大型 トラック,バ ス,土 木機械の動力源は,燃 料費が安 く力の強い デーゼル'エ ンジンに 、

転換が進 み,そ の燃料である軽油需要の90%を 占 めるに至 り,残 りの8%も 国鉄 のデーゼ

ル化による消費て占め るよ うに なった。

表一6の よ うに,デ ーゼル化 の影響は国内輸送のパ ターンを変え,41年 以 降,ト ラック

輸送が鉄道輸送を追越す革新的 な変化 を もたらした,内 航海運 まで含め ると,産 業活動や豊

かな市民生活 を支 える輸送 の大動脈は,ほ ぼ80%が 動 力源を石油に仰いでい ることになろ

う。

表一6国 内機関別輸送量(億 トンキロ)

●

昭和38年 昭和44年
44/38

鉄 道 輸 送

トラック 〃

内 航 海 運

601

420

788

%

33.2

23.2

43.6

625

1,272

1,341

%

19.3

39.3

41.4

倍

1.04

3.03

1.70

計 1,809 1000 3,238 1000. 1.79

◎ コ ンビナー ト化

揮発油需要が石油製 品の45%を 占める米国 と異 り,日 本ではその伸びがゆ るやかなため・

揮発油の構成比は23%か ら12%(表 一1参 照)に 低下 し・原油から生 産.され るナ フサ

(揮 発油留分)は 揮発油需は一時余 り気味であ る。

このナフサは石油化学原料 としては恰 好のものであ り,こ ζに石油精製 と石油化学 のコン

ビナー トが誕生す る素 因が あった。

昭和33～34年 当時,ナ フサ分解に よるエチ レン(石 油化学基礎原料)生 産が始 ま り,
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その能力は僅か4万 屯であ ったが,44年 度 末には242万 屯 とrxり,計 画中を含め18カ

所 のコ ンビナー ト群 を形成す るに至った。都市ガス,肥 料生産のナフサ原料を含めると,ナ

フサ消費量は10年 間 で54.9倍 と石油の平均増加率7・6倍 を大き く凌駕す る驚異的な増加

を示 した。

日常生活,或 いは工業用材料 として もはや欠 かす ことので きない ナイロン,テ トロン等の

合成繊維,プ ラスチック,ビ ニール,合 成洗剤,化 学調味料,そ の他無 限に広が る用途 を持

つ石油化 学の成長 も,石 油需要 の多様化,高 加工度化の一・面を物語 ると同時に,表 一7の ご

とく,石 油による新産業の励興 をうながし,日 本の産業構造に与えた 「構造の変化」 として

は最大級の もので あ り,他 産業には見 られない特色で あると思 う。

表一7石 油化学工業の成長

■

昭和34年 昭和44年

金化学製品生産額(A)

内石油化学生産額 ⑧

億 円

7,465

295

億 円

25,555

8,900

B/A 40% 32.3%

←)エ ネルギーの流体 化

石炭 から石油への エネルギー転換 の例 として,国 民生活 とな じみの深い エネルギー供給産

業である電力 ・都市 ガスの熱 源にっい て数字 を追 ってみ る。

エネルギー別電力供給 構造の変容は,表 一8の 通 りで,重 油火力発電の伸びが大き く,消

費量で見 ると,12.8倍 と増加 し,石 炭 と対 比して液体燃料へ の転換が 明瞭に示 されてい る。

石炭 の生産減少傾 向か ら,原 子力発電の増加 を考慮に入れ て も,今 後10年 間電力供給の主

力は依然 として重油火力が中心にな らざるをえず,電 力即石油 の一体感が強まるもの と思わ

れる。

都市 ガスも,石 炭系か ら石油系(原 油 ・ナフサ ・LPガ ス等)へ の熱源転換が顕著で・ 石

油系熱源の占むる比率は,昭 和34年 の8%か ら44年 には49%に 増 加 した。

この ように身近かな電力 ・都市 ガスの光熱供給産業 も,そ の原料エネルギーの大半は石油

に依存 してきてい る現 実は,石 油産業 をとりま く環境 の変化 として注目に値す ると思 う。

■
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表 一8電 力に 占む る石油の比重

■

◆

S34('59)
'S44('69) M%4

9電 力発電設備

水 力

火 力 ・石 炭

石 油

計

千KW

8,729

7,432

272

%
53

45

2

千KW

11,506

12,289

13,855

%
31

32

37

倍

1.3

1.6

50.9

16,433 100 37,650 100 2.3

火力用燃料消費量

石 炭

石 油

千 屯

13,121

千 好

1,562

千 屯

20,931 千 好

19,918

倍

1.6

12.8 、

鉢)高 加工度化 と高級化

① 自動車揮発油

乗用車の性能 向上 に伴 い,エ ンジンの高出力化,圧 縮化の増大 は・揮発油のオクタン価

向上の要求 とな り,表 一9の ように,製 品の高級化 と品質の向上を もた らした。

このため,高 級揮発油 は品質の優秀性を謳 う 「高級化」 のイメージ作 りに各社 とも宣伝

活動が集中す る結果 を招い た。

表一9自 動車揮発油の高級化と品質向上

昭和34年 オクタン価 昭和44年 オクタン価

高級揮発油

並級 〃

千軒

282

4,420

%

6.0

94.0

94.5

82.8

千 好

3,150

15,381

%

17.0

83.0

100.0

91.0

計 4,702 100.0 18,531 100.0

●

② 灯油の品質向上

灯油ス トーブの急激な普及か ら,燃 焼時に発生す る危険な亜硫酸 ガスを除去す るため,

高純度 の灯油が要請 され るようにな り,現 在では脱硫加工(硫 黄分02%か らO.01%)

が100%実 施 され るに至 った。

③ 潤滑油の高級化 ・多品種 化

自動車 ・船用 エ ンジンの高性能化,産 業機 器の著 しい発達について・高温 ・高圧'高 荷

重等潤滑油に要求される規格はますます苛酷にな り,高 品質化と共に,専 門的用途に細分

化 され,そ の数は約千種類に及 んで きてい る。

自動車用潤滑油につい て例示す ると,表 ・・-10の 通 り,夏 冬年間を通 して使 えるオール
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・シーズこ… タイプ
,或 いはオイル交換回数の減少 を狙ったロング ・ライフ・タイプ等の

出現で需要構造の高級化が急テ ンポで進んで きた ことがわかる。

表 一10自 動 車潤滑 油の高級化

昭和34年 昭和44年 44/34

高級潤滑油

並級 〃

千軒

150

119

%

55.8'

44.2

千 好

809

132・

%

86.0

14.0

倍

5.4

1.1

計 269 100.0 941 100.0 3.5

1-2'市 場条件の変化

σ)競 争の激化 、

昨年まで国際的に原油の供給過剰傾向が強く,世 界有数の石油消費国である日本は,国 際

石油資本の原油売込競争の激戦地であった。'』

外資との提携会社が多い日本の石油会社では・勢 い国内でq)市場シェアの拡大に大きな努

力を傾注する結果を招いた。

また,石 油産業では比較的同規模の企業が 目白お しで,ト ソプ企業で さえ も20%の 販売

シェアに満 たず,し か も需要 の伸びの大 きい市 場に対す る将来の地位確保 もあって,一 段 と

価格競争 に拍車 がか け られてきた。'

更に,石 油供給 に穴 をあけて,国 の死活問題にっなが るこ とは絶対許 されない とい う業界

人の持 つ使命感は,安 定供給 の至上命となる。 しかし,そ れに よって もたらされる供給余力

は逆 に豊水,暖 冬等 の僅かな需給の くるいで供給過剰 とな り,タ ンク以外に貯蔵が きかない

石油の場合は,市 場 に放出せざるを得ず,価 格の低落混乱 を招 く事態 もおきやすい。

このよ うな過当競争の結果,表 一10に 見 られ る通 り,原 油 コス トの低下額を大 きく上回

る販売価格の下降を招来 した。 ために,石 油産業の経営状況は悪化 し,低 迷 を続 けることと

なった。(表 一11) ●
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表一10原 油 コス ト・石油卸売価格 の推移

昭和35年 昭和44年 44/35

1.原 油 コ ス ト

原 油 コ ス ト(FOB)

運 賃 ・ 保 険 料

日本着 コス ト(CCIF)

円/軒

3,431

1,782

5,213

円/好

3,161

907

4,068

円/好

270

875

1,145

2.石 油卸売価格(日 銀) 円/軒

14,492

17,085

15,599

8,850

角/好

]1,804

10,056

10,633

6,213

円/軒

2,688

7,029

4,966

2,637

揮 発 油

灯 油

軽 油

C重 油
"

表一11石 油産業の経済分析

36年 下期 44年 上 期 44上/36下

1.総 資本利益率

製 造 業 平 均

石 油 精 製 業

%
6.16

32'3

%層 ド"6
.00

了

,1.91

α97

059

2.自 己資本比率

製 造 業 平 均

石 油 精 製 業

%
30.63

21.87

%
22.70

'
12.10

074

0.55

■

1-3供 給 面の変化

(イ)供 給設備の大 型化

戦前の石油製 品輸入中心か ら,戦 後は一貫 して消費地精製主義が とられ,需 要量 の急増 と

共に国内供給設備能力 も増大 した。表一12に 示 される通 り,昭 和45年3月 末には 日本の

精製能力は,3,200千 バ ーレル/日 と,米 国に次いで 自由世界第 二位に成長 し,一 製油所

当 り能力 も34年 の27千 バー レル/日 から82千 バ ーレル/日 と大型化 してきた。

(ロ)設 備の近代化

典型的な装置産業で ある石油精製に とっては,設 備投 資の負担が大きい反面,合 理化の し

やすい業種で もあ る。大型化に よる単位 当りの コス ト引下げ と共に,装 置の 自動化,タ ンク

群 の自動計測化,装 置問の インテグ レー ト化等によ り設備の近代化に務み,現 在では,表 一

12の 通 り1製 油所 当りの従業員数は平均規模が3倍 に木型化 したにも拘 らず,573人 か
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ら444人 にへ り,1人 当 り生産性は3.4倍 と,生 産性の飛躍的Xz向 上が 見られ る。

表一12製 油 所におけ る生産性の向上

精製能力 精油所労 従業者数 平均能力 1人 当り能力 製油所当り人員

ω (B) ◎ ω/⑱ ω/◎ c)/⑬

BSD 人 BSD BS畝 人

昭和34年 631,670 23 13,173 27,464 4&0 573

43年 2,750,900 38 16,872 72,392 163.0 444

44年 3,188,800 39 81,764

●

◎ 高加工度化

市場の高級化,高 加工度化の要請に応 えて,供 給面において も,石 油製品の品質向上 を可

能にす る二次装置の新増設が相 つぎ完成 した。

表一13の ご とく,揮 発油のオクタン価を向‡ させ る接触改質装 置は,一 基当 りの規模 も

3.2倍 に大型化 し,能 力面では10.2倍 の増加を示 し,揮 発油消費量 の3.9倍 を大 き く上回

ってい る。

又灯 ・軽油の水添脱 硫装 置は硫黄 分を除去する精製装置で,10年 前は僅 か3基 しかな く,

23倍 の急成長で,早 い テンポの高加工度化が読み とれ ると思 う。

10年 前には皆無であった重油の脱硫装 置,硫 黄回収装置は,今 後公害対策の極め手の一

つとして大幅な増加が予想 され る。

このような高加工度化に伴 う二次装置は,い ずれ も数十億円乃至百億円 を超える設備投資

が必要であ り,し か も非価格競争 の色彩が強いため,そ の負担は軽 くない。

表一13石 油産業における品質向上装置の推移

昭和34年 昭和44年 44/34

基数 能力
品質向上装置

K必/SD K必/SD
_一

倍 倍

日揮 オクタン向上装 置 13基5,073 41基51,580 3,210.2

接 触 分 解 装 置 6基6,564 11〃21,810 1.83.3

灯,軽 油水添脱硫装置 3基3,419 61〃79,020 20,323.1

重 油水 添脱 硫 装 置 00 8〃38,230 %

t/白

硫 黄 回 収 装 置 00 27〃1,472 『

◆
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●

←)資 源の変化

99%の 原 油供給を海外か らの輸入に依存する日本の石油産業におい ては,品 質 ・価格の

異 る海外原油を需要の変化に合せて自由に選択で きる反面,国 際石油資本による 「ひ もつき

原油」 の購 入 とい う選択権の硬直性を も合せ持ってい る。

しかし,表 一13の 通 り大気汚染の防止問題か ら,原 油の低硫黄化が進み,10年 前1/3

を 占 めたクウェー ト原油(残 留重油黄分3.8%)は イ ラン原油(2.7%)に 代替 し,低 硫黄

原油 として代表的な ミナス原油(0.2%)は 量 で16倍 に激増 してい る。

又,わ が国資本による自主原油 として開発 されたアラビア石油のカフジ原油 も8.3%を 占

めニ ュー ・フェイスとして登場す るなど,原 油資源の入れ替 りはかな り顕著で ある。

供給源が アメ リカを主体 とした戦前 と異 って中東に集中してお り,し か もその集中度が進

行 してい る点に問題が残 され よう。

表一13輸 入 原 油 の 種 類

S34('59) S44('69)

千好 % 千好 %

ク ェ ー ト 原 油 6,724 31.4 イラン ヘビー原油 53,267 31.9

ア ラ ビ ア ・ ラ イ ト 4,320 202 イ ラ ン ・ ラ イ ト 15,453 9.3

ズベ ァ(イ ラク) 2;957 13.8 カ フ ジ 13,826 8.3

、 ク エ ー ト

…

13,697

…

8.2

…

中 東 原 油 計 17,808 83.8

…

中 東 原 油 計

…

147,072

…

882

ミ ナ ス 585 2.7 ミ ナ ス 9,419 5.6

… … i『 … … …

… … … … … …

合 計 . 21,389 1000 合 計 166,875 10α0

■

(±)技 術 導入型

戦中,戦 後の空白時代 のため,石 油精製技術の海外 との格差は大 き く,揮 発油 の接触改負,

接触分解,灯,軽 油の水添脱硫,重 油脱硫,高 級潤滑油製造技術などの主要技術は,殆 んど

海外 の特 許で独占 されてい るため,石 油 産業は典型的な技術導入型 となった。

過去10年 間(昭 和33年 ～42年)の 技術導入支払額は35百 万$に のぼったが,技 術

輸出は僅 かに出光興産の重油脱硫に伴 う運転 ノウ ・ハ ウにとどまった。

残 された石油精製技術の開発は,ア ス ファル トの脱硫,ガ ス化等難 しい問題が多い。
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1-4流 通 条件の変化

(イ)タ ンカーの大型化

原油供給の90%弱 を中東に依存す るわが国石油産業では,中 東往復に40日 を要す るた

め,タ ンカーの大型化,高 速化に よる輸送 コス トの低減が,エ ネルギー供給 の低廉化に大 き

く貢献 してきた。(前 掲表一10)

昭和32年 当時,日 本の タンカー平均船型は,18,400DWT,速 力14.5ノ ッ トであ

った ものが,45年3月 末では,平 均87,000DWT,速 力15.8ノ ッ トと大型 ・高速化

し,船 腹量 も151隻,13百 万DWTに 増加 した。

最近の タンカー発註船型は250,000DWTが 標準 とな り,そ の大型化によ る運賃低減

率は;50,000DWT型 に対 し20%前 後 と推定 されてい る。

しか し,超 大型船の タンカー受入れには,水 深20～22mの 港 湾が必要で,そ の面での

整備の遅れが重大な問題 となってい る。

(ロ)国 内流通条件の変化

表一14の 数 字でみ ると,石 油の国内流通手段は内航 タンカーによる輸送が60%を 占め

てい る。その船腹量は,44年3月 末で2,640隻,80万 総 トンにのぼ り,船 型 も3～

500軒 積 みか ら,一 部は3～5,000軒 積 みに大型化 してい る。

また,1/3を 占 む るロー リー輸送は,末 端 輸送の主軸であ り,昭 和34年 の1,800台

か ら,44年 には12,400台 に 急増す ると共 に1台 当 りの タンク容量 も30%か た大型化

した。

しか し,内 航 タンカー,ロ ー リー共,隻 数,台 数の急増に より,交 通の輻湊化,労 働力の

不足に直面 しつつあ り,合 理化の必要性が痛感 され てい る。

■

表一14石 油輸送量の機関別実績(千 屯)

国鉄 タンク車 内航 タンカー タ ン ク ・ ロ ー リ ー 計

昭和39年

昭和43年

8,016

12,085

%
8.3

7.2

54,887

101,932

%
56.7

609

'
33995

53,492

%

35ユ

31.9

%
1000

100D
●

◎ 末端販売拠点の細分化

揮発油販売が売上 高の60%を 占む るサー ビス ・ステー ションは,44年 で35千 個所 に

増加 し,過 去10年 の伸びは5倍 に達 し,揮 発油消費量の3.9倍 か ら見 ると乱立模様である。

また,LPガ スの 流通経路は1次 ない し4次 卸の段階 をへ て末端小売業者にわた る複雑 さ

であ り,灯 油の場合 も図一1の 通 り,家 庭用は薪炭 業を介す る場合が多 く,末 端流通機構の

整 備が強 く望まれてい る。
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■

10%

特約店

薪炭小売店

薪炭問屋

10%

図一1灯 油の流通経路の現状

←)石 油の備 蓄

資源を海外に仰 ぎ,国 内では津 々浦 々に需要家を もち,万 に一つ供給切れがあって も,深

刻な社会不 安をひきお こす石油 産業に とっては,国 家的な要請か ら,原 油,製 品の一定量の

在庫備蓄が規制 され てお り,他 産業の在庫べ らしに よる経費の節 減は望むべ くもない特降な

環境 にある。

しか も,備 蓄のためには貯油 タンクの増設力「必要であ り,表 一15の 通 り昭和44年 末 で

11,400基,44百 万 好(所 用地 面積約16百 万 平方米)の 貯油能力を有す るに至 った。

OPEC問 題 か ら,こ の備蓄規制は更に強化 され る見通 しなので,当 り.1500円 を超

える備蓄 コス トの負担が顕現化 してこよう。

表一15貯 油 タンク能力の推移

S34('59) S44('69) S44/34
'

貯 油タンク能力 基数 能力

製油所 基 好 基 好 百 百

原 油 タ ン ク 3072,966 52119,584 1.76.6

半製品" 2,2321,195 2,3206,557 1.05.5

製 品 〃 1,4651,684 2,58510,757 1,864

油槽所製品タンク 3.043a522 5,9797,432 2.03.0

合 計 7,0478,367 11,40544,330 1.65.3
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1-5企 業 環境 の複雑化

(イ)公 害対策

昭和40年 代に入って,最 も大 きな環境の変化は公害問題で ある。 石油産業の公害問題は,

海水油濁防止 と,工 場密集地帯におけ る,重 油硫黄分の燃焼か ら発生 する亜硫酸ガスによる

大気汚染防止 と,揮 発油中の鉛公害の問題である。

44年12月 の 低硫黄化対策部会の報告によ ると,42年 度 の要対策地 域の重油中の硫黄

含有率2.45%を,48年 度 には1.25%,53年 度 にはO.80%ま で 引下げ ることを目標

に している。

又,自 動車排気 ガスに含 まれ る一酸化炭素に よる汚染か ら,揮 発油の オクタン価向上のた

めに添加 され る鉛が問題 とな り,45年7月 以降添加量が制限 され,近 い将来 黒鉛化 され る

ことになったo

このような石油燃料の低硫黄 化,揮 発油の脱鉛化は社会 的な必須 の要請ではあ るものの,

一 万で大幅なコス ト増 を招 くことか ら
,今 後の石油産業の経営体質に大 きな影響を与 えるも

の と考えられ る。

㎏)国 際情勢の変動

昭和27年 には,7大 国 際石油会社の原油生 産量は自由世界(除 く米国)の90%を 占 め

てい たが,独 立系 産油会社や国営会社の進 出で,42年 には55%ま で 地位は低下 したが,

依然 として世界 の石油市場に対 する支配力は強い。

過去拾数年に亘 る世界 的な原油過剰に より,国 際石油会社の原油価格の引下げは,産 油国

の相対的な利益 取得分の減少を まね くこととなった。

同時に産油国の民族 主義 の拾頭 と相 ま6て,国 際石油会社に対抗す るため,昭 和35年

(1960年)にOPEC(石 油 輸出国機構)を 結成 し,こ れ ら産油国の原油生産量の77

%を 占 める国際石油会社に対 し,原 油値上げの根強い交渉を続け,っ いに本年2月 に各産油

国の原油価格の一括大幅引上げに成 功 した。 この値上 り分は,ま ともに消費 国に転嫁 され,

わが国は一転 して高エネルギー ・コス ト時代に突入することとなった。

●
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2.組 織 的 ・機 能 的 な企 業 対 応 策

10年 の間隔をおいて分析を試みた30年 代 との比較で見ると,石 油産業の構造的変化は,様

相 一変に近い大 きな変貌をとげてお り,企 業は,ま さに組織 ぐるみの機 能と頭脳 の活用 に よって

対処せざ るを得 なか ったと思 う。

この ような組織的機能的な企業の対応策 と,そ れを支えた情報処理の高度化が,ど のような役

割を果 したか,そ の高ま りを分析す ることとしたい。

●

2-1組 織 の多様化 ・ソフ ト化

複雑化 した業務の処理,激 動す る環境に対応す る情報収集の一本化,全 社的視野か らの経営

意志決定の必要性か ら,石 油産業において も総合的な調整 を狙い とす る社長室,総 合企画部等

の調査 ・企画専門 スタッフの充実が見 られ る。

また目新 しい組織 としては開発部 製品開発部等 の技術面,新 製品開発面で の強化,・関東事

業 部 広報部,公 害対策室等時代の要請に基 くスタッフ部門の設立があ る。

しかしプ 最 も大 きな組織面での変化は,図 二2に 見 られ るような経営情報 システム部門の急

激な拡張であると思 う。

コンピュータに関係のあ る事務処理 ,OR,シ ス テムグループの部員数は,本 社ス タッフの

10%を こ えるに至 った。

また,一 つの原油 から数種類,企 業に よっては数十種類の製品が同時に連産 され る石油産業

では,そ の特質か ら各部門間に またが る問題 も多様で,プ ロジェク ト・チーム,タ スク ・フォ

ース等組織の ソフ ト化による対応策 も一方で進め られた
。

表 一16は 石 油3社 のみの人員統計であ るが,専 門スタッフの増加 による石 油産業の ホワイ

ト・カラー化を示 していると思 う。

表一16石 油3社 の人員構成の変化

S35/12月 S45/10月 伸び率 ・

事 務 ・技術系

技 能 系

名

4,351

4,415

%

49.6

5α4

名

6,080

4,401

%

58.0

42.0

%

139.7

99.7

計 8,766 100.0 10,481 10C、0' 119.6

販 売 量
S34MK2
10,870

S44M酩
71,760 '6600

2-2・ 販 売網 の強化

大衆化による市場の拡散化 と, 7倍 強 に急増 した石油需要に対応す るため,昭 和3'5年 当
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80億 円で あった販売設備の投資は,44年 には408億 円 に達 し,巨 額の資金 が販売網(主

として給油所)の 整備拡張に投入 された。

危険物であ り,液 体 とい う荷姿の特殊性か ら,石 油の商売は石油元 売会社一特約店一 小売店

一消費者 とい う独 自の販売組織を持ってい るため,競 争 面の強化は特約店 の増強につなが る。

元売会社は,新 規販売ルー トと して,綜 合商社,大 口需要家,石 炭業者,需 要家団体等を積

極的に特約店に採用 し拡張に務めた。

大 衆化に直結す る給油所は,揮 発油販売競争の第一線であ り,又 元売各社の系列化が高度に

進んでい るところか ら,販 売 シェアー も過剰気味 となった。

40年 以 降,建 設規制が とられてい る ものの,過 当競争は続き,一 方人件費 を中心 とす る販

売経費の増加 もあって,各 元売 とも経営安定策 として脱揮発油化を指導 し,高 級潤滑油の販売,

タ イヤ ・バッテ リ ・アクセサリーの併売,軽 装備等,給 油所経営の多様化 ・合理化を進 めてい

る。

また,元 売各社 とも給油所網を通じて,「 マイカー相談」,「 チューナップ1500」 等 の

セールス ・ポ イン トをかかげて,き めの細い サー ビスを打 ち出 してい る。

LPガ スの販売 も経 営基盤め弱い小 規模零細業者が中心で,約80%は 適正販売規模に至ら

ず兼業を営んでい る。

労働力の不 足で,従 来の小型容器(10k9)を ピ ス トン輸送す る販売方式か ら・ ソィン式 メ

ーター使用による計画配送 にき りかえっsあ るが,普 及率は30%弱 で,今 後の合理化,協 業

化が望まれ る。

特に単純,屋 外労働 の多い石油 の末端販売業では労働力の不足は予想以上に深刻で,サ ー ビ

スと省力化 を狙 った給油券 の発行,ク レジ～,トカー ドに よる機械化が一部ス ター トし,又 元売

会社におい て も売上 伝票の整理,請 求書 作成の電算機化に より,約4倍 に増加 した販売関係の

事務処理量 を吸収 し,省 力化に っとめ,人 員増は極力販売面の強化に回 してい る。

し

2-3販 売 の集約化'

外 資提携の多い石油産業に於 て,わ が国石油 政策の 自主性を保っために,民 族系企業の地位

を引上げ る目的で,40年 に 日本鉱業,東 亜石油,ア ジア石油の販売部門を集約化すべ く,共

同石油が発足 し,開 銀融資による助成策が とられた。国によ る対応策 として注目に値 する。

2]4流 通 面の対応策

(イ)タ ンカーの大型化

輸送 コス トの低減を図 るため,タ ンカーの大型化が急速に進行 してい る ものの,25万D

WT型 タ ンカーの入港出来 る港湾 条件は数が少 く,又,整 備には巨費を要す る。

そのため水深22～23米 以 上の良港に大規模 な石油輸入基地(CTS)を 建 設 し・中東

よ り大型船で搬入 し,こ こを中継 して数万 屯の タンカーで製油所 に二次輸送す る合理化方式
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が考 えられ た。

最近では原油の備蓄 基地 も果せ る機能 を もっ事が望まれ てい る。昭和44年 に は,日 本石

油が鹿児島県喜 入に最初のCTSを 建 設 し稼動 に入った。

⇔ タンク車の配送合理化

石油類 の鉄道輸送の比率は37年 以 降低下を続 け,41年 には9.7%ま で下 った。

41年 に 日本オイル ・ター ミナ1し(株)が 設立 され,各 社のタンク車を集約 し,発 地 にお

け る1列 車編成 ノン ・ス トップ輸送,受 地 タンク基地の共 同使用に より合理化 を図 って成果

をあげ,輸 送比率 も11.8%に 回復 した。

◎ パ イプ ・ラ インによる石油輸送

交通 の過密 化,労 働力の不足,輸 送量の増大か ら,タ ンク車 ・ローリーによる輸送に溢路

が生 じパイプ ラインによる輸送 が脚光 を浴びてきた。昭和45年,石 油各 社の共 同出資でパ

イプ ・ライン会社が設立 され,現 在関東内陸 ラインにっいて建設計画を進 めてい る。

各社共有によ るパ イプ ・ライン輸送 には,各 社間の製品受払整理,パ イフ ・ライン制御等

に,コ ンビ。ユ一夕の活用分野は大 きく拓 けてい る。

←)配 給基地の協業化

需要地 には,各 社の油槽所が隣接 してい る場合が多いが,協 同で大型油槽所 を作れば,大

型内航 タンカーの着機 も可能 とな り,間 接費の低減 と合せ ての合理化の効 果は大 きく,45

年 には三菱,丸 善,大 協に三 社による協業化が始 まった。

しかし,関 西に製油所 のあ るA社 が関東に配送 し,関 東に製油所 のあ るB社 が関西に配送

す る交錯輸送 の問題は,依 然 として残 り,各 社間のオ ンライン・ネッ トワー クに よる情報処

理の高度化に よる解消策 を真剣 に検討せねばな らぬで あろう。

2-5生 産の効率化

(イ)自 動化 ・電算化

需要の変化 に伴 う生産面 の変化,す なわち大型化,近 代化による生産性向上は,2-3-

(イ),2-3-(v)pmで 触 れた通 りで,製 油所規模 が3倍 に大型化 したに も拘 らず,従 業員 数は

逆に22%減 少 す る効果をあげ得た。

製油所は原油タンク群 と蒸留装 置,品 質向上 装置,半 製品 タンク群,半 製 品の混 合による

製 品化 と製品 タンク群 がら成 り,全 部パ イプ ・ラインで結合 されてい る特 色を もつ。

この流体の特性か ら出入荷,混 合の 自動化,2～3百 基にのぼるタンク群の在庫量計測の

自動化,モ ニタリング,或 は装 置のプロセ ス ・コン トロール,操 業用の各種 デー タ ・ロギ ン

グ等,近 代的な コントロールが しやすい業種で ある。

また,自 動化 と結 びつい た電算機化 も盛 んで,電 算システム課,コ ンヒ。ユ一夕 ・コントロ

ール
,シ ステム課 制御 システム課等,各 社に名称の似かよった課が新設され,現 在60～

70台 の 電算機がわが国製油所で稼 動 してい る。

レ
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(ロ)潤 滑 油の協業化

潤滑油の生産は,中 小企業規模の専業者 と大型設備を もっ石油精製会社 とに分れ る。

前者 の体質強化の ため,中 小企業近代化促進法に基 き,30企 業 が参加 した日本高欄(株)

が38年10月 に発足 した。昭和34年 当時,専 業者のシェァーは30%だ っ た ものが,大

型 ・近代 的生産設備 を共 同の力で もつ協業化が成功 し,現 在約50%を 占 むるに至 り,大 手

と中小が共存す ることとなった。

しか し,専 業者は協業によ り生産面での近代化合理化は進んだ ものの,販 売力が弱い点に

問題が残ってい る。

◎ 公害対策の低 コス ト化

公害問題 から揮発油の脱鉛化が進 め られてい るが,エ ンジンの機能面か ら急激に オクタン

価を引下げる事は難 しいので,オ クタン価を向上 させ る改質装置,分 解装置の増設が必要 と

(*)な り
,試 算に よると揮発油1軒 当 りのコス トは3～4百 円 増加す る模様であ る。

(・)1.1cc/ガ ロ ンの加鉛量 を0に す る場合

重油の低硫黄化対 策 として,低 硫黄原油の輸入は量的に限度があり,重 油脱硫装置が必要

となる。46年 度 完成 予定分 を含め18基44万 バ ーレル/日 の重油脱硫装 置が製油所 にあ

るが,重 油脱硫 装置は技術的に未解決の面 もあ り,更 に,1基2～5万 バ ーレル./日 の 建設

費は70～150億 と巨額の資金 を要 し,坪 当り脱硫 コス トも1,300～2,000円 と極め

て大 きい。

巨費を投ず る装 置のため,企 業に よっては どの製油所に も建設する訳にはゆかず,立 地選

択 の問題が生ず る。.

又,間 接脱硫 方式 か,直 接脱硫方式か,装 置能力の大小等,そ の意志決定には,全 社的な

経営活動が背景 とな るため,各 社 とも,最 新 の経営科学手法 を駆使 して,脱 硫 重油の コス ト

高を吸収 し,資 金効率 を高めるべ く最適化方策に苦心 してい る。

■

2-6経 営 の多角化

前掲表 一11の ご とく激 しい シェア競争 のため,石 油産業の収益性,資 本構成は悪化 の一途

を辿 り,一 方設備の急拡張 と公害対策投資の激増で 資余力に乏 しく,経 営の多角化 まで,手 が

回 りかね るのが現状で あろ うと思 う。

しかし,反 面,低 収益の燃料油 販売 からの脱皮が意図され,石 油精製の延長 としてナフサ分

解を主軸 とす る石油化学へ の進 出が見 られた。 石油資本を中核 とす る石油化学 コンビナー トで

は,ナ フサ供給で利害相 反す る石油精製 と石油化学を一体 とした最適化が可能であ り,現 在

18個 所 のコンビナー ト中,5個 所 がこの形態 をとってい る。

又,揮 発油留分か ら芳 香族(ベ ンゼ ン ・トルエ ン・ギシレン)を 抽 出す る石油化学部門への進

出,多 角化は大半の石油会社が行 ってい る。 他に タンカー部門,駐 車 ビルの兼 営,ホ ーム ・ヒ

ーティング
,冷 暖房サー ビス等関連部門へ の進出 も多い。原油開発への資本参加,更 には未来
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志 向として,原 子力燃料 ・海洋開発 ・システム産業等 も計画 されっSあ る。

2-7資 源開発への進 出

わが国輸入原油の9割 は中東依存であ り,中 東地域に不測の事態が発生 した場合,原 油供給

はス トップす る危 険が ある。

原油入手先の分散化,或 は国際石油会社の意 向に左右 されない 自主 原油確保 の必要性か ら
,

42年 に 設立 され た石 油開発公団を中心に海外油田の開発が盛ん となった。

このためには,海 外の鉱区の入札情報,産 油国の動向などきめの細かい情報 ネット・ワーク

が必要であ り,又,探 鉱用 データーのコンピュー タ処 理
,採 掘技術の開発 と蓄積等,新 しい知

的活動め高ま りが要請 され る分野である。

何 よ りも,表 一17の 通 り,鹿 大 な資金の調達が大 問題で,目 標 とす る昭和60年 度 自主 開

発原油の比率30%,2億 軒(44年,10 .5%)を 開発す るためには,1兆8 ,800億 円 の

投 資が 必要 と試算 されてい る。

45年3月 現在,海 外石油開発会社は15社 を数え,そ の資本構成に占む る石油精製 の出資

比率は僅か9.2%で,日 本の石油産業 の脆弱 さが端的に現 われ てい ると思 う
。因みに7大 国際

石油会社 の原油生 産量は18億Gで,石 油精製量 よ りも多 く大半 の利益 は前者か らあげ てい る'

といわれてい る。

`

表 一17わ が 国,石 油開発投資額の推移 と見通 し

～43年 度 44～60年 度

探 鉱 投 資

開 発 投 資

'404億 円

877

6,800億 円

12,000

計 1,281 18,800
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●

3.総 合的知的活動の高 ま りと情報処理 の高度化

3-1情 報処 理の高度化

(イ)EDPS化

事 務処理電算化(EDPS化)の 萌芽は,石 油産業においては意外に早 く,昭 和34年 当

時,相 次い で電算機が導入 され,年 度末には少 くとも5社 で稼動 を見 るに至 った。

パ ンチ ・カー ド・システムのため
,業 務は主 として販売整理事務 や,請 求書の作成であ り,

使用 カー ド枚数は月間5万 枚～10万 枚 で,現 在の1/4程 度 の ものであった。

当時 の一社平均の電算機要員は,男 子15名 ,女 子10名 程度で あり,'組 織 的に も独立 し

た機械計算室は一社のみで,総 務部,経 理部に所属 する例が 多かった
。

しかし,過 去10年 の著 しい コンヒ。ユ一夕の進歩 ,特 にカー ド・ベースか らテー プ'ベ ー

ス,デ ィス ク'ベ ースへの情報処理機能 の高度 化によ り
,大 容量のデータ保存,検 索が容易

とな ったため,デ ー タの高度加工,多 用途化が盛 んとな った。

従って,事 務処理の適用範囲 も広が り,商 品の受払い,販 売実績,請 求書作成,給 与計算

等のポピュラーな業務か ら,在 庫管理,運 賃管理,経 費 管理,或 は,各 種販売統計,地 域的

給油所稼動分析等,経 営管理資料へ の適用化が進み,プ ログラム本数 も200～500本 を

数えるに至った。

45年11月 末 現在で,「 石油業事務機械化研究会」 でま とめた石油15社 の 電算化状況

を見 ると・15社 中・14社 が本社に電算機をおき,残 る1社 も計算センターを利用す る等,

各 社 とも,EDPS化 は 定着 した ものの様 に思 われ る。

現有の コンピュータは,す べ て昭和41年 以 降に設置 された もので,過 去10年 の コンピ

ュータの新 旧世代交替は多 い処で3回 にのぼ り,都 度,電 算機部門は強化,拡 大 され,要 員

も一社平均男子40名,女 子25名 に 達 してい る。

さらに,支 店,製 油所に小型 コンピュー タを設置す る傾 向 も,こ こ2～3年 ,急 速に早 ま

ってい る。販売量 の急増 と,需 要の大 衆化に よる受注量の増加や
,労 働力 の不足,設 備 ・流

通機構の完全利用の必要 から,受 注→出荷 ・配給スケジューリング→ 請求書作成→ 代金 回収

まで,電 送 回線による一貫 した受注 オンライン ・システムが,安 価な ミニ ・コンピュー タ,

端 末機の普及発達 で可能 とな り,早 ければ,今 秋から一部スター トが予想 され る。

◎ オー トメー ション化

製油所は,前 述の通 り,大 規模な装 置群 と多数 のパ イプ ・タンクからな る典型的な液体連

続 工程であ り,操 業管理の 自動化が容易なこ と,ま た,流 量,温 度 ,圧 力等に より操業条件

の変化が かな り大き く,運 転計画の最適化の余地が大 きい。

製油所 にお けるコンピュー タの利用は,1部 の主要装置の自動化,半 製品混合の自動化 ,

複 雑な製 品出荷業務の コンビ。ユー タ化から出発 し,操 業用の各種モニタリング,ロ ギング等,

最適操業管理のためのデータ作成,更 に装置運転の最適化を狙 う自動制御に進み,最 終的に
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は製油所MISを 志 向す る総合 システム化が目標であ る。

新設製油所では,オ ー トメー ション化が設計段階か ら計画 され,現 在10万 バ ー レル/日

規模の製油所 で4～5百 人を要す る人員は,恐 らく40万 バ ー レル/日 で2百 名程度 まで省

力 化されるのではない かと思 う。

3-2経 営 の科学化 .

石 油産業におけ るコンピュー タ利用 の特徴は,そ の質的側面,即 ち経営計画へ の適用が著 し

く進 んでいる点であると思 う。

石油の様 に一つの原油か ら多数の製品が 同時に生産 され る連産品産業では,製 品の相互依存

関係 が複雑なため,科 学的経営管理手法による最適化計画は極めて効果的で ある。

とりわけ線型計画法(リ ニャー ・プログラ ミング,LP)の 適用は,そ の揺藍期 か ら先駆 的

に手 がけられ,こ の十年の努力が実って,各 社 ともほ ∫科学的計画業務が企業内に定着 した も

の と思われ る。

線型計画法は,企 業 の資金力,労 力,入 手可能 な資源,装 置,販 売力な ど数多 くの制約条件

の もとで有利な原油の選択,各 種オ クタン価向上装 置 脱硫装置の選択,製 品量の決定 など,

数 百,数 千にのぼる代 替案(未 知数)の 中 から 「得 られ る利益」 を最大に し,全 社的な最適化

計画を導 き出す数学的 手法であ る。

しかし,具 体的に企業の実体をモデル化す るためには,400～900本 の連立方程式群が

必要で あり,こ の彪大 な計算量は人力では絶対 とい っていい位不可能で,コ ンヒ。ユータの助 け

を借 りなければ計算出来ない。

この様な実用 モデルを解 くためには,犬 型,高 速のコンピュータが必要 とな る。表 一18の

通 り,千 本以上の方程式が解け るコンピュー タの出現は,昭 和37年 以 降で あ り,同 時に計算

コス トも過去10年 間 で,48式 ×75変 数 のモデルを基準 にして75万 円 から400円 へ と

千分の1以 下 に激減 した。

まさに,科 学的手法の企業内へ の普及は,コ ンピュー タに よる情報処理能 力の高度化 と軌 を

一に して来 たとい えよう。

石油産業の経営計画計算にお けるコンピュータ利用の特徴 としては,前 述石油15社 中,8

社以 上が計算時間,計 算コス トの効率化のために外部計算センターの超大型電算機を使用 して

い るこ とで ある。

某社 の例では,自 社 コンピュー タによる事務計算の費用が8百 万円/月,計 算センターによ

るOR,計 画計算が6百 万 円/月 となってい る。
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表 一18Computerの 発 達 とLP計 算

◆

年・ 計 算 機 名
LPの LPサ イズ と コ ス ト

度 最大式数 式×変数 計算時間 計算 コス ト

式 時間

34 Univac120 20 15×20 12 一

34 Bendix-G-15 50 48×75 25 75万 円

36 Ussc-90 48 48×75 4 20

37 IBM7090 1024 48×75 1.2分 5千 円

37 〃 〃 370×670 1.3時 間 33万 円

41 CDC3600 4095 48×75 12秒 1千 円

42 エBM360/751 〃 〃 4秒 4百 円

42 〃 〃 310×640 58分 39千 円

●

3-3知 的 活動 のシステム化

急成長す る日本経済 の活用 を担 うエネルギー産業 としての石油は,安 定 した供給態勢の確立

が第一であ り,そ のための海外石油資源の開発 ・分散化 ・原油量の確保,新 製 油所 の立地 ・建

設,大 型 タンカーに始 まる配給網 の整 備,又,揮 発油の脱鉛化,重 油の砥砺黄 化等,巨 額の投

資を要す る公害対策,ど れ一つを例に とって見ても,企 業を とりまく環境の変化は めまぐるし

く,決 定諸要因が 複雑化 して来た。

従来方式で各部門別に前提条件 を しぼ り,そ れ らの積上げ計算による一つの方法では,変 化に

対応 し,激 動す る未来に挑戦す る事は出来な くなって来てい る。

図一3で 例示 した様 に,各 部門別前提条件は,全 社的な評価 モデルの もとで吟味 され,フ ィ

ー ド・バックされる
。 センシテ ィビティ(感 応度)の 高い前提条件は,予 測のズ レを巾で とら

えて,こ れ とい くつかの選ばれた経営戦略 とを組合わせて,数 十ケースの将来起 りうる可能性

を網羅 した企業未来図が コンピュータでア ウトプッ トされ る。

このデー タ群 を,全 社的,総 合的観点か ら読みこなして,経 営戦略を最終的に決定 し,更 に

各種代替案を創造 し,評 価し,選 択す るとい うシステム化された知的活動の結集が必要 とな る。

また,長 期 ・中期 ・短期の各計画 システムの有機的な結合によるMIS化 も,コ ンピュータ

を核 として要請 されて来 よう。 ・
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4.今 後10年 間 の展 望

……… 情 報 化 を 中 心 と し て ………

4一 主 エネルギー供給 の最適化

石油需要量の伸びは,44年 度 の158百 万 軒か ら,50年 度 には342百 万 軒(6年 間で

2.2倍)更 に55年 度 では550百 万 軒 前後と推定 され てい る。

戦後四分の一世紀 を要 した現在の供給能力を,次 の僅か6年 間で,2.2倍 まで拡張 しなけれ

ば安定供給の責任 を果せない。

石油産業は引続 き巨額な設備投資が早い テンポで必要であ り,し かも公害対策投 資が至上命

令 として加わ るb

更 に,過 去10数 年 に亘 る石油の供給過剰に よるエネルギー低 コス ト時代 も,最 近の産油諸

国の結束で終 りを告げ世界のエネルギー情勢は大きく転換 しつつある。 一

日本経済 を支えるエネルギーの大宗 を供給 し,国 民生活 と密着不離の光熱源を確保すべ き責

任 を百 パーセン ト負 ってい る石油産業に とっては,激 変す る海外のエネルギー情勢に対処 しっ

、,投 資効率を高め,供 給 コス ト・ミニマムを目標 として,よ り一層 システム化 された知的活

動が要請 されて来 よう。

長期総合経営計画 システム,'或 は 長期 ・中期 ・短期計画の有合性のとれたMISが,情 報 化

の進 展 と共に企 業内に融合 され,経 営の多角化,成 長分野への進出よ りも,本 業の石油エネル

ギー供給 の 「最適化」 が志向 される もの と思 う。

また,製 油所,油 槽所,支 店か ら,特 約店,販 売店,給 油所に至る末端販売拠点ぐるみの オ

ペ レー ショナルな情報処理の高度化 と省力化,そ れに よって もた らされ る内航 タンカー,ロ ー

リーの最適配船(車)計 画等の出荷 ・流通機能面の合理化 も進む ものと思われ る。

4-2情 報 の系列化

石油業界においては,各 社 とも製油所は2～3カ 所で,そ の立地は各社各様であるが,販 売

網は全国的で,地 域別 に見 ると需給のギ ャップが大 きい。

例 えば,関 東に製油所のあ るA社 が関西に製 品を運び,関 西に製油所 のあ るB社 は関東に と

い う交錯輸送が少 な くない。

コンピュータを軸 とした各社間の製 品交換流通システムが可能であれば,10年 後 に予想 さ

れ る3～4千 億円に達す る流通経費 も,か な りの節減が期待出来 るもの と考 えられ る。

石油業界は外 資企業が多 く,企 業の合併,系 列化はかなり難か しい問題であ るが,業 界団体

で ある石油連盟に コンピュー タをお き,各 社 とオンラインを結び,こ の種の製 品交換センター

の情報 サー ビスが企画 ・実現 されれば,来 るべ き10年 の情報化社会にふさわしい画期 的な出'

来 事 となろ う。
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企業の合併に よらず,情 報処理機能の活用 による業務提携……文字通 りの情報系列化は,業

界の利益に も,国 益 に も合致 するもの と思われる。

石油連盟が この様 な場で活躍す るな らば,業 界団体への コンピュー タ導入が容易になり,同

時に石油産業全般に亘る多彩 な情報サー ビス活動 も期待 出来 るようになろ う。

4-3国 ぐ るみの情報化

コンピュータの発達と相 まって石油各社にほS"定 着 した 「最適化技法」が,最 小の設備投資

で,総 石油エネルギー供給 コス ト・ミニマム とい う石油産業全体の計量的分析に発展利用 され

るのは 当然 の成 りゆ きで,現 在,業 界内で,小 人数の グループに よる国民経済的に見た石油産

業の計量分析が真剣 に進 められてい る。

その研究成果を見ると,例 えば重油の低硫黄化対策 としての脱硫装 置,原 油生だ き,排 泄脱

硫等の,科 学 的な経済性評価に も見るべ き ものがあ り,ご く近い将 来,国 の立案す る石油供給

計画へ の最適化手法の適用 も可能 の様に思われ る。

しか し,研 究段 階か ら,実 用化へのステ ップアップには インパク トが必要であ る。一つには

費用の制約 もある。

業界に しろ,行 政府に しろ,資 金面での助成策が与 えられ ることが情 報化促進のための早道

であろ う。金額的には小 さ くと も,そ の波紋は,大 きく広が ってゆ くもの と思 う。

石油産業の情報化は,国 ぐるみ,「 物を作 る」 こ とか ら 「情報 と頭脳によって物を創 る」 こ

とに移行す ることで あろ う。

,

よ

●
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は じ め に

過去10ケ 年 間における電気事業の構造変化 を組織的 ・機能的知的活動 の高 まり(情 報化)と

い う観点か ら解析すると,お お よそ以下の通 りとなるであろう。用いた統計 は主 として昭和34

年度 の数値を起点 とした。

●

●

＼

〇
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1.構 造 変 化 の 主 た る要 因

1-1需 要 面

ω 量的変化

① 最大電力 は2.5倍

② 販売電力量は2.8倍(人 口1人 当 り使用電力量は2.7倍,電 灯需要 は3.5倍,電 力需要

は2.65倍)

③ 需要家口数は1.6倍 と極めて大 きな成長 を示 した。

回 質的変化

① 前記の量 的変化 を電灯,電 力 の用途別に集約す ると次 のよ うな特色を示すであ ろう。

(a)電 灯 需要の原単位(契 約 口数 あたりの使用電が量)の 増加(2.0倍)。 これは小型電気

器具の普及 と生活 水準 の上昇を反映している ものであ り,電 気器具の普及率を示せば次のと

お りであ る。

テレビ(白 黒)(12.5倍)〔 最近 はカ ラーテ レビに積極的に置 き換 え られつつあ る〕,

電 気釜(4.1倍),冷 蔵 庫(2.5倍),扇 風 機(6倍),こ た っ(6.5倍),洗 濯機(5.5

倍),掃 除 機(3.1倍),ア イ ロン(1.5倍)

(b)電 力 需要は重工業化(高 付価値化)を 直接的に反映 してい る。 とくに ビル,デ パー ト等

の業務用電力(電 灯動力併用種別)は5.2倍 と著 しく増加。

② 需要パ ターンの一般的特性 、.

前 記の用途別需 要の特色を需要構造の横断的な観点 にたってパ ター ン化すると,お およ

そ都市化,工 業化現象を反映す る次の2つ に集約で きるであろ う。

(a)集 中 化,高 密度化,外 延化および空間へ の進出(高 層化)。 集中化,高 密度化はその反

面,過 疎化現象を伴 ったが,外 延化の進行 とともに新 しい需要地図を描 き出し,あ わせ て需

要水準の平均化を生 じてい る。

(b)消 費 パターンの変化

他の産業の場合 もそ うであるように多様化 現象が顕著にすすんでい る。 これは,電 気器

具の種類の増加,工 業 における技術進歩による用途の拡大な どによる ものであ る。

曽 っての電力 ピークは冬期に発生するのが常であったが,冷 房需要の増加によって,ピ ー

クは夏期に も発生す るよ うにな り,こ れが建設および供給の対策に大 きな転換を要求 するよ

うになった。 そ して,供 給力の構成の変化 と需要構成の変化 と相模 って新たなる昼夜 間の負

荷格差を生 じっっあ ること も忘れてはな らない。

この ような特性は,電 力会社の供給責任 とくに供給信頼度 に対す る社会的要請を加重 して

いる。

1-2供 給 面

(イ)供 給設備の量的変化

一192一

■

●

●



`

●

① 設備出力は23倍

② 発電電力量は2.7倍

③ 総工事資金は2.1倍

とな った。

⇔ 供給設備の質的変化 ・、,

① 火力設備が著 しく増大 した(6.5倍)。

この間,水 力1.3倍 の増加 を示 しているに過 ぎない。10年 前 の水 ・火比率は3対1で あ

ったが,1960年 を境 として 「火主水従」 に転じ,現 在では水 ・火比率 は3対7で あ る。

それに伴い,重 油消費量は12 .8倍 に激増 した。

② 火力設備の大型化およびユニ ット化

これ はスケール ・メ|1ッ トの実現をね らうものであ るが,103KW当 た りの要員 も3分 の

1に 減少 した。'.い'』 一

③ 原子力発電は,実 験段階か ら実用化段階に入ったも ㌶'.± 層:"・

④ エ レク トロニクス技術の応用範囲が拡大 した。;t;-tr'∴

⑤ オー トメ化,遠 方制御方式 の採用が積極的にすすめ られ るまうになづ'た6・・'`L

'⑥ 特
記すべ き点は,前 記の個々の設備を総合 して;都 市化現象に対応す る電力供給 システ

ム として運用す るための変革である。 これ らの実行のために
,大 容量送電線 の建設,・系統運

用 の強化 によラ供給信頼性の向上・特殊連繋装置帳よ る事故への対応元 ミ'ニクラッド方式の1

開 発,配 電系統の近代化,他 社系統 との連繋強化(広 域運営)な どの方策が と られた。i

ぐ寸,設 備の形成および運用 に対 して加わ 一てい るインパ ク ト.、 ・_,

① 技 術開発の必要性炉加重 したこと 〔と くにメ.一カーとの共同開発が積極化 し～ここと〕.・

前記のごとく,大 容量送電 ミニク.ラッド,新 型配電 ジステへ,近 代化工法なζの開発 の;

,必 要 性が増加 したが,電 力会社はユーザー として必要 なスペ ックを描 き,メ ーカーはハー ド ・

お よびソ フ トウエアの技術を提供 してシステム開発を行な う役割の分担が次第に獅たま
って;

きた。"』

これは,専 門化,特 殊化 を背 景 とす る両者の機能分化 によって,知 的分業が生 じつ つ ある

ことを示す ものであ る。"`

② 労 働力の面における変化"''"・

(a)年 少労働力,と くに中学およ'ぴ高校卒業者 の確保が困難 とな っそ ぎたことは,他 事業に

おける例 と大 きな相違はない。ト 〈

(b)前 記 のごとく,電 気事業 とメーカーとの機能の分化が生 じてぎた こ・とは;シ ステムを設

計 し,そ の維持 ・運用 を本来 の任務 どす る電 気事業要員の システム・エ ジジニァ リングの知識

および技能の再装備を要請するだ到 っ'た。 一

(c)ブ ル ーカラーのホ ワィ'トヵラー化は肉体労働よ り管理労働へのシフ トを もた らした。 こ

れは,設 備のオー トメ化,遠 方 制御方式の採用 ,作 業 の外注等に支え られてい るものであ る
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が,情 報処理の徽 化 とあわせて,現 業労 働者(ブ ルーカラー)よ りも搬 の管理労働要員

の高い率 の増加 とな って表われてい る。

③ 発電の主原料(重 油,原 子力)は 大 部分輸入によって賄わなければな らない こと・ した

が って電気事業にお ける国際化 は,後 にのべ る技術的知識面での交流は勿論 のことであ るが・

このよ うな原料面を中心 として展開 されっっ あ る。 ・

④ 資料 その他 の流通条件の変化

電気事業 の発電の主原料は もとより,設 備の建設,維 持運転に必要な資材は長期 にわたって

継続的に確保 され るべ きものであ り,そ れが電気事業 と資材 メーカー との間の共通の利益の

実現 に資す るものでなければな らない。 したが って過去10カ 年 の間に両者の間に,長 期契

約に もとつ く発 ・受注 の計画的な調整が行 なわれ るようにな った。(共 益活動)。

また,業 者在庫方式の活用,電 力会社の倉庫 を通 じない直接に資材をスポ ッ トに納入す る

直納方式な どが採用 され るに至 った。

1-3エ ネ ルギー秩序の面か らの新 しい選択関係の発生

① 独占事業であ る電気事業 においては他 の企業でみられ るよ うな競争関係はない。電気料

金 は原価主義によって決定 され,必 ず し も競争 エネルギー・(ガス,石 油等)の 価格 が直接に

考慮 されている ものではないが,国 民経済におけるエネルギーの シエァを量的に表現すれば

次の とお りである。

1959年 1975年(予 想)

エ ネ ル ギ ー 実 量 換 算 実 量 換 算 実 量 換 算

電気(10億KWL) 96.0 235 2604 63.8 477.4 1,170

石炭(106t) 28.6 15.8 ' 9.7 5.8 6.4 38

石油(106k4) 27.9 26.5 149.8 140.9 26&6 249.0

そ の 他 一 18.6 一 39.6
一 6&0

計'
一 84.4

一 250ユ
一 4385

② 社 会 システムの開発 の進展に伴 う電気事業の機能変化

(a)コ ン ビナー トを中心 とす る工業地帯 の開発に参加するようにな った ことe

(b)地 域 社会のエネルギー効率を高め る観点 にた って,火 力発電所よ りの熱供給 の可能性が

検 討され るようにな った こと。 このこ とは,電 気事業単位だけでエネルギー効率 を考える立

場か ら一歩をすすめる ものではあ るが,そ の実現は これか らの課題であ る。

1-4そ の他の外的変化要因

① 公害,安 全問題がクローズ ・ア ップされ てきた こと。

電 気事業の発電に よって生ずるガスの排出,原 子力発電に伴 う放射能排出の 危 険,大 量

の可燃性燃料の貯蔵や設備の建設,運 転維持に伴 う災害の予防,安 全の維持な ど,過 去10

か 年 間に曽てみ られなか った程の関心が集中 されて きた。
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② 用地取得難 と補償問題 の多様化 と複雑化

③ 設 備資金,資 源 の確保難

設備資金を例に とれば,1968年 の総工事資金は4.814億 円であ り,累 増の傾向にあ

る。

④ 以上 の要因に加えて供給上の社会的責任は増大する。

■
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2組 織 的 ・機能的知識活動 における変 化

2-1企 業 活動 の基盤 の変化

① 長期計 画(10～20年)を 基本 とす る事業 の性格の再確認 と計画の プロセスの近代化

(a)経 営 をとりまく環境の長期予測

あ る社では数年前よ り,① 技術 ・設備 ②経済 ・社会および ③価値意識 の変化 を3本 の柱

とし,デ ルファイ法その他 を使用 して将来 の変化の可能性を把握す るよ うにな った。

(b)前 記 の環境予測に もとつ く経営モデルの作成

何に使用するか と云 う個別の目的に従 ってモデルが作成 され るよ うに なった(例 えば,設 備

資金の調達,能 力開発 な どの 目的ごとに)

(c)調 査,企 画,研 究お よび技術開発の促進

あ る社の例 をとれば、 これ らの投 資は過去IOか 年 間に,・1.2倍 噸 加 して・・るが(収 入

に対 して0.7パ ーセ ン ト),研 究調査に積極的な英国電気事業に比較すれば,ま だ大 きな投資

ではない。

② エネルギー供給者 として社会 システムの開発に参加す る役割 の増 大

(。)。 。テム醗 の緬 酬 か ら勧 ・してゆ く・と(情 報 の ・・一 ド・バ ・ク 司システムの外

延化)

社 会 。。テ・の開発 が繊 醗 や獅 開発 軸 心曝 開 きれ・ エネルギ喉 給者 としての電

気事業随 う役割が大きくな。たばカ・りか,繊 社会 と電気鱗 が言+誠 定の段階から相互し

て情輪 。仁 ・・バ ック桁 。てゆか な・ナればよい醗 がで きない・いわんや鵠 安全等

の問題 を事前に予防す る・とは不可能 であ る.・ のよう情 報の・ ・一 ド'バ ・クのルーをし'

かに組離 してゆ くかが過去の ・・年散 緒 として発生 した・ それを轍 ・実行 してゆ く段

階が次の10か 年 であ ると考えてよい。

(b)電 力の長期安定供 給を行 う責任の加重

これ は額 の多様化へ の対応,酷 な供給信頼性 の保 障渇 気事業経 営の対靴 を背景 とす

るものであ り,他 方では,地 蹴 会全体 のエ ネルギー秩序の観点か ら熱 給鯨 め る社会腰

請の基盤に まで連 な る もので あ る。

2-2企 業 活動展開にあたっての政策変化

① 電気事業が目標 とすべ き価値の見直 し

② 財として電力の供給 か ら電力 と云 う機能 のサー ビスへの転換

鰭 社会の離 化,広 軌,艇 化 など・・伴 。て雪加 対す る罐 は多様化し・即離 高

信級 の嬬 が疏 。ている.こ のこ ヨ ま高 力が物 としてで なく・ それが果す社会的機能 を

買われていることを意味す るものであ って,電 力供給 システ ムはそれは実現 す るものでなけれ

ばな らない。 それに は自動化,効 率化,省 力化およびサー ビスの向上な ど種 々の要素に分解 さ

れ る要請が含 まれ るとして も,基 本的は社会におけ る電力の機能の確保への要請であ ることに
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変 りはない。

③ インターデ ィス プ リナ リーな活動の組織化(知 識 ・技 術および技能をはじめ とし,国 際協

力による資源の開発にまでおよぶ)

2-3経 営 管理

(イ)長 期経営計画の実施および管理のための組織化

① 意志決定 のプロセスの科学的な組織化

このためには,可 能な る限 りパ ター ン化で きるプロセスは外化 してコンピュータ処理に う

つ し,マ ン ・マシ ン ・システムの確立に努めてゆくこと。

この10か 年 間に設 備投資の選択 ・技術研究などの計画の分野 とな らんで いわゆるオペレ

ーテング'コ ン トロールの分野で システム化が強力にすすめ られて きた(営 業部門では,料

金調査,収 入管理,配 電用資材など,人 に関す るシステムでは,人 事,労 務,厚 生,教 育な

どの一体化 され たサー ビス)。 しか し,漸 次マネジメン ト・プランニングの分野に開発の重

点がシフ トしてお り,オ ンライン ・システム も,企 業内の意思決定 のプロセスの迅速化に重

点 を置いて開発すべ き必要性が認識 されるように なった。

② 個別 の組織化

(a)従 来 の縦割職制 に加えて横割の職制を併置するよ うにな ったこと(本 部制,コ ーデ ィネ

ー タ制な どの採用)

(b)変 化 に対応す る新 しい機能職制の設置(原 子力,燃 料,用 地,安 全,公 害対策,流 通機

構,コ ンピュータ ・システムの開発,地 域 開発,産 業共益,広 域運営,技 術開発,能 力開発

.部 門など)。 と くに進 んだ職制 として,あ る社では,マ ンマシン ・システムの開発を目標と

して,コ ンピュータ 』システムの開発 と組織開発を同じ部門で担 当させてお り,ま た,コ ン

ビ。ユ一夕'シ ステムの開発 と組織能力の開発を同一部門に担 当させ てい る社 もあ る。

(c)組 織 のソフ ト化(ス タ ッフの強化 〔特別補佐職員の決定 〕,専 門職位の新設,タ スクフ

寸一スの任命,ス タ ッフ部門におけ る係長制の廃止,プ ロジェク ト制の採用 など)

(d)教 育 と人事の一体的運用(企 業内教育の充実,研 修 ・人事 の一体化,管 理者教育の重点

的意向な ど)

奪])他 企 業 との協力関係

① 社内業務の専門化,特 殊化 と,他 方,外 部企業および機関の充実に対応 して,業 務の外

注,共 同開発が増加 してい る。 これは,外 部情報産業に対 す るプログラム開発や定型的な情

報処理等の委託,設 備 メインテナ ンス業務の外注,工 事の請負依託な どであ る。ある社の例 を

とれば配電工事の外注率は この10か 年 間に72パ ー セン トか ら94パ ー セ ントに増加 して

い る。

② 電気事業相互 間の知識 技能にかんする情報交換

これは電気事業連合会,電 力中央協議会および,電 力会社間 の連絡組織(た とえば企画事

務機械化,研 修,監 査な ど)を 通 じて積極的に実行 されてお り,国 際間の協同 も研修学生交
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換制度(日,仏 な ど),電 気 事業関係 の学会 などを場 として行われてい る。 コンピュータを

例 にとれば,各 社が開発 したプログラムは定期的に コンパ イルされて,相 互の利用に供せ ら

れ、てい る。 、

③ 他産業 にみ られるよ うな系列企業集団の強化 はみ られない。

●

■
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3今 後10～20年 の間 の変 化 な い し発 展 の方 向、 予想 され る 問題 点

3-1電 力需要 の増加 とその多様化

1985年 の全国総需要電力量は7.600億kwh程 度 と推定 されてい る(年 率平均8パ ーセ

ン トの増加 のさい,最 大電力は約5倍 強)。 冷房需要の増加に よ り,夏 期 ピークは持続 し,電

灯の占める比率は増大 し,業 務用需要時,著 しい伸びを示すであろ う。

都市化,高 層化,集 中化,情 報化 などの影響が鮮明にあ ら⇔れ るのが,こ の業務用電力であ

る。産業用電力は,自 働 化,機 械化 などの普及によって,増 加す る半面,技 術革新は付加価値

当た りの消費電力量を低下させるてあ ろ う。昼夜間の負荷格差の調整をはか るために深夜需要の

開発が活発に行われ るであろち。

3-2予 想 される設備お よび技術の変化

① 電源部門

(a)原 子 力発電におけ る軽水型,新 型 転換炉,ガ ス炉実用化,高 速増殖炉の開発

(b)火 力 発電においては,LN6新 鋭 火力以外はおおむね老朽化 し,自 動化の進 展,脱 硫等の

新型装置の開発がなされ るであろ う。

(c)大 容量 の揚水発電所(1部 は海水を使用)と ガス タービン発電所の稼動.、 ∫

(d)海 水の淡水化,熱 供給発電所 の開発による都 市,工 業地帯へ の供給開始

海水揚水 火力用重油の海底貯蔵の可能性

② 送変電部門

(a)大 容 量の超 々高圧送電,外 転線 の拡強

(b)ガ ス絶縁や新 しい冷却 方法によ る大容量 ケーブルの開始

(c)直 流送電の実用化

(d)地 中 化区域の拡大

③ 配電部門

(a)22KV,架 空近代化機器を使用 した新 しい配電方式 の 採用

(b)地 中系統の増大

(c)ル ー プ配電,負 荷制御,自 動検針の普及

3-3経 済 社会 の変化に伴 って生ず る電気事業の問題の焦点

① 発電の主原料の安定確保

石炭→重油→原子力へのエネルギー資源の移動のパ ターンはそのまま,「 国際化」 に通 じる

ものであ るが,こ れは単に電気事業 に限 る問題ではない。 しかし,重 工業化 を志向する国の政

策が大 きく修正 されない限 り,こ の問題の占める重要性は将来益 々その ウエ、イ トを加 える もの

と考 え られ る。 さ らに国内のベースの問題に戻 して考えて も,公 害問題な どエネルギー資源に

対す る社会的要請の高度化に伴 って,地 域別エネルギー消費構造の形成,エ ネルギーの撰択 と

配分,さ らには効率化な ど,ま す ます適確な価値尺度 と科学的な予測に もとつつい実行 されな
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ければな らない事態が発生す るであろ う。

② 安定供給をはか るための設 備の形成 とその運用

電源設 備が遠 隔化 し,流 通設備(送 電線な ど)が 長距離,大 容量化す る。

需要密集地域 への供給は,近 代化 された複雑な システムを形成す る。 しかしこれがすべ て無

事故撫 樋 とい う目標に接近 してゆ くであろ うことが予測 され る・ それ を実現す るには前

記の設備および技術上の開発のほかに,投 資基準の見直 し,膨 大な設備資金の確保,用 地 取得

など解決 しな けれ ばな らぬ問題を数多控 えている。

③ サー ビス要請へ の適応 と販売機能の変化

電力の機能が充分にサー ビスされ ることを前提 としてシステム化 されてい る都市および産業

社会は多目的に使用 される信頼性の高い電力の供給 を求め るα将来,こ の要請はさらに高 まる

と考 えられ,例 示 すれば,個 々の負荷特性 立地条件 に もとつ く供給秩序の確立.をめざす弾力

性に富んだ契約 システムと需要家 との対話によ る迅速 で適齢 サー ビス実現のための需要家情

報 システムなど開発がすず むであろう。地域 を中心 とす る社会 システムの開発および維持のた

めに企業 と地域社会の諸機関 との間 に横断的な情報の フ ィー ド・バック・ルー トが形成され るで

あろ う。 このことは,電 気事業 がエネルギー供給者 としての立場か ら地域社 会 に対す る参加

協力を促進 して社会の部 分 としての役割を果 たすべ き段階に入 ったことを意味す る・

④ 労働力の確保 と人間能力の質的向上

労働力の量的不足 と質的変化(労 働意識の多様化,老 令化,ブ ルーカラーの後退 と知的生産

性を高めてゆ く必要 の増大,流 動性の加重な ど)は,す べ ての事業に共通の問題ではあ る が,

と りわけ電気事業は システム ・エンジニ アリングを基本 とする事業 としての性格 を強 めるため

に,特 殊化,専 門化に よる各部企業 と協同を実行 してゆ く半面 自 らは一群 の中枢的なシステム'

プ ランナーと多数のシステム維持者(主 として管理労働に従事す る)を 擁 して事業活動 をすす

めてゆくことに なるであろう。

そのための装 備に必要な 知識,技 能 の教育が活動化す ることは確実である。

この ことは,一 面 において,情 報化の もとにおいて,電 気事業 を支 えてゆ く大多数の中間層

の労働意欲 をいかに支 え,か つ高めてゆ くか と云 う労働政策のポイン トとな るであろ う。.

⑤ 企業 としての組 織 的,技 能的知識 活動 にお ける変化

経経済社会の変化に伴 って電気事業に対 して提起 され る前記い くつかの重点課題の解決の ため

に,企 業 内部 の組織的 ・技能的知識活動の革新的な変化が生ず るであろうことは云 う迄 もない。

しか し,本 来長期のゴーイング ・コンサーンとして の性格 を もつ電気事 業は,過 去10カ 年

の試行錯誤のなか で,比 較的緩やかなペースではあ ったが,将 来の環境変化に対す る組織的 ・

機能的知識の展開 の方向性 をつかんで きた。前記の需要構造および設備,技 術などの変化は,

この活動 を具 体 的な システム として漸次定着 される条件 として働いてい る。電気車楽の長期計

画の実行,管 理 のプロセスは科学性を加味 した システム化 をすすめ るであろ う。 その 結果をふ

えんすれば,以 下 のような変化が生れ るであろ う。
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(a)企 業 規模 の拡大,社 会性の増加,国 際化の進展,技 術革新に対す る要請の高 まりな ど,こ

こで繰返す まで もな く,す べ て社内外の強力な情報 システムに支 え られた経営活動 によって

始めて対応 してゆける性質の ものであ る。

オンライン・システムは全面的に電気事業に と り入れ られて,計 画の フィー ド'バ ック'プ

ロセスを支える用具 とな るであろ う。そ してディスプレイを通 じて行われ るマン ・マシン ・イ

ンターフェイスの一つ の方法 であ るシ ミュレーションは,日 常の業務の遂行によ り入れ られる

であろう。

(b)大 巾 な組織改革が実現す るであ ろ う。云 うなれば,現 在 の中間機構 は大部分廃止 され,計

画および管理の中枢機構は,現 業機関 と直接す る形 をとるであろう。

そ して,情 報処理の仕事 は大部分 コンピュータに吸収 され,電 気事業の要 員は,シ ステム ・

メインテナンスの新規の システムの開発,計 画調査,管 理,執 行 などの,機 械が代行で きない

業務に専念 することにな るであろ う。

この ような状況の もとにおいて,事 業 の重点課題を中心 として経営の組織が再編成 され,現

在のように縦割 と横割,そ の調整 とい う理念上の区分はなくな り,強 力な情報 システムに支え

られた総合的な長期計画の もとで,弾 力性に富み,多 目的に対応で きる組織単位や能率 的 なプ

ロジェク トの集団が増加 してゆ くであろ う。

これらを総称 して情報化の もとにおける経営活動の組織上 の変化 と云 って差支 えないであろ

う。
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11.銀 行 業 に お け る 情 報 化

1.情 報 化 の 背 景

1-1

1-2

1-3

環境の変化

銀行経営の変化

銀行業における機械化

2、 銀 行業における情報化

2-1
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1.情 報 化 の 背景

1-1環 境 の変化

現在のわが国の金融制度 は昭和20年 代 にその基盤づ くりが行なわれ:昭 和30年 代 にほ ぼ

整備されたが(表 一1),銀 行 をと りま く経済環境ぱ昭和34年 ～38年 の 急 速成長,昭 和

39年 ～40年 の景気沈滞,昭 和41年 ～45年 の経済高度成長によるGNP世 界 第2位 へめ

躍進,昭 和45年 後半以降今 日に至 る景 気鎮 静 と,大 きな変動 を続けてお り,金 融界 もこの変

動 に対応 してか らは情報時代への転換を図 らなければならなくな りつつあ る。 すなわ ち,① 産

業構造大型化の推進,② 金融面におけ る国際化の進展,自 由化の進行,③ 公害企業問題 の発生,

④ 宇宙,海 洋,市 街地情報の開発 など,い わゆ るシステム産業の拾頭,⑤ 大衆所得の増大 にと

もな う高度消費社会化の進展,⑥ 労働需給逼迫,⑦ 電子計算機のハー ド'ウ ェア,ソ フ ト'ウ

ェアの発達 とオ ンライン・タイムシェアリング ・サー ビスなどと電子計算機の多角的な利用方

法の急速 な進歩,⑧ 金融効率化 を推進す る大蔵省銀行行政のあ り方な どが,銀 行 の大型化 を追

求 し,一 方では銀行の制度,経 営組織,業 務内容 などの再編成,コ ンヒ。ユタ リゼーションの推

進などを緊急課題 とな しつっあ る。 たとえば,産 業構造の大型化,系 列化は産業設 備資金需要

の大型化,流 通 資金の小 口大量化,広 域化,高 速化要請 とな り,必 然的に銀行の融資能力増大

をはじめ とす る大型化傾向を刺激 する一因 ともな っている。

.金 融面の国際化,自 由化の進展 は国際水準での低利安定大量資金の供給 を必須 の もの とし銀

行自体の経営効率化による供給資金 のコス ト切 り下げの要請 を強 くしている。 システム産業 の

頭 とくに情報シンジケー トな どのいわゆ る情報産業の発足 は銀行の新しい分野 としての情報

の処理,提 供,開 発サご ビス業務への進 出を促す こととなってい る。

電子計算機 とその利用技術の向上は預金 ・為替のオンライン全店受払サー ビス,受 託計算サ

ービス
,'同 業者業務提携 などの新 しいサー ビスや企画を も可 能 とするとと もに,銀 行在来の簿

記的作業事務,管 理事務,経 営事務の画期的な改善向上のために欠 くべか らざる もの とな りつ

つある。

表一1金 融関係法律制度の変遷

年 主 な 法 律 関 ・ 係 制 度

S24 ・国民金 融公庫法 日本銀行政策委員会

・協 同組 合による金融事業に関する法

律

25 ・日本輸出入銀行

26 ・相 互 銀 行 法

{'信 用 金庫法
地方銀行12行 設立認可
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年 主 な 法 律 関 係 制 度

L日 本開発銀行

S27 ・長 期信用銀行法

{・農林漁業金融公庫

28
・中小企業金融公庫

・労働金庫法

29 ・外国為替銀行法

31 金融制度調査会設置
,

(答 申項 目 ・印)

32
・預金者保護の制度

・中小企業信用補完制度

35
・日本銀 行制度

36
・為替専門銀行の資金調達の方法

38
・金 融正常化 とオーバーローン是正

40
'・安 定成長 を確保 するための企業金融

く の あ り方
、

.、・国債発行 に伴 う金融制度

41
・預金保険制度検討開始

く・国債窓 口販売

42 租税特別措置法改正
・中小企業金融制度のあり方

(利 子課税15%)
ク

印紙税法改正 金融再編論議起 る

43 金融機関の合併及び転換に関する法律 日本相互銀行

相互銀行法改正 ・→ 太陽銀行(都 銀)と な る

相互銀行法改正 埼玉銀行→都銀 グループへ統一経理基

準適用開始(9月)

45 第3次 資本自由化(銀 行)一 般民間金融

機関のあり方
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表 一2過 去5年 におけ る主要な変化一覧

法 律 金 融 制 度 業務政策 ・事務合理化 協 会 活 動

S41年 金融制度調査会 . 各種 ロー ンに よる消費 信 金Garantee

中小金融制度検討 者金融拡大 Check

預金保険制度検討開始 公共料金自動振替拡大 地銀共同テレ開始

歩積両建自粛通達 (都 銀)

〉 国債窓口販売(証 取法 事務 センター設立多 し

65条 との関係) MICR推 進(大 和 ・

富士)

On-Line三 井 軌 道

に乗 る

富士 ・平和 スター ト

S42年 租税特別 適正競争原理導入方針 セ ット預金(相 銀,信 東信協オ ンライン共 同

措置法改 決 まる 金)集 金自粛 一 週休
ψ

セ ンター計画発表

正(利 子 金融制度調査会 2日 制 全銀協小切手のMIC

課税15 中小金融制度答申 経営相談所一 コンサ Rに よる完全自動処理

%) (合 併転換) ル タ ン ト ・サ ー ビス と夜間交換

印紙税法 金融再編論議起る

改正 長短分離その他

S43年 相銀法, 日本相互銀行二 太陽 交通傷害定期 ス ター ト 地銀データ通信セ ンタ

信金法改 銀行(都 銀へ) (富 士) 一発足(7月)

正(6月) 埼玉銀行一 都銀グル 三井 ・平和業務提携 信金共同センター発起

金融機関 一 プへ (9月) 人会設置

合併転換 統一経理基準普銀適用 住 友,三 菱 ク レ ジ ッ ト (東 京 ・大阪)

法(6月) 開始(9月) カー ド発足 全銀協データ通信構想

オープンコルレス推進 ス タ ー ト

住友総合 オ ンライン発

表

八千代信金 オンライン

ス タ ー ト

長期信用,興 銀データ

パ ンク発 表

S44年 MIS確 立 の動 き(三

菱,.富 士,勧 銀,住 友,
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法 律 金 融 制 度 業務政策 ・事務合理化 協 会 活 動

三井)

同地振込制度開始

三井,福 徳相互電子計

算機共同使用

三井上場会社財務資料

発表

ク レ ジ ッ トカ ー ド普 及

S45年 第3次 資本自由化スタ 自動振替の一括引落し 全銀協データ通信構想

一 ト(銀 行) 一 括代手サービス 具体化

金融制度調査会 自動送金サービス

「一般民間金融のあ 計算受託(委 託)サ ー

り方」答申 ビス 、

税制調査会 ・ 当貸組合定期

「利子課税の総合源

泉選択」決定
、

一年半定期認める

1-2銀 行経営の変化

銀行業 は元来,法 制的,行 政的に制約 条件が多 く,金 融類似業務 や,関 連産業への直接進 出

は きびしく制限 されているので,制 約 の中で,環 境の変化 と金融機関相互の競争の激化に対応

して,し か も,1'資 金 の調達 とその適正 の配分運用 と,通 貨 の円滑な供給 とい う銀行 の 基本機

能"を 改善 しなが ら産業経済の成長 と社会福祉の向上に資して行 くことのなかで成長 し,銀 行

自体 の情報化時代への転換,体 質改善 と発展を図 ってゆかねばな らぬ宿命 を持 ってい る業界で

ある。

過去10年 間 にお ける銀行業界の概況 は(表 一3)の ご とく銀行数は殆 んど変化な く,店 舗

数 は約1.2倍 強,人 員は約1.6倍 強,預 貸金の量は約5倍 と成長 してい る。業界内の変化 とし

て見 られることは,"異 種金融機関の合併転換に関す る法律"制 定の原因の一つにあげ られて

い る普通銀行 と中小企業金融機関の機能 の同質化,と くに資金調達,市 場の競合化 によ るシェ

アの 変化が見 られ る。大衆取引に基盤 を もつ相互銀行 と信用金庫の成長振 りは目ざましく,都

市銀行の シエァの縮少 と対照的であ る。

このよ うな情勢に対 す る都市銀行 の巻返 しのあ らわれとしてはオ ンライ ン・リアル ・タイム

システムの利用による普通預金,各 種定期預金のサー ビス向上をは じめ,電 子計算機の マス処

理能力を利用 しての預金,貸 金両分野での大衆化推進 がみられる。 すなわ ち,公 共料金 自動振

替,大 企業給料 自動振込み,消 費者金融,ク レジ ット・カー ド,交 通傷害定期,徳 用定期など

を中心 とした大衆商品の売出 し強化,大 蔵省 の 制限的強力な行政指導 の 中での住宅地への店

一206-一
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舗の配転進出努力,電 子計算機利用 による他行 との預金為替業務提携 による実質的な窓 口増加

策などもあげ られる。

また,産 業資金需要 の大型化 や,自 由化 に対処し,国 際競争力培養のため,か つは大蔵省の

銀行行 政の意図に も沿 った合併,転 換によるスケール ・メ リットを狙 った もの として第一勧銀

の誕生,福 岡相互 と正金相互 の合併計画や信用金庫 の合併大型化努力に み られ るのであ る。

(表 一4)

■

■

■

■
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表 一3銀 行 主 要 統 計(S35:S45)

期(年 度) 全 国 銀 行 都 市 銀 行 地 方 銀 行 信 託 銀 行 長 期 銀 行 相 互 銀 行 信 用 金 庫

行 数 S35/9末 87行 13
■

64 7 3 72 538

S45/9末
`

86 15 61
'

7 3 71 (504)

(36/3)

店 舗 数 S35/9木 5820店 1825 3809 164 22 2499 2β65

(45/3)

S45/9末 7054 2448 4318 257 31 a721 (a537)

人 (3シ3)

役員/従 業員 S35/9末 1177/8&302 228〆94771 82γ7&786 85牙to30 4ダ3735 78γ59665 34212

(45/3)
S45/9末 L32財30⑨238 320つ6Q941 839つ16339 H4イ25513 56/6445 82〃698ユ9 (田858)

百万円 (日和1i/5000)

資 本 金 S36/3末 185956 11qllO 4qo73 ]4050 21733 lZ585

S45/3末 635666 374200 136366 5UOO 5UOO 55541

(日 相5000)

預 金 S35/9末 8a538億 5a230 26543 2882 881 Z961 8290

S45/9末 400277 240303 135571 16868 7533 59088 7L600

貸 出 金 S35/9末 7Z314億 45079 21013 2401 8819 a824 4881

S45/9末 376908 21qo96 109991 lt639 45258 49027 6L615

営 業 経 費
(内 人件費)

S35/9期
百 万 円

92306

(43398)

53477

(24332)

2η92

(15424)

6048
(2463)

4988
(1179)

18935

(11653)
S45/9期 398555 21Z976 123165 38488 18925 73854

(228015) (122181) (7&535) (2q524) (6772) (35053)

当期 利 益 金 S35/9期 406億 189 157 29 30

S45/9期 1788 857 633 158 139



■

■

表 一4.最 近 における金融機関の合併事例

勘 轍 行 地 方 銀 行 相 互 銀 行 信 用 金 庫 信 用 組 合

昭和32 太洋 ・静神:新 多治見 ・豊国:新 設 西栄→広島市に合併

設合併→静岡 合併→多治見 (32/7)

(32/9) (32/4) 大阪→ 報徳に合併
'

安来→米子に合併 (33/2)

(32/4)

横浜市商工→横浜に

合併(32/5)

出石→但青に合併

(32/6)

` 四方→富山に合併

(32/7)

茨木→十三に合併

(32/7)

1 平和→広島相互銀行

に事業譲渡(33/1)

33 青森商業→青相 東都→城南に事業譲

に合併 (34/2)

(33/9)

34 太陽 ・福島市新設合 大阪華銀→大平に合

併→福陽(34/7) 併(35/2)・

都 ・芝に事業譲渡

(35/2)

35 大栄→大阪商業に合

併(35/4)

36 京栄→京都に合併 商都→北摂に合併

} (36/6) (36/6)

芝商工→城南に事業 千葉商工→下総商工

譲渡(36/7) に合 併,京 葉

伊勢→松阪に合併, (36/8)

松 阪伊勢(36/10)
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融 市銀行 地 方 銀 行 相 互 銀 行 信 用 金 庫 信 用 組 合

37 伊野→須崎に合併, 大名古屋→東春に合

高知中央(37/9) 併(37/8)

八楽→東三に合併

(39/10)

38 大村,佐 世保庶民に 千代田→弘容に合併

合併,西 九州 (38/8)

(38/4)

石橋→宇都宮に合併

(38/12)

網干,飾 磨:新 設 合

併→播磨(39/2)

39 朝 日→第一(都 田 辺,日 高,串 本: 篠栗→福岡第一に合

市銀行に合併) 新設合併→紀州 併(37/6)

(39/8) (39/8)
、

第一貯蓄→尼崎に合

併(40/3)

40 河 内 ・住友(都 赤佐→播磨に合併 高知県→高知中央信

市銀行)に 合併 (40/7) 用金庫に事業譲渡

(40/4) 堺興業 ・堺:新 設合 (40/11)
'

併→堺市(41/2)

池田→徳島に合併

(41/3)

41 吹 田 ・高槻:新 設合 筑紫 ・太宰:新 設合

併→ 摂津(41/10) 併→筑紫中央信用組

合(41/7)

42 鈴鹿→四日市に合併

北伊勢(42/4)

須磨→神戸に合併

(42/9)

庶民→ 神戸に合併,

朝 日(43/3)

43 東都→三井(都 荒尾→ 玉名に合併, 第一→福徳に合併

市銀行)に 合併 有 明(44/1) (43/12)
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勧 市鮪 地 方 銀 行 相 互 銀 行 信 用 金 庫 信 用 組 合

(43/4) 東海商工→岡崎信用

金庫に合併(44/3)

●

44 明治→相互 に合併

(44/4)

小 坂→ 八尾に合併,

八 光(44/4)

名 古屋→ 太道相互銀

行に合併,中 京相互

銀行(44/5)

武 陽→ 協立 に合併,

西 武(44/6)

網 代→伊東に合併,

伊 豆(44/7)

山鹿→熊本第一に合

併(44/8)

広 ・阿賀 ・仁方:新

設合併→呉中央

(44/9)

安芸 津 ・川尻 こ吉名

:新 設合併→ 芸陽

,(44/10)

水上 ・多紀郡:新 設

合併→中兵庫

(44/10)

松 山→ 今治に合併,

愛媛(44/10)

長 州→有 明に合併

(44/12)

東海商工→岡崎信用

金庫に合併(44/4)

京都第一→伏見信用

金庫に合併(44/4)

大島町→佐世保市に

合併(44/6)

都野津→川本信用 金

庫に合併,島 根中央

信用金庫(44/8)

中央→名古屋相互銀

行に合併(44/9)

南和 ・御所:新 設合

併→奈良県(44/9)

小竹商工→直方信用

金庫に合併

(44/10)

日の出→八千代信用

金庫に合併(45/1)

明和→河内に合併

(45/2)

渥美→豊橋信用金庫

に合併(45/2)

45

飯坂→福陽に合併

(45/7)

中賀積→滑川に合併

豊橋市民→名古屋相

互銀行に合併

(45/4)

四日市商業→北伊勢

信用金庫に合併

(45/4)
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勧 市銀行 地 方 銀 行 . 相 互 銀 行、

信 用 金 庫 信 用 組 合

4・5 (45/7) 四El市 商 業→ 北伊勢

オ 片上 ・牛窓:新 設合

・

信 用金庫に合併

{i← 備前(45/10 (45/4)

予定) 喜界→奄美に合併

岩滝→宮津に合併, (45/6)

.

北京都(45/10予 東京貯蓄→東京相互

定) 銀行に合併

新湾 ・浪岡:新 設合 (45/10予 定)

併→北奥羽 広島県環衛→広島相

(45/10予 定) 互銀行に合併

湯浅 ・箕島:合 併→ (45/10)

有田(45秋 予 定)

46

第 一 勧銀 福岡一 正金

●

(日 本金融年間71年 版)

1-3銀 行業における機械化

θ 現状

銀行業界は事務機械とく'に電子計算機導入普及の先進業界で,昭 和34年 三和銀行のIB

M650型 電子計算機の導入にはじまり,現 在は都市銀行と信託銀行,長 期信用銀行の全部,

地方銀行 と相互銀行と上位信用金庫の大部分の合計258行 が446台(46年2月 末)の

電子言+算機導 入 してお りぽ 一4)内35行 以 上がわ ライン ・システムを実施あ るし・は

準備中であ る。 業界団体において も全銀協,地 銀協 東宿協,府 信協 東海地 区信協 相銀

協,東 京 手形交換所,全 信連 などが共 同事務 センターを運営 し,ま たは設立 を計画または準

備中であ る。(表 一7)'

(ロ)適 用業務 　 ,

電 子計算機導入利用 の先進銀行 でば二般 的な機械化の目標である,① 簿記作業 的事務 の機

械化に よる省力化 と単位事務 コス トの引 き下げ,② 簿記会計的資料 の蓄積利用によ る管理の

科学化,③ 経営のためのOR的 情 報利用 などの機械化は ほとんど完成 されてお り(図 一1)・

,最 近では,④ 顧客サービス面でのオンライン利用による全店受払いや,店 頭待時間の短縮,

正確性向上なとに実績をあげている。さらには事務の一貫連続自動処理 とプログラムのオン ・

・k・ 蜘 こよ り事纏 旬 離 的醐 労⑳ み妨 ず榊 的編 からの大幅なfヨ酬 減・・

各層管理者の管理 の科学化 に も大いに役立 っている。 ・

■

■
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表一5金 融機関シェア変化

'種'類
昭35年9月 末 昭45年9月 末

都 市 ・銀 行

地 方 銀 行

信 託 銀 行

長 期 信 用 銀 行

預 金 貸 金 預 金 貸 金

534%

26.6

2.8

08

49.5%

23.2

26

9.6

45.3%

255

3.1

1.4

43ユ%

22.5

24

93

全 国 銀 行 計 83.6 84.9 75.3 773

相 互 銀 行

信 用 金 庫

'
79

8.4

9.7

5.4

11.2

13.5

10.1

126

中 小 企 業 金 融機 関計 16.4 15.0 24.7 22.7

合 計 100 100 100 100

表一6銀 行電子計算機導入状況

(46年2月 末)

種 類 全 行 数 導入行 数 電子計算機 オンライン実施または計画中

都 市 銀 行 (15) 15行 135台 15行

地 方 銀 行 (61) 60行 88台 28行(計 画中5行)ミ'

信 託 銀 行 (7) 7行 14台 5行(検 討中2行)

相 互 銀 行 (71) 53行 62台 12行(検 討中2行)

信 用 金 庫 (50人) 123行 147台 12金 庫(共 同システムは除く)

特 殊 銀 行 6行

●

●

このような ととは多 くの機械化後発銀行 も当然 のこととして,先 発銀行の完成 されつつあ る

実wa(・図 一2)を 目標 として効率 的に総合機械化 を進 めてい るのが銀行界の機械化の現状で

あ る。

内 新種業務の開発

機械化先発銀行の2次 的な現段階は,① 対内的には高度の総合経営情報 システムの完成 を

狙いとして総合機械化のま とめの段階にあ り,② 対外的利用 では複数銀行間の電子計算機の

オ ンライン共同利用あ るいは連結使用 による預金,為 替業務な どの提携 によ る広地域顧客サ

ー ビスを開始 している
。 ③電子計算機のマス処理能力によって採算的に も可能 となった。公

共料金の 自動引落 し,大 企業 給料の 自動振替,ク レジ ットカー ド,各 種消費 ロー ンの自動な

ど小額大量の大衆化業務の積極的 な拡大が図 られでい る。④銀行の電子計算機使用の余裕時

間を活用す ることにはじまった取引先企業の計算受託サー ビス も資金 循環 ルー トの定着確保

三213.一



を狙 いとして,現 在では専用電子計算機によ り積極的に進 めている銀行 も見 られ るよ うにな

っている。

⇔ 銀行業界団体 の機械化

全 国銀行協会(準 備中),全 国地方銀行協会,全 国相互銀行協会(計 画中),大 阪,東 海

(計 画中),北 陸(計 画 中)の 各地信用金庫協 会に おいては異種金融機関 グループ間の競争

に備 え て,そ れぞれ の共同セ ンターを開設 して地銀 グループの為替 システム,東 信協 府信

協グループの預金な ど,そ れ ぞれの金融機関 ごとの共同システムを構成 して きたが(表 一7)

為 替 については昭和48年 度 春全銀デ ータ ・システム完成後は全国銀 行,相 互銀行,信 用金

庫を含めた業界 の統合 システムとして拡大 され る見込みであ る(図 一3)。

困 展望

以上のよ うな電子計算機の単独利用,共 同利用,連 携利用によって銀行間のサービス事務

の均 一化が促進 され ることは,一 面では各種金融機関の業務の差異や,規 模の格差や,地 域

格差を縮少す ることとな り,ま た,こ のような実 績と経験のつみ重ねは本来,事 務産業,知

識産業 であ る銀行業務の基本機能の一つに,電 子計算機 によるt'情 報 の処理 と提 供 の開発11

の サー ビス機能 を加 えて,い わゆる情報産業へ の進出を容易にす ることが予測 され る。

銀 行の情報関連産業への進出の兆候 としては,ク レジ ット・カー ド,リ ース'フ ァクタ リ

ング,デ ータ・プロセ シング ・サ・一ビス,有 価証券報告書 データの卸 し,小 売サー ビス,経

営相談指導サニ ビス,矧 相談サー ドスなどが実施 されている ととに品 柄 ・ ・れが進 ん

で電子計算機 とデ ータ伝送 回線 と遠隔,多 数の多種類の端末機 をネ ットとしたキャ ッシュレ

ス,チ ェ ックレス,ソ サイテ ィーを目指 すこととな るのは期 日の問題 と見 られてい る。

'

●
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表一7業 界団体 の電子計算機セ ンター計 画

全銀 データ通信 システム(オ ンライン)48年4月 予定

地銀 データ通信 シス テム(オ ンライン)43年7月 稼動

東信協 信金共 同事業センター(オ ンライン)46年 月予定

大阪府)46年8月 予定

東海地区)48年4月 予定

北陸地区)47年 下 期予定

全国信用金庫連合会セ ンター(オ フ)

46年5月 セ ンター完成

全国信用組合連合会(オ フ)検 討中

87行

61行

1嘉霞 迄諦 店)

30信 金

51信 金

19信 金

,

`
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銀 行 総 合 機 械 組 織 の 一 例図 一2
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2.銀 行 業 にお ける 情 報 化

2-1銀 行 業の特色

本来,銀 行の業務活動の すべてが。経済社会を相手 としての事務 を通 じての知的サー ビスと

経済信用情報 の処理に終始 してい る,い わば一種の情報企業 としての本質 を もった業種である

ので,従 来の信用の授受 と資金の流通決済 サー ビスに加 えて,金 融的,信 用的側面か らの情報

の処理 と提供 と開発サー ビスを業務 の一つに 加えて,個 人,家 計,企 業等 すべての取引先の資

金 と信用 と情報 の職業 的管理機構 として,情 報企業への機能 の変質 を遂げ ることの容易性が考

え られ る業務である。 ・

2-2大 衆 化

経済成長に と もな う個人所得 の増大 は金融市場におけ る資金 の調達 と運用両面におけ る大衆

層 の比重 の増大 を意味 し,コ ンビ。ユタ リゼーションによ る銀行事 務のマス処理能 力向上 とあわ

せて将来め銀行 の営業基盤 と しての 魅力 を増 している分野であ る。

資金調達市場 としての大衆層 の魅力 を全国勤労者世帯の実収入 を総理府統計局 「家計調 査」

に み ると,低 所得層 の上昇が大 きく大衆所得平準化の傾向を示 して おり,最 近の新規採用者 の

初任給上昇の傾向は さらに これを促進 してい るものと考 え られ る。 個 人預金の魅力 は普通銀行

の総預金に占める個 人預金は(経 済統計月報)45年9月 末 の全国銀行総預金,39兆2,560

億 円 の うち,個 人預金14兆5,976億 円 と預金残i高に大 きな比率 を占めてい ること,ま た郵

便貯金が昭和45年 度 中 に1兆4千 億増加 して46年3月 には7兆7千 億(含 振替貯金)と 大

きな伸び をしていることに も窺 える。

最近5か 年間の各種金 融機関の業務政策 も,給 料 自動振込,セ ット預金,交 通傷害定期,預

金オ ンライン,公 共料金 自動引落 し,徳 用定期な ど大衆層浸透 を策 してい る ものが 圧倒的に 多

い。(表 一2)

.資金運用の面において も消費者金融は41年3月 の全国銀行相互銀行の総貸出に占める比率

が 件 数9.'6%(286千 件)金 額0、35%(858億 円)か ら 昭 和44年9月,件 数35.7%

'(1
,925千 件)・ 傘額IL .48%(5・958億 円)と 急速 に増加 してお り(表 一8)・ この消

費者金融は電子計算機 による大量 処理方式 の整備とス コア リング,ク レ ジ ットシ ステムのよ

うな貸出諾否の迅速 な決定制度を前提 とすれば,高 利 回 りで金利変動の少 ない危険性の確率の

安定 した有利な貸出業務 であ るので・ 今後の預貸金利鞘縮少 傾向に対処 す るための有利 な運用

施策の一つ として伸長 を要す る業務 と考え られている。

アメリカの商業銀行にお㌧∫も消費者貸付を預金残高の20%ま でに増大させ ることを真剣

に 考 慮 す べ き で あ る と い う こ とが 示 唆 さ れ て き た 。(1)

((1)BoushallProieadings;ThiateenthNationalCredit

Conference10.72-74)
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表 一8消 費 者 金 融 の 推 移 .
ハ

(全 国銀行,相 互銀行) (鞄 當 瀦)

総 貸 出 消 費 者 金 融 消費者金融の総貸出に占
める比率

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

41年3月 末 2,986.3 245,052 286.4 858 9.6 035

9月 末 3,191.0 261,180 369.5 1,158 11.6 0.44

42年3月 末 3,399.1 282β99 452.2 1,502 13.3 α53

9月 末 3,629.6 304047 576.7 2,020 15.9 0.66

43年3月 末 3.8735 325,373 746.1 2,619 19.3 0.81

9月 末 4.23α5 343,648 997.3 3,480 236 1.01

44年3月 末 4,639.2 371,081 1,364.9 4,470 29.4 1.20

9月 末 5,398.8 401,361 1,925.3 5,958 357 1.48

n金 融tl1971年3月

2-3企 業 金融 と情報化

一般 産業界 の再編成
,構 造改善に加 うるに情報化 の進展は,と りもなおさず銀行の営業基盤

の変化を意味す る ものであ る。 産業界の資金需要 の量 と質 とその調達の方法の変化,資 金管理

技 術の向上,資 金 コス ト意識の徹底,さ らには銀行 に対 するサービスの種類 と内容 の要請に変

化 のと もな うことは当然 であ り,金 融機関 としては,そ の基本機能であ る資金の調達,運 用,

流通諸機能の大型化,小 口大量化,広 域化 あ るいは機械化推進 などによる効率化を推進 して金

融市場の要請の変化に迅速 に対応 してゆ く必要が益 々強 くなる もの と考 え られ る。

このよ うな外的環境の変化 の一つである産業資金需要 の大型化,長 期化の傾向に応 える普通

銀 行の対策 としては,合 併,転 換によ る銀行 自体の大型化施策や業務提携 とくに電子計算機の

共同利用,連 繋利用に よる合併 によ らざる預金為替,営 業基盤 の拡大策があ る。中長期金融機

能拡充のための間接的方策 としては リース業務,タ ーム ローンやファクタ リング業務 など周辺

業務への進 出 も考え られ てお り,こ のため安定資金調達 の有力施策 の一つ としての大衆預金獲

得があることは前項 で 述べ たとお りであ る。

また,取 引先企業 の大型化,複 雑化に ともなって生ず る大量事務の処理 とくに給料計算,社

内預金,販 売代金回収,買 掛代金の支払代行など定型繰返 し的事務の代行サー ビスを行な うこ

とを もって取引先企業 の生産,サ ービスなどに関連 するいわゆ る系列企業 グループ内の資金循

環経路の把握 と固定化 ・効率化 に資す ることが試行段階 で はあ るが,都 市銀行の電子計算機に

よる関係会社への受託計算サー ビスに見 られ るよ うになってい る。

一2
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3.情 報産業 としての銀行業 の可能性 と限界

銀行 は財政経済情報,産 業経 済情報,企 業信用情報の蓄積利用を もって業 として来 たといって

も過言でない業種であ り,こ れに電子計算機導入利用の先進業界 としての経験 に加えて,さ らに

数多い業種 の,多 数の取引先の事務処理受託計算サービスによって計 画的に ダイナ ミックなデー

タを更新利用す ることが出来 るようになれば,金 融経済情報の処理サー ビス,提 供サー ビス,新

しい情報利用方法の開発サー ビスのいわゆ る情報産業の分野への進 出の容易な業 界であ る。

然 しなが ら,銀 行業は法 制的,行 政的に制約の多い,公 共的産業であ るのは,本 来の基本機能

を大 きく超 えて直接情報の処理,提 供 開発のサービスを業務に加 えることによ り企業の成長の具

とし,収 益の根源 とす ることは問題が多い と考 え られ る。

そ こで,将 来の魅力産業 と考 え られ る情報産業への参加の足がか りの一つとしては最近 の都市

銀行中心の情報 シンジケ ー トづ くりや(表 一9),海 洋 開発,宇 宙開発,市 街地再開発な ど情報

時代のシステム産業に対す る資金 と人員の投資参加が見 られ る(※1)。 ま た,情 報時代の金融関

連業務への進出 としては アメ リカの銀行に も見 られるよ うな クレジ ット・カー ド,リ ース'フ ァ

クタ リング,コ ンサルテ ィング,コ ンピュータ ・サー ビス,モ ーゲー ジ ・バンク,旅 行代理サー

ビス,不 動産住宅金融,中 小企業投資 など多様な別会社への参加 などがあげ られ る。

このよ うな ことは将来 のキ ャッシュレス,チ ェ ック レス時代に銀行が知識産業,情 報産業への

中核 とな るための基盤づ くりとして欠 くべか らざる経験的,準 備段階の布石 としての模索であ る

と考 え られ るのが現状で あ る。

表一9都 市銀 行を中心 とした情報 シンジケー トの倒

富士銀行 グループ

三菱銀行 グループ

東海銀行 グループ

大和銀行 グルー プ

三和銀行 グループ

芙蓉情報センター

三菱総合研 究所 』

セ ン トラルズシステム

総合 システム研究所 ・・

東洋経営情報研修所 所

(53社)

(27社)

(13社)

・(、6社)

(み ど り会 中 心)
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は じ め に

●

戦後'
.証 券 取引制度の改革によ り,わ が国の証券市場 は,そ の性格を一変するところとなった。

すなわ ち,戦 前の証券市場 は,い わゆる精算取引を中心 とする投機的要素の強い ものであ ったが,

戦 後,証 券 取引所の再開に際 して,清 算取引 を廃 止し,実 物取引の市場 としてス ター トす ること

にな った。 また戦後,財 閥の解体に伴 う株式の大量放出があ り,証 券界 は,い わゆ る証券民 主化

運動 を全国的に展開 した結果,株 式が広 く一般大衆に分散 され るどころとな った。

一方
,企 業 は,高 度経済成長の担 い手 として,慢 性的資金不足 の状態にあ り,証 券市場 を通ず

る資金調達 は漸次 その ウエイ トを高めていった。 しか し,過 度の増資は,証 券市場に歪みを もた

らし,い わゆ る証券恐慌 といわれ る事態を生 じたことは,記 憶にあた らしいところであ る。それ

は,わ が国経済の高度成長の歪みのひとっのあ らわれであ るが,証 券 市場 の構造 的,制 度的な欠

陥が あった こと もまた否定で きない事実であ る。 その後,証 券会社の免許制移行,投 資信託制度

の改正,取 引仕法の改正な ど一連 の措置を通 じて,整 備,改 善が図 られ,今 日,そ の基礎 の上に

立 った証券市場 の円滑な機能 の発揮が期待 されてい る。 特に経済 の国際化,資 本の自由化 と企業

体質強化の要請の増大 などを背景 に証券 市場 の重要性は近年 とみに高まってい る。
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1.証 券 業 の環境 ・基 盤 の変 化

1-1所 得 の向上 と平準化(資 金供給 サイ ド)

経 済の発展に と もない,国 民の所得 の向上,平 準 化 は 著 しい ものがあ る。すなわち,資 本

市場振興財団な らびに証券 業協会の調査に よれば,調 査対象約20,000世 帯 の うち,年 収100

万 円未満の層 は,昭 和36年 の調査では,97%で あ ったが,昭 和45年 の調査では,49.3

%と な り,年 収100万 円以上 の層が,こ の間3%か ら46.6%と な ってい る。 又,1世 帯 あ

た りの平均所得額は44万3千 円か ら,109万6千 円 と上昇 してお り,所 得の向上,平 準化

現 象 が 著 しい(「 証券貯蓄の調査 リff－ ト」:昭 和36年 証券業協会,昭 和45年 資 本市場

一振興財団)。

このような所得の向上,平 準化は,投 資層 の拡大,証 券の大衆化の一因 とな っている。

1-2企 業 の資金需要

昭和36年 以 降,高 度成長の担 い手 で あ る企業の強い設備投資意欲か ら,増 資ブームが続

いたが,株 式の供給過剰が,株 式市場の極度 の不振 を もた らし,昭 和40年 に は,増 資 の全面

的ス トップとい う異常な事態をま き起すに至 った。 その後,市 場の恢復 とと もに,増 資 も漸増

し,昭 和45に は5,742億 円 の増資が行なわれ るまでになった。

しかし,企 業 の自己資本比 率 は,昭 和43年 度 で16.9%,そ の うち,株 式資本は8.7%

と著 しく低下 してお り,企 業の長期 安定資金需要は,非 常に昂ま っている。

多

義一1企 業自己資本比率

年 度
他 人 資 本 自 己 資 本

借入金 社 債 資本金 剰余金 計

昭34 76.2 30.1 2.2 10.9 12.9 23.8

昭43 83.1 313 2.1 8.7 8.2 16.9

(参 考)他 人資本

米国(43年 度)43.4

'西 独(
42年 度)58.9

英 国(〃)56.0

1-3証 券市場の国際化(資 金需給 の新 しい要因)

(イ)外 人投資の増大

産業の国際化 とともに,資 本取引の自由化 も,

自己 資 本

56.5

41.1

44.0

急速に進 展し,外 人(非 居住者)に よ る株式

取得の 枠が,漸 次拡 大 された。 その結果,昭 和35年2,196万 ドルであった外人の株式取得

は,昭 和45年 には,13億9,685万 ドル(い ずれ も市場経由,認 可ベース)と 急激 な増加 を

示 してい る。 このため,外 人持株比率 は,昭 和35年1.34%か ら,昭 和44年3、3%と 昂 ま

●
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った。外人持株比率は現在25%未 満 に制限されてい るが,国 際的に知名度の高い会社は,そ

の枠を超 えており(発 行会社の要請があれば認め る),例 えば ソニーでは33%に も達 してい

る。

現在,外 人の売買高は,東 証総売買高の3～4%に 過 ぎないとはい え,大 量集中投資P.E.

R尺 度 による投資態度等,わ が国株式市場 に大 きな影響 を与 えてい る。

(ロ)外 資の導入,外 国証券の購入

市場の国際化は,ま た,企 業 資金 の調達面で も,大 きな影響を与 えた。すなわ ち,昭 和36

年 の ソニ一-ADRの 発 行をキ ッカケ として,海 外に資金を求め るケースが増加 し,1970年

に は200億 円の外貨建証券の発行 を見 るに至 った。

一方
,投 資信託,生,損 保険等の機関投資家 には,1億 ドルの枠 内で,ニ ュー ヨー ク等8市

場の上場証券取得が認 め られ,個 人の外貨証券取得 も近 く認め られると云われてい る。

内 企業の意識変化

資本市場の国際化 の進展 と,外 人投資 の増加は,企 業の株主構成に対 す る意識 の変化 を もた

らした。 すなわち,経 営基盤 の安定化 を図 るため,い わゆ る安定株主対策 と呼ばれ る動 きが,

一 部の企業に昂ま
ってい る。

個人投資家が,証 券不況の影響 もあ って,必 らず しも増加 していないのに対 し,法 人の持株

比率が高 くなってい ることは,こ の動 きを裏付 ける ものと考 えられ る。

表一2法 人持株比率の上昇

昭和35年 昭和44年

法 人 持 株 4α89% 52.70%

個 人 持 株 46.32% 41.30%

(法 人持株一金融機関及び国内法人合計持株)

1-4量 的拡大 と事務処理の機械化

α)量 的拡大

上記の ような環境,、基盤を背景 として,こ こ10年 間の証券の発行,流 通量 は,次 の表に掲

げ るとお り,著 しい増加を示 した。

⑰ 事務処理の機械化

下記のよ うな業務の量的な拡大 は,事 務処理の機械化な くしては不可能であ る。特に,証 券

業務 は,売 買約定 か ら,株 券 の受渡 しにいたるまで,か な り煩雑な事務処理が必要 であ る。そ

のため,昭 和26年 頃 か ら,事 務処理 の機械化,合 理化に着手,29年 に は大型 コンビ。ユータ

の導入に より漸次機械化が軌道に の りは じめた。

今日では,一 部の証券会社はオン ラインシステムを採用 してい る。

その結果,昭 和28年 に は,わ ずか2,200万 株 の売買高の整理 のため,立 会い を休止す る
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量3一表

. 昭和35年 昭和45年

株 式 発 行 高 .3,573 5,980

公 社 債 発 行 高 乳524 39,176

[き劉 rgo]鴎
投 資 信 託 残 存 額 6P42 6,927

東 証 出 来 高 272 427

同 上 一 日 平 均 0.9 14

●

こともあ ったのに対 し,今 日では,数 値株の売買高で も,受 渡 しに支障を生 じない状況に なっ

ている。

1-5証 券 業経営の体制

昭和43年4月 に,証 券業 は登録制か ら免許制になった。 これは,証 券 の大衆化 に対応 して,

証券業 の体質 強化 を通 じて,投 資家保護の強化を図ることを主た る目的 としてい る。 この切替

に際 して,証 券会社数 は激減,昭 和35年 末553社 か ら,昭 和45年 末271社 となった。

同時に営業所数が2,530か ら1,851と 減少 してい る。 役職員数は,所 謂歩合外務員 を含め

てわずかなが ら増加 し,45年 末約67,600名,そ の うち,約30,000人 が登録外務員数 とな

っている。昭 和35年 末 の外務員数は約20,000名 と推定 されてい るので,こ の間10,000名

の増加に とどま ってい る。 ・

■
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2.環 境変化への対応 と機能の変化

2-1証 券 の大衆化(大 衆化のための商品開発 とシステム開発)

戦 後,証 券民主化運動に よって,株 式が広 く一般大衆に普及す ることとな った ことは上記の

とお りであ る。すなわ ち,個 人株主数 は,昭 和20年167万 名 か ら,昭 和25年 に は,450

万 名 に急増 した。 その後20年 経過 した現在約1
,600万 名 であるか ら,当 時 の急増ぶ りが如

何に大 きいかが理解で きよ う。

しか し,株 式につい ては,価 格変動 が比較的大 きく,投 資情報の提供 は,ど うして も,マ ン

ツーマンの繍 によ らざるを願 い・ そのため
,営 業体制(営 業網,セ ールスマン数)の 制約

があ り,充 分な顧客管理,情 報提供が困難であ る。

一方
'証 券知識 の普及 と,急 速な所得の 向上か ら,漸 次,証 券選好 も高ま り,こ れに対応す

るためには・価格変動が比較的モダ,レー トで,有 利性を失なわない もの,大 衆商品 として画_

性 のあ る ものが要請 された珊 和26年 に発足 した投資信託は
,か か る背景の もとに成長 した。

さらに・証券知識が普及す るとと もに
,証 券 は投資であ るとい うよ り,預 金 と同様貯蓄であ

るとい う思想が高 まり・昭和36年 に は
,そ のような要請 を充 たす もの として,社 債投資信託

が発足,今 日すでに6 ,000億 円 の額 に達 してい る。

このよ うな証券 一貯蓄思想 の普及 は,一 方で,貯 蓄を容易な らしめる手段の提供が必要であ

り・ 昭和30年 頃か ら,大 手証券会社では,集 金人の制度を設けるとともに,契 約型 の証券貯

蓄(定 期に資金 を積立 て る一累積投資)の 拡大 に努めた。

証券貯蓄の拡大は・ また,事 務処理の機械化な くしては不 可能であ り
,大 量の事務 を画一的

に処理す るこ とによ り,は じめて充分なサー ビスの提供 をすることが で きる
。昭和30年 代 の

事務機械化が,こ のよ うな証券貯蓄の普 及
,拡 大を支 えていった。

今 日・証券貯蓄型の商品,シ ステムとして例をあげれば,次 のよ うな ものがあ る。

国際貯蓄 券面は5万 円であ るが,1万 円 か ら投資 できる。

MIPけ い そ く投資専用の投資信 託シス テム

社債投信

バンクサー ビス……∵銀行との提携に より
,け いそく投資積立金 を簡易 に送金 で きるシステ

ム

メールサービス・…・…郵 便局の窓 口を通ず る
,簡 易送金 シス テム

なお,従 業員の福祉 と同時に,企 業の株式の安定 とい う時代の要請をかねそなえた
,新 従業

員持株制度 が,昭 和42年 に発足 し,急 速な成長を遂げてい る。 これ1む 従業員が1口1
,000

円単 位 の 少額資金 を天引貯蓄 し,自 社株に投資す るシステムであ るが,現 在では,証 券会社の

ほか,信 託銀行 もこれ を取扱 うところ とな って い る。

2-2資 金 調達の多様化 とアンダー ライティング機能の強化

(f)資 金調達の多様化
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証券の大衆化による,醗 楊 の拡大 は,詮 調達能力磁 発す るものであ ・て・証券会社

の機能 も,資 金調達面でのウエ イ トを漸次高めつつあ る。

わが国証券市場は,伝 統 的・こ株式,社 債 とい う証券型態を中核 として来たが・昭和40年 代

に入 。て,転 換社債による資鍋 達があ らナ・に登場,急 速な増加を示 しつろあ る・ これは・欧

米諸国では,す でに,か な 憎 及 していナ・証券型態であ るが'・ れまでゆ が国で{ま時価轍

社債の発行の事例はなか った。

また株 式による資繍 猷 ついて も,従 来わ が国の臨 的妨 法であ る株主割 当額醐 資

か ら,漸 次,時 価発行の方法が採 り入れ られるに至 った。

_方
,社 債は,従 来,銀 行靴 榊 心 とな 。ており,鮒 咳 型 とも称 され るほどであ ・た

が溌 行 条件 と,流 飾 格 との赫 離力轍 小 さくなるにつれて調 硝 化力ζ急速 端 太 し・

漸 く,市 場本来の実態 をそなえつある。

⑪ アンダー ライティング機 能 について

これ までわが国では,株 式市場 は,流 通市場があ って発行市場が ないと極論 されてい た。

それは,い わゆ る額面割当増資では,株 主が払込を しない・とはパ きな損失・こな り・市場

の実勢如何にかかわ らず,増 艶 行な う・とカ・で きる髄 であ る・(例 えば時価300円 の も

のを50円 で 割当て る)そ れがまた資金 ・ス ト編 める咽 で もあ り・株式msが 限界 資金市

場 として利用 され る所以で ももあ った。

この ような割 当が行なわれ るかぎ り,証 券会社は,増 資にっいて何等かの関与をす ることは

不可能であ り,そ れが 畝 しばしば人為的湖 資醜 とい 朔 象 と もな・てあ らわれた・い

わば証券会社不在の発行市場 であった。

しか し,時 価発行では溌 行価格が殆ん ど時価に近 く,飴 ・ス トが低減す るとい う企業の

メ,。 トが大 きいと同齢,揚 力・それ破 け入れ る麟 硫 分把握 しなければ増資が不可能

であ。て,そ こに本来の証券 会社 の機能 が生れ るわけであ る・ また品 時に・市場の価格 機能

を通じて,齢 雛 のパ イプが罐 されると・・う市場本来の機能 を 回復する所以で もあ る・

しナ,が。て,時 価発行の醐 とと もに,証 券 会社の役割はいよい よ大 きな もの とな ・て来て

いる。

内 新規公開業務

企業の成長溌 展 とともに,よ り大 きな註 を必要 とする・とは云 うまで もないが・ そのた

めには,市 場の完 備 した取引所への上場が嵯 にな る.又,業 廓 よ・てSま・ 場 がその会甚

の製品のPRに 効 果 醗 揮す る等 企業の発 展と上場 とは切 り離せない問題 であ る・ わが国経

済の急速 な発展に支 えられ て新規 公開業務 も急速に拡大 しつつ あ る。

⇔ 国際資本市場 にお ける資金調達

資金調達は,そ の量,コ ス ト等の条件 にょって,国 内のみな らず,海 外か らも導入 を促 した。

証券市場の国際化 は,必 然 的に証券 会社の業務 を海外に拡げ てい くことにな る。 昭和36年g

ソニーADRの 発 行をキ ・ソカケに,海 外資金の導入が急速 に増加 した ことは上述 したが,そ れ
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だけに,海 外資本市場の動向に精通 しなければな らない ことはい うまで もない。 同時 に,企 業

の資金調達について適切なコンサルタ ントとして,ま たアンダー ライター として活動す るため

に,単 に国内市場のみな らず,海 外 の市場を含めた広い視野か らの ア ドバ イスをで きる能力を

備えることが必要 となってい る。

●

'
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3.産 業 活 動 の 国 際 化 と 証 券 業

海外資金調達については上述 したが,産 業活動の国際化 とと もに,証 券業務 も,国 際資本市場

に拡がっている。

今 日,わ が 国企業 は,世 界企業 と呼ぶにふ さわしい もの も多 く,海 外に現地合弁会社 を設立 し

てい る事例 も多い。

これ らの動向に対応 して,国 際合同銀行,国 際投資銀行等の設立が図 られ,現 地企業 のファイ

ナンスに多国籍的 な活動 を予定 してい る。

云 うまで もな く,国 内では,外 国部門の組織の拡大,充 実が急速 に図 られてお り,ま た海外店'

舗網 も整 備充実された。

●

■
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4.証 券 経 営 体 質、 体 制 の変 化

、

上記のよ うな,証 券業の機能,体 質 の変化 を最近10年 間 の損益か ら見てみれば,凡 そ次のと

お りであ る。

44年9周 期 の手数料 収入は23億 円で,経 常支出を充分賄 うに至 ってお り,手 数料収入によ

る安定経営 に移行 してい る。

手数料収入の内訳 では,委 託 手数料が大半を占めてい るが,一 方 ,引 受募 集 手数料 の着実な増

加が見 られ ることは,引 受業務 の充実 を物語 るもの と云 うことができる。

また・業容の拡大とともに・縫 の多角化が促進 され,研 究所の独立(野 村総合研究所),電

子計算機部門の独立会社化などの措置が とられてい る。

特 に,市 場 の国際化に関連 して,海 外の業者 との提携 によ る海外情報 の入手 をはじめ,国 内株

式に関す る海外業者へ の情報提供 など,巾 広い活動が必要であ り
,情 報活動は,い よいよ複雑多

岐な ものになってい る。

'
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表一4最 近10営 業年度における全国証券会社損益

(単 位:億 円)

昭35.9 36.9 37.9 38.9 39.9 40.9 41.9 42.9 43.9 44.9

a手 数 料 収 入 929 1,353 1,355 1,542 1,057 1,018 1β50 1,265 1,900 2,378

(委 託手数料) 728 960 874 1ρ06 582 594 943 793 1,402 1,766

b販 売 費 275 366 402 446 316 279 398 282 358 469

c－ 般 管 理 費 482 740 806 954 861 742 730 854 1,005 1β57

d差 引(a-b-c) 172 247

、

147 142 △120 △3 222 129 537 552

e金 融 収 支 △50 △131 △177 △163 △124 △46 80 36 53 157

f経 常 収支(d+e) 122 116 △30 △21 △244 △49 302 165 590 709

(経常収支率)% (113) (114) (98) (99) (86) (97) (121) (114) (143) (131)

9有 価 証 券 損 益 167 143 136 △58 △105 △54 89 △60 78 155

hそ の 他 収 支 △46 △9 15 105 85 △9 △107 2 △131 △181

i法 人 税 額 106 105 67 36 8 5 76 44 251 271
`

・ぞ,+豊+担 、警 137 145 54 △10 △272 △117 208 63 286 412
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表一5手 数 料 収 入 の 推 移

手 数 量 うち委託手
b

うち引 受
C

役 職 員 株式売買高 1株 当委託

年 度 収 入 数 量 一 募集手数料 一 1人 当 り 中委託売買

ω (b)
a (c)

a
手 数 高 割 合 手 数 料

百万円. 百万円 % 百万円 % 千円 % 円

昭35.9 92,932 72,772 78.3 8,378 9.0 1,636 474 1.78

36.9 135β48 95,990" 709 1C759 124 1,585' 48.1 1.76

37.9 135,498 87,434 645 1⑤67i 12.3 1,393 52.5 1.66

3&9 154,234 100,642 65.3 25437 16.5 1,552 49.7 1!19

39.9 105,724 58,152 55.0 23,882 22.6 1,227 49.8 1.31

40.9 101,838 59,422 5&3 20,567 20.2 1,509 54.8 L22

41.9 134983 94,296 69.9 21,062 15.6 2,343 58.5 1.46

42.9 126,482 7乳318層 627 28,213 223 1,993

r

59.9 146

43.9 190,037 140,179 73.6 31095 16.4 a177 66.1 177

44.9 237846 176β33 743 37218
、

15.6 3,289 65.1 208



5.証 券業 の これ か ら の 課題

5-1資 金 調達に果す役割 とデ ィス クロージ ャー

企業 の成長,産 業の国際化 とと もに,長 期安定資金需要はいよいよ大 き くな ってい る。一方

それ らの資金需要を充す ためには,証 券市場 の拡大を図 らねばな らない。そのためには,よ り

一層の大衆化が要請されると同時に
,投 資家保護の要請が高まって くる。 その意味で証券 の価

値を裏付 けるデ ィスクロージャーの徹底がますます重要な ものとな って くると思わ れ る。 今回

の証取法の改正によ り,発 行者,引 受会社等 の責任が強化 され るところとな ったが,こ れか ら

の課題 として連結財務諸表の作成公開が当然話題 となるで あろ う。米国では,す でに連結財務

諸表の作成が義務づけ られてお り,国 際化 という観点か らも,そ の必要性が高 まってこよう。

5-2情 報 の公開 とインサイダー トレーディング

情報の公開は,一 方で,情 報の価値を失なわせ る。万 人に共通 の情報はすでに情報 としての

価値を失なわせ るものである。逆に,会 社経営者その他関係者が職務上知 り得た情報 こそ価値

があ る。 しか し,そ れ らの者がその内部情報を通 じて私利 を図 ることは,投 資家保護の観点か

ら問題が大 きい。 これが,い わゆ るインサイダー トレーデ ィングの問題 であって どう調整す る

かが今後の証券行政上の大 きな課題の ひとつ であ る。

5-3情 報 の価値と調査 ・マーケ ット指 向型営業 の重要性

いわゆる投資情報 の原点である企業情報は,原 則 として公開 された情報であ る。 その意味で,

上 述の とお り,そ のままでは情報 とし ての価値が少ない。 そこで,情 報 としての価値を高 め

ることは,

第1に,企 業 の情況 を適確 に把握 して,こ れ を迅速に伝達す ること。

第2に,証 券 市場 の動 向,経 済環境等にっいての情報 を組み合わせ た,情 報の分析,加 工の

技術が重要 であ る。

その意味で調査部門 の充実は,ま すます欠かせない もの となってい る。

第3に,投 資家 のニーズを適確に把握 し,そ れにふ さわ・しい商品,ポ ー トフtリ オを提供す る

ことが要請 され る。

5-4大 衆 化の方向 と株式事務の変革

証券の大衆化 の方向がいよいよ加速化 することは云 うまで もない。 ところで証券,特 に株式

については,名 義書換 をはじめとす る一連 の事務が付随 してお り,そ のための機関 として名義

書換代理人制度が設 け られ てい る。 しか し,今 日,事 務の急激な増加 は,遠 か らず名義書換代

理人業務が限度に来 るもの と予想 されてい る。そのため,株 券 のカー ド化によ る事務処理 の合

理化が叫ばれてい るが,将 来の問題 としては,株 券振替決済制度(株 券の受渡 しを行 なわず,

口座 による振替決済)の 採用が検討 される必要があろ う。

5-5企 業 金融の多様化

国際化 の進 展についてはすでにふれ たが,最 近 の資本取引の自由化 は,そ の速度 を増 しつつ
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⑨

あ る。すなわ ち,機 関投資家 のみな らず個ノ、の海外証券投資を も認め ることが検討されてお り,

一方
,国 内で,海 外 の機関の ための資金調達 を行な うまでに至 ってい る(例,ア ジア開銀 債)。

このような,国 の内外 の枠がはずれ,一 方,国 内の金融事情の推移 か ら見て,永 い間の問題

点であった起債条件 の弾 力化 も近づ きつつあ ると思 われ る。 ・

また,株 式 の時価発行は今後ます ます定着化 の方向を辿 り,企 業の資金 調 達は,い よいよ多

様化 の道 を進 めるであろ う。

5-6コ ンサルタン トとして の業務の拡大

先般 の証券取引法の改正に より,い わゆ るデークォーバー ビ ッド(株 式 の公開買付制度)の

規定が設 けられれ。制定のキ ッカケは,海 外企業に よる国内企業の買収を想定 し,そ のルール

化 を図った ものであ るが,今 後 そ うい う動 きを察知 しての企業防衛に対 するコンサルタン ト,

国 内企業 同志 の合併,買 収相談な ど,巾 広い コンサルタント活動が要請 され るであろ う。

特 に,広 い範囲の企業情報 を有す る証券会社は,同 業は もとよ り,異 種企業間の合併 。提携

な ど,時 代の要請に応 じた情報の提供が可能 で あ り,今 後,コ ンサル タン ト業務の重要性が ま

す ものと思われ る。
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13.中 小 企 業 に お け る 情 報 化
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237
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1.製 造業にお ける中小企業 の動 き

1-1昭 和30年 代 以降における環境変化 と中小企業分野へ の影響

製造業の全出荷額に占める中小企業 シエァー推移 をみ ると
,昭 和30年 代 初頭 においては,

ほぼ50%前 後であ った ものが,昭 和30年 代 の前半で徐々に低下 し,昭 和36年 で は46 、5

%に まで低下 した。

昭和36年 をすぎ ると間 もな く回復 し,昭 和38年 で は,ほ ぼ50%と な り,以 後今 日まで

50%の シ ェァーを維持 している。

この様な中小企業 シェアーの変化 は,技 術進歩による経済発 展,或 いは産業構造 の変化に大

きく影響 されてお り,こ の過程は,概 ね昭和30年 代 前半,昭 和30年 代後半及び昭和40年

代 の3期 にまとめられよ う。

昭和30年 代 前半においては,大 企業による海外技術の導入が活発 に行なわれ
,こ のための

設備投資が活発化 し,こ れに刺戟 されて一般需要 も上伸 したため
,中 小企業分野で も好況を呈

したが,そ の伸びは相対的に低 く,シ ェァーの低下を起 した ものであ った。

昭和30年 代 の後半にな ると大企業が中心 となって導入 した海 外技 術による新規産業の操業

が一斉に本格化 し,石 油化学産業や電子産業 ,自 動車産業 などが活発化 し,こ れに伴 う下請需

要増大に応えて多 くの新規下請企業 が発生 し
,ま た関連分野での中小企業 の生産 も活発化 した

が・ 昭和38年 以 降に なると,こ れ ら新規産業が在来製品 に代 る新素材,新 製品を多 く出現 さ

せ,在 来 分野 での中小企業は,素 材の転換 や,製 品,製 法の転換 を行なわねばな らな くなった

ものが 多く発生 し・中には,素 材 メーカーであ る大企業の系列 下に編成 される もの も出て来た
。

また戦後よ り徐々に進行 して きつっあ った生活の洋風化,価 値感 の変化 と,昭 和30年 以 降の

所得水準 の上昇 とが,こ の頃よ り表面化 し,消 費構造 のパ ター ンを大 きく変化 させ,一 部の中

小企業製品の需要が急増 する もの も出て きたため,こ の気運 にのって大企業へ と成長 してい く

もの も見 られた反面では,将 来 の需要増 大を見越 した大企業の参入 を招 き,在 来 よりの中小企

業の中には脱落,或 いは下請化 した もの もみ られたが,全 体 としての中小企業分野での活動は

活発化 しで来 た。

下請企業 の分野では,新 規 産業にお ける競争の激化か ら
,品 質 の向上 とコス ト切下げの要求

が高 ま り・下請 の選別,育 成 ,管 理 などが強化 され るようにな り,下 請企業群 の分化 を起すと

共 に,専 門 メーカー化 した もの もみ られる様 になってきた。

昭和40年 代 に入 ると,労 働力不足 と賃金上昇 とが顕著 とな り,従 来よ り低賃金労働力 に存

立の基盤 を求 めていた多 くの中小企業に省力化 の必要を強め
,こ のための機械化を進行 させ る

こととなったが・ これに適応 で きない中 小企業の地位の低下 を起 す と共に
,機 械化 は同時 に大

型化 の方向へ と進み,生 産過剰 を起 して弱体な企業 の脱落 を促進 する様にな
った。更に,発 展

途上 国における工業化の動 きは,経 済の国際化の進展 とあいまって,世 上 の動 きを更 に加速化

しよ うとしてい る。
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lr2中 小 企業経営に与 えた変化

以上の如き環境変化 は,個 々の中小企業の経営に多 くの変化を与 えた。

まつ,昭 和30年 代 後半 よ りの著 しい環境変化 に対 して,中 小企業者は事業の転換 を活発に

行 。て硫 醐 を行 。て来 ナ・.・ の動 きを刺 ・企業樋(業 種全体の出荷額の50%以 上 を中

心企業で占めている もの)に ついてみ ると,昭 和30年 代 前半では3-9%の 企業が轍 経験

を持つ{,す ぎ なか。たが,昭 和30年 代 の後報 な る と9・2%の 企業が・ 昭和40年 代 ↓こなる

と、5-、8%の 企 業が,轍 の経験 を も。てい る.まナ・,轍 が どの齢 原因}・よ・て行なわ

れたかをみると,積 極的発灘 求 めて と・・うものが圧倒的で励 ・転換 の効剰 ・ついてみ ると・

業績の上伸している ものほど転換 に熱心であって,効 果の現実にあがってい るこ とを示 唆して

いるむ

全体的にみ紳 小企業 の伽 ・価値生産性 を大企業の もの と比転してみ ると・昭和30年 代 前

半では沖 小企業 は大企業の45%程 度 に しか達 していなか っt・が'昭 和36年 以 降に な ると

50%前 後 とな り,明 らかに格差が縮 ってい ることが分 る。

まノ、,規 模別難 所数 の推移 をみると,昭 和3・ 年代前半では・ ・0人 揃 の"」'零細搬 事

業所の割合の減小 と,中 位規模企業 の相対的増加がみ られ たが,昭 和30年 代 後半にな る と,

。の傾向は聴 し中 位規模企業 の上位企業への成長 と下位規模への瀦 とを起 したことを示

しているむ

以上の様な動 きか ら,昭 和30年 代後半 よりの著 しい環鞍 化 の中で沖 小縫 の中で も積

極的 な経営者は,環 境変化に合せた事業 の転換 を行 なうことによって環境への適応 をはか って

来た こと,そ して,・ の ・・プの中小企業は藁積 を上伸させた ものが多か ったが・ この灘 環

鞍 化へ の跡 醐 砺 。て来 られなかっτ・中小企業 も相当に多 く・ ・れ ら・ま難 の酷 或

いは脱 落をお こした ものが多か った ことが想像 され る。

」
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2.商 業 に お け る中 小 企業 の動 き

2-1昭 和30年 代 以降の中小商業 におけ る環境変化 とその影響

小売業界は百貨店法の影響 もあ って昭和30年 代 前半 までは,シ エ ァーの殆んどを中 小零細小

売店が 占めてお り,さ したる変化は見 られなか ったがp昭 和30年 代 の後半に入 ると家電 メーカ

ーな どの大手メーカーによる小売店 の系列化が行われ る様にな り或いは
,売 手市場か ら買手市場

への変化や新製品 の登場な どもあ って,小 売業界 に おける業種構成の変化や新規 参入が促進 され

また,昭 和30年 代 のは じめに導入 された革新的な小売形体 であ るスーパーマーケ ッ ト等 も,昭

和30年 代 の半ば頃か ら定着をはじめ,活 発に一般小売店のシェァーを大 きく奪 う様にな り,従

来の中小小売店 の中よ り量販店 として成長 して いく ものが見 られ る様になったが,他 方では小売

業界 以外の大企業 の参入 もみ られ るよ うにな り,小 売業界における大型店化の傾向が はじま った。

また,こ の頃よ り顕著にな りだした人口の都市集中の進行や,都 心地区のスプロール化,交 通

機関の発達,消 費者の購買行動 の変化 などは,小 売店 の立地条件に大 きな変化 を与 えた。

昭和40年 代 に入 ると,こ の傾向は,ま すます著 しくな り,小 売業にお ける地域差 を大 きくす

ると共に,小 売業者 の大型化の傾向 と共に多店舗化 も進行 し,中 小零細店 との格差 をますます拡

大す ることにな ったが,他 方では,中 小零細店 において も規模 の利益 をうるための共 同,協 業の

動 きが活発にみ られるようにな って来 た。

卸業界においては,昭 和30年 代 後半 より大 手メーカーの流通業界への介入,進 出で,小 売業

界における大型化 の進展に よって,中 間流通業者排除の 傾向が強 まり,そ の地位 を弱体化 させ ら

れた もの も出そ来 たが,昭 和40年 代 に入 ると,こ の傾向 は交通事情 の悪化や道路事情,或 いは,

輸送 手段の変化等によ って更に拍車をかけ られ,中 小卸業者の機能低下を顕著 にみ られ る様にな

って来 た。 このため,地 方卸業者 の中には市街地 を離 れた卸団地 を建設 して移転 した り,或 いは

中小小売業者 との一体化 によって,機 能回復を図 ろ うとする動 きがみ られるよ うになって来 た。

2-2中 小商業経営に与 えた変化

以上の如 き環境変化 は,中 小商業経 営に多 くの変化 を与 えたが,中 小商業者の多 くは企業的で

あ るよりも生業的であ り,積 極的な企業 の発 展を望む よりも現状維持 と安全を望む ものが多 く,

その変化は多分に受動的であ って,立 地変化へ の対応や適正規模化 などの積極的な対応 策をとる

ものは少ない。、

しか し,昭 和30年 代 の半 ば頃よ り,一 部の進歩的な中小商業者によ る積極的な発展策,と く

に,革 新的な商業形態 の導入や,立 地変化へ の適応,売 場 面積の拡大,多 店舗化などは,そ れ ら

の中小商業経営 を大規模経 営へ と成長 させ ることとなったが,他 方では,大 企業 を含めての 多数

の新規参入を許 し,業 界内部におけ る格差は増大の傾向にあ る。
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3.昭 和30年 代以降の中小企業経営変化 の原因 と情報化の動 き

昭和30年 代 以降 の中小企業 の変化 は,製 造業において も,商 業 において も,以 上においてみ

て きた様な昭和30年 代 後半以降の技術革新 とこれによる経済成長 とに大 きく影響 されて来 た も

のであるが,こ の様な環境変化 を同一に受けなが ら,特 定の企業は成長 し,特 定 の企業 は停退,

衰退の道 を辿 った。では,ど の様な企業が成長 し,ど の様な企業が停退衰退 したのかをみると,

概 ね以下の様である。

まつ,製 造業において成長の途 を辿 った ものは,潜 在する需要の変化,或 いは潜在する新たな

需要を発見 し,こ れに適合す る製品 の商品化 に成功 したものであ り,い ち早 く,新 技術 を導入 し,

それに合せた素材製法 の変換に成功 した ものであ り,或 いは,需 要増大 の気運に乗 じ,他 に先ん

じて量産技術を導入 して品質の維持 とコス トダ ウンを成功 させた ものであ る。

商業において も,顧 客の欲求 を適確に把 え,そ こに応 え るための革新的な経営形態 の採用,立

地 条件変化への適応,効 率的な売場面積へ の拡 張な どを,早 期に実施 した ものが成 長 して いる。

また,規 模増大と業務 の復雑化 にと もない,製 造業におい ては品質管理,在 庫管理,工 程管理

な どの譜面において,ま た商業においては商品管理,事 務管理などの諸面 において近代管理技 術

の導入 も活 発であ った。

そして,こ うい う変化への適応努力において遅れ をとった ものが,停 滞,衰 退の途を辿 ったの

であ る。

同様な環境変化 の中 に あ りなが ら成長程度に大 きな格差 のあ るのは,以 上の様な事情があるこ

とによる。 そして.そ の中 心をなす ものは,ま つ第1に,中 小企業者 の 成長意欲であ り,第2に,

環 境変化への適応能力であ る。

そ して,環 境変化べの適応能 力は,こ れまでの ところ,中 小企業 の経営者 の個人的能力に,主

として依存 していた。 従 って,経 営者の接触す る範囲内での情報入手 と,そ の個人的な解析,利

用が中心であ り,そ うでない場 合には,取 引先よ りの指示,要 求,或 いは援助に依存 していた。

広範 な源泉よ りの情報入手 と精密な解析,利 用は中小企業の場合には行われていなか ったのであ

る。

情報処理 手段 としての電算機 の導入は,中 小企業 の中に も,昭 和40年 代 以降かな り活発に行

われて きた。

中規 模程度 の企業 の中には単独で中小型 の電算機 を導入 してい るもの もかな りあ るし,小 規模

の ものであ って も,共 同での導入が,か なり活 発に行 われてい る。例 えば,金 属玩具団地(み ぶ

の輸出玩具工場団地協同組合)で は中型電算機 を導入 し参加企業の共同利用 と団地運営に利用 さ

れてお り,日 本 マ ッチ工業組合 では共同施設 として電算機を導入 し,需 要の分析か ら生産,出 荷,

或 いは受注,債 権な どの管理 まで 行 う計画が あ る。商業におい ても,高 崎卸団地の如 くに小型電

算機 を導入 して団地運営 と参加企業の共 同利用 に供す るものが増 えつつ あ る。

しか し・ この様な電算機導入は末だ
,在 庫管理 や生産,受 注などの管理面に使用 されてい るの
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が殆ん どであ って,中 小企業者が環境変化への適応 のために貢献 して来 た ものとは考え られな

いo

つ ま り,従 来 の環境変化への適応には
,経 営者個人の能力 に 依存 していて,し か も充分に成

果 をあげて来た もの と考 え られ る。

`

へ
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4.今 後 の 変 化 と 情 報 化

今後の我国経済は脱工業化の方向に進み従来の産業活動 のあ り方は大きく変化す るもの といわ

れる。従 って,中 小企業 の環境変化 も,従 来 よ りも著 しく加速化 されることに なろう。

従来か ら進行 して きた賃金水準の上昇 と労働力不足はますます進行 するであろ うし,発 展途上

国の 追い上げは,昭 和46年 の9月 よ り実行に移 され る特恵供与に よって,ま すます拍車 をかけ

られ る。都市過密 か ら表面化 した公害 問題 は、中小企業の存立基盤を根 底か らくつがえす ことに

な るか もしれ ない。従来散発 的にみ られて きた コンシューマー リズムの運動 も,今 後大 きく表面

化 して中小企業の前に 立 ちふ さが るだろ う。 しか も,技 術の進歩に不断に進 み,在 来分野 におけ

る省力化,機 械化の進展は,規 模利益を拡大する方向へ と動いてい く。 この様な動 きに影響 され,

多 くの従来よりの中小企業分野 における経営は徐々に困難 となってい くことが予想 され るが,需

要面で も,今 後急速 に多様化,高 級化,或 いは シス テム化が進 み,単 なる労働集約的,或 いは単

なる資本集約的な製品(或 いはサー ビス)で は多 くの附加価値 をあげ得 な くな り,代 って,高 度

な知識集約的 な製品(或 いはサ ー ビス)で なければ成長で きな くな るといわれ る。

以上の様な変化 は,従 来の中小企業 の当面 して きた環 境変化 とは比較に ならない使い,そ の程

度が高 く,質 的に全 く異 った環境に中小企業者 は立 たされることに な る。

果 して,従 来のま うな中小企業経営者 の個人的な能力の範囲で,こ の様 な事態に対処す る適応

を充分に行 うことが出来 る ものかど うか非常に疑問であ る。 これを判断す るに足 る資料は現在の

ところ末だ見当た らない。

中小企業 の日本経済に占める地位 の重 さと,過 去の 日本経済 の発 展に貢献 して きたその役割,

及 び今後ますます経済成長 のための重要な役割を中小企業に担 わせねばな らない ことを考 えれ ば,

この問題に関 して徹底 した検討 を早急 に行わねばな らない ことが痛感 され る。

'

∠

'
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付表1、 規模別工業出荷額の推移

年次別

従業員
規模別

30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41

1～299
37,946

56.0

46,319

(122。0)

532

54,717(
118.1)
50.9

53,491(
97.8)
53.0

61,869
(115.6)
50.4

73,871
(119.3)
47.5

89,228
(120.0)
46.5

101,984
(ll4.2)
48.2

120,882
(1185)
50.3

137,675(

1ユ3.8)

49.0

148273(
107.6)
49.9

175257
(118.1)
50.8

300以 上
29,748

43.9

40,600
(1364)
46.0

52,642
(129.6)
49.0

47260
(89.8)
46.9

-
60,744
(128.5)
49.5

81,505
(134.1)
52.4

102β57(

125.5)

53.4

109,508

(106、9)

51.7

119350
(10&9)
49.6

143,165
(1199)
50.9

148,551
(103.7)
50.0

169,449
(1140)
49.1

合 計
67,694

100.0

86,919
(12&3)
100.0

107,359
(123.5)
100.0

100,751
(93.8)
100.0

122,613
(121.6)
100.0

155β76

(126.7)

100.0

191,585
(1233)
100.0

211,492
(110.3)
100.0

240,232
(1135)
100.0

280,840
(116.9)
100.0

296,824
(105.7)
1000

344,706
(116.1)
100.0

付表2

32

年

41

年

年

()内 は増加率(対 前年)を 示す

中小企業の業種別構成の変化 (単 位:%)
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資料:通 商産業省 「工業統計表」

窯

業

・
土

石
製

品

ゴ

ム

・
皮

革

出
版

・
印

刷

加
工
品

パ

ル
プ

・
紙

・
紙

家

具

・
装

飾
品

木
材

・
木
製
品

繊
維
製
品

衣
服

・
そ
の
他
の

繊

維

れわ猿砒緬咄礪舗

そ
の
他
製
造
業

炭
製
品

化
学

・
石
油

・
石

鉄
鋼

・
非
鉄
金
属

金

属

`㌦㌧

機

械

電
気
機
械
器
具

精
密
機
械

輸
送
用
機
械
器
具

11



ー

N
余

命
ー

付表3製 造業の事.業所数 と企業数

(1)事 業 所 数

年
36 37 38 39 4・0 41 42 43 44

従業者規模

1～3人 247,360 243,416

415,544 410,252 404971 433,431 435,471 437,188 一

4～9人 96,649 97,683

10～29人 101,303 103,150 96,049 91,997 100,632 107248 106,627 110,193
一

30～99人 34,541 35,968 39,052 38,927 39.304' 40,520 40,685 40,392 41,785

100～299人 8,261 8,699

、

9,263 9,614 9,566 10,013 10,195 10,669 11,097

300～999人 2,447 2,601 2,720 2,817 2,853 2,877 3,002 3,122 3,297

1,000人 以 上 689 685 699 738 730 743 775 824 878

1～299人 488,614 488,916 559,908 550β20 554,523 591,212 595,181 598,442 一

300人 以上 3,136 3,286 3,419 3,555 3,583 3,620 3,777 3,946 4175

合 計 491,750 492,202 563,327 554,375 558,106 594,832 598,958 602,388 一

し
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(2)企 業 数

＼ 年
＼

従業者遮 ＼
36 37 38 39 40 41 42 43 44

4～9人 91,729 94,368 188,888
、

192,438 188,699 201,699 201,906 一 一

10～29人 92,773 98,204 92,361 88,069 96,125 96,125 101,680 23,775 一

30～99人 29β12 32,927 36,334 36,285 36,283 36,283 37,216 35,478 一

100～299人 6,534 7,543 8,216 8,524 8,548 8,548 8,941
,

9,216 一

300～999人 1β07 2ρ60 2,264 2,319 2β36 2,336 2,406 2,581 一

1,000人 以 上 629 665 722 726' 704 704 734 803 一

4～299人 220β48 233,042 325,799 325,316 329,655 329,655 349,743 68,469 一

300人 以 上 2,436 2,725 2,986 3,045 3,040 3ρ40 3,140 3β84 一

合 計 222,784 235,767 328,785 328,361 332,695 332,695 352,883 71,853 一

資料1通 商産業省 「工業統計表」
.、 ・ 一'"

囲1.(1)は 事 業所(工 場)の 従業者規模別事業所数
.(2)は企 業の従業者規模別企業数 を表わす。

したがって,両 者の相違は,1つ の企業が2つ 以上め事業所 を持 っていることによ
って生ず る場合が大半 であ る。

このほか,製 造業に属す る事業所を持っていて も企業 としては他 の産業に属する場合(た とえば
,商 社が工場 を持 ってい る場合)

に は・(1)に は含 まれるが(2)には 含 まれていない。 なお1～3人 の 事業 所だけを持つ企業については,企 業数の調査は行 なわれてい
ない。また,44年 に ついては,29人 以下の集計は完了 していない

。'

2・38靴 つ い ては・繋 所統 調6査 の鋤 ・伴い
,槻 模企業お よ彊 業所の把握率 が呈 してい ること醐 酬 象の規模別把.

握 の方法を改めたことなどに より,37年 までの数字との継続性は 失われていることに注意す る必要があ る
。

3.企 業 数については,44年 の 集計は完了 していない。

4.43年 統 計 の企業数は20人 以 上であ る。
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付表7卸 売業 。小売業 ・小売業 の商店数,従 業者数,販 売額

(1)商 店 数 (単 位:千 店)

分 卸 売 業
.小 売 業

年
35 37 39 41 43 35 37 39 41 43

従業者規模

1～2人 62.2 60.0 56.7 76.5:
,

547 ・914
.6 907.0 916.8 940.0 9472

3～4人 52.0 49.2

「

.●

49.2 61.9 52.1 2477 240.1 250.9 280.4 305.0

5～9人 62.1 60.0 62.4 75.9 657' 97.3 92.0 98.3 110.8 1312

10～19人 31.9 33.2
、

35β 42.5 38.3 20.5 23.0 26.3 29.9 36.6

20～49人 13.8 16.1 18.5 220 21.0 6.5 8.0 9.9 11.6 13.3

1～49人 222.0 218.5 222.6 278.9 231.8
1・286・6

1,270.1 1,302.2 1,372.7 1,428.8

50人 以 上 3.6 49 6.7 8.3 7.7 1.3 1.8 2.3 2.7 3.6

合 言卜 225.6 223.4 229.3 2872 239.5 1.2379 1271.9 1,304.5 1,375.4 1,432.4

」

●
、
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(2) .従 業 者 数

(単 位:千 人)

区分 卸 売 業 小 売 業

年

従業醐 模＼
,3.5 37. 39 41 43 35 37 39 41 43

`

1～2人 98.5
`

96.1 q2 .0 123.0 90.5 1,405.8 1,389.8 1,412.4 1,467.5 1,482.5

(5.1) (4.5) (3.6) (4.0) (34) (40.3) (39.2) (37.0) (35.0) (31.9)
3～4人 180.1 170.1 170.3 214.0 180.7 8243 778.6

'835
.1 934.4 1.019ユ

(9.3) (8.8) (6.8) (7.0) (67) (23.6) (22.5) (21.9) (223) (22.0)
5～9人 406.3 394.5 411.4 499.1 432.4 595.9 569.1 609.5 687.4 818.5

(20.8) (1&5) (16.3) (16、2) (16.0) (17ユ) (16.0) (16.0) (16.4) (17.6)
10～19人 421.9 438.8 475.9 565.2 511.1 263.5 297.2 340.0 387.6 4748

(21.9) (20.6) (18.9.) (1&4) (19.0) (76) (8.4) (8.9) (9.2) (10.2)
20～49人 402.8

一

468.0 537.6 650.2 618.8 185.7 228.2 284.1 331.7 381.9

(20.8) (22.0) (21.0) (21.2) (22.9) (5.3) (6.4) (7.5り (7.9) (8.2)
1～49人 1,509.6 1,567.5 1,687.2 2,05U 1,833.5 3,275.2 3,282.9 3,481.1 3.8087 4,176.8

(77.9) (73.6) (66.9) (66.8) (68.0) (939) (92.5) (91.3) (90.8) (89.9)
50人 以 上 418.3 561.2 836.6 1,020.0 863.7 213.9 266.9 329.7 384.8 469.4

(22.1) (26.4) (33.1) (33.2) (32.0) (6.1) (7.5) (8.7) (9.2) (10.1)
合 計 1.9279 2,128.7 2,523.0 3,071.6 2.6972 3,489.1 3,549.8 3,810.8 4ユ93.4 4,646.2

(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)

,
1
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(3)年 間販売額

(単 位:10億 円)

区分 卸 売 業 小 売 業

・

年 35 37 39 41
,〆r

43 35 37 39 41 43

従業者規模

1～2人 269 355 413 602 638 1,029 1,431 1,816 2,143 2,799

(工5) (1.3) (1.1) (1.2) (1.0) (239) (23.3) (21.8) (20.1) (17.0)
A

3～4人 767 937 1,172 1,633 1,807 995 1,347 1,780 2,207 3,062

(42) (3.4) (3.0) (3ユ) (29) (23.1) (21.9) (207) (20,7) (18.6)

5～9人 2,258 2,827 3,504 4795 5;636 977 1,234 1,699 2,199 3,406

(122) (3.4) (9.0) (9.2) (9.0) (22.6) (20.9) (20.3) (20.6) (20.6)

10～19人 3,143 3,933 5,115 6,394 7,857 457 687 960 1,251 2,113

(17.0) (14.5) (13.2) (12.3) (12.5) (10.6) (ll2) (1L5) (117) (12.8)

20～49.人 3,994 5,474 7,094 9,276 1.1767 291 458 721 983 1,756

(21.6) (19.9) (18.2) (178) (187) (6.7) (7.4) ('8.6) (9.2) (10.6)

1～49人 10,431 13,567 1,7,297 22,699 27,705 3,749 5,206 6,926 3,789 13,136

'1

(56.5) (49.4) (44.5) (43.6) (・44・1) (86.9) (84.7) (82.9) (32.3) (79.6)

50人 以 上 8D37 13,893 21,533 29,383 35,112 566 943 1,424 1,895 3,371

(43.5) (50.6) (55.5) (56.4) (55.9) (13ユ) (15.3) (17.1) (177) (20.4)

合 計 18,468 27,474 38,830 52,032) 62,817 4315 6,149 8,350 10,634 16,507

qOO.0) (100.0) (100.0) (100.0.) (100,0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)

」

「 、, 、
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(4)'従 業 者1人 当たり年間販 売額
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(単 位:千 円)

区分 卸 売 業
小 売 業

年

従業者規模
35 37 39 41 43 35 37 39 41 43

1～2人 2,734 3,691 4,484 4889 7,048 732 1ρ30 1,286 1,464 1β88

3～4人 4,256 5,509 6,881 7,631 10,000 1,207 1,686 2,072 2362 3,004

5～9人 5,557 7,165
A 8,51i8 9,607 13,036 1,640 2,255 2,787 3,200 4,161

10～19人^ 7,450 9,077 10,748 11,313 15,372 1,734

「

,2,313 2,82'4 3,228 4450

20～49人 9,912 11,698 13,196 14265 19,015 1,566 2,006 2,533 2,964

ノ

4599

1～49人 6,908 &661 10,252 11,064 15,110 1,145 1,586 1,989 2,308 3,145

50人 以 上 19,207 24765 . 25,738 28,808 40,652 2,645 3,531 4.324' 4,924 7,184

全 平 均 9,577 12,906 15,386 16,956 23,290 1237 1,732 2,191 2,548 3,553

/

資料:通 商産業省 「商業統 計表」'

囲1.()内 は構成比(単 位:%)

2・43年 について は昧 騨 礫 分類の改訂・・より・新分類機+さ れてい・t・め41年 までの数字と噸 性は失われて、・、。

`

{



付表4製 造業 の出荷額

(1)実 績

(単 位:10億 円)

年
36 37 38 39 40 41 42 43 44

従業者規模

1～3人

4～9人

319

569

353

6 .31
}1,468 1,644 1,696 2,025 2β44 2,717

10～29人 2,111 2β01 2,551 2,830 3,122 3,729 4,440 5,172
一

30～99人 3,004 3,337 3,953 4485 4,857 5,638 6126 7,708 9,128

100～299人 3,107 3,483 4005 4,715 5,051 5,994 7,109 8,270 9,725

300～999人 3,906 4,436 5,057 5,859 6,400 7,291 8,836 10,343 12,211

1,000人 以 上
…

6,037 6,363 6.788・ 8,150 8,371 9,524 11,707 14,068 17,409

1～299人 9,110 10,11.4 11,977 13,674 14,726 17,386 20,619 23,867 一

300人 以上 9.943' 10,799 11,845 14,009 14,771 16,815 20,543 24,411 29,620

合 計 19ρ53 20,913 23,822 27,683 29,497 34,201 41,162 48,278 一

(2)構 成 比

(単 位:%)

、年

36 37 3.8 39 40 41 42 43 44
従業者規模

1～3人 2 2

4～9人 3 3
}.6 6 6' 6 66

!

一

10～29人 11 11 11 10 11 11 11
…

ll
一

30～99人 16 16 17 16 16 16 1'6 16 一

100～299人 16 17 17 17 17 18 17 17 一

300～999人 20 21 21 21 22 21 21 21 一

1,000人 以 上 32 30 .28 29 28 28 28 29 一

1～299人 47.8 48.3 5'0.3 49.4 49.9 50.8 50.1 49.4 一

300人 以上 52.2 5ユ.7 49.7 50.6 50.1 49.2 499 50.5 一

合 計 100 100 100 100 100 100 100 100 一

資料"通 商産業省 「工業統計表」
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付表5製 造業の付加価値額

(1)実 績(単 位
:10億 円)

年

従業者規模
32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44

1～3人 } 一 一 一 一 一 131 142 150 183 205 236 一

4～9人 131 132 141 177 206
'

241 505 597 615 747 880 1,040 一

10～29人 386 400 443 570 703 825 962 1,042 1,192 1,439 1,702 1,982 一

30⇔99人

100～299人

497

484

499

471

596

576

776

767

952

940

1,125

1,0.97

1,388

1312

1,527

1,485

1,626

1,565

1,892 。

1,885

2,264

2,338

2,667

2,777

3,199

3,265
300～999人 585 534 722 942 1,135 1,266 1519 1,720 1,839 2,177 2,765 3289 4062
1,000人 以上 933 829 1,167 1,605 2,055 2,103 2,249 2,752 2,687 3,134 4,055 4771 6,020
1～299人 1,493 1,502 1,756 2,290 2,801 3288 4298 4,793 5,148 6,146 7,389 8,702 一

(10～299人) (1β67) (1β71) (1,616) (2.113) (2.596) (3,047) (3,662-) (4.055) (4.383) (5216) (6.305) (7.427) 一

300人 以上 1,519 1,363 1,889 2,547 3,190 3,369 3168 4,472 4,526 5,317 6,820 8,060 10,082
合 計 3,017 2,865 3,645 4,837 5,991 6,657 8,066 、9265 9,674 11,457 14209 16,762 一

② 構 成 比(単 位
:%)

年 .

従業者規模
32 33 34 35 36

'37
38 39 40 41 ,42 43 44

1～3人 一 一 一 一 一 一
2 2 2 2 1' 1 一

4～9人 4 5 ・4 4 3 4 6 6
'6

7 6 6 一

10～29人 13 14 12 12 12 12 12 11 12 13 12 12 一

30～99人 17 17 16 16 16 17 17 16 17 17 16 16 一

100～299人 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 17 一

300～999人 19 19 20 19 19 19 19 19 19 19 19 20 一

1,000人 以上 31 29 32 33 34 32 28 30 28 27 29 28 一

1～299人 49.7 52.4 48.2 473' 46.8 49.4 53.3 517 532 53.6 52.0 519 一

(10～299人) (453) (479) (443) (830) (81.4) (90.4) (97.2) (90.7) (96.8) (98,2) (92.4) (92.1) 一

300人 以上 50.3 47.6 51.8 527 532 50.6 46.7 483 46.8 46.4 48.0 48.1 一

合 計 100 100
'
100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 一

」
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付表6製 造業の付加価値生産性

(1)実 数(従 業者1人 当たり年間付加価値額')
(11t位:千 円)

:
'き 年

. 32 33 34 35 36 37 38 39 40

,

41 42 43 44

従業者規模

1～3人 一 一 一 一 一 ス ー 281 320 341 389 439 508 一

4～9人 217 255 248 283 329 382 432 498 53】 603 698 807' 一

10～29人 277 284 337 359 419 485 582 649 706 806 943 1,082 一

30～99人 380 373 427 465 546 621 707 774 816 918 1,092 1,283 1,484

100～299人 537 507 568
.

623 700 777 874 954 1,009 1,163 1,413 1,609 1,820

300～999人 727 628 744 845 922 960 1,106 1,199 1272 1,490
.

1β10 2,071 2,424
、

1ρ00人 以上 911 834 982 1,167 1,311 ],338 1,404 1,631 1,633 1,895 2,297 2,531 3,022

1ん299人 356 352 383 448 520 592 637 707 754 85.6 1,018 1,178 一

(10～299人) (379) (372) (402) (471) (545) (619) (716) (790) (838) (954) (1,140) (1,318) 一

300人 以.ト 830 739 875 1,023 1,140 1,165 1,266 1,432 1,464 1,755 2,071 2β24 2,749

全 平 均 499 469 540 636 732 788 829 936 975 1,113 1,346 1,543 一

(2)格 詑(大 企業 を100と し た比率)
(単 位:%)

年
32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44

従業者規模

1～3人 　 一 一
チ

ー 一 一 22 22 23 23 21 2'2 一

4～9人 26 30 28 28 29 33 34 35 ,36 35 34

「

35 一

10～29人 33 38 39
'

35 37 42 46 45 48 47 46 47 一

30～99人 46 50 48 46 48 53 56 54 56
.

54 53 55 54

100～299人 65 69 65 61 61 67 69 67 69 68 68 69 66

1～299人 43 48 44 44 46 51 50 49 52 50 49 51 一

(1σ ～299人} (46) (50) (46) (48) (48) (53) (57) (55) (55) (50) (55) (57) 一

、

t6・
・40
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(第8表)転 換企業の割合

年度 昭和 昭和 昭和
近 い 将 来

規模 30～35年 36～40年 41～45年

30人 以 下 2.9% 3.8% 7.7% 25.6%

31～50人 2.9 7.9 16.7 35.7

51～100人 46 123 2α0 37.0

101～300人 8.1 15.1 32.5 4α6

301人 以 上 9.9 24.0 28.6' 34.0

総 合
'3
.9 9.2 15.8 300

(第9表)転 換形態別構成比の動向(規 模別)
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年代 昭和41～45年 近 い 将 来

規模
形態

30人

以 下

31～

50人

51～

100人

101～

300人

301人

.以 上

.

30人

以 下

31～

50人

51～

100.人

101人

300人

301人

以 上

多 角 化

事 業 転 換

品 種 転 換

26.6%

6.7

870

26.3%

140

630

30.8%

11.6

690

39.3%

-

64.3

46.6%

77

65.5

.

13D%

、63.0

440

1α6%

73.0

353

8.3%

646

355

一%

68.6

372

6.4%

67.8

45.3

囲M・A

(第10表)転 換原因別割合(全 体)

＼ 年度
原因 ＼

昭和

30～35年

昭 和 ・

36～40年

昭 和

41～45年

経 営 不 振 8.6% 7.1% 11.5%

業 界 先 細 り 8.6 14.8 20.5

積 極 的 発 展 77.2 68.0 69.5

取 引 先の要 求 11.5 21.6 12.1
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(第11表)最 近の業績別転換動向

囲転換予定ありの企業における割合

(第12表)最 近の業績別転換動向

囲各タイプ別企業の中における転換予定あ りの割合

衰 退 停 滞 発 展 計

転換予定あ り 18.2% 3・4.2% 47.6% 100%

`

衰 退 停 滞 発 展

転換予定あ り 31.0% 3α0% 36.0%

一254一
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